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国民の皆様へ

農業生物資源研究所（略称「生物研」、「NIAS」）は、平成13年４月１日に農林水産省所管の

独立行政法人として設立されました。農業分野では我が国最大の基礎生命科学研究所です。植

物・昆虫・動物などさまざまな農業生物に関する生命現象の総合的な理解を通じて、生物機能

の開発とその利用を進め、世界的な食料・環境問題の解決に向けた革新的農業技術の開発や新

たな生物産業の創出を目指しています。

第１期中期目標期間（13-17年度）には、イネゲノム全塩基配列の解読、カイコの遺伝子組

換え技術の開発、遺伝子組換えブタの作出など、また第２期中期目標期間（18-22年度）には、

イネゲノム配列を利用した効率的育種技術の開発、カイコ及びブタのゲノム塩基配列概要の解

読、農業上重要な形質に関わる遺伝子機能の解明など、世界をリードする基礎的・先導的研究

成果を上げてまいりました。

平成23年４月から第３期中期目標期間（23-27年度）がスタートしました。第３期の開始に

あたって、研究を戦略的かつ効率的に推進するため、３つの研究センター（農業生物先端ゲノ

ム研究センター、遺伝子組換え研究センター、遺伝資源センター）と３つの研究領域（植物科

学研究領域、昆虫科学研究領域、動物科学研究領域）を立ち上げ、センター長・領域長の強力

なリーダーシップの下、以下の課題を実施してきました。

●農業生物の遺伝資源の充実と活用の強化

●農業生物のゲノムリソース・情報基盤の整備・高度化

●農作物や家畜の生産性向上を目指した生物機能の解明

●農作物や家畜の生物機能を高度に利用するための、病原菌等との生物間相互作用の解明と

利用技術の開発

●新たな生物産業を創出するための生物機能の利用技術の開発

第３期中期目標期間の５年目（最終年度）となる27年度には、ブタ由来のコラーゲン繊維を

用いた傷跡をほとんど残さずに治癒できる絆創膏型人工皮膚の開発や、新規害虫制御剤の開発

加速が期待される「幼若ホルモン」フリーのカイコを作出するなど、革新的な農業技術や新産

業の創出への貢献が期待される成果が得られました。また、オオムギの小穂非脱落性遺伝子単

離による栽培化の起源解明、イネのいもち病が低温で重篤になる原因解明などの研究成果を得

ることができました。

このほか、スギ花粉症治療イネについて第一種使用規程の承認申請を行うなど治験薬製造に

向けた手続きを進め、また、国際的貢献として我が国のITPGR（食料及び農業のための植物遺

伝資源に関する国際条約）加入対応で、同条約に定める多数国間の制度への植物遺伝資源登

録を進めました。

農業生物の潜在能力を最大限に引き出すためのアプローチの一つとして、遺伝子組換え技術

は大きな可能性を持っています。第３期の大きなチャレンジとして、研究所が独自に開発した

イネ、カイコ、ブタの遺伝子組換えについて実用化に向けた研究開発を進めました。遺伝子組

換え技術の実用化においては、遺伝子組換え体の安全性を科学的に検証して、同時に、医農工

連携研究によりその有効性の実証に取り組んできました。遺伝子組換え研究において、安全第

一、法令遵守を徹底して実施することは研究を進める上での大前提であり、そのために万全を

期してきました。

なお、平成28年４月からは「独立行政法人に係る改革を推進するための農林水産省関係法律

の整備に関する法律」（平成27年法律第70号）に基づき、生物研は農業環境技術研究所及び種

苗管理センターとともに農業・食品産業技術総合研究機構と統合し、基礎研究から応用研究ま

での一体的推進によって研究開発成果の最大化を図ってまいります。統合後も農業分野の生命

科学分野を担う部門として、最先端の研究開発を実施し、国民の皆様の理解を得て、日本の農

業の発展及び新産業の創出に貢献することが大切と考えています。バイオテクノロジーをはじ

めとした先端科学研究は、進展が早く、国際的な競争もし烈な分野ですので、引き続き役職員

一同、一丸となり相当な覚悟を持って研究開発と業務運営にまい進してまいります。今後とも

関係各位のご支援とご協力をお願いいたします。
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第Ⅰ章 国立研究開発法人農業生物資源研究所の概要

第１ 基本情報

１ 法人の概要

（１）目的

生物資源の農業上の開発及び利用に関する技術上の基礎的な調査及び研究、昆虫その他

の無脊椎動物の農業上の利用に関する技術上の試験及び研究等を行うことにより、生物の

農業上の利用に関する技術の向上に寄与する。（国立研究開発法人農業生物資源研究所法第

３条）

（２）業務内容

①生物資源の農業上の開発及び利用に関する技術上の基礎的な調査及び研究並びにこれに

関連する分析、鑑定及び講習を行う。

②昆虫その他の無脊椎動物(みつばちを除く。)の農業上の利用に関する技術上の試験及び

研究、調査、分析、鑑定並びに講習を行う。

③蚕糸に関する技術上の試験及び研究、調査、分析、鑑定並びに講習を行う。

④原蚕種並びに桑の接穂及び苗木の生産及び配布を行う。

⑤農作物の品種改良のための放射線の利用に関する試験及び研究を行う。

２ 事務所の所在地

本部 〒305-8602 茨城県つくば市観音台2丁目1番地の2

代表電話番号 029-838-7406

（大わし） 〒305-8634 茨城県つくば市大わし1番2

（放射線育種場） 〒319-2293 茨城県常陸大宮市上村田2425番

（保存・情報研究ユニット 北杜）〒408-0044 山梨県北杜市小淵沢町6585番地

Webサイト http://www.nias.affrc.go.jp/

３ 資本金の状況

（単位：百万円）

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

政府出資金 35,321 － － 35,321

資本金合計 35,321 － － 35,321

- 1 -



４ 役員の状況

役職 氏名 任期 担当 経歴

理事長 廣 近 洋 彦 自 平成25年 4月 1日 昭和57年 4月 農林水産省採用
至 平成29年 3月31日 平成18年 4月 独立行政法人

農業生物資源研
究所基盤研究領
域長

平成23年 3月 独立行政法人
農業生物資源研
究所退職

平成23年 4月 独立行政法人
就任年月日 農業生物資源研
平成25年 4月 1日 究所理事

理事 長 峰 司 自 平成27年 4月 1日 農業生物先端 昭和51年 4月 農林省採用
至 平成29年 3月31日 ゲノム研究セ 平成22年 4月 独立行政法人

ンター、遺伝 農業・食品産業
資源センター、 技術総合研究機
植物生命科学 構近畿中国四国
領域及び評価 農業研究セン
・国際交流担 ター所長
当 平成25年 3月 独立行政法人

農業・食品産業
就任年月日 技術総合研究機
平成25年 4月 1日 構退職

理事 町 井 博 明 自 平成27年 4月 1日 遺伝子組換え 昭和54年 4月 農林水産省採用
至 平成29年 3月31日 研究センター、 平成23年 4月 独立行政法人

昆虫・動物生 農業生物資源研
命科学領域及 究所遺伝子組換
び産学官交流 え研究センター
担 当 長

平成25年 3月 独立行政法人
就任年月日 農業生物資源研
平成25年 4月 1日 究所退職

監事 木 瀬 互 自 平成27年 4月 1日 昭和52年 3月 カゴメ株式会社
至 平成29年 6月30日 採用

平成25年 3月 カゴメ株式会社
退職

就任年月日
平成25年 4月 1日

監事 長谷川 峯夫 自 平成27年 4月 1日 非常勤 昭和45年 3月 キユーピー株式
至 平成29年 6月30日 会社採用

平成21年 2月 キユーピー株式
会社退職

平成21年 4月 独立行政法人
農業生物資源研
究所監事

平成25年 3月 独立行政法人
就任年月日 農業生物資源研
平成25年 4月 1日 究所監事退任

※ただし独立行政法人に係る改革を推進するための農林水産省関係法律の整備に関する法律

（平成27年法律第70号）附則第２条の規定により、役員の任期は平成28年3月31日で終了した。

５ 常勤職員の状況

常勤職員は平成28年1月1日現在において350名(前年度比７人増加、2.0％増)であり、平

均年齢は47.5歳（第２期末45.5歳）となっている。このうち、国等（国、他法人及び地方

公共団体）からの出向者は90人（内訳は国33人、他法人57人）、民間からの出向者は０人で

ある。

６ 設立根拠法

国立研究開発法人農業生物資源研究所法(平成11年法律第193号)

最終改正：平成27年9月18日(平成27年法律第70号)
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７ 主務大臣

農林水産大臣

８ 沿革

昭和58年12月1日 農業技術研究所の一部と植物ウイルス研究所を統合して農業生物資源

研究所が設立された。

平成13年 4月1日 農業生物資源研究所と蚕糸・昆虫農業技術研究所、畜産試験場の一部、

家畜衛生試験場の一部を統合して独立行政法人農業生物資源研究所と

して発足した。

平成27年 4月1日 国立研究開発法人農業生物資源研究所に名称変更した。
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９ 組織図

理事長 審議監
統括研究主幹

理事 研究主幹
副研究主幹
研究企画調整室

監事 評価・人材育成室
知的財産室
広報室
技術支援室

統括総務主幹
庶務室
経理室
管財室

統括管理主幹
情報管理室

図書資料館
安全管理室
検収管理室
監査・コンプライアンス室

農業生物先端ゲノム研究センター
先端ゲノム解析室
ゲノムインフォマティックスユニット
ゲノムリソースユニット
作物ゲノム研究ユニット
昆虫ゲノム研究ユニット
家畜ゲノム研究ユニット
イネゲノム育種研究ユニット
ダイズゲノム育種研究ユニット
ゲノム機能改変研究ユニット
生体分子研究ユニット

遺伝子組換え研究センター
遺伝子組換え研究推進室
機能性作物研究開発ユニット
耐病性作物研究開発ユニット
遺伝子組換えカイコ研究開発ユニット
医用モデルブタ研究開発ユニット
新機能素材研究開発ユニット
昆虫機能研究開発ユニット

遺伝資源センター
遺伝資源国際連携室
ジーンバンク事業推進室
多様性活用研究ユニット
分類評価研究ユニット
保存・情報研究ユニット
放射線育種場

植物科学研究領域
植物生産生理機能研究ユニット
植物共生機構研究ユニット
植物・微生物間相互作用研究ユニット

昆虫科学研究領域
昆虫成長制御研究ユニット
加害・耐虫機構研究ユニット
昆虫相互作用研究ユニット
昆虫微生物機能研究ユニット

動物科学研究領域
動物発生分化研究ユニット
動物生産生理機能研究ユニット
動物生体防御研究ユニット

研

究

管

理

支

援

部

門

研

究

開

発

部

門
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第２ 経営方針

農業生物資源研究所は、農業の生産性の飛躍的向上や農産物の新たな需要の創出及び農林水

産業の新たな展開を可能とする革新的農業技術の開発や新産業の創出を目指して、進歩の著し

いバイオテクノロジー分野の研究動向に対応して研究開発を実施している。第３期中期目標期

間においては、国内外の社会経済動向、農業上の重要施策などを踏まえ、生物研の社会的使命

とこれを達成するための業務の重要性は一層高まっているとの認識のもと、人材、研究施設・

設備等の研究資源、生物研が蓄積してきた研究成果、遺伝資源、ゲノムリソースなどの知的基

盤を最大限に利用して、バイオテクノロジーを中心とする基礎的・先導的な研究及び技術開発

のさらなる飛躍を目指している。

第３期中期目標期間の５年目にあたる27年度は、上記の方針のもと、以下の措置を講じた。

(１)第３期の研究組織体制（３つの研究センター、３つの研究領域及びそこに配置した29の研

究ユニットと４つの室）のもと、生物研の優位性を活かした研究及び技術開発を進めた。

(２)研究管理支援の充実及び効率化を引き続き進めるとともに、情報セキュリティ対策、研究

不正発生抑止対策、研究活動に伴うリスクの管理徹底、法令遵守や倫理保持意識向上など、

内部統制の更なる充実・強化を図った。さらに、不適正な経理処理事案を受けて、購入物

品等の納品時検収の徹底を図るとともに、全職員にコンプライアンス・ガバナンスに関す

る認識の啓発のため、研修会等でルールの徹底を図るなど、研究所全体で再発防止に向け

様々な活動に取り組んだ。

(３)法人ミッションの役職員への周知徹底を図るため、憲章、行動規範及び各種規程等をホー

ムページで公表するとともに、各種会議や理事長と職員との意見交換会等を通じて、業務

運営の方向性の徹底、現場の問題等の把握を進めた。また、研究所の諸活動に関する情報

を所内により正確かつ迅速に伝達する体制を整備した。

(４)組織的な情報発信として、ホームページを改善して生物研の成果を国民に積極的に広報す

る活動を行った。また、一般向けのイベントや成果の普及を図るシンポジウム、特に遺伝

子組換え技術の理解促進に向けた展示・紹介に取り組んだほか、NIASオープンカレッジな

どを引き続き開催し、その充実を図った。
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第Ⅱ章 平成２７年度の業務の実施状況

第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

１ 経費の削減

中期目標

（１）一般管理費等の削減

運営費交付金を充当して行う事業については、業務の見直し及び効率化を進め、一般

管理費（人件費を除く。）については毎年度平均で少なくとも対前年度比３％の抑制、業

務経費については毎年度平均で少なくとも対前年度比１％の抑制をすることを目標に、

削減する。なお、一般管理費については、経費節減の余地がないか改めて検証し、適切

な見直しを行う。

給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し、手当を含め役職員給与の

在り方について厳しく検証した上で、目標水準・目標期限を設定し、その適正化に取り

組むとともに、検証結果や取組状況を公表するものとする。

総人件費についても、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する

法律」（平成18年法律第47号）に基づく平成18年度から５年間で５％以上を基本とする削

減等の人件費に係る取組を、平成23年度も引き続き着実に実施するとともに、「公務員の

給与改定に関する取扱いについて」（平成22年11月1日閣議決定）に基づき、政府におけ

る総人件費削減の取組を踏まえるとともに、今後進められる独立行政法人制度の抜本見

直しの一環として、厳しく見直すこととする。

なお、以下の常勤の職員に係る人件費は、削減対象から除くこととする。

①競争的資金、受託研究資金又は共同研究のための民間からの外部資金により雇用さ

れる任期付職員

②任期付研究者のうち、国からの委託費及び補助金により雇用される者及び運営費交付

金により雇用される国策上重要な研究課題（第三期科学技術基本計画（平成18年3月

28日閣議決定）において指定されている戦略重点科学技術をいう。）に従事する者並

びに若手研究者（平成17年度末において37歳以下の研究者をいう。）

（２）契約の見直し

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成27年5月25日総務

大臣決定）等を踏まえ、公正かつ透明な調達手続きによる、適切で迅速かつ効率的な調

達を実現する取組を着実に実施する。経費削減の観点から、契約方法の見直し等を行う。

また、密接な関係にあると考えられる法人との契約については、一層の透明性を確保す

る観点から、情報提供の在り方を検討する。

中期計画

（１）一般管理費等の削減

①運営費交付金を充当して行う事業については、業務の見直し及び効率化を進め、一般

管理費（人件費を除く。）については毎年度平均で少なくとも対前年度比３％の抑制、

業務経費については毎年度平均で少なくとも対前年度比１％の抑制をすることを目標

に、削減する。なお、一般管理費については、経費節減の余地がないか改めて検証し、

適切な見直しを行う。

②給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し、手当を含め役職員給与の

在り方について厳しく検証した上で、引き続き、国家公務員に準拠した給与規定に基

づき支給することとし、検証結果や取組状況を公表する。

総人件費についても、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関す

る法律」（平成18年法律第47号）に基づく平成18年度から５年間で５％以上を基本とす

る削減等の人件費に係る取組を、平成23年度も引き続き着実に実施し、平成23年度に

おいて、平成17年度と比較して、研究所全体の人件費（退職金及び福利厚生費（法定
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福利費及び法定外福利費）を除く。また、人事院勧告を踏まえた給与改定部分を除く。）

について６％以上の削減を行うとともに、「公務員の給与改定に関する取扱いについて」

（平成22年11月1日閣議決定）に基づき、政府における総人件費削減の取組を踏まえる

とともに、今後進められる独立行政法人制度の抜本見直しの一環として、厳しく見直

しを行う。

なお、以下の常勤の職員に係る人件費は、削減対象から除くこととする。

（ア）競争的資金、受託研究資金又は共同研究のための民間からの外部資金により雇用

される任期付職員

（イ）任期付研究者のうち、国からの委託費及び補助金により雇用される者及び運営費

交付金により雇用される国策上重要な研究課題（第三期科学技術基本計画（平成1

8年3月28日閣議決定）において指定されている戦略重点科学技術をいう。）に従事

する者並びに若手研究者（平成17年度末において37歳以下の研究者をいう。）

（２）契約の見直し

①「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成27年5月25日総務

大臣決定）等を踏まえ、公正かつ透明な調達手続きによる、適切で迅速かつ効率的な

調達を実現する観点から調達等合理化計画を定め、重点分野の調達の改善、調達に関

するガバナンスの徹底等を着実に実施する。

②経費削減の観点から、他の独立行政法人の事例等をも参考にしつつ、複数年契約の活

用など契約方法の見直し等を行う。

③密接な関係にあると考えられる法人との契約については、一層の透明性を確保する観

点から、情報提供の在り方を検討する。

〔指標１－１－ア〕法人における業務経費、一般管理費の削減に向けた取組が行われているか。

数値目標は達成されたか。

〔指標１－１－イ〕法人の給与水準は適切か。国の水準を上回っている場合、その理由及び講

ずる措置が明確にされているか。また、検証結果を公表しているか。

〔指標１－１－ウ〕人件費削減目標の達成に向けた具体的な取組が行われているか。また、数

値目標は達成されたか。

〔指標１－１－エ〕契約方式等、契約に係る規程類は適切に整備、運用されているか。契約事

務手続に係る執行体制や審査体制の整備・執行等が適切に行われているか。

〔指標１－１－オ〕調達等合理化計画に基づき、調達の現状と要因分析を行い、その結果を踏

まえ、重点分野の調達の改善や、調達に関するガバナンスの徹底等の取組が行われているか。

〔指標１－１－カ〕契約の競争性、透明性に係る検証・評価は適切に行われているか。

〔指標１－１－キ〕複数年契約の活用等による経費削減の取組を行っているか。

〔指標１－１－ク〕特定関連会社、関連公益法人等に対する個々の委託の妥当性、出資の必要

性が明確にされているか。

主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

一般管理費の削減 前年度比３％減 ３ 3.0 3.0 5.0 3.2 3.0

業務経費の削減 前年度比１％減 １ 1.0 1.0 1.4 3.2 2.0

給与水準(事務･技術職員) 国の水準を上回らない 100未満 99.0 97.4 97.2 97.6 100.7

給与水準(研究職員) 国の水準を上回らない 100未満 99.3 98.3 97.7 97.9 100.1

総人件費の削減 17年度比6%以上削減 ６ 6.2 － － － －

業務実績（第１－１） 自己評価

＜主要な業務実績＞ 評定「Ｃ」

１．〔指標１－１－ア〕

業務経費、一般管理費の削減については、徹底して業務の ＜評定の根拠＞

見直しや効率化を進め、一般管理費は前年度比３％、業務経 業務経費、一般管理費
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費は２％の削減を行った。業務経費については、削減の中で の削減については、どち

も中期計画課題の着実な遂行を図るために、より一層の研究 らも目標値を達成した。

の重点化や活性化を目指し、競争的な研究費配分に重点を置 予算の厳しい状況の中、

いた。一般管理費については、業務効率化委員会が主導して 節電対策等の適切な削減

節電対策等の全所的な取り組みを実施した。 努力により成果が上がっ

たものと評価する。人件

２．〔指標１－１－イ〕 費削減については、23年

給与水準については、事務・技術職員は対国家公務員指数 度において目標値を達成

100.7、研究職員は同指数100.1となっており、国家公務員と した。その後も公務員

同等の水準である。この検証結果は、適切にホームページで の給与改定等を考慮し

公表した。 て適切に対応しており、

給与水準は国家公務員と

３．〔指標１－１－ウ〕 同等である。調達の合理

人件費削減目標については、23年度において達成しており、 化については、27年度調

27年度も公務員の給与改定に関する取扱い等を考慮して適切 達等合理化計画を定めて

に対応した。 適切に対応した。

４．〔指標１－１－エ〕 以上、経費の削減につ

契約に係る規程類については、農林水産省の関連通知等に いて、着実な業務運営が

基づき適宜規程類の制定・改正に努め、契約事務手続きにつ なされているものと判断

いては規程類に依拠して適正に実行した。 できるが、昨年度の主務

大臣評価の評定理由にあ

５．〔指標１－１－オ〕 るとおり、不適正な経理

調達等合理化の取り組みについては、総務大臣が決定した 処理事案が発生したこと

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」 の重大性を鑑み、評定を

に基づき、27年度調達等合理化計画を定めて実施することに 「Ｃ」とする。

より調達等の合理化に取り組んだ。随意契約の見直しについ

ては、随意契約等見直し計画に基づいて、競争性のある契約 ＜課題と対応＞

方式への移行を徹底した。一者応札の改善については、「１

者応札・１者応募となった契約の改善方策について」に基づ

いて、入札参加者を増やすための取り組みを実施した。

６．〔指標１－１－カ〕

契約の競争性、透明性に係る検証・評価については、公共

調達の適正化に向けた取組状況等の検討を行うとともに、競

争性のない随意契約、１者応札・１者応募、一般競争入札等

について契約監視委員会の審査を受け、問題ないことが確認

された。

７．〔指標１－１－キ〕

複数年契約の活用については、業務内容等を精査して可能

なものから実施しており、27年度は機器等の賃貸借契約や外

国雑誌の購入契約、施設警備等保安業務で複数年契約を行っ

た。

８．〔指標１－１－ク〕

特定関連会社、関連公益法人等に対する委託については、

27年度において該当する契約はなかった。
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（27年度実績）

第１－１（１）

①業務経費、一般管理費の削減に向けた取り組み 〔指標１－１－ア〕

運営費交付金を充当して行う事業については、中期計画では一般管理費については前年度

比３％、業務経費については前年度比１％の削減目標を立てているところ、さらなる業務の

見直し及び効率化を進め、一般管理費は前年度比３％、業務経費は２％の削減を行った。

業務経費削減の中での中期計画課題の着実な遂行を図るために、より一層の研究の重点化

や活性化を目指して、26年度と同様に交付金研究費については、生物研の研究開発の重点化

方針等に基づき各研究センター・研究領域で設定した重点課題や研究員自らの研究アイデア

に基づき中期計画のさらなる深化、新たな研究シーズの開発や成果の実用化を目指した課題

に対して競争的に配分する重点研究費に重点を置いた。

また、一般管理費削減に対しては、業務効率化推進委員会が主導して計画を策定し、業務

効率化の推進や経費節減に向けての全所的な取り組みを実施した。具体的な取り組みは、本

項の経費削減の取り組み（指標１－１－キ）、第１－３の項の運転経費の効率化（指標１－３

－ウ）、第８－４の項の省エネルギー改修計画（指標８－４－イ）等に記載した。

②給与水準及び総人件費について 〔指標１－１－イ、ウ〕

27年度の職員の給与水準は、事務・技術職員（生物研では一般職員）及び研究職員のいず

れも国家公務員の給与水準を十分考慮し給与規程等を定めていることから、国家公務員と同

等の水準である。

給与水準については、ホームページ「給与水準の公表」に掲載し、公表している。

（http://www.naro.affrc.go.jp/public_information/salary/standard/index.html）

なお、国と異なる手当は定めておらず、支給していない。

事務・技術職員 研究職員

対国家公務員指数（27年度） １００．７ １００．１

※対国家公務員指数（ラスパイレス指数）とは、法人の職員の給与を国家公務員の給与と比較し、

法人の年齢階層別人員構成をウエイトとして用いて人事院にて算出された指数。

総人件費については、27年度においても「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平

成25年11月15日閣議決定）に基づき、国家公務員の給与水準を考慮した給与規程の改正を行

うなど適切に対応した。

第１－１（２）

①契約の改善に向けた取り組み

1)規程類の整備・運用及び契約事務手続に係る執行体制等 〔指標１－１－エ〕

農林水産省の関連通知等に基づき、適宜規程類の制定・改正に努め、規程類に依拠した適正

な運用を限られた人員で実行した。

なお、契約に係る審査体制については図１のとおりであり、重層的な審査体制を確保した。
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図１ 契約に係る審査体制

2)調達等合理化の取り組み、随意契約の見直し及び一者応札･応募の改善〔指標１－１－オ〕

調達等の合理化に向けては、「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」

（平成27年5月25日総務大臣決定）に基づき「平成27年度国立研究開発法人農業生物資源研究

所調達等合理化計画」を定めた。前年度の契約状況を取りまとめて調達の現状と要因の分析を

行ったうえで、手続きの簡素化や納期の短縮等を評価指標としてそれぞれの状況に即した調達

の改善及び事務処理の効率化に努めるなど、同計画を実施することにより調達等の合理化に取

り組んだ。

具体的には、研究開発等に係る物品及び役務の調達については、DNA合成製品の単価契約の

対象品目・メーカーを拡大し、調達手続きの簡素化を図った。一般的な物品及び役務の一括

調達、共同調達については、既に取り組んでいる健康診断、コピー用紙、トイレットペーパー

に加え、電力受給契約、外国雑誌購読契約について、他法人が行っていた共同調達に参加す

ることとなった。電力受給契約については、27年度に28年度の契約手続きを行った。この結

果、28年度からの基本料金単価が大幅に安価になり、本部地区、大わし地区とも基本料金に

ついて、毎月約160万円（２地区合計で年間3,840万円）の削減が図られた。競争性のない随

意契約に関する内部統制の確立については、27年度に開催した契約審査委員会で審議が行わ

れた競争性のない随意契約案件の全て（12件）について、契約審査委員会で事前審査を行い、

その結果（議事概要）を理事長に報告した。入札参加者を増やすための取り組みとして、入

札説明書を受領して入札に参加しなかった者を対象にアンケートを実施して要因の分析を行

い、更に回収率を上げるための取り組みとして電話での確認も行った。不適正な経理処理の

発生の再発防止のための取り組みについては、職員を対象としたコンプライアンス研修の実

施、研究費の執行（契約、納品・検収等）について、その手続き及び留意する点等が一目で

わかるハンドブックを作成し、職員等に周知するとともに、グループウェアにファイルを格

納して常時確認できるようにした。調達期間の拡大については、関係部署と打合せの上、農

林水産省受託研究費の最終締め切りを前年度より１週間延長した。

また、事業年度終了後、調達等合理化計画の自己評価を実施し、ホームページに公表した

（http://www.naro.affrc.go.jp/public_information/additional_resolution/09/index.htm

l）。

随意契約は、随意契約等見直し計画に基づき、競争性のない随意契約の見直しとして、個

々の契約においてその必要性を引き続き審査することで、一般競争入札等の競争性のある契

約方式への移行を徹底した。

一般競争入札は、「「１者応札・１者応募」となった契約の改善方策について」（平成21年7

月9日策定、平成22年7月13日改正）に基づき、入札参加者を増やすため、入札説明書受領者

へのアンケート調査の徹底・分析、入札公告期間12日間以上（役務契約は原則13日以上）の

生物研

契 約

・一般競争

・随意契約

経理責任者等

審査部門

（特定調達審査
委員会、契約審
査委員会）

契約部門

・契約手続き
・請求内容確認

購入等請求

契約監視委員会
（外部有識者及び監事）

・競争性のない随意契約の
見直し及び一般競争入札
等について競争性が確保
されているか等の点検見
直し審議

・工事及び測量・建設コンサ
ルタント等業務の運用状況
の調査審議

監事監査

業務執行に係る
意思決定等を
監査

外部監査
（会計監査人）

内部統制のチェック

内部監査
（監査・コンプライアンス室）

合法性・合理性の
チェック
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確保、競争参加資格の等級緩和、仕様書の業務内容の詳細化かつ明確化、ホームページのRSS

（ホームページの更新情報を新着情報として利用者に通知するための仕組み）による調達情

報の提供等に取り組むとともに、希望者にはメールで入札説明書の配布を行った。

なお、１者応札の実績としては、27年度競争入札における１者応札の件数は60件（26年度6

3件）であった。アンケート調査については、調査対象63件219者のうち127者から回答があっ

た。各担当からメール及び電話で協力要請をした結果、回収率は58％（26年度37％）となり

前年度と比較して大幅に増加した。回答内容は、「要求仕様の全部又は一部に扱えない物品等

があった。」、「自社の専門分野・得意分野と異なる業務内容であった、又は、業務を確実に履

行できるかリスクがあると判断した。」など、前年度と同様に仕様に関する回答が最も多かっ

たが、必要最低限の仕様としており、さらなる緩和は困難と考える。

3)契約の競争性、透明性に係る検証・評価 〔指標１－１－カ〕

行政刷新会議公共サービス改革プログラムに基づき策定された「平成24年度農林水産省調達

改善計画について」（平成24年4月12日付け24農会第71号）を参考に、公共調達の適正化に向

けた取組状況等の検討を行った。また、「「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」

における改善状況のフォローアップについて」（平成24年9月20日付け24農会第654号）に対応

し、競争性のない随意契約、１者応札・１者応募（２か年度連続した案件のフォローアップ）

及び一般競争入札等について、27年度は第１回（7月28日開催）契約監視委員会で26年度の審

査を受け、更に第２回（1月28日開催）契約監視委員会で27年度第３四半期までの契約につい

て審査を受けた。その結果、点検・見直し及び契約における手続き等について適正に処理され

ており問題ないことが確認された。

②複数年契約の活用等による経費削減の取り組み 〔指標１－１－キ〕

複数年契約については、業務内容等を精査して可能なものを実施しているところであり、27

年度は機器等の賃貸借契約や外国雑誌の購入契約などで11件の複数年契約を行った。

また、27年度から農業・食品産業技術総合研究機構、農業生物資源研究所、農業環境技術研

究所、国際農林水産業研究センター及び種苗管理センターは、競争の導入による公共サービス

の改革に関する法律(平成18年法律第51号)に基づき、公共サービス改革基本方針(平成26年7月

閣議決定)に従って、民間競争入札による業務委託（施設等清掃業務、施設警備保安等業務、

エレベーター保守点検業務）を共同実施することとなっており、３月に入札を行った28年度の

契約については、３か年の複数年契約を行った。複数年契約とすることにより、請負業者の習

熟度向上による質の改善、また、初年度以降の契約事務が不要となり、業務の簡素化が期待さ

れる。

③特定関連会社、関連公益法人等に対する契約の妥当性 〔指標１－１－ク〕

27年度において、該当する契約はなかった。

「独立行政法人が行う契約に係る情報の公表について」（平成23年6月3日内閣官房行政改革

推進室長事務連絡）において、独立行政法人と一定の関係を有する法人と契約した場合、及

び「公益法人に対する支出の公表・点検の方針について」（平成24年6月1日行政改革実行本部

決定）に基づき公益法人に一定の支出を行った契約及び契約以外の支出について、その結果

等についてホームページで公表を行った。

また、独立行政法人が公益法人等に支出する会費の適正化・透明性を強化する観点から、「独

立行政法人が支出する会費の見直し」（平成24年3月23日行政改革実行本部決定）が決定され

たことに基づき、公益法人等に支出する会費の見直し・点検及び会費支出についてもホーム

ページで公表を行った。

（http://www.nias.affrc.go.jp/supply/tesutoa/newindex.html）
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平成27年度に締結した契約の状況
金額（千円）

総 件 数 競争入札
計 一般競争 指名競争 応札者数

総 金 額 １者 ２者以上
件 243 216 (88.9%) 216 (88.9%) 0 ( 0%) 63 (29.2%) 153 (70.8%)

186 163 (87.6%) 163 (87.6%) 0 ( 0%) 63 (38.7%) 100 (61.3%)

数 151 126 (83.4%) 126 (83.4%) 0 (0 %) 60 (47.6%) 66 (52.4%)

金 6,877,196 5,835,060 (84.8%) 5,835,060 (84.8%) 0 ( 0%) 1,899,606 (32.6%) 3,935,454 (67.4%)

2,236,176 1,792,500 (80.2%) 1,792,500 (80.2%) 0 ( 0%) 675,435 (37.7%) 1,117,065 (62.3%)

額 1,907,223 1,393,786 (73.1%) 1,393,786 (73.1%) 0 (0 %) 403,140 (28.9%) 990,646 (71.1%)

随意契約
計

企画競争・公募 不落随意契約 そ の 他

27 (11.1%) 4 ( 1.6%) 13 ( 5.4%) 10 ( 4.1%)

23 (12.4%) 2 ( 1.1%) 10 ( 5.4%) 11 ( 5.9%)

25 (16.6%) 3 ( 2.0%) 5 ( 3.3%) 17 (11.3%)

1,042,136 (15.2%) 309,264 ( 4.5%) 475,582 ( 6.9%) 257,290 ( 3.8%)

443,676 (19.8%) 12,991 ( 0.6%) 171,745 ( 7.7%) 258,940 (11.5%)

513,437 (26.9%) 114,097 ( 6.0%) 28,798 ( 1.5%) 370,542 (19.4%)

注１：上段から25年度、26年度、27年度実績。
注２：対象とする契約及び契約金額は、予定価格が工事・製造（250万円以上）、財産の買い入れ（160万円

以上）、物件の借り入れ（予定年額賃借料又は総額が80万円以上）、役務提供（100万円以上）。
注３：（ ）内の数字は、総件数・総金額に占める割合。ただし、１者及び２者以上については、競争入札

の件数・金額に占める割合（小数点第２位を四捨五入し、第１位まで記載）。
注４：研究委託費及び調査委託費を含む。
注５：「随意契約（企画競争・公募）」は、国立研究開発法人が自ら公募を行った契約をいう。

随意契約から競争入札に移行した事務

契約金額 予定価格 落札率
役 務 等 の 名 称 （千円） （千円） %

該当なし

注：対象とする契約は、工事・製造、財産の購入、賃借料、役務に係るもの全て。

随意契約によることとした理由

事 例
随意契約によることとした理由 件数 役務等の名称 契約金額（千円） 見積合わせ参加業者数

・公募により参加募集を行った結
果、参加意思表明者が１者のみで 3 ・会計監査業務 4,387 1
あるため。
・農業生物資源ジーンバンク事業 ・農業生物資源ジーンバ
は、当法人を含む６法人が事業共 7 ンク事業平成27年度委託 229,977 1
同実施機関として実施することと 事業
なっており、委託先は決定済であ
り、変更はできないため。
・同業務を実施できるのは、１者
のみであること等により、契約の 5 ・産業医委託契約 1,200 1
相手方が特定されているため。
・競争に付しても入札者がいない ・ゲノムデータベースと
又は再度の入札をしても落札者が 7 表現型／遺伝型関連デー 6,966 1
いないため。 タベースの改修および運

用業務
・緊急の必要により競争に付する 3 ・実験廃水等処分業務（単 18,306 1
ことができないため。 価契約）

計 25 ― ― ―
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２ 評価・点検の実施と反映

中期目標

運営状況及び研究内容について、自ら適切に評価・点検を行うとともに、その結果に

ついては、独立行政法人評価委員会の評価結果と併せて、的確に業務運営に反映させ、

業務の重点化及び透明性を確保する。

研究内容については、研究資源の投入と得られた成果の分析を行うとともに、農業そ

の他の関連産業、国民生活への社会的貢献を図る観点及び評価を国際的に高い水準で実

施する観点から、できるだけ具体的な指標を設定して評価・点検を行い、必要性、進捗

状況等を踏まえて機動的に見直しを行う。また、主要な研究成果の利活用状況を把握・

解析し、業務運営の改善に活用する。

さらに、職員の業績評価を行い、その結果を適切に処遇等に反映する。

中期計画

①業務の重点化及び透明性を確保するため、毎年度の独立行政法人評価委員会の評価に

先立ち、業務の運営状況、研究内容について、外部の専門家、有識者等を活用し、自

ら適切に評価・点検を実施するとともに、その結果については、独立行政法人評価委

員会の評価結果と併せて、反映方針、具体的方法等を明確化して、研究資源の配分等

の業務運営に的確に反映させる。特に、研究内容については、必要性、進捗状況等を

踏まえて機動的に見直しを行う。また、評価結果及びその反映状況については、ホー

ムページで公表する。

②その際、研究内容の評価に当たっては、研究に先立って年次目標を記載した工程表を

作成するとともに、農業、その他の関連産業及び国民生活への社会的貢献を図る観点、

研究評価を国際的に高い水準で実施する観点から、できるだけ具体的な指標を設定す

る。また、投入した研究資源と得られた成果の分析を行い、研究内容の評価に活用す

る。

③評価・点検結果を踏まえて選定した主な研究成果の利活用状況を把握、解析し、業務

の改善に活用する。

④職員の業績評価については、制度の円滑な実施を図り、評価者と被評価者のコミュニ

ケーションツールとして有効に活用するとともに、その結果を適切に処遇等に反映さ

せる。

〔指標１－２－ア〕効率的な自己評価・点検の体制整備が行われ、客観性、信頼性の高い評

価・点検が実施されているか。

〔指標１－２－イ〕評価・点検結果の反映方針が明確にされ、研究内容を見直すなど実際に反

映されているか。評価結果及びその反映状況は公表されているか。

〔指標１－２－ウ〕工程表に基づく研究業務の計画的な進行管理が行われているか。

〔指標１－２－エ〕国際的な水準から見た研究評価にむけた取組が行われているか。

〔指標１－２－オ〕研究資源の投入と成果の分析が実施され、評価に活用されているか。

〔指標１－２－カ〕研究成果の利用状況の把握、解析が行われ、業務改善に活用されている

か。

〔指標１－２－キ〕職員の業績評価が適切に行われているか。また、処遇等への反映に向け

た取組が行われているか。

主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

（該当なし）
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業務実績（第１－２） 自己評価

＜主要な業務実績＞ 評定「Ｂ」

１．〔指標１－２－ア〕

自己評価・点検の体制については、評価の負担軽減や効率 ＜評定の根拠＞

化も踏まえて適宜見直しを進めている。27年度の自己評価に 自己評価・点検の体制

ついては、所内会議や所外会議を通して点検し、外部委員か については、評価の負担

らの評価と助言も踏まえて決定した。加えて、27年度は第３ 軽減を考慮しつつ、外部

期中期目標期間の最終年度にあたるため、第３期の期間実績 委員による評価も組み込

評価を実施した。 むなど客観性も確保して

実施された。なお、27年

２．〔指標１－２－イ〕 度は第３期中期目標期間

評価・点検結果については、評価者によるコメントも含め の最終年度であることか

て職員に周知し、業務運営の改善に反映させた。また、評価 ら、年度の評価に加えて

結果及びその反映状況は適切にホームページで公表した。 第３期の期間実績評価を

実施した。次年度の法人

３．〔指標１－２－ウ〕 統合を見据え、早めの評

研究の年次目標を記載した工程表については、27年度及び 価手続きに取り組んだこ

第３期中期目標期間としての達成状況を点検することによ とは評価できる。評価結

り、研究業務の計画的な進行管理のための資料として活用し 果は職員にフィードバッ

た。 クされ、研究資源配分の

際のインセンティブにも

４．〔指標１－２－エ〕 活用されるなど効率良く

国際的な水準から見た研究評価に向けた取り組みとして 業務改善に反映された。

は、研究論文に着目した引用回数の分析などの情報収集を 職員の業績評価について

行った。 は、規程に基づいて適切

に実施し、評価結果は処

５．〔指標１－２－オ〕 遇に活用された。

研究資源の投入と成果の分析については、課題毎に投入し

た研究資源（予算額、研究員数、ポスドク数）と得られた成 以上、評価・点検の実

果（公表された研究業績）を「平成27年度研究資源の投入状 施と反映について、着実

況・成果」として取りまとめ、評価資料として活用した。 な業務運営がなされてい

るものと判断し、評定を

６．〔指標１－２－カ〕 「Ｂ」とする。

研究成果の利活用状況については、各年度に選定された主

要研究成果等の追跡調査を行い、研究成果の普及・活用状況 ＜課題と対応＞

を把握するとともにランク判定を行った。判定結果は、新産

業創出につながる研究への取組促進等のための情報として職

員に周知した。

７．〔指標１－２－キ〕

職員の業績評価は、研究職員の「短期業績評価」や一般職

員及び技術専門職員の「人事評価」、研究管理職員の「研究

管理職員等業績評価」について、関係規程等に基づき適切に

実施した。また、評価結果は勤勉手当や昇格・昇給などの処

遇反映に活用した。

（27年度実績）

第１－２

中期計画における研究開発の加速・深化を図るとともに、評価の負担軽減や効率化に関する

評価助言会議委員からの指摘等を踏まえて評価・点検体制を見直し、23年度においては１次評
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価検討会及び書面審査による２次評価を「課題評価検討会」に一本化して評価の負担軽減と効

率化を図った。24年度には評価の過程における被評価者の反論・補足説明を踏まえての再評価

の仕組みを取り入れて評価に対する納得性を高めた。これらの手続きを経て「課題評価判定会」

で自己評価について検討した。また、研究管理支援部門が行う業務運営の点検・改善の議論を

行う場として「研究管理支援部門業務実績評価検討会」を開催し、研究課題と合わせて課題評

価判定会の場で自己評価の検討を行った。これらの結果は、研究推進戦略会議を通してさらに

点検して問題点等を明確にし、評価助言会議で外部委員から評価と助言を得ることにより、次

年度へ向けての業務の改善等の反映につなげることとした。

また、27年度は第３期中期目標期間(23年度から27年度)の最終年度にあたるため、中期目標

期間における業務実績の評価（期間実績評価）を27年度の評価（年度評価）の過程に合わせて

実施した。

研究職員の短期業績評価については、26年度の評価結果を27年度の勤勉手当に反映させた。

また27年度（平成27年1月9日から平成28年3月31日）の評価を実施した。一般職員等の人事評

価については、26年度の評価結果を27年度の勤勉手当や昇格・昇給に反映させた。また27年度

の評価について、職務遂行能力評価（評価期間１年間）及び業績評価（評価期間半年間、前期

及び後期）を実施した。

これらの職員の評価にあたっては、所内グループウェア（電子システム）を利用することに

より評価結果等データ管理の確実性を高めつつ、評価手続きの効率化も図りながら実施した。

なお、27年度の評価結果については、新法人に引き継いで処遇に反映することとしている。

①自己評価・点検体制の整備・充実と業務運営への反映 〔指標１－２－ア、イ〕

27年度の業務実績評価は、図２に示した会議の流れで実施した。

平成27年度に係る業務実績報告書の提出

図２ 農業生物資源研究所の評価の流れ

課題評価判定会

評価結果の最終判定 等

中期計画の進捗・達成状況に
重点を置いた絶対評価
・27年度研究成果報告書
・エフォート表
・評価ﾚﾎﾟｰﾄ、反論・補足説明

課題評価検討会

研究課題の点検・改善

各 プ ロ ジ ェ ク ト 推 進 会 議

評価委員会等

ジーンバンク事業連絡

協議会・評価委員会

業務運営の点検・改善

プ ロ ジ ェ ク ト 研 究 ・

ジーンバンク事業

等の推進

研究推進戦略会議（外部機関との意見交換会）

評 価 助 言 会 議

・評価検討会の総括 ・プロジェクト研究の報告・検討 ・今後の研究戦略 等

・外部専門家、有識者による自己点検・評価 ・主要研究成果の選定・報告

研究管理支援部門
業務実績評価検討会

業務運営評価

中期計画の進捗・達成状況に
重点を置いた絶対評価

・27年度業務実績報告書案
・問題点の検討状況 等
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1)課題評価検討会と課題評価判定会

27年度の課題評価検討会は平成27年12月14日～12月17日に開催したが、それに先だって中課

題担当責任者は内部成績検討会を行い、その結果を踏まえ課題評価用資料として、業務実績報

告（研究成果概要）、予算・エフォート表、その他詳細資料（中課題を構成する課題毎の報告

書、研究業績一覧）及び自己評価レポートを提出した。課題評価検討会では、課題評価用資料

に加えて、ユニット長等による口頭発表があり、評価者（理事長、理事、統括研究主幹、研究

センター長、研究領域長、研究主幹の計12名）を中心とする出席者と発表者間で十分な討論を

行った。

検討会後に中課題担当責任者による課題評価用資料の更新があり、検討会での発表内容とこ

れらの資料をもって評価者による評価（評価の視点毎の評点とコメントの記入）を実施し、そ

の評価に対する被評価者の反論・補足説明を受けて評価者は再評価を行った。

評価は、①計画の妥当性、②進捗・達成状況、③予算、人員と役割分担、④評価結果に対す

るフォローアップ、⑤その他特記事項、の５つの「評価の視点」に則り５段階で評点を付け、

重み付けは、②の項目を0.7、①③④を0.1とした。⑤については0.3点～0点の加点項目とした。

評価は各評価者の総合評点とし、評価者全員の平均値により各中課題の評価結果をＳ、Ａ、Ｂ、

Ｃ、Ｄの５段階で示した。

その後、平成28年1月28日に課題評価判定会を開催し、各中課題の最終判定及び大課題の評

価について審議を行った。評価者による評点や被評価者の反論・補足説明等も考慮して議論を

行い総合的に評価判定した。

これらの所内における検討と評価を行った後、後述する評価助言会議を経た評価助言会議委

員の点検・評価結果も踏まえ、中課題ごとの所としての自己評価の最終結果は以下のとおりで

あった。

・Ｓ評価：特に顕著な成果の創出やその期待等が認められる １課題

・Ａ評価：顕著な成果の創出やその期待等が認められる ６課題

・Ｂ評価：成果の創出やその期待等が認められ、着実に運営（標準） 14課題

・Ｃ評価：一層の工夫、改善等が期待される ０課題

・Ｄ評価：抜本的な見直しを含め、特段の工夫、改善等を求める ０課題

大課題については、各中課題の評価及び評点を勘案し、３課題をＡ評価、２課題をＢ評価と

判定した。

年度の評価に加えて、27年度は第３期中期目標期間(23年度から27年度)の最終年度にあたる

ため、中期目標期間における業務の実績について期間実績評価を実施した。期間実績評価用の

資料として中課題担当責任者が作成した第３期中期目標期間における業務実績報告に基づき課

題評価検討会で討論を行った。その後、年度評価同様の評価手続きを実施し、中課題ごとの所

としての自己評価の最終結果は以下のとおりであった。

・Ｓ評価：特に顕著な成果の創出やその期待等が認められる １課題

・Ａ評価：顕著な成果の創出やその期待等が認められる ５課題

・Ｂ評価：成果の創出やその期待等が認められ、着実に運営（標準） 15課題

・Ｃ評価：一層の工夫、改善等が期待される ０課題

・Ｄ評価：抜本的な見直しを含め、特段の工夫、改善等を求める ０課題

大課題については、各中課題の評価及び評点を勘案し、２課題をＡ評価、３課題をＢ評価と

判定した。

また、研究成果の利活用状況の把握・解析のため、21～22年度に選定された「普及に移し

うる成果」、23～25年度に選定された「主要研究成果」、及び研究成果の中から「その他の追

跡調査を実施すべき成果」として選定された成果について追跡調査を実施し、課題評価判定会

では、この調査資料（普及・活用状況等の情報と課題担当者による自己評価）をもとに普及活

用ランクの判定を行った。

課題評価結果は、理事会に報告して承認を得た。
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2)研究管理支援部門業務実績評価検討会

27年度の研究管理支援部門業務実績評価検討会を平成27年12月18日に開催した（図３）。

評価者は上記研究課題の評価者に統括総務主幹と統括管理主幹を加えた14名であり、生物研

の運営会議メンバーのほかに、常勤職員も自由に参加できる所内オープン形式で業務運営の点

検と問題点についての議論を行った。

検討会では、業務実績報告書が政府、国民への報告であることに留意し、研究管理支援部門

の各室が作成した当該報告書案及び自己評価書に沿って27年度の業務運営について評価項目毎

の点検・検討を行った。あわせて、27年度は第３期中期目標期間(23年度から27年度)の最終年

度にあたるため、中期目標期間における業務の実績についても点検・検討を行った。

会議の概要は、運営会議を通じて職員に報告した。

27年度業務運営及び第３期業務運営の評価は、研究管理支援部門業務実績評価検討会での資

料や検討結果をもとに、農林水産技術会議事務局長が定めた評価指標に沿って、評価者ごとの

評価票の作成により実施し、さらに平成28年1月中旬に検討会以降の業務実績も考慮して評価

者評価の再確認・確定を行った。評点は、課題評価と同様に５段階評価とし、評価者全員の平

均値をもって各項目の総合評点とした。この総合評点は、平成28年1月28日に開催した課題評

価判定会で判定を行い、評価助言会議委員の点検・評価を経て、所としての自己評価の最終決

定を行った。27年度業務運営における15の評価項目、及び第３期業務運営における16の評価項

目の所としての自己評価の最終結果は以下のとおりであった。

（27年度業務運営の自己評価）

・Ｓ評価：特に顕著な成果の創出やその期待等が認められる ０項目

・Ａ評価：顕著な成果の創出やその期待等が認められる ０項目

・Ｂ評価：成果の創出やその期待等が認められ、着実に運営（標準） 13項目

・Ｃ評価：一層の工夫、改善等が期待される ２項目

・Ｄ評価：抜本的な見直しを含め、特段の工夫、改善等を求める ０項目

（第３期業務運営の自己評価）

・Ｓ評価：特に顕著な成果の創出やその期待等が認められる ０項目

・Ａ評価：顕著な成果の創出やその期待等が認められる ０項目

・Ｂ評価：成果の創出やその期待等が認められ、着実に運営（標準） 14項目

・Ｃ評価：一層の工夫、改善等が期待される ２項目

・Ｄ評価：抜本的な見直しを含め、特段の工夫、改善等を求める ０項目

27年度業務運営及び第３期業務運営の自己評価でＣ評価とした項目は、ともに第１－１「経

費の削減」及び第８－３「法令遵守など内部統制の充実・強化」の項についてであり、不適正

な経理処理事案が発生したことの重大性を鑑みて評価したものである。

この評価結果とともに各評価者によるコメント欄記載内容を業務担当者へ伝えることによっ

て、今後の業務運営の改善に反映するようにした。

図３ 研究管理支援部門業務実績評価検討会（平成27年12月18日）

3)農業生物資源研究所研究推進戦略会議（外部機関との意見交換会）

研究推進戦略会議（外部機関との意見交換会）を、平成28年2月5日に主婦会館プラザエフ（東

京都千代田区六番町）において開催した。生物研運営会議メンバー等28名のほかに、農林水産

省からは農林水産技術会議事務局研究調整官ら３名、国立試験研究機関６名、公立試験研究機
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関９名、大学５名、公益法人８名、民間企業29名の計88名が出席した（図４）。

会議では、最初に27年度の研究課題評価の概要を報告し、次に「研究開発成果とその最大化

に向けた展望」として、生物研の３つのセンターでの研究の進展と今後の展望に関する報告が

あった。その後、「第４期中長期目標期間に向けて発展が期待される研究開発とその展望」を

テーマに、４つの研究課題について開発状況や今後の展望等が発表された。総合討論では、ニー

ズの収集状況や研究成果に対する海外企業の動向などについて意見交換が行われたほか、遺伝

子組換え作物を見学する機会の継続等について要望があった。

また、最近の研究成果に関するポスター展示を行うことにより、生物研の研究成果について

情報発信を行い、参加者へのアンケートを通して報告内容の感想や生物研への意見・要望を得

た。

図４ 研究推進戦略会議（外部機関との意見交換会）（平成28年2月5日）

4)農業生物資源研究所評価助言会議

評価助言会議を、平成28年2月16日に秋葉原コンベンションホール（東京都千代田区外神田）

において、評価助言会議委員７名、農林水産省農林水産技術会議事務局関係者２名と生物研運

営会議メンバー等36名の出席で開催した。会議において、あるいはその後の書面により、８名

の評価助言会議委員（表１）から27年度業務実績及び第３期業務実績に対する質問及び助言を

得た。

評価助言会議委員による評点とコメントの記入は、年度評価・期間実績評価ともに、業務運

営部分は中項目毎、研究部分は大課題と中課題毎に行い、評定区分は標準となる評語をＢとし

てＳからＤまでの５段階とした。取りまとめた評価結果及び委員コメントは、評価助言会議に

自己点検を諮問した理事長に報告した後、所内の運営会議を通じて全職員に周知した。

表１ 農業生物資源研究所評価助言会議委員名簿

氏 名 現職・所属 専門分野

石川 幸男 東京大学大学院 教授 昆虫・動物
伴戸 久徳 北海道大学大学院 教授 昆虫・動物
眞鍋 昇 大阪国際大学 教授 昆虫・動物
経塚 淳子 東北大学大学院 教授 植物
小林 正智 理化学研究所 バイオリソースセンター コーディネーター 植物
吉村 淳 九州大学大学院 教授 植物
佐々 義子 NPO法人 くらしとバイオプラザ21 常務理事 外部有識者
菅野 純夫 東京大学大学院 教授 外部有識者

以上のように、一連の評価関連会議での結果、指摘事項及び意見等を総合的に勘案して、生

物研としての最終的な自己評価結果を取りまとめ、27年度に係る業務実績報告書及び第３期中

期目標期間に係る業務実績報告書の自己評価ランクとコメントへ反映させた。

②研究内容の評価、研究資源と成果の分析 〔指標１－２－ウ、エ、オ〕

第３期から研究の年次目標を記載した工程表を作成し、研究の進捗状況把握に活用した。

工程表に記載された27年度の目標について、今年度及び第３期中期目標期間としての達成状

況を点検した。また研究成果に関して、学術雑誌等の国際的な注目度の指標となっているIF
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値（インパクトファクター値）について、全発表論文の総合計値に関する数値目標を掲げると

ともに、より高い数値の達成に向けて全所で取り組んだ。なお、国際的な水準から見た研究評

価として、研究論文に着目した引用回数の分析などの情報収集を行った。

課題評価は課題評価実施方針に従い、中課題ごとに①計画の妥当性、②進捗・達成状況（成

果の価値等）③予算、人員と役割分担（研究資源）、などの評価の視点に基づき分析し、自己

評価・点検を実施した。

また、課題毎に投入した研究資源（予算額、研究員数、ポスドク数）と得られた成果（公表

された研究業績)を取りまとめた「平成27年度研究資源の投入状況・成果」を作成し（p.183)、

そのデータをもとに、研究員数あたりの論文数、IF値や予算額、論文１報あたりの予算額等を

算出し、課題評価判定会や評価助言会議において評価資料として活用した。

③研究成果の利活用状況の把握、解析と業務改善への活用 〔指標１－２－カ〕

課題評価は、①計画の妥当性、②進捗・達成状況、③予算、人員と役割分担、④評価結果に

対するフォローアップ、⑤その他特記事項、の５つの「評価の視点」に則り５段階の評点とし

ている。その上で、「②進捗・達成状況」の項目では、「アウトカムに寄与するアウトプット

が得られているか」、「成果（業績）は普及に移しうる成果として価値あるものか」などの指

標の下、農業、その他の関連産業等への貢献を評価する基準が設定されている。さらに、加点

要素となる「⑤その他特記事項」の項目では、研究成果のインパクトの程度とともに、普及・

利用に移すための取り組みなども評価に加味した。評価結果に基づき研究資金の重点配分を行

うなど、業務の改善に取り組んだ。

また、21～22年度に選定された「普及に移しうる成果」、23～25年度に選定された「主要研

究成果」、及び研究成果の中から「その他の追跡調査を実施すべき成果」として選定された成

果については、成果の追跡調査結果をもとに、生物研の課題評価判定会において普及活用ラン

クを判定した（表２）。判定結果は所内の運営会議を通じ、新産業創出につながる研究への取

組促進等のための情報として職員に周知した。

表２ 研究成果の普及・活用状況

調査整理番号 成 果 名 普及活用ﾗﾝｸ

21年度-1 イネいもち病ほ場抵抗性遺伝子pi21 Ａ

21年度-2 異業種連携による遺伝子組換え高機能絹糸の製品化 Ｂ

22年度-1 血圧調整米の開発 Ｂ

23年度-1 オオムギ完全長cDNA24,783配列をデータベースから公開 Ａ

23年度-2 改変ペプチド・ポリマー複合体を用いた抗菌繊維加工技術の開発 Ｂ

24年度-1 ブタの椎骨数遺伝子の単離と遺伝子診断を用いた枝肉生産技術 Ａ

24年度-2 肉眼で判別できるカイコの遺伝子組換えマーカーの開発 Ｂ

24年度-3 ブタのゲノム及び遺伝子配列の高精度解読 ※ Ａ

25年度-1 イネの干ばつ耐性を高める深根性遺伝子の特定 Ａ

25年度-2 香粧用素材として天然高分子量セリシンを利用する技術の開発 Ａ

25年度-3 カイコ完全長cDNA解読による遺伝子構造決定とデータベースによる公開 ※ Ａ

25年度-4 ケブカアカチャコガネの交信かく乱法による防除法の開発 ※ Ｂ

25年度-5 国内登録品種：独品32（そば）ダルマだったん ※ Ｂ

補足：※印の成果は、「その他の追跡調査を実施すべき成果」として選定された成果である

Ａ：経済活動等で活用されている
Ｂ：近い将来（数年以内）に経済活動等で活用が見込まれる
Ｃ：現時点で経済活動等で活用されていない（Ｂを除く）
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④職員の業績評価制度の円滑な実施 〔指標１－２－キ〕

研究職員の能力を活かし研究所全体の研究活動の活性化を図るため、また、評価結果を処遇

へ反映させる制度として、目標設定・管理型である「研究職員短期業績評価」を平成21年4月1

日から実施している。26年度の評価結果は、評価結果に応じた加算割合を15/100から0/100（加

算なし）の範囲として27年度の勤勉手当に反映させた。27年度は、評価期間を平成27年1月9日

から平成28年3月31日までとして、「農業生物資源研究所研究職員短期業績評価実施規程」及

び「研究職員の業績評価マニュアル」に従って同様に実施し、被評価者ごとに期首に設定する

目標等について、期末にどれだけ達成したかという観点で評価した。その際には、研究業務等

の成果を、中間的な成果やプロセス（努力）も含め、また質的な到達水準も含めて評価した。

重要度や困難度を加味した目標設定と評価者による評価は、期首、期中（変更等がある場合の

み）、期末の被評価者と評価者との面談を通して認識を共有することによって行っており、コ

ミュニケーションツールとしても有効活用した。評価者による評価結果は、平成28年3月1日の

第１回業績評価委員会（理事・研究管理職員12名で構成）で審査を行って委員会評価を決定し、

被評価者に通知した。最終評価結果は業績評価委員会委員長より平成28年3月15日に理事長へ

答申した。

研究管理職員の業績評価は、「農業生物資源研究所研究管理職員等業績評価実施規程」に従っ

て実施し、26年度の評価結果は27年度の勤勉手当の成績率に反映させた。なお、27年度は、評

価期間を平成27年4月1日から平成28年3月31日までとして、期末に被評価者が作成した業績基

礎票及び業績評価票について、被評価者と評価者（評価担当理事）が面談を実施して内容を確

認した。その後、平成28年3月8日に開催した所内評価委員による評価判定会議で審議を行って

評価を決定し、被評価者に通知した。

一般職員及び技術専門職員については、平成22年10月1日から導入している「農業生物資源

研究所一般職員等人事評価実施規程」及び関係規程等に基づき評価を実施した。

本制度は、１年間（10月1日から翌年9月30日まで）を評価期間とした職務遂行能力評価と、

半年間（10月1日から翌年3月31日まで及び4月1日から9月30日まで）を評価期間とした業績評

価からなっており、26年度の業績評価結果は27年度の勤勉手当の成績率に反映させたほか、職

務遂行能力評価と組み合わせて昇格・昇給へも活用した。

職務遂行能力評価は、職員としての姿勢、業務に必要な情報・知識、コミュニケーション能

力、業務の計画性や正確性など、役職や職務に応じて設定された評価項目について、当該職員

に求められる職務行動が安定的にとられているかどうかを評価する。業績評価は、組織及び部

門目標を考慮し、担当する業務に即して当該職員が果たすべき役割として目標を設定し、その

達成度を評価する。研究職員同様に、期首・期中（変更等がある場合のみ）、期末の面談を通

じて遂行業務の進捗確認や指導・助言が行われたほか、コミュニケーションツールとしても機

能した。

また、27年度に新規採用となった職員については、評価結果を正式採用の判断に用いるため

に、通常の人事評価に加えて「特別評価」を実施した。
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３ 研究資源の効率的利用及び充実・高度化

中期目標

（１）研究資金

中期目標を着実に達成するため、運営費交付金を効果的に活用して研究を推進する。

また、研究開発の一層の推進を図るため、委託プロジェクト研究費、競争的研究資金等

の外部資金の獲得に積極的に取り組み、研究資金の効率的活用に努める。

（２）研究施設・設備

研究施設・設備については、老朽化した現状や研究の重点化方向を踏まえ、真に必要な

ものを計画的に整備するとともに、有効活用に努める。

（３）組織

中期目標の達成に向けて、研究成果を効率的に創出するため、研究資金、人材、施設

等の研究資源を有効に活用し得るよう、他の農業関係研究開発独立行政法人との連携に

よる相乗効果を発現させる観点から、組織の在り方を見直す。

（４）職員の資質の向上と人材育成

研究者、研究管理者及び研究支援者の資質向上を図り、業務を的確に推進できる人材

を計画的に育成する。そのため、人材育成プログラムを踏まえ、競争的・協調的な研究

環境の醸成、多様な雇用制度を活用した研究者のキャリアパスの開拓、行政部局等との

多様な形での人的交流の促進、研究支援の高度化を図る研修等により、職員の資質向上

に資する条件を整備する。

中期計画

（１）研究資金

①運営費交付金を活用し、中期目標に定められた研究を効率的・効果的に推進するため、

研究内容の評価・点検結果に基づき研究資金の重点的な配分を行う。

②研究開発の一層の推進を図るため、農政上及び科学技術政策上の重要課題として国が

委託するプロジェクト研究や競争的研究資金等の外部資金へ積極的に応募し、研究資

金の充実を図る。

（２）研究施設・設備

①老朽化の現状や研究の重点化方向を踏まえ、整備しなければ研究推進が困難なもの、

老朽化が著しく、改修しなければ研究推進に支障を来すもの、法令等により改修が義

務付けられているものなど、真に必要な研究施設・設備を計画的に整備する。

②施設利用の基準に基づき施設の有効利用を促進するとともに、光熱水料等の施設運転

経費の効率化に努める。

③個々の施設・機械の機能について広く周知し共同利用に努めるとともに、コスト意識

の醸成を図りつつ、適切な管理・運営により施設・機械の有効かつ効率的な利用を促

進する。また、開放型研究施設（オープンラボ）等に関する情報の公開に努め、オー

プンラボ「マイクロアレイ解析室」「昆虫遺伝子機能解析関連施設」の利活用を、引き

続き進める。

④特に、放射線育種場の依頼照射については、照射料金を見直すとともに、独立行政法

人及び国立大学法人からの依頼照射についても有料化を検討する。

（３）組織

①中期目標を着実に達成するため、集中的・重点的に取り組む研究テーマを担う研究単

位を配置するとともに、他の農業関係研究開発独立行政法人との共同研究等を円滑に

推進するための体制を整備する。
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②研究組織に対する評価を行い、その結果を踏まえて、政策的要請や社会的ニーズに適

切に対応するため、機動的かつ柔軟に組織の見直しを行う。

（４）職員の資質の向上と人材育成

①「研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率

的推進等に関する法律」（平成20年法律第63号）の制定や研究開発を取り巻く情勢変化

等を踏まえて、人材育成プログラムを改定し、これに基づき、職員の主体的な能力開

発の取り組みを支援しつつ、計画的な人材の育成に努める。

②予算配分や表彰制度等を活用して職員へインセンティブを付与するとともに、競争的

・協調的な研究環境を醸成する。

③研究所の多様な業務の遂行に必要な知識や情報を集積し、優れた人材を養成するため、

各種の制度を活用して、職員を各種研修等に積極的に参加させるとともに、業務上必

要な資格取得を支援する。

④行政部局等との多様な形での人的交流や連携を促進し、研究者のキャリアパスの開拓

及び研究管理や各種支援業務に必要な高度な能力を有する人材の養成を図る。

〔指標１－３－ア〕評価･点検の結果が運営費交付金の配分に反映されているか。

〔指標１－３－イ〕国の委託プロジェクト研究の重点実施や競争的研究資金等の外部資金の

獲得により、研究資金の充実を図っているか。

〔指標１－３－ウ〕研究施設・機械は有効に活用されているか。共同利用の促進、集約化等

による施設運営経費の抑制の取組が適切に行われているか。

〔指標１－３－エ〕オープンラボに関する情報を公開し、利用促進を図っているか。また利

用実績について検証しているか。

〔指標１－３－オ〕他の農業関係研究開発独立行政法人との連携強化など、効率的な研究推

進のための組織整備の取組が行われているか。

〔指標１－３－カ〕人材育成プログラムに基づく人材育成の取組が適切に行われているか。

〔指標１－３－キ〕研究職員にインセンティブを付与するための取組が行われているか。

〔指標１－３－ク〕研究管理者の育成や研究支援部門における業務の高度化への対応のため

の各種研修の実施、資格取得の支援が行われているか。

主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

（該当なし）

業務実績（第１－３） 自己評価

＜主要な業務実績＞ 評定「Ｂ」

１．〔指標１－３－ア〕

評価・点検結果の運営費交付金配分の際の反映について ＜評定の根拠＞

は、課題評価結果に基づき配分する「インセンティブ課題配 研究資金については、

分」を行った。この他にも「重点研究課題配分」や「提案型 農林水産省委託プロジェ

研究課題配分」、また、研究を活性化するための各種支援経 クトへの新規参画があっ

費の配分を行った。 たほか、競争的資金制度

では内閣府革新的研究開

２．〔指標１－３－イ〕 発推進プログラム（ImPA

研究資金の充実については、新たに農林水産省委託プロジ CT）が採択されるなど、

ェクト１課題について中核機関としての実施を開始した。ま 所内の支援体制やグルー

た、競争的資金制度では、内閣府革新的研究開発推進プログ プウェアを利用した情報

ラム１課題、農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業４ 提供等の取り組みが結果
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課題、国際科学技術共同研究推進事業１課題が新たに採択さ に繋がっていることは評

れたほか、グループウェアを利用した情報提供や応募の際の 価できる。施設や機械の

指導等を徹底することにより、科学研究費補助金等の採択率 有効活用については、引

の向上を図った。 き続きグループウェアで

の共用機械の公開や転用

３．〔指標１－３－ウ〕 機器等の申請システムを

施設の有効利用については、「研究スペース配分基準」を 活用して有効利用を図っ

定め、研究スペースが一定割合を超えた場合には応分の負担 た。組織整備については、

を利用者に求めた。また、共用機械リストを広く職員に公開 作物ゲノム育種研究セン

して共用化・集約化を図るとともに、所内グループウェア上 ターが有効に機能してお

に整備した「転用・廃棄申請・資産物品閲覧システム」を活 り、法人統合を先取りし

用し、研究用機械の有効利用を図っている。放射線育種場の て積極的にゲノム育種に

依頼照射については、規程に定めた基準に基づき単価の見直 取り組んでいるものとし

しを実施した。 て評価できる。研究職員

へのインセンティブの付

４．〔指標１－３－エ〕 与については、前年度の

オープンラボについては、ホームページ上に「マイクロア 評価結果に基づく予算配

レイ解析室」、「昆虫遺伝子機能解析関連施設」の利用手順 分の実施やNIAS研究奨励

や得られた研究実績等を公開して利活用を図った。オープン 賞の表彰を行うなど、競

ラボの利用実績は、マイクロアレイ解析室37件(うち所外18 争的な環境の中で付与す

件)、昆虫遺伝子機能解析関連施設45件(うち所外26件)であっ る取り組みを行ってい

た。 る。

５．〔指標１－３－オ〕 以上、研究資源の効率

効率的な研究推進のための組織整備については、集中的・ 的利用及び充実・高度化

重点的に取り組む研究テーマを担った３つの研究センター及 について、着実な業務運

び３つの研究領域を23年度に設置した。また、「攻めの農林 営がなされているものと

水産業」に対応して、作物の開発・利用を加速するため、農 判断し、評定を「Ｂ」と

業・食品産業技術総合研究機構と連携して、バーチャルな組 する。

織である「作物ゲノム育種研究センター」を設置し、研究の

効率化・高度化を図る推進体制を構築している。なお、政府 ＜課題と対応＞

方針を踏まえ、４法人（農業・食品産業技術総合研究機構、

生物研、農業環境技術研究所、種苗管理センター）による新

たな研究開発法人の平成28年4月設立に向けた検討体制を構

築し、組織設計や運営のあり方等について連絡を密にした検

討を重ね準備を進めた。

６．〔指標１－３－カ〕

人材育成については、生物研の「人材育成プログラム」を

実行することにより、職員の資質向上や研究所の活性化を

図った。また、新規採用の若手任期付職員については、特別

なプログラム（若手研究者育成プログラム）によってその育

成を図った。

７．〔指標１－３－キ〕

研究職員へのインセンティブの付与については、予算配分

において、26年度の課題評価に基づくインセンティブ課題配

分等を実施した。また、NIAS研究奨励賞とNIAS創意工夫賞を

設定して職員へのインセンティブ付与を図っており、27年度

はNIAS研究奨励賞３件(３名)が受賞した。
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８．〔指標１－３－ク〕

研究管理者の育成については、研究管理能力やプロジェク

トマネージマント能力の養成を図るため、農林水産省に６名、

を派遣した。研究支援部門職員の育成については、各担当の

業務が高度に専門化していることも踏まえ、外部研修等に参

加させ、職務に応じた専門的な知識や能力の向上を図った。

資格取得についても積極的に支援したことにより、27年度は

延べ８名が取得した。

６～８のような職員の資質向上や人材育成の取り組みの成果

もあり、27年度は各種表彰や学会賞を21件(延べ65名)受賞した。

（27年度実績）

第１－３（１）

生物研が担う、バイオテクノロジーを中心とする基礎的・先導的な研究及びその成果を活

かした応用技術開発についてさらなる飛躍を目指すため、研究企画調整室において、研究資

源の効率的活用や外部資金の積極的獲得のための各種施策を立案し、実行した。その内容は

以下のとおりである。

①研究資金の重点配分 〔指標１－３－ア〕

一般研究費については、①中期計画課題遂行のため各研究センター・研究領域、ユニット等

の規模に応じて配分する「基本研究費」（83.1百万円）、②各研究センター・研究領域内にお

いて研究推進及び組織運営上で必要な項目についてその長が柔軟に再配分できる「センター

・領域長裁量経費」（82.5百万円）の２種目に分けて配分した。また、研究開発の重点化方針

等に基づき研究の重点化や活性化を図るために配分する重点研究費（12.2百万円）について

は、①運営費交付金の戦略的、効率的な運用の一環として課題評価結果に基づき配分する「イ

ンセンティブ課題配分」、②各研究センター・研究領域内で中期計画達成のために設定した重

点課題に対して競争的に配分する「重点研究課題配分」、③研究員自らの研究アイデアに基づ

いて、中期計画のさらなる深化、新たな研究シーズの開発や成果の実用化を目指した提案に

対して競争的に配分する「提案型研究課題配分（基盤型）」の３種目に分けて配分した。

また、研究を活性化し、中期計画を円滑に遂行するための経費として、研究推進費から以

下の支援を行った。①論文掲載料支援、②シンポジウム等開催経費補助、③研修等受講経費

補助、④新規任期付研究員のスタートアップ支援、⑤連携大学院生受入支援、⑥在外研究員

派遣支援、⑦先端技術支援、⑧技術移転活動費、⑨NIAS研究奨励賞受賞者支援、⑩育児休業

取得者支援、⑪リソースセンター支援、⑫若手研究員海外成果発表支援のほか、さらなる活

性化のため、27年度は新規プロジェクト等の加速のため、受託契約前後の期間について、ポ

スドク等雇用経費の配分を強化した。

②受託プロジェクトの重点的実施、外部資金の獲得 〔指標１－３－イ〕

農政及び科学技術政策上重要な研究課題として国が実施するプロジェクト研究で、生物研

が担当している研究課題については引き続き着実に研究開発を推進した。農林水産省委託プ

ロジェクト「ゲノム情報を活用した農畜産物の次世代生産基盤技術の開発」においては、25

年度開始の９課題及び26年度開始の１課題の計10課題を中核機関として実施した。同プロジ

ェクト等の推進に当たっては研究担当者が可能な限り研究に専念できるよう、プロジェクト

推進事務局と研究企画調整室が連携して各種支援業務を行った。また、農林水産省委託プロ

ジェクト「海外植物遺伝資源の収集・提供強化」においては、26年度開始の２課題に加え、2

7年度から新たに開始された課題「アジア植物遺伝資源ネットワークの構築」に中核機関とし

て応募し採択された。内閣府主導による府省連携の大型プログラム「戦略的イノベーション

創造プログラム」では、26年度から「次世代農林水産創造技術－新たな育種技術（NBT）の開

発・改良」に中核研究機関として参画し研究を推進している。さらに、革新的な科学技術イ

ノベーションの創出を目指す大型プロジェクトの内閣府「革新的研究開発推進プログラム（I
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mPACT）」において、「超高機能構造タンパク質による素材産業革命」プログラムに共同機関と

して27年度新たに参画した。なお、生物研が中核研究機関となっているプロジェクトにおい

ては、その責務を果たすために個別のプロジェクト毎に課題取りまとめ責任者を置き、研究

企画調整室が支援業務を行った。

農林水産省からの研究委託については、参画機関で構成したコンソーシアムが実施する方

式となっているが、中核研究機関である生物研がそのコンソーシアムの業務執行組合員とな

り、コンソーシアムの設立及び各種業務執行並びに参画機関に対する支援を行った。

一方、第３期中期目標達成の加速化や将来の研究シーズの蓄積のため、文部科学省所管の科

学研究費補助金をはじめとする競争的資金制度による研究資金に積極的に応募することを奨励

した（表３）。応募の際には、各研究センター長・研究領域長等による応募書類の事前チェッ

クと修正指導を徹底するとともに、二次審査（ヒアリング）に進んだ場合には予行演習と指導

を行った結果、中核機関として応募した課題のうち、国際科学技術共同研究推進事業において

１件、農林水産業・食品産業技術研究推進事業において３件が新たに採択された。また、グルー

プウェアを利用して「科研費獲得の方法とコツ」を引き続き掲載し、科学研究費補助金の採択

率の向上を図った。

表３ 平成27年度の競争的資金制度等への応募と採択実績

所 管 制 度 応募数 採択数

文部科学省 科学研究費補助金 基盤研究 50 14
挑戦的萌芽研究 19 3
若手研究 15 4
新学術領域研究 2 0

農林水産省 農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業 9 4

科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事業（CREST・さきがけ・ALCA) 15 1
国際科学技術共同研究推進事業（SATREPS） 1 1
大学発新産業創出プロジェクト（START) 1 1

民間助成団体等 44 9

合 計 156 37

なお、23年度より設定した重点研究費による「重点研究課題配分」は、その成果をもって積

極的な外部資金の獲得を目指すこととしており、特に「提案型研究課題配分」の基盤型におい

ては、競争的資金等の獲得を狙って、その準備として明確な目標を定めることを前提として課

題を実施し、26年度終了提案型研究課題のうち２課題は科学研究費補助金基盤Ｃに採択された。

なお、27年度は中期計画最終年度により重点研究費の新規課題の募集は行わなかった。

図５には、平成27年度収入額と研究資金の配分を示した。

収入額 ８，８５７百万円 研究資金の配分 ４，４３３百万円

図５ 平成27年度収入額と研究資金の配分（単位：百万円）

一般研究費

166（3.7%）
重点研究費

12（0.3%）
ジーンバンク事業費

541（ 12.2%）

受託研究費 1,121

（25.3%）

科研費補助金等 316

（7.1%）

研究推進費

782（17.6%）

研究基盤整備費 313

（ 7.1%）

研究所共通費 1,183

（ 26.7%）

（外部資金）受託研究

費等

1,242（ 14.0%）

（外部資金のうち競争的資

金）科研費補助金等

374 （4.2%）

（交付金）事業費

2,726（ 30.8%）

（交付金）人件費

3,939( 44.5%）

繰越金

576（6.5%）

- 25 -



第１－３（２）

①研究施設・設備の計画的整備 〔指標１－３－ウ〕
研究施設・設備の改修・修繕等においては、施設の根幹となるインフラ設備の老朽化対策

と研究の重点化を踏まえた施設整備を計画的に行うことが重要であるため、22年度に第３期
中期目標期間における施設整備等計画を策定し、その内容を基本として26年度末に計画を見
直して27年度の整備を進めた。

②施設の有効利用と運転経費の効率化 〔指標１－３－ウ〕

コスト意識の醸成を図るため、施設利用委員会において「第３期中期計画における研究スペー

ス配分基準」を定め、研究単位の平均実効面積が、つくば地区全体の平均実効面積の150％を

超えた場合には、応分の負担を利用者に求めることとしており、オンライン利用申請に基づい

た研究スペース配分を実施した。

また、業務効率化推進委員会において、支出額が共通経費の31％を占める光熱水量（27年度

当初予算7.7億円）を指標として削減目標額77,000千円（削減目標率10％）を設定し、温室、

植物栽培装置などの空調の使用制限、フリーザー、冷蔵庫、恒温器及び人工気象器等の使用抑

制等を行った。節電の取り組み状況等については、所内グループウェアに地区別、建物別の電

気使用量の推移をグラフ化し掲示するなど、使用電力の削減状況等を定期的に提供し、情報を

共有・周知し職員の節電意識の維持・向上に努めた。その結果、年間の電力使用量については

対26年度比５％の削減となり、電気使用料金については約9,000万円の削減となった。

③有効かつ効率的な施設・機械の管理・運営 〔指標１－３－ウ、エ〕

研究施設等の有効利用を図るため、施設利用委員会の下部組織として地区別利用委員会、圃

場利用委員会、温室利用委員会を設置して、利用者の意見を反映した管理・運営を行った。地

区別利用委員会では、各地区における研究スペースの配分や日常的修繕、共用機器の利用に係

る情報提供等を行った。また、温室利用委員会では、所内グループウェア上で各温室の性能や

面積等を確認して利用申請を行えるシステムを用いて効率的な利用に努めた。研究用機械につ

いては、「つくば地区共用機械に関する方針」、「つくば地区共用基盤機械取扱いに関する申合

せ」に基づき、共用機械リストへの新規登録を促進し、リストを広く職員に公開して共用化・

集約化を図るとともに、所内グループウェア上に「転用・廃棄申請・資産物品閲覧システム」

を整備し、所内の資産物品の検索と転用・廃棄申請をオンラインで行えるようにすることで機

器の有効活用を図った。一部の共用機械については、さらなる有効活用のため、技術的・事務

的な説明会を行った。共通経費による保守・修繕費負担の軽減を図るため、年度毎に利用実態

や共用機械を用いて得られた成果報告に基づき、経費負担を行うべき機械の選定、保守内容の

見直しを行った。各委員会の決定事項の情報伝達、温室利用状況確認及び共用機械の登録情報

やその申請手続きは、所内グループウェアを利用して効率的な運営を行った。

オープンラボについては生物研ホームページ上に「マイクロアレイ解析室」、「昆虫遺伝子機

能解析関連施設」の利用手順、得られた研究実績等を一般に公開して利活用を図った。27年度

はオープンラボの効率的運用の観点から、昆虫遺伝子機能解析関連施設のマイクロアレイをマ

イクロアレイ解析室に統合し、運用コストを削減した。

27年度のマイクロアレイ解析室の利用は37件（うち所外18件）であり、イネ、コムギ、シロ

イヌナズナ、チューリップ、ウシの遺伝子発現解析の成果が得られた。また、昆虫遺伝子機能

解析関連施設は45件（うち所外26件）の利用があり、a)遺伝子クローニング・配列解析では、

カイコ、野蚕、クモ、キイロスズメバチ、ハスモンヨトウ、トンボなどの発現遺伝子の解読に

よる遺伝子機能の解明等の成果が得られた。b)遺伝子組換えカイコの作製では、ノックアウト

あるいはタンパク質発現解析等の成果が得られた。これらは、論文発表や学会発表により成果

が公表された。

④依頼照射の見直し 〔指標１－３－ウ〕
照射料金について、規程に定めた基準に基づき単価の見直しを実施した。その結果、５％以

上の増減は無かったため単価は改定しないものとした。
また、放射線育種場を共同利用している東京大学放射線育種場共同利用施設の別途単価につ

いても同様に見直しを実施した結果、５％以上の増減は無かったため単価を改定しないものと
した。
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第１－３（３）

①及び②効率的な研究推進のための組織整備 〔指標１－３－オ〕

集中的・重点的に取り組む研究テーマを担った３つの研究センター及び３つの研究領域を2

3年度に設置した。研究センター及び研究領域に29の研究ユニット等を配置するとともに、そ

の目的を効果的に達成できるように、先端ゲノム解析、遺伝子組換え研究推進、遺伝資源国

際連携、ジーンバンク事業推進の４室を置き、研究ユニット等とあわせて、中期目標・中期

計画を着実に達成する組織体制としている（p4 法人組織図参照）。

この中で、農業生物先端ゲノム、遺伝子組換え、遺伝資源の３研究センターは生物研の内

部組織としての役割のみにとどまらず、他の農業関係研究開発独立行政法人や公立試験研究

機関、大学、民間との共同研究等を担う中核的研究拠点として位置づけて運営している。

また、「攻めの農林水産業」に対応して、作物の開発・利用を加速するため農業・食品産業

技術総合研究機構と連携して、基礎（ゲノム研究・素材開発）から応用・開発（品種育成・普

及）までを一体的に行う仕組みとして、バーチャルな組織である「作物ゲノム育種研究セン

ター」を設置し、研究情報の交換や互いの得意分野を分担することにより、研究の効率化・高

度化を図る推進体制を構築した。

なお、平成25年12月24日に「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」が閣議決定され、

４法人（種苗管理センター、農業・食品産業技術総合研究機構、生物研、農業環境技術研究所）

を統合した研究開発型の法人となること及び平成26年8月29日に「各独立行政法人の統廃合等

に係る措置の実施時期について」が行政改革推進本部で決定され、統合の措置に係る実施時期

が平成28年4月と定められたことを踏まえ、関係法人と連絡を密にして、新法人の組織設計や

運営のあり方を検討するため、４法人理事長等で構成する「４法人統合準備委員会」を決定機

関とし、その下に「新法人組織・運営体制検討部会」を設置して統合に向けた準備を進めた。

第１－３（４）

①人材育成プログラムに基づく人材育成の取組 〔指標１－３－カ〕

生物研の人材育成プログラム（平成23年11月改正）に基づき、引き続き職員の人材育成に取

り組んだ。研究職員は、自らがそのキャリアビジョンの実現に向けて能力開発プログラムを作

成し、管理者の指導・助言を受けつつ実行できる仕組み、例えば、現在の業務に必要な能力・

知識の向上を図ることや、新たな業務を担当できる能力・知識の取得を目指すこと、将来的な

キャリア達成イメージなどをプログラムに記載して実行することとしており、職員の資質向上

や研究所の活性化に活用した。

また、新規採用の若手任期付研究員については、優れた指導担当者の下に配置し、特別なプ

ログラム（若手研究者育成プログラム）によってその育成を図った。

一般職員・技術専門職員については、業務の高度化、複雑化あるいは重点化に対応するべく、

人事評価制度等を活用して自ら取り組むべき能力開発を把握し、各種研修・セミナー・講習会

等を計画的に利用することで、特定分野に精通した職員の育成を図ってきた。また、職員の意

欲・能力を生かす適材適所の人事管理に努めた。

②研究職員等へのインセンティブ付与、競争的・協調的な研究環境醸成 〔指標１－３－キ〕

予算配分において、26年度の課題評価に基づくインセンティブ課題配分(1.5百万円×２課

題)、研究成果発表（学術雑誌への論文掲載）に対する支援、新規採用の若手任期付研究員へ

の研究スタートアップに対する支援、在外研究員派遣に対する支援、技術移転活動に対する支

援、若手研究員の海外における研究成果発表に対する支援、後述するNIAS研究奨励賞受賞者支

援等の支援策を講じることにより、競争的環境の中で研究職員へインセンティブを付与する取

り組みを行った。機械整備費などの募集においては対象を個人ではなく、研究ユニット、研究

センター・研究領域の単位とすることにより、メンバーが協調して課題を遂行する環境を醸成

するための努力を行った。

また、NIAS研究奨励賞（概ね40歳以下の研究職員を対象として研究所の業務の推進に顕著な

功績のあったもの）、NIAS創意工夫賞（研究所の業務の推進上特に有益な発明、考案または改

良をしたもの）を設定して職員へのインセンティブ付与を図っており、27年度は、平成27年7

月28日にNIAS研究奨励賞を３件（３名）授与した（表４、図６）。
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学会賞など各種の外部からの表彰（表７）については、生物研ホームページに「研究者の表

彰・受賞」情報を掲載し、所内のみならず所外にも公表した。

表４ 平成27年度ＮＩＡＳ賞受賞一覧

受 賞 者
受 賞 名 業 績 名

所 属 氏 名

ゲノムインフォ
NIAS研究奨励賞 田中 剛 ムギ類におけるゲノム情報解析及び情報リソー

マティックスユ
ス整備

ニット

遺伝子組換えカ
NIAS研究奨励賞 坪田 拓也 遺伝子組換えカイコの高度利用のための、新規

イコ研究開発ユ
プロモーターおよびノックイン技術の開発

ニット

植物・微生物間
NIAS研究奨励賞 竹内 香純 植物保護細菌の抗菌性制御機構とその利用に関

相互作用研究ユ
する研究

ニット

図６ NIAS研究奨励賞の表彰式（平成27年7月28日）

③研修の実施、資格取得の支援 〔指標１－３－ク〕

生物研では、研究職員に対しては、人材育成プログラムにおける研修等の支援の仕組みとし

て研修等受講補助経費申請、国内留学制度、在外研究制度等を設けて活用した。また、若手研

究者に対しては学位の取得を奨励しており、研究職員の博士号取得者の割合は91.7％となって

いる。

一般職員等についても、各担当の業務が高度に専門化していることから、知識・情報の集積

が図られるよう、外部で実施している知的財産関係、行政関係、技能関係等の研修会・講習会

に参加させ、職務に応じた専門的な知識や能力の向上を図った。

また、昇任や昇格等により職位・職責の上がる職員に対して、辞令を交付する際に、昇任・

昇格の意義等についての理事長訓辞を実施するとともに、担当者によるコンプライアンス教育

を実施した。

この他、各種所内研修を実施して職員の資質向上を図った（表５、図７、８）。

業務の高度化や適切な職場環境の保持に対応するため、引き続き資格の取得等についても支

援を行い、27年度は延べ８名が各種資格を取得した（表６）。
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表５ 平成27年度所内研修会等の実施状況

図７ 「安全管理・防災講習」 図８ 「研究費使用に関するコンプライ

（平成27年6月9日の講義） アンス研修」（平成27年10月15日の

講義）

種別 研修・講習会名 主催・後援等 日　　程
受講者
（人）

研修 新規採用者等職場研修 農業生物資源研究所 H27.4.14他 20

研修 再雇用研修 農業生物資源研究所 H27.4.27他 11

研修 研究職員倫理研修(e-learning) 農業生物資源研究所 H27.7～H28.3 50

研修 情報セキュリティ研修 農業生物資源研究所 H27.8.5他 852

研修 研究費使用に関するコンプライアンス研修 農業生物資源研究所 H27.10.14他 402

研修 個人情報保護研修(e-learning) 農業生物資源研究所 H28.3 543

研修 コンプライアンス推進研修 農業生物資源研究所 通年（映像教材）

研修 ハラスメント防止研修 農業生物資源研究所 通年（映像教材）

研修 情報セキュリティ研修（情報セキュリティ対策の基礎知識） 農業生物資源研究所 通年（映像教材）

講習会 新規受入者向け教育訓練（実験室の安全管理） 農業生物資源研究所 H27.4.2他 61

講習会 新規受入者向け教育訓練（遺伝子組換え教育訓練） 農業生物資源研究所 H27.4.2他 69

講習会 平成27年度第一種使用教育訓練（隔離ほ場・作業者向け） 農業生物資源研究所 H27.4.7他 80

講習会 遺伝子組換え実験・教育訓練（新規責任者向け） 農業生物資源研究所 H27.4.8他 13

講習会 カルタヘナ法に関する説明会 農業生物資源研究所 H27.4.14 21

講習会 特殊教育訓練・有害物質の人体に対する影響 農業生物資源研究所 H27.4.22他 14

講習会 有機溶剤等・特定化学物質の作業環境管理 農業生物資源研究所 H27.4.22他 5

講習会 危険物管理に関する説明会（池の台地区） 農業生物資源研究所 H27.4.23 48

講習会 安全管理・防災講習 農業生物資源研究所 H27.6.9他 794

講習会 組換え温室群利用者説明会 農業生物資源研究所 H27.6.16他 136

講習会 普通救命講習会（本部地区） 農業生物資源研究所 H27.7.16 13

講習会 消防訓練講習会（北杜）
農業生物資源研究所
(北杜)

H27.9.8 14

講習会 生物材料・遺伝子組換え教育訓練 農業生物資源研究所 H27.9.30他 536

講習会 平成27年度総合防災訓練（大わし地区） 農業生物資源研究所 H27.10.6 265

講習会 普通救命講習会（大わし地区） 農業生物資源研究所 H27.10.23 10

講習会 平成27年度総合防災訓練（本部地区） 農業生物資源研究所 H27.11.6 330

講習会 救命講習会（北杜）
農業生物資源研究所
(北杜)

H27.12.9 12

講習会 安全運転講習会
農業生物資源研究所と国際農林水産業
研究センターとの共催 H27.12.10 93

講習会 安全運転講習会
筑波産学連携支援センター主催による関
連独法との合同開催 H27.12.10 46

講習会
生物研安全管理セミナー（法令説明会）
「カルタヘナ法（第２種使用等）」

農業生物資源研究所 H28.1.12 12

講習会 廃水に関する職員研修 農業生物資源研究所 H28.1.20他 321

講習会 本部地区薬品庫説明会 農業生物資源研究所 H28.1.20他 68

講習会
生物研安全管理セミナー（法令説明会）
「水質汚濁防止法及び関係する法律等（実験廃水関係）」

農業生物資源研究所 H28.1.26 9

講習会
生物研安全管理セミナー（法令説明会）
「化学物質による危険性又は有害性等の調査等に関する指針

農業生物資源研究所 H28.2.9 8

講習会
生物研安全管理セミナー（法令説明会）
動物の愛護及び管理に関する法律及び関係する指針等（動物実験）」

農業生物資源研究所 H28.2.23 10

※映像教材を使用した研修は、所内グループウェアによるe-learningのため、参加者数の集計はしていない
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表６ 平成27年度資格取得者

取得資格 認定者 取得年月日 取得者(人)

第二種作業環境測定士 安全衛生技術試験協会 27. 4.24 1

第二種作業環境測定士 安全衛生技術試験協会 27. 5. 8 1

危険物取扱者（乙種第４類） 茨城県 27. 7.28 1

有機溶剤作業主任者 茨城労働基準協会連合会 27. 7.29 1

危険物取扱者（乙種第４類） 東京都 27. 8.24 1

第二種作業環境測定士 安全衛生技術試験協会 27. 9.11 1

特別管理産業廃棄物管理責任者 日本産業廃棄物処理振興センター 27.12.15 1

衛生工学衛生管理者 茨城労働局 28. 2. 8 1

④農林水産省等との人材交流を通した人材の育成 〔指標１－３－ク〕

研究管理能力やプロジェクトマネジメント能力を有する人材の養成を図るため、27年度にお

いて、専任及び研修員の身分で、農林水産省に６名を派遣した。

在外研究について、米国（コーネル大学）及びポルトガル（グルベンキアン研究所）へ各１

名を生物研在外研究制度により派遣した。

①～④のような職員の資質向上や人材育成の取り組みの成果もあり、27年度は各種表彰や学

会賞を21件(延べ65名)受賞した（表７）。

- 30 -



表７ 平成27年度各種表彰及び学会賞受賞者

所属 氏名
平成27年度日本農学賞ならびに第52回読売農
学賞

27.4.5 昆虫微生物機能研究ユニット 野田　博明 昆虫の共生微生物に関する先駆的研究

平成26年度日本シルク学会研究奨励賞 27.5.21 新機能素材研究開発ユニット 寺本　英敏
非天然型アミノ酸（4-クロロフェニルアラニン）を導入した
家蚕シルクの物性解析

ダイズゲノム育種研究ユニット

津田　麻衣
加賀　秋人
渡辺　啓史
佐山　貴司
高木　恭子
清水　武彦
町田　佳代
石本　政男

先端ゲノム解析室
森　聡美
佐々木　晴美
片寄　裕一

作物ゲノム研究ユニット 金森　裕之

放射線育種場 西村　実

第127回日本育種学会講演会 日本育種学会優
秀発表賞

27.6.11 ダイズゲノム育種研究ユニット

佐山　貴司
加賀　秋人
渡辺　啓史
石本　政男

ダイズの開花期関連遺伝子型構成の改変による収量性向上の
可能性

イネゲノム育種研究ユニット 小川　大輔

生体分子研究ユニット 村松　昌幸
植物生産生理機能研究ユニット 宮尾　光恵
ゲノム機能改変研究ユニット 土生　芳樹

第33回日本植物細胞分子生物学会(東京)大
会・シンポジウム（ベストポスター賞）

27.8.12 ゲノム機能改変研究ユニット
三上　雅史
遠藤　真咲
土岐　精一

CRISPRiによるDNA ligase IV遺伝子をノックダウンしたイネ
の作出

61st International Congress of Meat
Science & Technology
Clermont-Ferrand (FRANCE)
the Honour Award in the poster session
（名誉ポスター賞）

27.8.23
-28

家畜ゲノム研究ユニット
荒川　愛作
谷口　雅章

Relationship between gene expression of stearoyl-CoA
desaturases (SCD1 & SCD5) and the fatty acid profile in
adipose tissue of cattle breeds in the Basque region

2015年度根研究学会賞学術奨励賞 27.9.3 イネゲノム育種研究ユニット 木富　悠花 イネの冠根形成および伸長成長機構の解明とその育種利用

日本獣医学会 2014年JVMS優秀論文賞 27.9.8 動物科学研究領域
岡村　裕昭
（責任著者と
して）

Effects of Exposure to Male Goat Hair Extracts on
Luteinizing Hormone Secretion and Neuronal Activation
in Seasonally Anestrous Ewes
「雄ヤギの毛抽出物の暴露が発情休止期の雌ヤギにおける黄
体形成ホルモン分泌及びニューロン活性化に及ぼす影響」
J. Vet. Med. Sci. 76(10): 1329-1337, 2014

ICAP 2015 Excellent Oral Presentation
Award

27.9.9 昆虫機能研究開発ユニット

十亀 陽一郎
コルネット・
リシャー
奥田 隆
岡田 淳
黄川田 隆洋

Current findings from Omics research to reveal the
molecular mechanisms underlying cryptobiosis

Poster Award 27.9.11 保存・情報研究ユニット

Ernesto
Borrayo
Carbajal
竹谷　勝

Phylogenetic-based phenotype-related genetic marker
selection method

日本蚕糸学会賞 27.9.26 研究主幹 朝岡　潔
カイコをはじめとする鱗翅目昆虫の味覚受容と摂食行動制御
の神経機構の解明

平成26年度日本蚕糸学会進歩賞（技術賞） 27.9.26 新機能素材研究開発ユニット
寺本　英敏
小島　桂

Residue-specific incorporation of phenylalanine
analogues into protein
biosynthesis in silkworm cultured cells
（Journal of Insect Biotechnology and Sericology (2013)
82, 61-69）

化学生物総合管理学会奨励賞 27.9.29 遺伝子組換え研究推進室 田部井　豊

社会的な教育である「知の市場」に参画し、過去10年間にわ
たって生物に関する総合的な評価と管理、そして農業生物資
源について自ら講師として講義を実施するのみならず、科目
のとりまとめや講座の運営に多大なる役割を果たし、生物総
合管理の教育のあり方に示唆を与えた。

蚕糸功労賞 27.11.2 広報室 谷合　幹代子
蚕糸絹業に関する研究職員として、カイコの免疫機構の解明
や摂食行動の制御機構の解明など、多年にわたり蚕糸絹業の
改良発達に大きく貢献し、その成績が顕著と認められた。

受賞名 受賞年月日
受賞者

受賞対象（業績名）等

第127回日本育種学会講演会 日本育種学会優
秀発表賞

27.6.11 乾燥耐性をもたらす酢酸の作用に関する研究

第127回日本育種学会講演会 日本育種学会優
秀発表賞

27.6.11
エンレイ高頻度突然変異体ライブラリーの作出と次世代シー
ケンサーによる突然変異検索方法の開発

遺伝子組換えカイコ研究開発ユ
ニット

瀬筒　秀樹
中島　健一
飯塚　哲也

新機能素材研究開発ユニット
小島　桂
桑名　芳彦

ベスト新分野開拓賞 28.2.4 新機能素材研究開発ユニット 寺本　英敏
クリッカブルシルク：望む機能を自在に付加できるタンパク
質材料

第129回　日本育種学会奨励賞 イネゲノム育種研究ユニット 堀 清純 日本水稲品種間の育種選抜形質に関する遺伝学的研究

第129回　日本育種学会奨励賞
ゲノムインフォマティクスユ
ニット

田中 剛 ムギ類のゲノム配列情報解析に関する研究

平成27年度　日本育種学会賞 28.3.21
遺伝子組換えカイコ研究グルー
プ

飯塚　哲也
岡田　英二
小島　桂
桑名　芳彦
笠嶋　めぐみ
坪田　拓也
立松　謙一郎
内野　恵郎
行弘　研司
河本　夏雄
田部井　豊
冨田　秀一郎
中島　健一
瀬筒　秀樹

高機能シルクを産生する遺伝子組換えカイコの実用品種開発

第121回　日本畜産学会奨励賞 28.3.28 家畜ゲノム研究ユニット 荒川　愛作 ベイズ法による遺伝的能力開発手法の開発

28.3.21

遺伝子組換えカイコによる「クモ糸シルク」の創出
貞明皇后蚕糸記念褒賞（貞明皇后記念蚕糸科
学賞）

27.11.2
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４ 研究支援部門の効率化及び充実・高度化

中期目標

研究支援業務のうち、他の農業関係研究開発独立行政法人と共通性の高い業務を一体

的に実施することなどにより、研究支援部門の合理化を図る。

総務部門の業務については、業務内容の見直しを行い、効率化を図る。

現業業務部門の業務については、調査及び研究業務の高度化に対応した高度な専門技

術・知識を要する分野への重点化を進め、効率化及び充実・強化を図る。

また、研究支援業務全体を見直し、引き続きアウトソーシングを推進することなどに

より、研究支援部門の要員の合理化に努める。

中期計画

①研究支援業務については、研修等の共同実施、マニュアル等の共同作成など他の農業

関係研究開発独立行政法人と共通性の高い業務を一体的に実施することにより合理化

を図る。

②農林水産省研究ネットワーク等を活用して、研究情報の収集・提供業務の効率化、充

実・強化を図るとともに、情報共有システムの運用により研究所全体の情報共有の促

進及び業務の効率化を図る。

③総務部門の業務については、合理化を図る観点から業務内容の見直しを行ない、効率

化を図る。

④現業業務部門の業務については、高度な専門技術・知識を要する分野への重点化をさ

らに進め、効率化、充実・強化を図る。

⑤研究支援業務全体を見直し、引き続きアウトソーシングを推進する等により、研究支

援部門の要員の合理化に努める。

⑥研究所及び職員の活動を適正に評価し、さらに優れた人材を育成し、研究所全体の業

務実績の向上につなげる評価・人材育成機能、研究成果を農林水産業にとどまらず、

広く我が国の産業活動に積極的に還元する知的財産機能、情報発信と双方向コミュニ

ケーションを通じ研究成果に対する国民理解を促進する広報機能等の拡充に努めるな

ど、新たな社会要請に対応するため研究支援部門の充実・強化を図る。

〔指標１－４－ア〕他の農業関係研究開発独立行政法人と共通性の高い業務の洗い出しを行っ

ているか。共通性の高い業務の一体的実施に取り組んでいるか。

〔指標１－４－イ〕研究情報の収集･提供業務の充実･強化を図っているか。また、情報共有

システムによる研究所全体での情報共有を進めているか。

〔指標１－４－ウ〕総務部門において、効率化に向けた業務見直しを適切に行っているか。

〔指標１－４－エ〕現業業務部門において高度な専門技術・知識を要する分野を充実･強化す

るため、業務の重点化などの見直しを行っているか。

〔指標１－４－オ〕研究支援部門の効率化を図るためのアウトソーシングに取り組んでいる

か。

主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

（該当なし）

業務実績（第１－４） 自己評価

＜主要な業務実績＞ 評定「Ｂ」

１．〔指標１－４－ア〕
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他の農業関係研究開発独立行政法人との共通性の高い業務 ＜評定の根拠＞

の洗い出しについては、平成28年4月の４法人（種農業・食 研究支援業務の合理化

品産業技術総合研究機構、生物研、農業環境技術研究所、種 については、４法人統合

苗管理センター）統合を踏まえ、４法人による新たな研究開 に向けた検討を着実に進

発法人設立に向けた検討体制を構築し統合に向け、効率化・ めるとともに、研修や調

高度化のための検討・準備を実施した。また、共通性の高い 達業務の一体的実施に取

業務の一体的実施については、４法人による共同研修や共同 り組んだ。研究情報の収

調達を引き続き実施した。 集・提供業務について

は、電子ジャーナル等の

２．〔指標１－４－イ〕 契約において、統合法人

研究情報の収集・提供業務については、電子ジャーナル等 間での収書調整の実施に

の契約において、法人統合に向けて統合機関と収書調整を実 より、効率化と充実・強

施するなど、限られた予算の中で最大限の費用対効果を得る 化を図った。研究所全体

収書を行った。また、研究所全体での情報共有については、 での情報共有について

情報共有システム（グループウェア）がコミュニケーション は、グループウェアのメ

・ツールとして定着するとともに、企業情報ポータルとして ニューが充実し、また、

の機能も併せ持ち、迅速な意思決定を支援するシステムと 迅速な意思決定を支援す

なった。 るシステムとして発展し

たことは評価できる。総

３．〔指標１－４－ウ〕 務部門の業務見直しにつ

総務部門における効率化に向けた業務見直しについては、 いては、各種業務の電子

契約事務において、共同調達による包括的契約や、試薬や研 化が進み、この取り組み

究消耗品等の単価契約の実施により、事務の煩雑化を回避し が新法人でも活かされる

効率化を図った。その他、研究管理支援部門の各種業務につ ことを期待したい。現業

いては、人事給与共済システム、会計システム、出張旅費シ 業務部門については、支

ステム等を導入して効率的に業務運営を行ったほか、グルー 援の対象を遺伝子組換え

プウェアを活用して資産管理や評価関連のシステムを独自に 動植物に重点化して高度

構築・運用するなど各種所内手続き等の電子化により効率化 化する支援業務に対応

を進めた。 し、新規採用の若手職員

を配置することにより今

４．〔指標１－４－エ〕 後の研究サポートに関す

現業業務部門の業務については、高度な専門技術・知識を る礎の強化を図った。

要する第一種使用遺伝子組換え作物栽培の継続や、26年度か

ら開始された遺伝子組換えカイコの第一種使用等による飼育 以上、研究支援部門の

の技術的支援に重点化して進めた。作物栽培部門に新規採用 効率化及び充実・高度化

の若手職員を配置することにより、今後の研究サポートに関 について、着実な業務運

する強化の礎ができた。また、農業技術に関するセミナー等 営がなされているものと

に技術専門職員を参加させて知識や技術の向上を図った。 判断し、評定を「Ｂ」と

する。

５．〔指標１－４－オ〕

アウトソーシングの取り組みについては、現業業務部門で ＜課題と対応＞

は桑園管理でアウトソーシングを進めた。また、管理運営部

門についても外部委託した方が効率的な保守管理業務等につ

いてアウトソーシングを進めた。

（27年度実績）

第１－４

①研究支援業務の合理化 〔指標１－４－ア〕

平成25年12月24日に「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」が閣議決定され、４法人

（農業・食品産業技術総合研究機構、生物研、農業環境技術研究所、種苗管理センター）を統

合した研究開発型の法人となることが決定した。その後、平成26年8月29日に「各独立行政法
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人の統廃合等に係る措置の実施時期について」が行政改革推進本部で決定され、統合の措置に

係る実施時期が平成28年４月と定められたことから、新法人の組織設計や運営のあり方等につ

いて、具体的な検討を行う体制を構築して検討を進めた。具体的には、４法人の担当者等で構

成する「企画関係検討部会」、「広報・知財・情報等関係検討部会」、「総務関係検討部会」を

設置し、各部会の下にワーキンググループを設置して、統合法人における本部組織と内部研

究組織の業務分担及び事業場の単位、規程等の横断的な事項や、業務に使用するシステムの

統一等の専門的な事項の検討を行い、研究支援部門の効率化・高度化のための準備を進めた。

契約関係では、調達事務の現状と問題点等を整理した上で、契約事務の一元化に伴う問題点

等の洗い出し、規程等の統一・整備及び24年度から４法人で共通性の高い業務の一体的実施と

して取り組んでいる共同調達の対象拡大（27年度分）等に係る検討を行い、公共サービス改革

市場化テスト案件である警備業務、清掃業務及びエレベーター等保守点検業務の共同調達に加

え、電気、ガス、パソコン及び周辺機器等、健康診断、被ばく線量測定、作業環境測定等を

実施した。

②情報共有促進の取り組み 〔指標１－４－イ〕
研究情報の収集・提供においては、利用実績、引用調査結果等を参考に費用対効果を考慮し

た見直しを行い、利用の比較的少ないパッケージやタイトルを中止した。また、法人統合に向
けて統合機関と収書調整を実施し、一部の出版社については農研機構本部で一括契約を行った
ことにより、ScienceDirectやSpringerは利用できる雑誌数が大幅に増加した。WileyのSTMコ
レクション等の中止により、全体では前年より利用できる雑誌数は減少したが、限られた予算
の中で最大限の費用対効果を得る収書ができた。

電子ブックについては、継続購入している数タイトルを追加し、プロトコルはSpringer Pro
tocolsの2014-2015年分を追加した（表８）。

運用開始後、10年を経過した情報共有システム（グループウェア）については、コミュニケー
ション・ツール（所内メール、電子掲示板、文書ファイル共有等）として定着した。一方、企
業情報ポータル(EIP: Enterprise Information Portal)としての機能も併せ持たせることによ
り、迅速な意思決定を支援するシステムにステップアップした。具体的には、人員情報の一部、
組織情報、課題情報（評価システムを含む）、会計情報の一部、文書情報、施設・資産管理情
報、ICカード情報、外部資金情報、共同研究情報、特許情報等をデータベース化し、生物研の
役職員がその権限に応じて、最新のデータにアクセスできるようにした。

管理支援部門の業務改善に向けた情報システムの構築については、施設情報データベースを
核として、施設管理、化学物質管理、遺伝子組換え実験責任者・従事者管理等が適時に行える
業務システムに改良・発展させた。また、資産管理システムの構築により、研究用機械の効率
的利用のための情報共有を図った。

表８ 契約電子ジャーナル・ブックおよびプロトコル一覧（2015-2016年）

パッケージ名等 2015 2016

電子ジャーナル（雑誌数）

ACS（American Chemical Society）7タイトルマルチサイトライセンス 7 7

ASM（American Society for Microbiology）7誌EJパッケージ ※つくば地区に限定 7 7

ASPB（American Society of Plant Biologists） 2 2

Annual Reviews 9タイトルマルチサイトライセンス 9 9

Cold Spring Harbor Laboratory Press誌 薬図協コンソーシアム ※つくば地区に限定 6 -

Nature+Nature関連誌【農研機構一括契約】 14 11

Oxford U.P.（Medicine/Life Science分野パッケージ）薬図協コンソーシアム 100 -

Science Direct（年度契約）【農研機構一括契約】

（Cell Press 6タイトル, Book Sereis 2タイトル含む） 50 144

Science Online【農研機構一括契約】 1 1

Springer分野別パッケージ 【農研機構一括契約】

（Biomedical & Life Science, Chemistry & Materials Science, Earth & Environmental Science） 309 619

Wiley-Blackwell （コアコレクション）薬図協コンソーシアム 812 24

個別（タイトルごと）契約 ※雑誌により地区限定あり 28 35

雑 誌 数 計 1345 859
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電子ブック（図書数）

Elsevier eBooks 66 66

Springer eBooks 3,504 3,517

Wiley OnlineBooks 104 106

その他 eBook 5 5

Reference Works（辞書類）：Elsevier(10), Springer(3), Wiley(3) 15 16

図 書 数 計 3,694 3,710

プロトコル

Wiley Current Protocols（2014年まで, Current Protocols in Molecular Biology） 1,579 1,579

Springer Protocols（2015年以前 Full Collection、買い切り） 32,687 39,516

Protocol 数 計 34,266 41,095

【2016年】主な変更点

○電子ジャーナル

研究所契約分

・Cold Spring Harbor Laboratory Press：コンソーシアム契約（6誌）を中止し、個別タイトル契約（2誌）

に変更

・Oxford U.P.（Medicine/Life Science分野パッケージ）：コンソーシアム契約（100誌）を中止し、個別タ

イトル契約（9誌）に変更

・Wiley：コアコレクション2誌とSTMコレクションを中止

・個別契約: 5誌を中止

農研機構一括契約分

・Nature：関連誌4誌(うち3誌は農研機構で経費負担)を追加し、6誌を中止。Academic Journal 1誌を中止

・ScienceDirect：101誌(農研機構で経費負担)を追加し、7誌を中止（うち1誌はWileyへ移管）

・Springer：分野別パッケージ2分野（Chemistry & Material Science, Earth & Environmental Science）

を追加

③総務部門における業務の効率化 〔指標１－４－ウ〕

４法人（農業・食品産業技術総合研究機構、生物研、農業環境技術研究所、国際農林水産業

研究センター）による共同調達の取組みとして、警備業務、清掃業務及びエレベーター等保守

点検業務について包括的に契約し、業務の効率化を図った。

試薬、研究消耗品、事務用品、金物類、肥料類は、発注状況の検証を行い、単価契約を引

き続き実施することで契約事務の煩雑化を回避し、効率化を図った。

また、研究管理支援部門の電子化等による業務の効率化としては、人事給与共済システム、

会計システム、出張旅費システム等を導入して業務運営を行ったほか、各種所内手続きについ

てグループウェアを活用した電子申請化を進めた。これまでにグループウェア内に構築して運

用してきたメニューは、コンプライアンス通報システム、業務日誌管理システム、転用・廃棄

申請・資産物品閲覧システム、人事評価システム、研究課題評価システム、所内研修システム、

各種届出等のオンライン申請・報告システム、所内アンケート等の報告システムなどである。

④現業業務部門の見直し 〔指標１－４－エ〕

27年度における技術支援室の技術専門職員は、26年度より新規採用者が１名増加して28名と

なった。作物栽培部門に新規採用の若手職員を配置することにより、今後の研究サポートに関

する強化の礎を作るとともに、再雇用職員、継続雇用職員及び契約職員を適切に配置したこと

で業務の効率化を進めた。

遺伝子組換え作物の第一種使用等による野外栽培については、27年度も所内の隔離圃場及び

他独法の隔離圃場でイネ、タバコの栽培が実施され、技術専門職員は研究支援業務の対象を遺

伝子組換え作物の栽培に重点化して業務を進めた。業務を行うにあたっては関係法令等を遵守

し、適切な栽培管理を実施することができた。

遺伝子組換えカイコの第一種使用等による飼育の技術的支援についても、26年度から開始さ

れたが、昨年度同様に27年度も高度な支援を問題なく実施することができた。

さらに、農業技術に関連するセミナー、シンポジウム等に積極的に技術専門職員を参加させ、
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知識及び技術の向上を図ることで、支援業務の内容がより充実するように努めた。また、現業

業務部門は労働災害が起こりやすい部門であることから、セミナーの開催や日々の注意喚起等

を行い、労働災害防止に努めた。

⑤研究支援業務の見直し 〔指標１－４－オ〕

現業業務部門では、大わし地区の桑園管理や収穫業務に関して役務によるアウトソーシング

を進めてきた。なお、本部地区及び農環研地区の圃場で実施している試験栽培については、支

援対象の中で遺伝子組換え作物の占める割合が高いことなどの理由により、役務により外注化

できる部分が多くないため、人員の不足分を契約職員の通年雇用への切り替え等により対応し

た。

また、単にアウトソーシングを継続して推進していくだけではなく、24～25年度に開催した

「業務指導能力等強化研修」で習得した内容を活用して、契約職員等に依頼する業務がより効

率的に実施できるように努めた。

管理運営部門では、外部委託した方が効率的な業務（施設・機械等の保守管理等の特別な

資格や技能を必要とする業務、建物・構内の管理等）については、従来から外部委託を進め

てきた。

⑥研究管理支援部門の充実・強化 〔指標なし〕

研究開発部門をバックアップしつつ、新たな社会要請に対応した研究管理支援の充実や内

部統制の強化等のため、23年度から３統括11室体制で進めてきた。

平成27年2月27日に、平成26年度に会計検査院から指摘された、不適正経理問題に対する再

発防止策の一つとして物品等の検収を強化するためこれまでの検収体制を見直し、検収の徹底

・強化を図るとともに、研究に支障のない迅速で確実な検収体制を構築するため「検収管理室」

を設置し、３統括12室体制に改編した。

また、引き続き研究管理支援部門に研究職員の専任者、併任者を配置することにより、事

務－研究の双方の立場から研究管理支援を実施する体制とした。
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５ 産学官連携、協力の促進・強化

中期目標

生物資源の農業上の開発及び利用等に関する基礎的・基盤的研究水準を向上させ、優

れた研究成果や知的財産を創出するため、国、他の独立行政法人、公立試験研究機関、

大学、民間等との連携・協力及び研究者の交流を積極的に行う。その際、他の独立行政

法人との役割分担に留意しながら、円滑な交流システムの構築を図る。

中期計画

①農業分野におけるバイオテクノロジー研究の中核的機関として、独創的で質の高い農

業技術シーズの創出と研究成果の民間企業等への迅速かつ確実な移転を図るため、共

同研究を推進し、人材交流等による産学官の連携及び協力を強力に実施する。

②社会ニーズに対応した研究開発を図るため、民間企業等との共同研究を行う。

③他の農業関係研究開発独立行政法人とは、その役割分担に留意しつつ、人事交流を含

めた連携、協力を積極的に行う。また、独立行政法人国際農林水産業研究センターが

実施する国際共同研究に必要に応じて協力する。

④公立機関、民間企業等からの放射線照射依頼については、積極的に対応する。

⑤関係機関と相互の連携・協力のあり方等につき意見交換を行う。

〔指標１－５－ア〕地方自治体、関係団体、関係機関、大学及び民間企業等との共同研究及び

人的交流が行われているか。

〔指標１－５－イ〕他の農業関係研究開発独立行政法人との人事交流を含めた連携、協力が行

われているか。

〔指標１－５－ウ〕放射線照射依頼への対応は適切に行われているか。

主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

（該当なし）

業務実績（第１－５） 自己評価

＜主要な業務実績＞ 評定「Ｂ」

１．〔指標１－５－ア〕

民間企業等との共同研究については、新たに36組織28件の ＜評定の根拠＞

共同研究契約を締結して連携協力及び研究推進を図った。人 民間企業等との共同研

的交流については、連携大学院協定により、27年度は16名の 究契約締結により研究推

研究者が連携大学院教員等を委嘱され、また４名の学生を生 進を図ったほか、連携大

物研に受け入れたほか、客員上級研究員制度により大学から 学院協定や客員上級研究

３名の有識者を受け入れた。 員制度による人的交流が

行われた。他の農業関係

２．〔指標１－５－イ〕 研究開発独立行政法人と

他の農業関係研究開発独立行政法人との連携については、 の連携については、作物

26年度から農業・食品産業技術総合研究機構と連携して設立 ゲノム育種研究センター

した「作物ゲノム育種研究センター」では対象作物を拡大し、 において対象作物を拡大

取り組みを強化した。また、関係する独立行政法人との間で して取り組んでいること

新規に14件の研究協力に関する協定書に基づいた協定研究を は、連携の強化として評

実施した。超高速シーケンサー等の最先端ゲノム解析機器を 価できる。また、ゲノム

配備した「先端ゲノム解析室」によるゲノム解析支援事業で 解析支援事業やジーンバ

- 37 -



は、他法人とのゲノム解析に関する共同研究を精力的に進め ンク事業についても連携

た。ジーンバンク事業については、生物研はセンターバンク が進展した。

として、農業・食品産業技術総合研究機構等のサブバンクと

連携協力して事業を実施した。 以上、産学官連携、協

力の促進・強化につい

３．〔指標１－５－ウ〕 て、着実な業務運営がな

放射線照射依頼については、27年度において独立行政法人、 されているものと判断

大学、民間企業等に対して122件の依頼照射を行ったが、ホー し、評定を「Ｂ」とする。

ムページでの周知や問い合わせ対応等についても適切に行っ

た。 ＜課題と対応＞

（27年度実績）

第１－５

①及び②共同研究の実施 〔指標１－５－ア〕

生物研の持つ研究資源と外部機関の知識・技能を融合して研究を推進するため、共同研究契

約を締結して研究を実施した。27年度には新たに36組織と28件の共同研究を締結し、連携協力

及び研究推進を図った。なお、27年度の29件の国内特許出願のうち５件が共同研究の成果であっ

た（表９）。

表９ 共同研究を実施した組織数

センター･領域 大学
都道

独法
公益 民間 海外

国研 合計
府県 法人 企業 機関

先端ゲノムセンター 5(2) 7(1) 4 4 11(2) 2 1 34(5)

組換えセンター 16(5) 2(2) 6(1) 1 16(9) 2 43(17)

遺伝資源センター 1 1 1 1 4

植物領域 5(2) 5(1) 2 1(1) 13(4)

昆虫領域 3(2) 4(2) 1 8(4)

動物領域 2(2) 3(1) 1 3(3) 9(6)

先端ゲノムセンター・遺伝資源センター 1 1

合計 32(13) 10(3) 22(5) 10 33(15) 4 1 112(36)

（ ）：27年度に新規に開始した組織数の内訳

筑波大学、東京大学（２制度）、名古屋大学、東京農業大学、横浜市立大学、千葉大学及び

山口大学と締結している連携大学院協定により、27年度は16名の研究者が連携大学院教員等を

委嘱され、学生の資質向上への協力、相互の研究交流の促進を行った。また、25年度から継続

して２名、27年度から新規２名の学生を生物研に受け入れた（表10）。外部への周知等は生物

研ホームページ「連携大学院ページ」により行った。

表10 連携大学院一覧

連携大学院名 開始年度 教員等の委嘱 学生の受入

筑波大学 Ｈ１３ ４

東京大学 （農学生命科学研究科） Ｈ１３ ２

名古屋大学 （生命農学研究科） Ｈ１７ １

東京大学 （新領域創成科学研究科） Ｈ１８ ３ ２

東京農業大学 Ｈ１９ ３ １

横浜市立大学 Ｈ１９ １

千葉大学 （園芸学研究科） Ｈ２０ １

山口大学 （連合獣医学研究科） Ｈ２０ １ １
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高度な研究実績を持つ研究者を対象として25年度に創設した客員上級研究員制度により、日

本大学、信州大学及び理化学研究所に所属する計３名の研究者に対し客員上級研究員を委嘱し、

生物研で行っている研究への協力を求めるとともに、相互の交流を行った。

③-1 他の農業関係研究開発独立行政法人との連携 〔指標１－５－イ〕

「攻めの農林水産業」に対応して、作物の開発・利用を加速するため、基礎（ゲノム研究・

素材開発）から応用・開発（品種育成・普及）まで一体的に行う仕組みを構築することを目的

として、農業・食品産業技術総合研究機構（農研機構）と連携し、「作物ゲノム育種研究セン

ター」を26年度に設立した。当センターはバーチャルな組織であり、生物研と農研機構作物研

究所が共同で運営に当たった。26年度から開始したイネに加え、27年度はダイズ、コムギ及び

オオムギを対象作物として追加し、①「攻めの農林水産業」のための新品種開発の加速、②次

世代育種法及び新育種素材の開発及び③育種連携支援について研究開発業務を実施した。

農業関係研究開発独立行政法人との間の研究協力に関する協約書に基づき、農研機構と27件

（うち新規８件）、農業環境技術研究所と６件（うち新規３件）、国際農林水産業研究センター

と１件（うち新規１件）、森林総合研究所と２件（うち新規２件）、及び家畜改良センターと

１件の計37件（うち新規14件）の協定研究を実施した。このうち、後述のゲノム解析支援事

業にかかるものは20件（うち新規11件）であった。

また、国際農林水産業研究センターとの連携では、国際農業研究協議グループ（CGIAR）の

研究プロジェクト「The Global Rice Science Partnership（GRiSP）」において連携、協力を

行ったほか、国際農林水産業研究センターが行う委託研究「国際標準判別いもち病菌系の特性

評価」を受託し研究を実施した。

さらに、国際イネ研究所（IRRI）と国際農林水産業研究センターの間で締結された研究覚書

（MOU）に基づいて、IRRIと生物研でイネ遺伝資源の乾燥ストレス耐性を向上させる協力につ

いて連携、協力を行った。

加えて、超高速シーケンサー等の最先端ゲノム解析機器を配備した「先端ゲノム解析室」に

おいて、23年度から開始した農業生物のゲノム解析支援事業について、他の農業関係研究開発

独立行政法人とのゲノム解析に関する共同研究を精力的に進めた（大課題１－２「農業生物の

ゲノムリソース・情報基盤の整備・高度化」に関連記載）。

③-2 ジーンバンク事業 〔指標１－５－イ〕

生物研はセンターバンクとして、農業・食品産業技術総合研究機構（中央農業総合研究セ

ンターほか11機関）、農業環境技術研究所、国際農林水産業研究センター、種苗管理センター

及び家畜改良センターのサブバンクと連携協力の下、ジーンバンク事業を実施し、植物、微

生物、動物遺伝資源の収集・受入、無毒化、増殖、特性評価、情報管理、配布と公開、DNAバ

ンクとしての収集、保存、配布、公開を行った。また、効果的なジーンバンク事業を進める

ため大学、都道府県等から募集した課題を含め、延べ14機関に遺伝資源の増殖及び特性評価

等を委託契約により実施した（図９）。

実施にあたっては、参画機関との情報交換を円滑にするため、植物10名、微生物２名、動

物１名の部門別責任者（キュレータ）をサブバンクの専門家に依頼し、事業推進の効率化と

密接な意思疎通を図った。関係機関の担当責任者及びキュレータの出席の下、ジーンバンク

事業連絡協議会を開催し、サブバンクとしての今後の方向性及び問題点の現状報告、27年度

事業実績及び28年度事業計画を討議した。事業実績及び事業計画は、ジーンバンク事業評価

委員会を開催し最終決定した。

情報関係としては、食料及び農業のための植物遺伝資源に関する国際条約（ITPGR）の国内

措置対応として、27年度に日本が多数国間システム（MLS）に登録する植物遺伝資源12,705点

を遺伝資源データベースの「MLS対象遺伝資源」に入力し、26年度登録分との合計30,653点の

リスト（世界第６位）をWeb上で公開した。また、定型の材料移転契約（SMTA）による配布状

況をFAO-ITPGR事務局に報告するため、契約実績リストの生成及びデータ送信を行うシステム

を開発し、契約実績の送信を開始した。データ管理用プログラムでは、SMTA報告やデータ管理

方法等の変更に合わせて、遺伝資源来歴情報管理、文献データ管理、在庫管理、及び特性評価

マニュアルデータ管理について改修を行った。さらに、発芽試験支援システムを開発して、発
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芽試験マニュアルのデータベース管理・発芽試験作業順リストの作成・播種件数の実績集計・

発芽試験件数予測を行うとともに配布用書類生成システムを開発して、配布作業の進捗に応じ

て配布通知書や売払内訳書などの自動生成を行い、ジーンバンク業務の効率化を図った。

Webサイトへの年間アクセス件数は、7,965,953件（前年同期7,012,384件）であった。

図９ ジーンバンク事業実施体制と予算

※ 全国約320人の担当者とジーンバンク情報ネットワークでつないで一体的に実施
・生物研： 研究職 21人、一般職 7人
・サブバンク： 植物 238人、微生物 69人、動物 13人

※ 事業評価： 外部評価委員 6名による評価体制

※ H26年度事業予算総額： 660,102 千円
・センターバンク： 420,960 千円（うち生物研共通費へ119,056 千円）
・サブバンク委託： 231,642 千円
・課 題 委 託 等： 7,500 千円

農業生物資源研究所（センターバンク）

植物
遺伝資源部門

サブバンク
農業・食品産業技術総合
研究機構（１０研究所）
国際農林水産業研究ｾﾝﾀｰ
種苗管理ｾﾝﾀｰ
家畜改良ｾﾝﾀｰ

イネ、ムギ、マメ、果樹
野菜、花き等の在来種

改良種、野生種

微生物
遺伝資源部門

サブバンク
農業・食品産業技術総合
研究機構 （９研究所）
農業環境技術研究所
国際農林水産業研究ｾﾝﾀｰ

病原微生物、食品微生物
酵母、共生微生物等の細
菌、糸状菌、ウイルス等

DNA
部門

イネDNA、ブタDNA
カイコDNA及びゲノム
情報、相同性検索

動物
遺伝資源部門

サブバンク
農業・食品産業技術総合
研究機構 （１研究所）
農業環境技術研究所
家畜改良ｾﾝﾀｰ

牛、豚、鶏の在来種、ｶｲｺ
の在来種、天敵昆虫類、実
験動物

連絡協議会 事業評価委員会
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遺伝資源センターでは、国内外の遺伝資源に関する様々な会合に職員が積極的に参加して情

報収集や意見交換を進めた。27年度はセンター長が文科省の生物遺伝資源委員会に委員として

参加した。また、農林水産省委託事業による三菱UFJリサーチ&コンサルティング（MURC）受

託の農林水産分野における遺伝資源利用促進事業の検討委員として農業生物資源のアクセス、

保存と利活用促進についての検討に参加した。さらに、理化学研究所バイオリソースセンター

の実験植物検討委員会委員として参加し、農業生物資源ジーンバンク事業について説明をする

とともに生物遺伝資源分野における国内および国際情勢の把握を図り意見交換を行った。

当ジーンバンク事業のホームページから日本植物病名データベースを公開しているが、こ

れは日本植物病理学会編集の日本植物病名目録第２版（日本植物病理学会・農業生物資源研

究所編）を主たる出典としたもので、日本植物病理学会との連携協力の成果のひとつである。

日本植物病理学会は、日本から新たに報告された病害をとりまとめた日本植物病名目録追録

や第２版の正誤表を毎年度発行しているが、同学会の了解の下でその内容も取り込んで、最

新の情報に基づいたデータベースとして運用した。

④放射線照射依頼 〔指標１－５－ウ〕

27年度は独立行政法人試験研究機関、大学、民間企業等に対し、ガンマーフィールド及びガ

ンマールームにより122件の依頼照射を行った（資料１：表５）。また、依頼照射規程改正の

内容についてホームページで周知を図るとともに、依頼照射専用のメールアドレスを掲載して

依頼者への利便性を高め、問い合わせや相談に丁寧に対応した。併せて、一般公開（つくば及

び常陸大宮）において参加者にガンマ線を用いた変異誘発の有用性のアピールを行った。

・放射線育種場共同利用研究

放射線育種場共同利用運営委員会による照射施設を利用する大学との共同研究を実施してい

る。27年度は11の国立大学法人が参画し13研究課題について申請があり、イネ及びナシ等の突

然変異体の作出やソバの突然変異育種などに向け、ガンマールーム及びガンマーフィールドで

の照射を行った。

⑤県その他、外部機関等との連携 〔指標１－５－ア、イ〕

茨城県他外部機関との連携については、つくばライフサイエンス推進協議会に参画し、協

議会を通じて理研バイオリソースセンターとの間に「包括生物資源提供同意書」を締結、つ

くば地区の研究機関が保有する世界最大級の生物医学資源のデータベースに対して横断的な

検索を可能とする「つくば生物医学資源横断検索システム」（つくば国際戦略総合特区事業の

１つ）に協力した。

つくば市内の研究機関との交流では、筑波研究学園都市交流協議会において理化学研究所、

産業技術総合研究所、農業・食品産業技術総合研究機構の知財・連携担当部門等と、必要に

応じて管理・運営方法について情報交換を行ったほか、筑波大学との間で、革新的研究開発

に関して研究の活性化及び社会実装の推進を目的とした連携協定を締結した。
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６ 海外機関及び国際機関等との連携の促進・強化

中期目標

世界の食料問題の効率的な解決に資するため、国際的な研究への取組を強化する。特

に、農業に関する生命科学分野での国際的イニシアチブを確保するとともに、海外研究

機関及び国際研究機関との連携を積極的に推進する。

また、食料及び農業のための植物遺伝資源に関する国際条約（以下「ITPGR」という。）

の多数国間の制度の下において行われる植物遺伝資源の取得機会の提供等、同条約を履

行するための取組を効率的かつ着実に実施する。

中期計画

①イネゲノム研究等の成果を基に、国際機関等との包括的研究協定や国際機関が実施す

る国際的プロジェクト研究への参画等を通して、国際的な課題を解決するための取組

を強化する。

②ポスト・イネゲノムシーケンス研究等において国際的優位性を確保するため、ゲノム

リソース等の研究開発資源を有効に活用し、中核となって関連国際研究機関や研究者

との連携を強化する。

③食料及び農業のための植物遺伝資源に関する国際条約（以下「ITPGR」という。）に基

づく植物遺伝資源の提供等を的確に行うため、ジーンバンクの体制強化や海外ジーン

バンクとの連携強化等を図り、業務の効率的かつ着実な運営に努める。

〔指標１－６－ア〕国際的なゲノム研究プロジェクトへの参画等を通じて、国際的な研究ネ

ットワークの強化に取り組んでいるか。

〔指標１－６－イ〕国際学会・国際会議への参加や成果発表、海外諸国や国際研究機関とのM

OU締結等の実績はどうか。

〔指標１－６－ウ〕ITPGRに定める条件に基づく植物遺伝資源の提供等を効率的かつ着実に行っ

ているか。

主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

（該当なし）

業務実績（第１－６） 自己評価

＜主要な業務実績＞ 評定「Ｂ」

１．〔指標１－６－ア〕

国際的な研究ネットワークの強化については、国際共同プ ＜評定の根拠＞

ロジェクトであるイネアノテーション計画（RAP）の中核機 国際協力、連携につい

関としての活動をはじめ、地球規模課題対応国際科学技術協 ては、イネアノテーショ

力プログラム（SATREPS）など、各国の研究機関や国際コン ン計画（RAP）の中核機

ソーシアム等での共同研究及び人的交流を通じて研究ネット 関としての活動のほか、

ワークの構築を図った。 MOUの締結による個別研

究の海外との連携強化も

２．〔指標１－６－イ〕 進み、生物研のプレゼン

国際学会・国際会議への参加については、27年度には延べ スを高める活動がなされ

70名の研究者を派遣し、国際的な課題への対応及び成果発表 た。ITPGRに定めるMLSへ

等を行うとともに、現地調査や研究打ち合わせ等へ延べ51名 の登録については、27年

の研究者を派遣した。また、MOU（研究覚書）による海外機 度は新たに約1万2千点が
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関との連携については、国際コンソーシアム１件を含む24件 登録され、26年度の登録

を各国の研究機関等と締結している。 と合わせて約3万点の登

録数となり、世界で６番

３．〔指標１－６－ウ〕 目の貢献を果たしている

植物遺伝資源の提供等については、食料及び農業のための ことは評価できる。

植物遺伝資源に関する国際条約（ITPGR）に定めるMLS（多数

国間システム）への登録について、ジーンバンクに保存する 以上、海外機関及び国

約22万点の植物遺伝資源のうち、27年度は新たに約1万2千点 際機関等との連携の促進

がMLSに登録され、平成27年9月に農林水産省から公表された。 ・強化について、着実な

これで我が国のMLS登録数は約3万点となり、世界で上位６番 業務運営がなされている

目となった。このほか、農林水産省からの委託事業（PGRAsi ものと判断し、評定を

aプロジェクト）において、「海外植物遺伝資源の遺伝特性 「Ｂ」とする。

解析・収集」に加え「アジア植物遺伝資源ネットワークの構

築」を新たに開始し、ラオス、ベトナム、カンボジア、ミャ ＜課題と対応＞

ンマー、ネパールと植物遺伝資源の共同特性評価を実施した。

（27年度実績）

第１－６

①及び②国際協力、連携 〔指標１－６－ア、イ〕

1)イネゲノム及びポスト・イネゲノムシーケンス研究等における国際協力、連携

生物研は、イネゲノム全塩基配列解読の成果利用の一環として、国際共同プロジェクトであ

るイネアノテーション計画（RAP）の中核機関として活動しており、イネゲノム研究となるゲ

ノムの参照配列を維持管理し、データの性質に関する問い合わせ等に対応している。

国際イネ研究所（IRRI）を中心として組織されたIRIC（International Rice Informatics C

onsortium）に参加し、特にイネ多系統の全ゲノム配列中における変異を効果的に閲覧するビ

ューワー開発において協力をしている。

ビル＆メリンダ・ゲイツ財団によるアフリカライスセンター（Africa Rice Center）を通じ

た再受託課題「嫌気条件下での発芽能力に寄与する遺伝子の単離とDNAマーカーの開発」

の２年目を遂行し、形質評価系の検討と遺伝資源の導入・増殖およびゲノム情報の取得を行っ

た。平成27年6月にナイジェリアで行われた推進会議に担当研究者１名と特別研究員２名が参

加して進捗報告および今後の進め方について協議を行った。

2)ムギ類ゲノム研究等における国際協力、連携

生物研は、国際コムギゲノム解読コンソーシアム（IWGSC）の一員として、パンコムギゲノ

ム解読プロジェクトを遂行しており、21種類の染色体のうち6B染色体の物理地図作成及び塩基

配列解読を行っている。また、IWGSCの研究調整委員会に委員を派遣して、ゲノム解読の国際

協調やコンソーシアムの運営に寄与している。前年度までに概要配列及び6B染色体概要物理地

図をIWGSCに提供するとともに、要請に応じて、二つの学会におけるコンソーシアムが組織す

るワークショップにおいて、研究の進捗状況を口頭発表した。また、23年度にG20農相会合で

合意された国際的なコムギ研究の協調を図る組織Wheat Initiative（WI）に対しても、研究理

事会のメンバーとして加わり、WIの運営に携わるとともに、ニーズに即した世界的なコムギ研

究のあり方や方向性について議論するとともに、それに対する我が国の貢献をアピールした。

3)カイコゲノム研究等における国際協力、連携

平成22年11月のカイコゲノムアノテーション国際ワークショップでの決議及び平成23年8月

における「日中が中心となって国際協力でカイコゲノムのアノテーションを進める」ことへの

日中間での合意に基づき、平成24年3月にアノテーション作業が実際に開始された。全遺伝子

のうち日本と中国が全体の35%ずつを分担し、残りの30%の遺伝子について他の国が分担してい

る。カイコゲノムデータの更新を進めており、それに伴って対象となる遺伝子数が増加するた

め、アノテーション作業の見直しを進めている。
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4)ヤガ類のゲノム解析における国際協力

Spodoptera frugiperda（ツマジロクサヨトウ;fall armyworm）の国際コンソーシアム(Fall

Armyworm International Public Consortium; FAW-IPC)では、遺伝子の種類ごとの各責任者

が決められ、その責任者のもとで、各メンバーがアノテーションを担当する遺伝子の分担を決

定し、平成25年9月に分担表が配布された。また、アノテーションのガイドラインなどの詳細

な説明が国際コンソーシアム専用のWikiサイト(Web上から関係者同士で簡単に内容を書き換え

られるWebサイト管理システム)に掲載された。平成25年10月には、アノテーションのトレーニ

ングセッションがモンペリエで開催された。その後、それぞれの国ごとにアノテーションを行っ

ている。

Spodoptera litura（ハスモンヨトウ;common cutworm）ゲノムプロジェクト国際コンソーシ

アムの会議が平成27年7月3～4日に中国の華南師範大学で開かれた。新規にコンソーシアムに

加わったメンバーは、アメリカロードアイランド大学のDr. Goldsmith（総括、昆虫ゲノム研

究の牽引者）と東京大学の岸野洋久氏（集団遺伝学）である。各自進捗を報告し、論文作成の

ためのロードマップを検討し、各自の分担を決めた。生物研の上樂明也氏により、アセンブル

されたゲノムシーケンスと予測遺伝子情報に細菌ゲノムのコンタミがあることが指摘された。

このため、これらの配列を除いて、再アセンブル、遺伝子予測がされ次第新規の結果をメンバー

に送付することが決められた。RAD-seqによる連鎖地図の結果も新しいアセンブル結果をBGIに

送って再計算されることが決められた。

5)トビイロウンカゲノム研究における国際協力および連携

トビイロウンカゲノム塩基配列概要解読を進めている中国の浙江大学昆虫科学研究所と共同

で、2014年にトビイロウンカのゲノム解読に関する論文を発表し、2015年にはトビイロウンカ

の共生微生物（yeast-like symbiont）のゲノム解読論文を発表した。これまで、浙江大学（杭

州市）ならびに中山大学（広州市）とは、情報交換を行ってきている。

6)ブタゲノム研究等における国際協力、連携

国際コンソーシアムによるブタゲノム解読の完了、生物研が主導したcDNAの全長解読、及び

免疫系遺伝子を中心としたアノテーション、また近年の次世代シーケンサーを用いた解析の進

展を受け、RNA-SeqやChIP-Seq等によるブタを含めた家畜・家禽ゲノムの機能アノテーション

の枠組みであるFAANG（Functional Annotation of Animal Genome）が結成されており、生物

研からも平成27年10月7～8日に米国ワシントンDCで開催されたGO-FAANGミーティングに参加す

る等、解析の方向性の検討に参画している。

JICA、JSTが連携して推進する地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）に

おける新規課題「ベトナム在来ブタ資源の遺伝子バンクの設立と多様性維持が可能な持続的生

産システムの構築」が27年度より正式に採択となった（期間は5か年間）。ベトナム側の代表機

関である国立畜産研究所（NIAS）、ベトナム科学技術アカデミー・バイオテクノロジー研究所

（VAST/IBT）、ベトナム国立農業大学（VNUA）ならびにホアビン省農政局との調整の上に、26

年度に策定したProject Design MatrixやPlan of Operationに従い、専門家の派遣を行い実際

にプロジェクト活動を開始した。さらに短期研修員を招へい(27年度、1か月×4人)し、また、

使用機材の供与を行った。平成27年11月25日にはハノイ市内でシンポジウムを行った。

7)高品質シルク生産に係る国際協力、連携

地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）のプロジェクトとして新規課題

「東アフリカの生物遺伝資源と分子遺伝学を利用した持続可能な蚕糸業の革新」を開始し、日

本とケニア政府との２国間での国際共同研究を行っている。

8)日本学術振興会二国間交流事業における共同研究

日本学術振興会（JSPS）と海外の学術振興機関での国際協力に関する合意に基づく事業とし

て、26年度から開始している２課題を実施した（表11）。

- 44 -



表11 日本学術振興会二国間交流事業における共同研究

学術振興機関 共同研究相手機関 担当領域 研究課題

ロシア基礎科学 ロシア科学アカデ 遺伝子組換え研 冬眠動物の骨格筋萎縮の制御機構の

財団 ミー理論・実験生物 究センター 解明

物理学研究所

インド科学技術 インド繊維省中央蚕 昆虫科学研究領 濃核病ウイルスインド分離株ゲノム

庁 糸局セリバイオテッ 域 と宿主カイコが持つ抵抗性遺伝子の

ク研究所 分子解析

9)国際学会・国際会議への参加や成果発表、MOU（研究覚書）による海外機関との連携

生物研は、国際研究機関との積極的な研究交流、情報交換、研究者の交流の推進を当研究所

の担うべき課題の一つであると位置付けており、27年度には国際会議、国際学会等研究集会等

へ延べ70名の研究者を派遣し、国際的な課題への対応及び成果発表等を行うとともに、現地調

査や研究打ち合わせ等へ延べ51名の研究者を派遣した。

MOU（研究覚書）による海外各機関との連携推進状況を表12に示した。なお、知的財産室と

の兼務で研究専門員１名を研究企画調整室研究推進チームに配置し、MOUにおける知的財産の

取扱等に係る支援体制を強化して手続き等を進めた。

表12 研究覚書(MOU)リスト

協定先国名等 協定件数

アメリカ １

オーストラリア １

カンボジア １

ケニア ２

コロンビア ２

スイス １

タイ ２

チェコ １

ドイツ １

ベトナム ３

ベナン共和国 １

ポーランド １

ミャンマー １

メキシコ １

ラオス １

ロシア １

中国 ２

国際コンソーシアム １

計 ２４件

③植物遺伝資源の提供等への対応 〔指標１－６－ウ〕

我が国は平成25年10月に食料及び農業のための植物遺伝資源に関する国際条約（ITPGR）の

加入国となった。この条約に伴う国内措置として、ジーンバンクに保存する約22万点の植物遺

伝資源のうち約1万2千点がMLS（条約の多数国間システム）へ27年度新たに登録され、平成27

年9月に農林水産省から公表された。これにより我が国のMLS登録数は世界で上位６番目の約3

万点となった。MLS登録の遺伝資源についてはSMTA（定型の材料移転契約）による提供を行っ
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ている。このSMTAによる配布状況をFAO-ITPGR事務局に報告するための契約実績リストの生成

及びデータ送信システムの開発運用を行った。さらに、配布作業の進捗に応じて配布通知書や

売払内訳書などの自動生成を行うシステム等も開発運用し、業務の効率的化を図った。

海外との遺伝資源研究では、ベトナム植物資源センター及びカンボジア農業研究開発セン

ターとの間で締結したMOUに従いイネ・コアコレクションの共同特性評価を進める一方、ラオ

スのジーンバンクとソルガム・コアコレクションの共同特性評価等を実施した。

農林水産省からの委託事業（PGRAsiaプロジェクト）において「海外植物遺伝資源の遺伝特

性解析・収集」に加え「アジア植物遺伝資源ネットワークの構築」を新たに開始し、ラオス、

ベトナム、カンボジア、ミャンマー、ネパールと植物遺伝資源の共同特性評価を実施するとと

もに、各国から研究者を招へいして研修を実施し、技術移転を行った。

また、地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）では、メキシコから研究

員を招へいし、ジーンバンクにおける種子の保存管理、より安全に長期に保存できる手法並び

に材料の評価に関する理論と技術の習得のための指導を行った。
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第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置

１ 試験及び研究並びに調査

中期目標

（１）研究の重点化及び推進方向

「食料・農業・農村基本計画」に対応し、今後10年程度を見通した研究開発の重点目標

等を示した「農林水産研究基本計画」に即し、農業生物遺伝資源の充実など、画期的な農

作物や家畜等の開発を支える研究基盤の整備、農業生物に飛躍的な機能向上をもたらすた

めの生命現象の解明と利用技術の開発及び新たな生物産業の創出に向けた生物機能の利用

技術の開発を重点的に実施する。

これらの基礎的研究については、成果の活用を円滑に進めるため、応用研究を担う研究

機関等との連携・協力の下で、戦略的に推進する。

また、他の農業関係研究開発独立行政法人との連携を一層強化し、各法人の有する研究

資源を活用した共同研究等を効率的に推進する。

これらのことを実現するため、「別添」に示した研究を進める。

（２）行政ニーズへの機動的対応

期間中に生じる行政ニーズに機動的に対応し、必要な研究開発を着実に実施する。

【大課題実績・中課題実績に記載されている専門用語については、付録の「用語の解説」を

ご参照ください。】
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１ 画期的な農作物や家畜等の開発を支える研究基盤の整備 

大課題１-（１） 

「農業生物遺伝資源の充実と活用の強化」 
 

大課題の中期目標 

ジーンバンクとして、遺伝資源を取り巻く国際的な状況等の変化に適切に対応していくととも

に、育種に関するニーズの変化等に応え得るよう、広範な遺伝資源（動植物、微生物など）の収集・

特性評価・保存及び配布を、他の独立行政法人等と連携して戦略的かつ効率的に進める。特に、特

性評価情報等の公開情報の充実を図るとともに、イネ以外の主要作物についてもコアコレクション

を開発する。また、長期保存の難しい栄養繁殖作物遺伝資源に適した保存技術を開発する。 

また、ITPGR に定める多数国間の制度を通じて、保存する植物遺伝資源を公開し、利用者の求め

に応じて、同条約に定める条件に従って、当該遺伝資源を適切に提供するとともに、国際研究機関

等と連携して植物遺伝資源の保全及び持続可能な利用等に向けた国際的な取組を積極的に推進す

る。 

 

 

中課題の中期計画 

植物・動物・微生物遺伝資源は、育種やゲノム研究等の研究開発を通じて我が国の食料・農業の

持続的な発展に資するアグリバイオ研究基盤としてますます重要性を増している。 

遺伝資源を取り巻く国際的な状況の変化等に対応した我が国の遺伝資源に関する施策・方針に基

づき、育種に関するニーズの変化等に応え得るよう、ジーンバンクとして、他の独立行政法人等と

連携して多様な食料・農業遺伝資源を対象地域・種類を定めて収集し、特性評価、保存及び配布等

を進める。 

この推進のために、遺伝資源に関する解析研究や現地調査の実施で得られる分子遺伝学的多様性

や GIS データの付加による情報の高度化、利用者の利便性向上に向けた多様性情報に基づくイネ以

外の主要作物・近縁野生種のコアコレクションや分類検証した微生物の推奨菌株セット等の充実、

マメ類における有用特性の評価と育種利用に向けた実験リソースの整備、有用遺伝子の探索や機能

解析研究等に活用できる各種変異体の放射線照射等による作出、保存の効率化に向けた栄養繁殖作

物等に適した保存技術の開発及び超低温保存等の活用、及び、蓄積した遺伝資源と情報を利用者に

提供する態勢の強化等の取組を行う。 

なお、これらの取組に当たっては、諸外国との共同現地調査や共同研究等を積極的に実施し、海

外研究機関や国際研究機関等との連携・協力を推進する。 

また、ITPGR に基づく植物遺伝資源の提供等を的確に行うため、多数国間の制度を通じて公開する

植物遺伝資源のデータベース化や定型の素材移転契約（SMTA）を用いたオンライン契約システムの

整備を図るとともに、国内の事業者等から寄せられる海外遺伝資源のアクセス相談等に適切に対応

する。 

さらに、海外ジーンバンクや国際研究機関等との連携を強化し、海外遺伝資源の取得環境の整備

に努める。 
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主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

  23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

 原著論文数 47 34 35 39 28 

 IF合計 77.424 45.876 48.194 64.860 57.917 

 総説 5 5 9 7 1 

 国内特許出願・登録 1・2 1・0 0・0 0・0 0・1 

 品種登録出願・登録 0・0 1・0 0・0 0・0 0・1 

 プレスリリース数 0 0 0 0 1 

② 主要なインプット情報 

 投入金額（千円） 189,700 195,100 167,600 197,100 156,600

 うち交付金 122,500 126,800 108,600 107,200 105,800

 人員（常勤職員数） 22.62 22.40 21.90 22.10 23.30

 人員（ポスドク）  1.00  2.00  4.80  5.30  4.70

 

主な業務実績等・自己評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

＜主な業務実績＞ 

ジーンバンク事業の進捗(植物) 

植物遺部門では、国内探索収集調査としてマ

メ類３課題、牧草・飼料作物２課題を実施した。

サブバンクと連携してマニュアルに基づく特

性評価特性評価実施し 120,997 件（１次特性：

92,674 件、２次特性：16,058 件、３次特性：

12,265 件）の特性情報を集積した。 

ジーンバンク事業の進捗(動物) 

動物部門では、新規 5点（ウマ 3点、ニワト

リ 1点、ナケルクロアブラバチ 1点）及び追加

7点（ウマ 2点、ヒツジ 4点、ニワトリ 1点）

を収集した。 

 

ジーンバンク事業の進捗(微生物)  

微生物部門では、大学、公設試験研究機関等

からの受入を含め、1,224 株を新規登録した。

アクティブ化の取り組みを重視し、新規登録は

全てアクティブ株である。 

 

ジーンバンク事業の進捗(情報) 

Web アクセス件数は、平成 27 年 11 月までの

１年間で 7,965,953 件であり、昨年同期の

7,012,384 件に比べて 13.6%増加した。 

 

遺伝資源の高度化と保存に関する研究開発 

イネ遺伝資源の高度化のために、768 座の

SNP情報を付与した5,000系統のアジア在来イ

ネの情報を公開した。その情報に基づいて選抜

評定：Ａ 

 

＜中期目標に照らし合わせた成果の評価＞ 

植物遺伝資源、微生物遺伝資源、動物遺伝資源の各

分野で遺伝資源の探索、収集、分類、同定、特性評価、

保存、増殖及び遺伝資源とその情報の提供を実施し、

我が国の農業研究や育種に必要なアグリバイオ研究

基盤の整備を進めることができた。全体として順調

に進展している。 

遺伝資源の高度化のためにイネとダイズの１粒由

来遺伝資源の開発を実施し、１粒系イネの栽培を進

めるとともに、１粒由来ダイズ 581 系統の配布を開

始した。ソルガムのバイオマス研究用遺伝資源セッ

ト 22 系統の配布を開始し、キュウリ、メロン、カボ

チャのコアコレクションの作成を開始した。 

登録微生物遺伝資源の分類同定に関するバーコー

ド DNA 領域計 1,437 点の解析を進め、植物ウイルス

については 150 株のジーンバンク登録ウイルスの外

皮タンパク質をコードする遺伝子の塩基配列を解析

した。公開中のウイルス 329 株で未解析のものは 40

株のみとなった。キウイフルーツに激しい被害を起

こすキウイフルーツかいよう病が本邦新産の biovar 

3 であり、長野県で見いだされた同病菌が新規系統で

あることを明らかにし、技術的対策への道筋をつけ

ることができた。 

マメ類のリソース整備として、アズキのストレス

耐性野生種の全ゲノム解読をほぼ完了した。また、ア

ズキ野生種の栽培化に有用な遺伝子に関する変異体

を複数作出した。また、水稲「ひとめぼれ」「コシヒ

カリ」「日本晴」の突然変異体 750 系統の農業形質を

調査し、「イネ突然変異リソースデータベース」を作

成した。今後の育種素材として利用の拡大が期待で

きる。 
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した 900 系統から１粒由来遺伝資源のため、第

2世代の栽培を実施した。 

１粒由来ダイズ約 1,600 系統の作成を進め、

581 系統の配布を開始した。また、ダイズコア

コレクションにマーカー情報を追加した。 

ソルガムのバイオマス研究用遺伝資源セッ

ト 22 系統の配布を開始した。また、キュウリ、

メロン、カボチャのコアコレクションの作成を

開始した。 

登録微生物遺伝資源の分類同定に関するバ

ーコード DNA 領域計 1,437 点の解析を進め、

植物ウイルスについては 150 株のジーンバン

ク登録ウイルスの外皮タンパク質をコードす

る遺伝子の塩基配列を解析した。 

キウイフルーツに激しい被害を起こすキウ

イフルーツかいよう病が本邦新産の biovar 3

であり、長野県で見いだされた同病菌が新規系

統であることを解明した。 

植物病原性 Rhizobium 細菌を対象とした菌

種同定用 PCR 実験系を改良し、ジーンバンク所

蔵菌でその有効性を確認した。 

マメ類のリソース整備として、アズキのスト

レス耐性野生種 14 種の全ゲノム解読をほぼ完

了した（27 年 11 月プレスリリース）。また、

アズキ野生種の栽培化に有用な遺伝子として、

莢を長くする遺伝子のファインマッピングや、

突然変異により休眠性を消失した変異体、莢に

リグニンを蓄積した変異体を得た。 

放射線育種場が保有している水稲「ひとめぼ

れ」「コシヒカリ」「日本晴」の突然変異体 750

系統の農業形質を調査し、「イネ突然変異リソ

ースデータベース」を作成した。 

栄養体の超低温保存研究では、クライオプレ

ート法を用いてサトイモの再生率向上に成功

した。サトウキビのクライオプレート乾燥法の

最適条件を明らかにし、平均 52.1%の再生率を

得た。 

ニワトリ mtDNA の SNP 解析によって白色レ

グホーンの卵殻質強系 ANJP No.70、卵殻質弱

系 ANJP No.904 の SNP 情報及び D ループ領域

の塩基配列をデータベースに登録した。 

ITPGR 加入への対応として、遺伝資源データ

ベースに「MLS 対象遺伝資源」を新規作成し、

12,705 点のリストを追加公開した。ITPGR 事務

局への定型の材料移転契約（SMTA）配布実績報

告システムを作成した。 

オンライン配布申込みシステムにおいては、

アカウント制に移行し、同システムの植物・微

生物の英語版を新規に公開した。 

 

 

栄養体の超低温保存法研究では、クライオプレー

ト法を用いて、サトイモの再生率向上に成功すると

ともに、サトウキビのクライオプレート乾燥法の最

適条件を明らかにし、今後の保存法の開発へ道を拓

いた。 

これらの結果から、遺伝資源の高度化に向けた系

統やコアコレクションの作成、遺伝情報の整備、超低

温保存法の開発などが計画通りに進展している。 

 

国際対応としては、ITPGR 加入への対応として、遺

伝資源データベースに「MLS 対象遺伝資源」を新規作

成し、12,705 点のリストを追加公開した。計 30,653

点となり、公開している点数は世界第６位の規模と

なった。また、ITPGR の定型の材料移転契約（SMTA）

報告用システム（Easy-SMTA）に対応した契約実績リ

ストをデータ送信するシステムを開発し、送信を開

始した。国際的な共同研究としては、農水省委託プロ

ジェクト「海外植物遺伝資源の収集・提供強化」を拡

大し、ベトナム、ラオス、カンボジアに加えて、ミヤ

ンマーとネパールを加え、遺伝資源の探索、評価等を

実施した。この中で、カンボジアとミヤンマーからは

SMTA により野菜類の遺伝資源を国内に導入すること

に成功するなど、計画を越えて進展している。 

全体として、順調に進展しており、特に国際的な取

り組みについては、遺伝資源の導入に成功するなど

計画を越えて進捗していると考える。 

 

＜開発した技術等の普及状況や普及に向けた取組＞ 

生物遺伝資源の配布は、植物遺伝資源は 7,630

点、微生物遺伝資源は約 906 点、動物遺伝資源は

70 点、DNA 部門は 232 点を配布した。 

情報提供を広く行うために、農業生物資源ジーン

バンク事業 Web サイトを運用・開発している 

（http://gene.affrc.go.jp）。本年度の新規開発と

しては、日本ダイズの系統樹を Web ページ化し、視

覚的な類縁関係をもとに遺伝資源を効率的に検索で

きるシステムを開発した。また、利用者の認証機能を

利用して、配布制限付の植物遺伝資源を国内向けだ

けに公開するためのシステムを開発し、これまで配

布できなかった遺伝資源を利用できるようにした。

 

＜工程表に照らし合わせた進捗状況＞ 

大課題全体として各小課題とも順調に進展してい

る。さらに国際的な取り組みについては計画を越え

て進捗していると考える。 

 

＜研究開発成果の最大化に向けて＞ 

諸外国との共同研究としては、これまでのタイ、メ

キシコ、インド等との共同研究を継続した。さらに昨

年度から開始した農水省委託プロジェクト「海外植

物遺伝資源の収集・提供強化」において、ベトナム、

ラオス、カンビジアに加えて、今年度からミヤンマ
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海外研究機関や国際研究機関等との連携・協

力 

諸外国との共同現地調査としては、カンボジ

ア、ベトナム、ラオス、ミャンマー、ネパール

で、野菜類、マメ科作物、雑穀類、イネ等の遺

伝資源を収集した。特に、カンボジアとミヤン

マーからは SMTA により野菜類の遺伝資源（約

470 点）を国内に導入することに成功した。 

諸外国との共同研究としては、今年度から農

水省委託プロジェクト「海外植物遺伝資源の収

集・提供強化」の中で、ミャンマーとネパール

と共同研究を開始した。国際研究機関 CIAT と

超低温保存に関する意見交換を行った。 

 

 

ー、ネパールとの共同研究を開始した。その中で、管

理者招へいによるキックオフミーテングの開催や若

手研究員の招へいによる能力開発研修を実施した。

また、海外遺伝資源に関する一般向けのシンポジウ

ムを開催し、国内種苗会社等との意見交換を行い、プ

ロジェクト活動へ反映させた。 

 

以上、各遺伝資源の収集、配布等の事業が順調に進

展していることに加え、諸外国との共同研究が著し

く進んでいることを高く評価し、評価をＡとする。
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① 農業生物遺伝資源の充実と活用の強化 

中期計画 

植物・動物・微生物遺伝資源は、育種やゲノム研究等の研究開発を通じて我が国の食料・農業

の持続的な発展に資するアグリバイオ研究基盤としてますます重要性を増している。 
遺伝資源を取り巻く国際的な状況の変化等に対応した我が国の遺伝資源に関する施策・方針に

基づき、育種に関するニーズの変化等に応え得るよう、ジーンバンクとして、他の独立行政法人

等と連携して多様な食料・農業遺伝資源を対象地域・種類を定めて収集し、特性評価、保存及び

配布等を進める。 
この推進のために、遺伝資源に関する解析研究や現地調査の実施で得られる分子遺伝学的多様

性や GIS データの付加による情報の高度化、利用者の利便性向上に向けた多様性情報に基づくイ

ネ以外の主要作物・近縁野生種のコアコレクションや分類検証した微生物の推奨菌株セット等の

充実、マメ類における有用特性の評価と育種利用に向けた実験リソースの整備、有用遺伝子の探

索や機能解析研究等に活用できる各種変異体の放射線照射等による作出、保存の効率化に向けた

栄養繁殖作物等に適した保存技術の開発及び超低温保存等の活用、及び、蓄積した遺伝資源と情

報を利用者に提供する態勢の強化等の取組を行う。 
なお、これらの取組に当たっては、諸外国との共同現地調査や共同研究等を積極的に実施し、

海外研究機関や国際研究機関等との連携・協力を推進する。 

【研究資源】 研究員数：23.3 人、ポスドク数：4.7 人、研究資金：156.6 百万円 
【論文・特許等】 原著論文：28、IF 合計値：57.917、IF 平均：2.07、特許：1（出願：0、登録：

1） 

(中課題実績) 

１．植物遺伝資源、微生物遺伝資源、動物遺伝資源及び DNA バンクの各分野で、遺伝資源の探索、
収集、分類、同定、特性評価、保存、増殖及び遺伝資源とその情報の提供を実施し、我が国の農
業研究や育種に必要なアグリバイオ研究基盤の整備を進めた。 

２．ジーンバンク保存のイネ遺伝資源を高度化するために、約 5,000 系統のアジア在来栽培イネに
関して付与したゲノム全体に分布する 768 座の SNP 情報を公開し、その情報をもとに選抜した
900 系統を、1 粒由来の研究用遺伝資源とするため、圃場で 600 系統、温室で 400 系統の 1 粒増
殖第 2世代の栽培を行った。野生イネのコアコレクション作成に関しては、候補として選定した
系統の中に難増殖系統が含まれているため、配布用種子在庫量が得られた Aゲノム野生イネ 7系
統、Aゲノム以外の野生イネ 14 系統について、個別系統としての配布を開始した。 

３．ジーンバンク保存のダイズ遺伝資源を高度化するために、1 粒由来ダイズ約 1,600 系統の増殖
を進め、配布用種子在庫量が得られた 581 系統を公開した。また、新たにダイズ 12 品種の全塩
基配列データから抽出した TagSNP を用いた高密度 SNP 解析システムを開発し、ダイズコアコレ
クションに約 20 万個の SNP 情報を付与した（図１）。 

４．イネ以外のコアコレクション作成として、農水委託研究プロジェクト「海外植物遺伝資源の収
集・提供強化」の委託課題としてキュウリ、メロン、カボチャのコアコレクション作成を進めた。
ソルガムのバイオマス研究用遺伝資源セットに関しては、993 系統を用いた５か年の特性評価結
果に基づいて 26 系統を選定した。その内配布用種子の準備ができた 22 系統についてバイオマス
研究用ソルガム 2016 年版遺伝資源セットとして配布を開始した。 

５．キウイフルーツに激しい被害を起こすかいよう病菌が本邦新産の biovar 3 であり、長野県で
見出された同病菌が新規系統であることを解明し（図２）、これらの診断・同定法を開発中であ
る。スペイン産マンゴー奇形病原因 Fusarium 属菌を解析したところ、132 株中 F. tupiense が
70％、F.mangiferae が 29％、新種 Fusarium 属菌が１株含まれ、F. tupiense の記載を種の第二
報告として行った（図３）。オーストラリア産アガパンサスの斑点性病害原因の Fusarium 属菌
を見出し、新種記載した（図４）。植物病原性 Rhizobium 属細菌に対する菌種同定用 PCR 実験系
を改良し、ジーンバンク保存菌で有効性を確認した。植物ウイルス 289 株を外被タンパク質の遺
伝子配列をもとに再分類し、Tobamovirus、Necrovirus、Fabavirus に属する一部の株の学名を変
更した。クライオ電子顕微鏡とトモグラフィー技術でイネ萎縮ウイルスの媒介昆虫培養細胞内で
の動態の視覚化に成功した。ジーンバンク保存の納豆菌ファージの凍結耐性には種間差で-20℃
凍結に耐えられない株もあり、凍結・凍結乾燥法の保存に改良が必要であることを明らかにした。 
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図１ 新たに開発したダイズ解析用 20 万 SNP パネルのゲノム上のマーカー分布 

縦の黒太線は、組換えが起こらない動原体周辺領域を示す。100kb あたりの SNP 数：灰

色: SNP なし、肌色: 1-10、黄色: 10-25、オレンジ色: 25-50、赤色: 50 以上 

 
 
 

 

 

 

図２ 長野県で見出された 

キウイフルーツかいよう病 

菌の新規系統（A,B：病徴、 

C,D：病原細菌） 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３ スペイン産マンゴー奇形病原因 

Fusarium tupiense の形態的特徴 

（スケール：A,B,J:50μm, 他:25μm） 

 

図４ オーストラリア産アガパンサスの斑点性病害原因の

新種 Fusarium 属菌（SNA 上の培養、a, e: 暗黒下，b, c, 

d, f: ブラックライト下） 
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６．分類検証した微生物の推奨菌株セット等の充実として、分類同定に係わるバーコード DNA 塩基
配列情報の網羅的整備を行い、糸状菌の rDNA ITS, Histone H3 領域、細菌の 16S rDNA 等、計
1,437 点について解析し、決定配列をデータベースに格納中である。ジーンバンク登録の植物ウ
イルス 150 株について外被タンパク質をコードする遺伝子の塩基配列を解析し、公開中のウイル
ス株 329 株の内、未解析は 40 株となった。整備した塩基配列情報を基にジーンバンク登録株を
分類検証した。 

７．マメ類における有用特性の評価と育種利用に向けた実験リソースの整備として、福島県相馬市
のダイズが生育できない津波塩害水田において、ダイズに近縁なササゲ属で、耐塩性に優れた近
縁野生種 2種が良好な生育を示すことを明らかにした（図５）。14 種のササゲ属野生種に関して
全ゲノム解読を完了した。また、ササゲ属栽培種 9 種野生種 29 種を含む属レベルの多様性コレ
クション 71 系統を選定し、耐塩性と耐乾性を対象として多様な材料を効率的に評価する手法を
開発した。 

８．突然変異による各種変異体として、水稲「ひとめぼれ」「コシヒカリ」「日本晴」にガンマ線
及びイオンビームを照射した突然変異体約 750 系統の農業形質を調査し、‘イネ放射線突然変異
体データベース’を構築・公開した（図６）。変異体 492 系統を形質ごとに分類し、各系統の原
品種名、変異原、世代などを付加した。画像ギャラリーでは出穂期の写真を公開した、ガンマ線
を急照射したカンキツ「せとか」では、昨年見出したトゲが短縮した 1系統でトゲの大きさに関
する変異の再現性を調査し、選抜した。新たに 2系統をトゲが短縮した系統として選抜した。 

９．栄養体の超低温保存研究ではクライオプレートを用いてサトイモの再生率を高めることに成功
した。試料を薄く摘出することで、生長点まで十分乾燥できる形態とし、また乾燥条件を 4℃に
下げたことが再生率向上に寄与したと思われた。その結果、生存率で最大 83.3%、再生率で最大
55.6%の値を得ることができた（図７）。サトウキビのクライオプレート乾燥法の最適条件を明ら
かにした。12 系統についてこの条件の品種適応性を調査したところ、20.0～100%で平均 52.1%の
再生率を得た。 

10．ニワトリ mtDNA の SNP 解析の結果について、白色レグホーンの卵殻質強系:ANJP No.70 、卵殻
質弱系:ANJP No.904 の SNP 情報及び Dループ領域の塩基配列をデータベースに登録し、動物遺
伝資源 Web 検索システムの詳細画面からダウンロードできる機能を作成して公開した。 

11．日本ダイズの系統樹を Web ページ化し、視覚的な類縁関係をもとに遺伝資源を効率的に検索で
きるシステムを開発した（図８）。画像部分は SVG 形式で作成しており、ブラウザの画面サイズ
に合わせたサイズで描画し、図中から個別の JP 番号へのリンクをたどることができる。また、
植物遺伝資源 Web 検索システムの詳細画面中にインラインの Google Maps を表示するように改修
し、収集地点の GIS データを持つ 5,700 点に適用した。さらに、利用者の認証機能を利用して、
公開していなかった配布制限付の植物遺伝資源を国内向けに公開するためのシステムを開発し
た。 

12．ITPGR 加盟への対応として、日本が多国間システム（MLS）に登録する植物遺伝資源として、26
年度 17,498 点に続いて、今年度 12,705 点（合計 30,653 点）を MLS 対象遺伝資源に追加し Web 上
で公開した。これにより MLS への日本の貢献は、世界第 6 位となった。また、ITPGR の定型の材
料移転契約（SMTA）報告用システム（Easy-SMTA）に対応した契約実績リストの生成及びデータ送
信を行うシステムを開発し、契約実績の送信を開始した。 

13．国際共同現地調査としては、カンボジアでトウガラシ類とウリ類を中心として野菜類 231 点、
穀類 28 点、ベトナムでは、カボチャ、キュウリ、アマランサスを中心に 97 点、ラオスでは、ナ
スを中心に 137点、ミャンマーではアブラナ科を中心に 122点、イネを中心に 150点を収集した。
材料は現地ジーンバンクに保存するとともに、カンボジアとミャンマーについては SMTA で生物
研ジーンバンクへ導入し、ラオス、ベトナムについては導入へむけた交渉を実施している。 

14．国際共同研究としては、ベトナム、ラオス、カンボジアに加えて新たにミャンマー、ネパール
を追加して共同研究を進め、管理者招聘によるワークプランの策定、現地特性評価、若手研究者
の能力開発を実施した。この他、国際研究機関 CIAT（国際熱帯農業センター）と極低温保存に関
する意見交換を行うとともに、タイ・カセサート大学との共同研究を継続実施した。 

 

自己評価 
 中課題 

1-(1) 

  ① 

評価ランク コメント  

Ａ 

ITPGR 加盟に対応した体制の構築、PGRAsia プロジェクトの推進、ビ
グナ属のゲノム解析と遺伝子単離など、遺伝資源の拡充、ならびに活用
強化に向けて、計画以上の進捗が見られた。 
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図６ 放射線育種場で開発・公開した‘イ

ネ放射線突然変異体データベース’ 
図７ サトイモ頂芽を4℃条件下で乾燥させた場合の

乾燥時間と生存率、再生率の関係 

 

図８ 日本ダイズの系統樹を Web ページ化 

画像部分は SVG 形式で作成しており、ブラウザの画面サイズに合わせたサイズで描画する。図中緑色

の系統名から個別の遺伝資源の来歴情報ページに移動し、配布申請を行うことができる。 

  
図５ ダイズと耐塩性近縁野生種の福島県相馬市除塩水田と塩害水田における生育の比較 

  ：除塩水田における乾物重（ｇ）   ：塩害水田における乾物重（ｇ） 

 Soybean：ダイズ‘エンレイ’、V. nakashimae ‘宇久島’、V. riukiuensis ‘唐人墓’ 
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大課題１-（２） 

「農業生物のゲノムリソース・情報基盤の整備・高度化」 

大課題の中期目標 

イネ科作物、カイコ、ブタ等に関するゲノム情報の整備・高度化、イネ科作物の近縁野生種や

在来品種などを効率的に利用するための新たなゲノムリソースの開発、ゲノムリソースを利用

しやすくするための管理・提供体制の整備を行う。特に、超高速シーケンサーやバイオインフォ

マティクス技術を駆使して大量の配列情報を効率的に処理する技術を開発し、農業生物のゲノ

ム塩基配列の解読と発現遺伝子の解析を行い、塩基配列、遺伝子発現等の情報を総合的に利用

できるデータベースを構築・運用する。また、食料生産等に関わる有用遺伝子の単離を進めると

ともに、収量性などの複雑形質に関する新たな育種技術の開発を推進する。 

 

中課題毎の中期計画 

① 農業生物のゲノム解読の推進とゲノムリソースの拡充・高度化 

ゲノム解読研究を加速・効率化するため、超高速シーケンサー等の最先端の機器を活用した

農業生物ゲノム解読中核機能を確立し、研究所内外と連携し、農業生物のゲノム解読を推進す

る。特に、イネ科作物についてはゲノム育種や有用遺伝子単離の基盤を確立するため、イネの

在来品種や近縁野生種のゲノム、未解読のコムギゲノム等の解読を進める。また、害虫管理の

高度化に向け、トビイロウンカ及び鱗翅目農業害虫等のゲノムの解読、発現遺伝子の解析を行

う。 

イネ科作物及びカイコ等のゲノムリソース（cDNA ライブラリー、突然変異体、遺伝解析材

料、データベース群等）を拡充するとともに、これらを適切に管理・提供するための体制を整

備する。さらに、ゲノムリソースの高度化に向け、植物ゲノムの効率的な組換え・変異導入技

術を開発する。また、ゲノム情報やゲノムリソースを利用して食料生産等に関わる有用遺伝子

の単離を進める。 

② バイオインフォマティクス研究による農業生物ゲノム情報の高度化 

作物や農業昆虫等のゲノム解読から産み出される大量のゲノム情報を効率的に処理するた

め、計算機システム運用の為のソフトウェア開発やゲノム情報解析の高速化技術開発を行う。

これらを活用し、超高速シーケンサーにより生産されるゲノムや発現遺伝子の配列情報を対象

に、高精度のアノテーション付与等のバイオインフォマティクス解析を行う。さらに、これら

によって得られる一次データ及び加工データを含めて、作物の育種や素材開発、害虫制御研究

に活用できる塩基配列、遺伝子発現、表現型等の情報を総合的に利用できるデータベースを構

築・運用する。 

③ 作物ゲノム育種研究基盤の高度化 

イネ・ダイズ等のゲノム育種を高度化するため、遺伝解析に利用できる実験系統群を作出す

るとともに、育種上重要な形質である開花期、病虫害抵抗性、環境ストレス耐性、収量性等に

関わる有用 QTL の検出と単離・同定、同質遺伝子系統の作出並びに遺伝子集積を行う。また、

育種に利用可能な SNP パネルを開発する。DNA マーカー、連鎖地図、有用遺伝子の多様性情報

等を統合したデータベースを構築する。さらに、収量性等の複雑形質を改良するためのゲノム

ワイド SNP とゲノムシャッフリングを融合させた次世代育種法を開発する。 

④ 家畜ゲノム育種研究基盤の高度化 

ブタ等の家畜について、ゲノム情報や遺伝子発現・機能情報等を充実させるとともに、ブタ

完全長 cDNA 情報に基づくゲノムアノテーションを拡充し、ブタゲノム情報データベースを強

化する。さらに、家畜のゲノム情報を活用してゲノムワイドな多型情報解析やハプロタイプ解

析等を行い、肉質、増体能力、抗病性、繁殖性等の向上に利用できる家畜改良技術及び新たな

生産管理技術の開発を推進する。 

⑤ 生体分子の構造・機能に関わる情報基盤の整備 

農業生物のゲノム研究や遺伝子機能解析の成果を深化・発展させるために、研究所内外との

連携の下、農業生物の生体機能に関わるタンパク質等の重要因子について、立体構造やタンパ

ク質の翻訳後修飾を介した機能制御、生体分子間相互作用等を解明する。 
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主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

  23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

 原著論文数 120 110 103 89 83 

 IF合計 375.141 470.840 411.749 361.555 312.624 

 総説 8 7 16 8 5 

 国内特許出願・登録  8・15 2・4 4・4 9・5 3・9 

 品種登録出願・登録 0・0 0・1 0・0 2・0 1・0 

 プレスリリース数 8 5 5 8 4 

② 主要なインプット情報 

 投入金額（千円） 1,743,300 1,330,900 1,153,800 1,158,700 869,200 

 うち交付金   174,600   198,200   199,100   162,700  123,200 

 人員（常勤職員数）   60.13   57.10   56.90   54.10 57.00 

 人員（ポスドク）   23.10   21.10   12.10   15.60 13.60 

 

主な業務実績等・自己評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

＜主な業務実績＞ 

農業生物のゲノム解読の推進とゲノムリソ

ースの拡充・高度化に関しては、27 年度は 33

件の｢先端ゲノム解析支援｣を行い、農水系独

法の研究を支援した。イネゲノム解読ではア

ウス型、インド型品種のゲノム解読を進めた。

コムギゲノム解読では6B染色体の物理地図を

完成し、染色体の参照ゲノム配列を構築した。

ダイズでは品種｢エンレイ｣のゲノム情報を公

開した。昆虫については、コナガのゲノムを解

読しジアミド剤抵抗性遺伝子を同定し、抵抗

性の診断技術を開発した。また各種 cDNA クロ

ーン、ゲノムクローン、遺伝解析材料、突然変

異体を適切に管理し配付した。また昨年に続

き新たなイネ及びコムギ突然変異体集団を作

成し、その形質を調査した。イネのゲノム編集

技術では CRISPR/Cas9 システムを改良して、

標的変異、標的組み換えの効率化を行った（27

年度主な研究成果）。有用遺伝子の単離につい

てはオオムギ小穂非脱落性遺伝子を同定し、

遺伝子の機能を明らかにするとともに栽培オ

オムギの起源を明らかにした（平成 27 年 7 月

プレスリリース、27 年度主な研究成果）。 

バイオインフォマティクス研究による農業

生物ゲノム情報の高度化に関しては、引き続

きゲノム情報データベースシステムの運用を

行い、年間 30 万アクセスを維持した。また大

量配列解析のウェブサービス Galaxy/NIAS を

運用し、半年で 1,200 件以上の利用があった。

バイオインフォマティクス解析では、オオム

評定： Ａ 

 

＜中期目標に照らし合わせた成果の評価＞ 

農業生物のゲノム解読の推進とゲノムリソー

スの拡充・高度化に関しては、先端ゲノム機器に

よる｢先端ゲノム解析支援｣を行い、ゲノム解読の

中核として我が国の育種をはじめとする農業研

究に貢献した。コムギゲノム解読では、国際コン

ソーシアムの先進グループとして 6B 染色体の物

理地図を公開し、参照ゲノム配列を構築し、現状

で精密な配列の位置情報が得られていないコム

ギのゲノム解読を進展させた。昆虫ゲノム解読に

ついては、コナガの農薬抵抗性遺伝子を同定し

た。これにより抵抗性の迅速な診断が可能とな

り、技術の普及によって防除効果が期待される。

またこれまで作成した様々なイネ、ムギ、ブタ、

カイコ等のゲノムリソースの収集・保存・管理・

提供を着実に実施し目標を達成した。ゲノム編集

については新たな育種技術として注目されてい

るが今回CRISPR/Cas9システムの効率化に成功し

たことで、実用化への道が開かれた。またオオム

ギの小穂非脱落性遺伝子を単離し栽培化の起源

を明らかにした。 

バイオインフォマティクス研究による農業生

物ゲノム情報の高度化に関しては、農畜産物ゲノ

ム情報データベースを公開し、研究者が大規模な

配列解析を行う基盤が整備され、中期目標を達成

した。またゲノム情報・発現情報を利用するため

のイネ・ムギ・ダイズ・昆虫のデータベースを構

築して、農業に関する有用な様々な遺伝子の研究

を進展させた。 
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ギの品種「はるな二条」のゲノム全塩基配列を

解読してアノテーションを実行し30,606の遺

伝子の機能を予測して DNA マーカー情報とと

もに公開した。また Vigna 属の野生種のゲノ

ム配列を解読して概要版ゲノム配列を作成し

た（平成 27 年 11 月プレスリリース）。害虫制

御研究では、23 種のチョウ目害虫の中腸から

RNA-seq によって網羅的に遺伝子配列を構築

しアノテーション情報の付加を行なった。ま

たコナガのジアミド剤抵抗性原因遺伝子を同

定するため、全ゲノム配列解読を行い、連鎖解

析、遺伝子変異解析、発現変動遺伝子解析を行

い、リアノジン受容体の変異が抵抗性の主要

因であることを明らかにした。また重要微小

害虫における薬剤抵抗性の原因遺伝子解明及

び抵抗性診断技術開発を目標に遺伝子配列セ

ットを作成し、薬剤抵抗性原因候補遺伝子を

探索するための基盤を構築した。 

作物ゲノム育種研究基盤の高度化に関して

は、イネではコシヒカリと様々な品種間で作

成した置換系統群によって多くの新規な種子

形に関する遺伝子座を見いだした（27 年度主

な究成果）。また、コシヒカリの突然変異集団

を利用して様々な変異体を取得した。ダイズ

では「エンレイ」突然変異体ライブラリーを作

成し変異を迅速に検索する系を開発した（平

成 27 年 3 月プレスリリース）。有用 QTL の検

出と単離・同定について、イネでは根系改変へ

向けてDRO1以外の新たな深根性遺伝子の検出

を試み、多数の QTL を見いだした。またダイズ

では病害抵抗性、成分特性等に関わる候補遺

伝子を単離し、機能解析を進めた。さらに既存

のマーカーも含め他独法、公設試に対して DNA 

マーカー選抜育種支援を行った。育種に利用

可能なデータベースに関しては様々なダイズ

品種について、各 SNP の機能変異情報を記載

して複数ゲノム配列を可視化するブラウザを

公開した。次世代育種法の開発については、ダ

イズコアコレクションの特性評価データと高

密度 SNP パネルの遺伝子型データを用いてア

ソシエーション解析を行い、予測モデルを構

築し、成熟までの日数及び粒大について高い

精度でその表現型を予測できることを実証し

た。 

家畜ゲノム育種研究基盤の高度化に関して

は、ゲノムワイド相関解析のための基盤技術

として新規な統計解析モデルを構築し、計算

を高速化することができた。またブタゲノム

上の脂肪関連遺伝子について次世代シーケン

サーを用いた多型解析を行い、多型情報とア

作物ゲノム育種研究基盤の高度化に関しては、

新たなゲノムリソースとして、イネ・ダイズにお

ける置換系統群や突然変異集団を作成した。これ

らは有用遺伝子の単離を加速化するだけでなく、

育種において近縁野生種や在来品種などを効率

的に利用するための素材として非常に有用であ

り、中期目標の遂行に大きく貢献した。またこれ

らの解析集団等を活用として多くの形質遺伝子

が単離され、DNA マーカーの作出によって育種に

貢献しつつある。また大規模な SNP 解析によるア

ソシエーション解析、ゲノム選抜モデルを作成し

ており、粒大等の複雑形質に関する次世代の育種

技術の開発が推進されている。 

家畜ゲノム育種研究基盤の高度化に関しては、

ブタゲノムの肉質、抗病性に関するゲノム情報を

整備し、ゲノム多型情報を用いる相関解析によっ

てDNAマーカーが開発され中期目標で挙げた家畜

改良技術の開発への育種的基盤の構築が進展し

た。 

生体分子の構造・機能に関わる情報基盤の整備

に関しては、所の内外との連携の中、立体構造、

生体分子相互作用をベースとした遺伝子の高度

な機能の解明、タンパクを標的とした農業薬剤の

開発が進捗し、その生物産業への利用が現実化し

た。また質量分析法を種同定への適用する手法は

様々な実用化が期待される。 

以上、研究成果が中期計画に基づいて順調に創

出されていることに加えて、開発した技術の実用

化・普及が著しく進んでいると判断する。 

 

 

＜開発した技術等の普及状況や普及に向けた取組

＞ 

27 年度は、原著論文を 83 報発表し、その IF 合計

値が 312.624 であった。１報あたりの IF は 3.77

であり、これは数値目標の平均（2.74）を上回っ

ている。その他国内特許出願 3、同登録 9、プレ

ス発表を 4件行った。 

さらに、コムギやイネ、カイコ、ブタ等のゲノ

ム配列・発現情報及び関連情報を総合的に利用で

きるように開発したさまざまなツールやデータ

ベース等を Web で公開した。また Web ページには

最新のゲノム関連の情報をアップデートした。ま

たゲノム研究で生み出した様々なゲノムリソー

スを世界の研究者に配付した。イネについては 13

の道県に対してゲノム育種の支援を行い、技術普

及に努めた。昨年度、農業・食品産業技術総合研

究機構（農研機構）と共同で「作物ゲノム育種研

究センター」を設置したが、本年度はイネに加え
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ノテーションによって、候補多型を選抜した。

また、免疫能に関するゲノムワイド相関解析

の結果、有意な相関を示すゲノム領域が検出

されたが、これは抗病性の DNA マーカーとし

て有効である。またメタボローム解析によっ

て筋肉内脂肪含量とアミノ酸の利用性との相

関が示され、分子マーカーの開発が期待され

る。 

生体分子の構造・機能に関わる情報基盤の

整備に関しては、タンパクを標的とした薬剤

開発について、19F-NMR によるスクリーニング

技術によってトマトモザイクウイルス複製タ

ンパク、MRSA 菌の増殖タンパク質を標的とす

る阻害剤候補化合物を取得した。また、昨年か

ら引き続きアンモニア酸化細菌のヒドロキシ

ルアミン酸化還元酵素(HAO)の活性測定法を

開発し、新規阻害剤のシード化合物を取得し

た。新しい糖質材料として期待されるイソマ

ルトメガロ糖の効率的生産法を確立するた

め、糖分解酵素群の詳細な立体構造比較を行

い、酵素の安定化因子を見出した。また、ジー

ンバンクの遺伝資源を用いて質量分析に基づ

く迅速な MALDI-biotyping 法を植物病原菌や

微小害虫の迅速な同定診断へ応用可能である

ことが実証された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

てオオムギ、ダイズの育種支援も行い、DNA マー

カー選抜育種による地域のニーズに基づいた育

種に貢献した。さらに次世代シーケンサーによる

情報解析、DNA マーカー育種の育種現場への提供

に関して、ワークショップを開催し、技術の普及・

啓蒙に努めた。今回開発した遺伝子に基づく薬剤

抵抗性害虫診断技術は、今後行政とも相談の上、

防除のガイドラインを策定し、診断技術をキット

化して実装する予定である。 

ブタに関しては｢瑞浪ボーノポーク｣の生産が

進んでいるとともに、知財移転による民間会社に

よる遺伝子型判定事業も開始された。またタンパ

ク質の立体構造に基づいて作成したウイルス制

御剤、細菌増殖抑制剤の候補については、知財を

取得後製薬会社等と共同で社会実装に向けて取

り組んでいる。 

また生物研で開発したイネのゲノム編集技術

を活用して多くの研究室と共同研究を行い、ゲノ

ム編集技術の国内研究拠点として技術移転に大

きく貢献した。 

 

＜工程表に照らし合わせた進捗状況＞ 

農業生物のゲノム解読の推進とゲノムリソー

スの拡充・高度化においては、各種ゲノムの解読

が順調に進展している。特にコムギゲノムについ

ては、6B 染色体の物理地図が完成し、参照配列の

作成が進展しており、その他の情報も加えたデー

タベースが構築された。ゲノムリソースについて

はその保存・管理・配付を行い、また情報リソー

スであるトランスクリプトーム解析の結果につ

いてはデータベース化して公開しており、着実に

進展している。ゲノム編集においては標的変異・

標的組み換え技術の高度化を行い目標とした精

度向上・効率化を達成した。 

有用遺伝子単離についてはゲノム情報を利用

してイネ・ムギ・ソルガムの複数の遺伝子を単離

した。またウンカ・コナガの殺虫剤抵抗性遺伝子

を単離しており、目標を達成した。 

バイオインフォマティクス研究による農業生

物ゲノム情報の高度化に関しては、農業害虫のゲ

ノム配列、遺伝子発現情報を解析し、データベー

ス化した。カイコのゲノムアノテーションについ

ては国際コンソーシアムと協議中で、現在その完

成に向けて進展している。次世代シーケンサー等

のゲノム情報を保存・処理する計算機システムを

運用、各種ソフトウェアを開発、実装、高度化で

きており､計画通りに進んでいる。 

作物ゲノム育種研究基盤の高度化に関しては、

イネ及びダイズについて、染色体断片置換系統、
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突然変異集団を作成した。これらを活用して、

様々な生産性・耐病性等農業形質に関わる QTL の

検出、遺伝子の同定、有用遺伝子の集積を行った。

また。高密度 SNP を用いたハプロタイプ情報の解

析、ゲノムシャッフリング技術の開発を行った。

計画通りである。 

家畜ゲノム育種研究基盤の高度化に関しては、

ブタのゲノム情報、ゲノムアノテーション等基盤

情報をデータベースに搭載した。また肉質、抗病

性等に関する DNA マーカーの作出を行い、SNP パ

ネルを作成してゲノム選抜技術の基盤を構築し

た。 

生体分子の構造・機能に関わる情報基盤の整備

に関しては、タンパク質の高次構造情報を活用し

て酵素機能を向上し、タンパク質阻害剤をデザイ

ンするための分子情報基盤を構築し、スクリーニ

ングを行って、候補阻害剤化合物を選抜した。ま

た質量分析法を微生物等の検出に利用する技術

を開発し、実際の菌を用いた菌の“指紋”データ

ベースの作成を行った。 

以上全体として中期目標の達成のために設定

した工程表を上まわる成果を達成し、顕著な成果

が得られたと判断する。 

 

＜研究開発成果の最大化に向けて＞ 

人材活用については、3 名の研究員をパーマネ

ント職に採用した。また、再雇用研究者 2名を研

究現場に活用し、その知識と経験を活かして生物

研の研究開発力の増大に貢献した 

大課題を担当している職員が、日本育種学会奨

励賞、NIAS 研究奨励賞（所内）、日本育種学会優

秀発表賞、国際学会でのポスター発表賞、根研究

学会賞学術奨励賞等延べ 6 件（13 名）を受賞し

た。 

科学技術・科学技術政策に対する国民の理解の

増進を図る目的で、理研、産総研、大学と共催で、

｢植物科学シンポジウム｣を開催し、研究者、一般、

民間企業、政策担当者による講演と意見交換を行

った。 

また委託プロジェクト研究の成果を生産者・事

業者と議論する場として、農水省・農水独法と共

催で｢ゲノム情報を活用した作物研究開発の現状

と展望｣という題名のシンポジウムを開催し、企

業の育種担当者との議論を行った。 

また初学者の技術向上を目的に、｢植物科学・作

物育種におけるフェノーム解析（筑波事務所と共

同）｣｢NGS ワークショップ（委託プロジェクト研

究による PA 活動）｣を開催した。また 26 年度に

農研機構の作物研究所と共同で、作物ゲノム育種
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研究センターをバーチャル組織で構築したが、27

年度も引き続き、作物のゲノム情報を利用した品

種改良の加速につながるイネ・ムギ・ダイズのゲ

ノム育種研究に貢献した。 

当課題では民間、大学、他独法、県、海外機関

等と計 34 件の共同研究を行っている。さらにゲ

ノム解析等先端ゲノム研究に関する高度な技術

を我が国全体で活用するために、他の研究開発独

立行政法人からの依頼に応じて、28 件の先端ゲ

ノム解析支援を行った。またマイクロアレイ施設

の有効活用のためにオープンラボを設置し、技術

支援を行うことによって、我が国の研究活動の発

展を促進した。 

研究資金に関しては、戦略的イノベーション創

造プログラム（SIP）の「ゲノム編集技術と開花促

進技術の確立と高度化」に参画し、次世代ゲノム

編集技術の開発に取り組むとともに、サポートラ

ボを運営し技術提供や共同研究を行っている。ま

た農林水産省委託プロジェクト研究「ゲノム情報

を活用した農産物の次世代生産基盤技術の開発」

等に参画し、ゲノム研究を推進している。 

以上、研究成果が順調に創出されていることに

加えて、開発した技術の実用化・普及が着実に進

んでいることを高く評価する。 
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① 農業生物のゲノム解読の推進とゲノムリソースの拡充・高度化 

中期計画 

ゲノム解読研究を加速・効率化するため、超高速シーケンサー等の最先端の機器を活用した農

業生物ゲノム解読中核機能を確立し、研究所内外と連携し、農業生物のゲノム解読を推進する。

特に、イネ科作物についてはゲノム育種や有用遺伝子単離の基盤を確立するため、イネの在来品

種や近縁野生種のゲノム、未解読のコムギゲノム等の解読を進める。また、害虫管理の高度化に

向け、トビイロウンカ及び鱗翅目農業害虫等のゲノムの解読、発現遺伝子の解析を行う。 

イネ科作物及びカイコ等のゲノムリソース（cDNA ライブラリー、突然変異体、遺伝解析材料、

データベース群等）を拡充するとともに、これらを適切に管理・提供するための体制を整備する。

さらに、ゲノムリソースの高度化に向け、植物ゲノムの効率的な組換え・変異導入技術を開発す

る。また、ゲノム情報やゲノムリソースを利用して食料生産等に関わる有用遺伝子の単離を進め

る。 

【研究資源】 研究員数：21.4 人、ポスドク数：7.5 人、研究資金：315.1 百万円 
【論文・特許等】 原著論文：44、IF 合計値：205.808、IF 平均：4.68、特許：7（出願：1、登録：
6） 

 (中課題実績) 

１．コムギ 6B 染色体の BAC 物理地図の構築について、BMC Genomics 誌に論文として発表した。物
理地図情報（Ver. 2.0）は、フランス国立農学研究所（INRA）の「Wheat URGI」サイトにて公開
された。また、この物理地図と 26 年度に発表した概要ゲノム配列を統合し、2,015 個の遺伝子配
列を 6B 染色体上に位置付け、ゲノム構造の特徴を解析した。 

２．MTP（Minimum Tiling Path）BAC クローン間の重複調査や MTP クローン DNA を用いたメイトペ
ア解析によるスカフォールディングを進め、6,742 個の BAC クローンから、約 6.5 億塩基の高精
度配列を得た。スカフォールドの平均長は 94.4kb、最長は 3.1Mb を越え、スカフォールド N50 は
469kb に達している。塩基配列解析から、6B 染色体の rDNA クラスターとセントロメア周辺構造、
イネやソルガム等の他作物とのシンテニー、また、局部的なゲノム再構成に関する詳細情報を獲
得した。現在、ゲノムの再解読及び追加解読を進めており、染色体全体をカバーする参照配列構
築を目指している。 

３．Genotyping-by-Sequencing（GBS）法により、ジーンバンクが配布している「日本のコムギコア
コレクション（JWC）」のジェノタイピングを行い、約 20 万箇所の一塩基多型（SNP）情報を取得
した。これを利用して遺伝的集団構造を解析し、日本のコムギ品種が４つの集団に分かれること
を明らかにした。また、出穂到達日数と稈長に関するゲノムワイドアソシエーション解析（GWAS）
を行い、既知の主動遺伝子を含む複数の有意な QTL を検出した（図 1）。 

４．昨年の成果であるアウス型イネ品種「カサラス」に続いて、インド型イネ品種「Naba」を用い
て NGS による全ゲノム塩基配列の追加解読を実施し、241 億塩基の配列を新たに取得した。さら
に、「Naba」から NGS によるメイトペア解析（インサート距離 3-4kb, 9-12kb, 17-23kb）を行い、
約 150 億塩基の配列を得た。現在、「Naba」ゲノムにおける de novo アセンブリ及びスカフォー
ルディングを進めている。 

５．コムギ品種「きたほなみ」に対して、26 年度とは異なる濃度の EMS 処理により突然変異を誘発
した M2集団（1160 系統+前年度再播種分 96 系統）を栽培し、表現型の変異を観察した（図２）。
TILLING 解析に用いるために、各系統から DNA を抽出した。また、これまで作成した変異系統集
団について粒形を調べたところ、親系統と明確な差をもつ複数の変異系統を見出した。 

６．26 年度に引き続き、ツーハイブリッド実験の結果を検証するためのイネ遺伝子間の相互作用デ
ータを検証するために、RICE FRENDS データベースによる遺伝子間での共発現遺伝子の共通性を
解析した。その結果、DUF (A domain of unknown function)ファミリー間及びファミリー内で共
発現遺伝子に共通のものを持つ遺伝子のセットを多く見出した。 

７．イネ完全長 cDNA クローン 198 点(53 件)、イネ PAC/BAC クローン 7 点(2 件)、オオムギ完全長
cDNA クローン 2 点(1 件)、Tos17 挿入変異系統 447 点(74 件)、遺伝解析材料セット 14 セットの
配布(平成 27 年 11 月 26 日時点)を行った。配列変異描画ブラウザ「TASUKE」の機能・モジュー
ル等をベースにして、MNU 処理コシヒカリ変異体のデータベースを作成した。RAP-DB で公開して
いるアノテーションに基づいたイネ日本晴の遺伝子に対し、各 SNP がどのように影響があるかに
ついて SNP アノテーションソフトウェア SnpEff を用いてデータを作成した。得られた SnpEff 
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図 1 「日本のコムギコアコレクション（JWC）」のゲノムワイドアソシエーション解析 GWAS） 

A.秋播到穂日数、B.春播到穂日数、C.桿長。Ppd-A1, Rht8；春播到穂日数及び稈長の GWAS

で見出された QTL に強く連鎖する既知の主働遺伝子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ EMS 処理変異集団 1160 系統（M2）で見出された表現型変異 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ MNU 処理コシヒカリ変異体集団における変異の位置 

遺伝子間、エクソン、イントロン、遺伝子下流、遺伝子上流、非翻訳領域 3’末端側、

非翻訳領域 5’側のそれぞれの領域に対する変異数と割合(縦軸)を示した。 

草型（矮性） 

草型（異常） 

葉（黄緑色） 

穂（異常） 
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アノテーション情報をもとに MNU-SNP のプロファイルを明らかにした。その結果、29%が遺伝子
間領域、27%が遺伝子の下流 5kb、26%が遺伝子の上流 5kb、7%がエクソン領域、8%がイントロン領
域、2.06%が 3'UTR、1.24%が 5'UTR に導入された変異であった（図３）。 

８．ゲノム編集に用いる CRISPR/Cas9 システムは、変異導入効率の高さ、発現コンストラクト作成
の容易さからその利用が急速に広がっている。本年度は Nickase 型に改変した Cas9 を用いるこ
とにより、標的変異の特異性が植物においても向上することを明らかにした。また、標的遺伝子
切断とDNA修復の制御を同時に行うことにより、標的組み換え効率が向上することを明らかにし、
さらに相同染色体上の対立遺伝子を同時に改変することにも成功した（図４、27 年度主な研究成
果-2）。 

９．piggyBac トランスポゾンの転移を利用して CRISPR/Cas9 の発現カセットをイネゲノムに導入
し、標的変異に成功した。またさらに、再度転移させることにより、発現カセットを完全に除去
することに成功した。本技術は栄養繁殖性作物において、外来遺伝子を残さない標的変異を行う
のに有効であると考えられる。 

１０．ソルガムの葉の病変に関わる遺伝子を、QTL解析、ゲノム解析、トランスクリプトーム解析等
を用いて同定した。ソルガムとスーダングラスの交雑後代及びソルガム間の交雑後代集団を用い
て、高収量性に関するQTL解析を行った。葉の長さに着目し、葉長、葉幅、葉面積の調査、解析を
実施し、第10染色体に出穂の早晩に関わらず、葉長を伸ばすQTL領域が存在することを明らかに
した。 

１１．オオムギ小穂非脱落性遺伝子btr1及びbtr2を同定し（図５）、btr1の１塩基置換、btr2の11塩
基置換が栽培オオムギでの遺伝子機能喪失の原因であることを明らかにした。野生オオムギは小
穂脱落性であっても小穂軸節に離層が形成されないことを明らかにし、それにも関わらず脱落す
るのは、節の離脱領域で二次細胞壁層の形成が妨げられ細胞壁が薄く脆弱になるからであること
を見出し、Btr1とBtr2の機能は二次細胞壁層の形成阻害であると結論づけた。栽培化起源地を解
明するため収集地の明らかな約500系統の野生オオムギのbtr1及びbtr2領域を配列解析し、栽培
オオムギの配列と最も似通った配列を持つ系統を探したところ、栽培オオムギは現在のイスラエ
ル周辺と、トルコ・シリア国境地帯で別々に栽培化されたと推定した（27年度主な研究成果-1）。 

１２．アブラナ科野菜の重要害虫であるコナガにおいて、ジアミド剤抵抗性原因遺伝子探索の結果、
タイ産ならびに国産の両方において、RyR 遺伝子の特定のアミノ酸変異が抵抗性と強くリンクす
ることが確認され、この変異箇所がジアミド抵抗性判定のための DNA マーカーとして利用できる
可能性が高いことが示唆された。この DNA マーカーを対象としてコナガのジアミド剤抵抗性を判
定する PCR ベースの診断技術を開発した (図６)。 

１３．交雑可能な種間でも食性が大きく異なるアワノメイガ属をモデルに、種特異的な寄主植物の
選択機構の解明とそれを維持していると考えられる性フェロモンの受容系の双方への関与が考
えられる嗅覚受容体と匂い・フェロモン結合タンパク質(OBP/PBP)遺伝子群の種間比較を行い、
フェロモン結合タンパク質遺伝子群について、当該領域の遺伝子配置が OBP/PBP 遺伝子以外も含
めて、チョウ目昆虫間で広く保存されていることを明らかにした。その過程で、コナガの GOBP1
遺伝子が重複して、一方が染色体転座を起こしていることを FISH 解析により明らかにした。 

１４．野生二粒系コムギに由来する赤さび病抵抗性遺伝子 LrRW12 を、GBS 法を利用して 6B 染色体

長腕の遺伝地図上にマップした。LrRW12 遺伝子の近傍に位置するマーカーを、6B 染色体 BAC 物

理地図上に位置づけ、LrRW12 の位置を明らかにした。 

１５．27 年度は生物研内所外から合計 33 件の依頼を受け、ゲノム解析支援を進めた。その内容の

内訳はジェノタイピング及び PCR 断片の塩基配列解読計３件、BAC ライブラリー作製・スクリー

ング及び配列解読計 21 件、NGS による塩基解読及びデータ解析計９件であった。 

自己評価 

 中課題 

1-(2) 

  ① 

評価ランク コメント  

Ａ 

コムギ 6B 染色体の BAC 物理地図を論文で発表し、コムギのゲノム解読

で大きな進捗が見られた。また、オオムギの小穂非脱落性遺伝子が栽培

化に関与することを明らかにした。さらにイネにおいてゲノム編集技術

を用いて、標的変異の特異性や、標的組み換え効率が向上する技術、コ

ナガの薬剤抵抗性を診断する技術を開発するなど、研究は計画以上に進

捗した。 
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図４ 標的組み換えによる対立遺伝子の同時改変 

 (A) 標的組み換えにより、相同染色体上の対立遺伝子に同時に塩基置換を導入。 

(B) 標的組み換えによって除草剤耐性変異を付与したイネの後代は全個体除草剤耐性を示

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ オオムギ小穂脱落性遺伝子 Btr1 機能相補試験 

野生オオムギ Btr1 候補遺伝子 ORF1 を単離し btr1 型栽培オオムギへ導入したところ脱落

性を示し、ORF1 が Btr1 と同一であることを証明した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 特定のアミノ酸配列変異を伴う塩基の変異を認識する特異的プライマーによる判定法 

共通プライマー２種（外側）と感受性型特異的プライマー１種（内側）及び抵抗性型特異的

プライマー１種（内側）の組み合わせにより、それぞれの塩基配列を持つ場合にのみ増幅が

認められるバンドの有無により遺伝子型の判定を行うことができる。 
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② バイオインフォマティクス研究による農業生物ゲノム情報の高度化 

中期計画 

作物や農業昆虫等のゲノム解読から産み出される大量のゲノム情報を効率的に処理するため、

計算機システム運用の為のソフトウェア開発やゲノム情報解析の高速化技術開発を行う。これら

を活用し、超高速シーケンサーにより生産されるゲノムや発現遺伝子の配列情報を対象に、高精

度のアノテーション付与等のバイオインフォマティクス解析を行う。さらに、これらによって得

られる一次データ及び加工データを含めて、作物の育種や素材開発、害虫制御研究に活用できる

塩基配列、遺伝子発現、表現型等の情報を総合的に利用できるデータベースを構築・運用する。

【研究資源】 研究員数：6.7 人、ポスドク数：0.0 人、研究資金：251.8 百万円 

【論文・特許等】 原著論文：9、IF合計値：45.296、IF平均：5.03、特許：0（出願：0、登録：0） 

(中課題実績) 

１. ゲノム情報データベースシステムの運用を行い、年間 30 万アクセスを維持した。この中で、

イネ品種・特性データベースの情報をゲノム配列と関連付けるため、63 系統の全ゲノム解読情

報を公的データベースから取得し、日本晴品種のゲノムと比較して変異を抽出した。大量配列

解析のウェブサービス Galaxy/NIAS を運用し、半年で 1200 件以上の利用があった。 

２. オオムギ品種「はるな二条」のゲノム全塩基配列を解読してアノテーションを実行した。網羅

的な遺伝子発現のデータを用いて 30,606 の遺伝子を同定するとともに、遺伝子の機能を予測

した。今後のゲノム情報を利用した育種に資するよう、国内品種間での多型検出と DNA マーカ

ー設計も行った。本データはデータベースから公開した（図 1）。 

３. イネ品種間で遺伝子発現の差を比較し、品種特性の違いに関わる遺伝子を発見する技術を開発

した。この技術を、コシヒカリとコシヒカリ由来の新品種との遺伝子発現比較に適用すること

で、病害抵抗性に関与する遺伝子の候補を約 40 個にまで絞り込むことができた。 

４. 乾燥、湿害、酸性・アルカリ性ストレスに耐性のある Vigna 属の野生種 V. exilis、V. indica、
V. minima、V. mungo、V. vexillata、及び種未同定の NI1135 のゲノム配列を解読してアセン

ブルを行い、全ゲノムの 83～92%に相当する概要版ゲノム配列を作成した。 

５. チョウ目害虫の Cry1A 毒素に対する抵抗性機構解明を主な目標として、RNA-seq によって網羅

的に中腸遺伝子配列を構築した。チョウ目害虫 23 種の幼虫の中腸サンプルから、害虫種ごと

に 3千万前後の断片配列を取得したのち新規アセンブルを行ない、コンティグ配列の作成及び

アノテーション情報の付加を行った（図 2）。 

６. コナガのジアミド剤抵抗性原因遺伝子を同定するため、連鎖解析、遺伝子変異解析、発現変動

遺伝子解析を行った。その結果、ジアミド剤の標的遺伝子であるリアノジン受容体のアミノ酸

変異が抵抗性の主要因である可能性が高いことがわかった。長鎖型高速シーケンサーにより全

ゲノム配列解読を行い、総塩基数が 5.51 億のゲノム配列を作成した。 

７. 重要微小害虫における薬剤抵抗性の原因遺伝子解明及び抵抗性診断技術開発を目標に、ネギア

ザミウマ、ミナミキイロアザミウマ、ナミハダニ、ワタアブラムシ及びモモアカアブラムシの

網羅的遺伝子配列セットを作成し、薬剤抵抗性原因候補遺伝子を探索するための基盤を構築し

た。 

  

自己評価 

 中課題 

1-(2) 

  ② 

評価ランク コメント  

Ｂ 

農業生物研究の基礎となる各種ゲノムデータベース着実に運用し、

Vigna属のゲノム解読、農業昆虫のゲノム解読、オオムギゲノムの解読

並びにアノテーションが進行するなど、研究は概ね計画通り進捗した。

- 66 -



 

 

 
 

図 1 オオムギ品種「はるな二条」の全ゲノム配列情報をデータベースから公開 

 

 

 
 

図 2 チョウ目害虫 23 種の中腸で発現する遺伝子の情報基盤を構築 

 

- 67 -



 

 

③ 作物ゲノム育種研究基盤の高度化 

中期計画 

イネ・ダイズ等のゲノム育種を高度化するため、遺伝解析に利用できる実験系統群を作出する

とともに、育種上重要な形質である開花期、病虫害抵抗性、環境ストレス耐性、収量性等に関わ

る有用 QTL の検出と単離・同定、同質遺伝子系統の作出並びに遺伝子集積を行う。また、育種に

利用可能な SNP パネルを開発する。DNA マーカー、連鎖地図、有用遺伝子の多様性情報等を統合

したデータベースを構築する。さらに、収量性等の複雑形質を改良するためのゲノムワイド SNP

とゲノムシャッフリングを融合させた次世代育種法を開発する。 

【研究資源】 研究員数：13.3 人、ポスドク数：5.6 人、研究資金：233.5 百万円 

【論文・特許等】 原著論文：18、IF合計値：51.835、IF平均：2.88、特許：1（出願：0、登録：1） 

(中課題実績) 

１．コシヒカリと長粒品種 IR64 の間で作成した正逆染色体断片置換系統群において、置換領域を

細分化した解析法によって種子形に関して 65 か所の遺伝子座を検出した。同組み合わせの F2集

団では 8か所しか検出できなかったことから、検出感度を約 8倍高めるとともに種子形変異に非

常に多数の遺伝子が関わることを明らかにした（図 1）。またコシヒカリ遺伝背景に 11 種類のア

ジア栽培品種のゲノム断片を導入した置換系統群の種子形を評価することで228個の対立遺伝子

を検出した。これらは世界の研究機関で検出された 200 個以上の既報対立遺伝子をほぼ包含する

とともに、連鎖地図上の位置関係から新規の遺伝子座も含んでいた。このように過去 10 年間で

充実させた実験系統群はゲノム全体に分布する遺伝効果の小さい自然変異遺伝子群をそれ以前

の実験集団にない精度で検出する有効なツールであることが証明された（27 年度主な研究成果-

3）。 

２．植物の基礎研究における遺伝子機能解析のツールとして、あるいは品種改良における効果の異

なる表現型アリルの選抜手段として、候補遺伝子への人為的な突然変異誘導が再認識されている。

DEB、MNU（1-21 と共同）、EMS、ENU、Az 処理による約 10,000 系統からなるコシヒカリ突然変異

集団を養成し、M2 世代 DNA 及び M3 種子からなる変異体ライブラリーを構築した。多様な変異ス

ペクトラム及び変異密度の調査から実用的なライブラリーと判断し、委託プロジェクト等の要請

に応じて TILLING 法や HRM 法による 59 遺伝子の変異体のスクリーニングを実施している。これ

までに 1,052 の変異を見出し、516 の非同義置換系統、14 のスプライシング変異系統、20 のナン

センス変異系統、6のフレームシフト変異系統が提供されている（表 1）。圃場での精密な表現型

評価を必要とする形質の解析や育種素材化にとって本ライブラリーの利用価値は高い。 

３．作物の乾燥ストレス回避や登熟性の向上にとって根の形態や分布の遺伝的制御は重要である。

イネ自然変異品種群の多くは深根性遺伝子 DRO1 が機能型にも関わらず根の伸長角度に幅広い変

異を示す。機能型 DRO1 を持ちながら異なる伸長角度を示す複数の多収イネ品種と深根性品種

KinandangPatong の QTL 解析によって新たな深根性遺伝子の検出を試みた。その結果、第 2 染色

体に DRO4、第 4 染色体に DRO2、第 6 染色体に DRO5 を見出すとともに、効果の小さな多くの QTL

も推定された（図 2）。これらの QTL は機能型 DRO1 を遺伝背景とする集団で見出されたことか

ら、多くのイネの根系改変による機能向上に向けたゲノム育種への利用が期待できる。 

４．重要形質の解析に使用されているダイズ 23 品種について、既存の各 SNP に機能アノテーショ

ンを付与した。品種によって異なるものの、機能欠損型変異は各品種 600 から 900 箇所であり、

米国品種と比較して日本品種に機能欠損型変異が多い傾向を示した。これら SNP の機能変異情報 
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図2 3つの多収イネ品種（モミ

ロマン: Mo、夢あおば: Yu、たち

すがた: Ta）と深根性品種

（KinandangPatong：K）のF2集団

を用いたQTL解析によって検出

された深根性QTL（DRO2, DRO4及
びDRO5）。RDR50及びRDR70は50°

又は70°を閾値とする深根率

を、括弧内はLODの閾値をそれぞ

れ示す。 

図１ コシヒカリとIR64

のF2集団（A）、同組み合わ

せのIR64遺伝背景（B）及

びコシヒカリ遺伝背景（C）

の染色体断片置換系統群

で検出されたQTLの分布。

GLは籾長、GWは籾幅を示

し、上向きの三角はIR64対

立遺伝子が値を高める。

表１ 完成したコシヒカリ変異体ライブラリーの TILLING による遺伝子スクリーニング状況
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  を、複数ゲノムを可視化するブラウザである TASUKE に格納し、プロジェクト参画者に公開し

た（図３）。 

５．「エンレイ」へ有用な遺伝資源である「Peking」の染色体断片を導入した全 99 系統からなる染

色体断片置換系統シリーズを開発した。「Peking」ゲノムの網羅的解析、ストレス耐性や病虫害

抵抗性の育種素材として利用を図る予定である。また、「エンレイ」に 2回の変異原処理を行う

ことにより高密度に変異を集積させた突然変異体ライブラリーを作成し、アンプリコンシーケン

ス解析や高解像度融解曲線分析法（High Resolution Melting ：HRM）により塩基変異を迅速に

検索するシステムを開発した（図４）。委託プロジェクト等の要請により、育種素材開発ならび

に遺伝子機能解析のために変異体を単離し、提供を進めている。 

６．国内 8 箇所において複数年間に取得されたコアコレクションの特性評価データと約 12,000 マ

ーカーからなる高密度 SNP パネルの遺伝子型データを用いてアソシエーション解析を行い、予測

モデルを構築した。このうち、成熟までの日数及び粒大では、実測値との相関が R=0.82 以上及

び 0.91 以上と高い精度で予測できるモデルを構築した。粒大の予測モデルについては表現型不

明の材料であっても、遺伝子型がわかれば高い精度（相関係数 R=0.69）でその表現型値を予測で

きることを実証した。 

７．ダイズの収量性の向上と安定を目指して、収量構成要素、病虫害抵抗性、開花・成熟期、草型、

品質などの重要形質について原因遺伝子の座乗領域の絞り込みを進めた。このうち、ダイズモザ

イクウイルス抵抗性、葉焼病抵抗性、基本栄養生長性、サポニン組成に関わる各候補遺伝子を単

離し、機能解析を進めた。ダイズモザイクウイルス抵抗性の原因伝子に関しては、「ポティウイ

ルス抵抗性を有するポリヌクレオチド、タンパク質及びそれらの用途」として特許を出願した。

また、すでに報告された重要形質を中心に、選抜用 DNA マーカーを開発し（平成 27 年 3 月プレ

スリリース）、他の独立行政法人や公設農試と共同で DNA マーカー選抜育種を強力に推進した（図

５）。このうち、DNA マーカーにより茎疫病抵抗性を導入した「ダイズ茎疫病抵抗性黒大豆品種

（兵系黒 5号）」を兵庫県と共同で品種登録出願の予定である。 

 

  

自己評価 

 中課題 

1-(2) 

  ③ 

評価ランク コメント  

Ａ 

イネ染色体置換系統の置換領域の細分化により多数の遺伝子座を検

出し、構築した変異体ライブラリーのスクリーニングにより多種、多

数の変異体を見いだした。ダイズにおいても染色体置換系統などの各

種リソースの整備、病害抵抗性など有用遺伝子候補の単離を行うなど、

研究は計画以上に進捗した。 
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図３ ダイズ品種のSNPデ

ータベース 

SNP の機能アノテーショ

ン情報を、複数ゲノムを

可視化するブラウザで

ある TASUKE（Kumagai et
al. 2013）へ格納した。

図４ ダイズ突然変異体ラ

イブラリーと変異遺伝子の

スクリーニングシステムの

概要 

高度に突然変異を集積す

るために、変異原処理を

2 回繰り返して本ライブ

ラリーを作成した。その

ため、変異体の世代の表

示方法は通常とは異な

り、2 回目の変異原処理

後の世代を 1 回目（M1）

とは区別するため、2 回

目の変異原を起点にダッ

シュ（M1’）を付した。

図５ DNA マーカー選抜を

実施している重要遺伝子と

それらの座乗位置 

丸を付した各形質につい

て、多様な交配材料に対

応できるよう DNA マーカ

ーの開発と改良を行っ

た。また、複数の形質の同

時選抜の要望が多いこと

から、マルチプレックス

解析に対応したプライマ

ーをデザインした。 
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④ 家畜ゲノム育種研究基盤の高度化 

中期計画 

ブタ等の家畜について、ゲノム情報や遺伝子発現・機能情報等を充実させるとともに、ブタ完

全長 cDNA 情報に基づくゲノムアノテーションを拡充し、ブタゲノム情報データベースを強化す

る。さらに、家畜のゲノム情報を活用してゲノムワイドな多型情報解析やハプロタイプ解析等を

行い、肉質、増体能力、抗病性、繁殖性等の向上に利用できる家畜改良技術及び新たな生産管理

技術の開発を推進する。 

【研究資源】 研究員数：8.9 人、ポスドク数：0.0 人、研究資金：43.6 百万円 

【論文・特許等】 原著論文：12、IF 合計値：24.169、IF 平均：2.01、特許：2（出願：0、登録：2） 

(中課題実績) 

１．ブタゲノム上の脂肪合成や脂肪細胞分化に関与することが想定される遺伝子の約 3,000 箇所の

上流配列（合計 10.2 Mb）について、次世代シーケンサーを用いたターゲットシーケンシングに

より網羅的な多型解析を行った。約 11 万個の SNP と約 5.5 万個の挿入・欠失（indel）多型が検

出されたが、東洋品種と西洋品種で分離するものは、それぞれ 4,571 個、1,562 個であった。そ

の内、脂肪合成または脂肪細胞分化への関与が示唆される転写因子の結合配列中に位置するもの

は、それぞれ 26 個、12 個であり、これまでに東洋品種と西洋品種間で検出された QTL の 3 つに

ついてゲノム領域が共通し（図 1）、候補多型が選抜された。 

２．大ヨークシャー種を用いて、各種免疫能に関してゲノムワイド相関解析を行った。その結果、

食細胞活性、補体代替経路活性、豚丹毒ワクチン特異的抗体産生能について、有意な相関を示す

ゲノム領域が検出された。第2染色体に検出された食細胞活性に関連するゲノム領域については、

ハプロタイプ解析により単一の遺伝子のみを含む領域にまで絞込むことができ、遺伝子内での多

型解析により 3'非翻訳領域に 3つの SNP が検出された（図 2）。これらの SNP は抗病性向上のた

めの DNA マーカーとして有効であると考えられる。 

３．増体性及び筋肉内脂肪含量に特徴がある 2系統のデュロック種「アイリスナガラ」と「ボーノ

ブラウン」を用いて、表現型の差異の原因を検討するため、子豚育成時期の 40 日齢の胸最長筋

を用いたメタボローム解析（キャピラリー電気泳動質量分析）を行った。その結果、ボーノブラ

ウンではリジン及びリジンの代謝産物である 2-アミノアジピン酸の含有量が多く、リジンの利用

性低下が示された(図 3)。近年、低リジン飼料が霜降りを誘導することが知られているが、ボー

ノブラウンは遺伝的にリジンの利用性が低いことが、霜降り割合が高くなる一因と考えられた。

一方で、アイリスナガラでは、スペルミンなど筋発達の優位性を反映する物質が多かった。これ

らの知見により、肥育前に枝肉タイプを予想するための分子マーカーの開発が期待される。 

４．一般的なゲノムワイド相関解析のための解析モデルは、ランダムサンプルを対象としたヒト分

野で開発されたものであり、血縁があるサンプルを用いる家畜での解析には十分に対応できては

いない。また SNP の高密度化により、解析時間の増大が問題となっている。これらに対応するた

め、変分ベイズ法を用いた新規解析モデルを構築し、プログラム化した。実際のブタ集団を用い

たデータ分析では、従来の Gibbs サンプリング法に比べて正確性はほぼ等しく、計算速度が 30 倍

となった。今後、家畜において効率的なゲノムワイド相関解析が可能となる。 

 

自己評価 

 中課題 

1-(2) 

  ④ 

評価ランク コメント  

Ｂ 

ブタゲノムの次世代シーケンサーを用いた解析により脂質合成等に

関する候補多型が選抜され、ゲノムワイド相関解析により各種免疫能

に係わる領域が絞り込まれ、メタボローム解析によってボーノブラウ

ンのリジンの利用率の低下が霜降りの一因であることが示唆されるな

ど、計画は概ね着実に達成された。 
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表１ ブタの脂肪関連遺伝子上流領域での多型解析（サンプルの詳細） 

 
 

 
 

 

 

 
  

図２ 第 2染色体上に検出された食細胞活性に関与するゲノ

ム領域のファインマッピング 

関連性が認められた SNP 近傍の遺伝子について多型解析を

行った結果、新規遺伝子の 3'非翻訳領域に DNA マーカーと

して有効な SNP が検出された。 
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図３ 霜降りを示すブタ系統での胸最長筋

でのメタボローム解析（40 日齢） 

ボーノブラウン（■:霜降りタイプ）では、

アイリスナガラ（□:増体タイプ）に比べて

リジン、及びその代謝物である 2-アミノア

ジピン酸含量が多く、その利用性が低下し

ていると示唆された。 

図１ 脂肪関連遺伝子上流領域の多型

部位とデータベース上の QTL 

西洋品種と東洋品種で分離する転写

因子結合部位の多型部位と、データ

ベース上の 3つの QTL が位置情報に

共通性が見られた。 
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⑤ 生体分子の構造・機能に関わる情報基盤の整備 

中期計画 

農業生物のゲノム研究や遺伝子機能解析の成果を深化・発展させるために、研究所内外との連

携の下、農業生物の生体機能に関わるタンパク質等の重要因子について、立体構造やタンパク質

の翻訳後修飾を介した機能制御、生体分子間相互作用等を解明する。 

【研究資源】 研究員数：6.8 人、ポスドク数：0.5 人、研究資金：25.2 百万円 

【論文・特許等】 原著論文：9、IF 合計値：24.737、IF 平均：2.75、特許：2（出願：2、登録：0） 

(中課題実績) 

１．抗トマトモザイクウイルス(ToMV)薬剤の高活性化に向けて、ToMV 複製タンパク質のヘリカーゼ

ドメイン(ToMV-Hel)を標的として 19F-NMR によるフラグメントスクリーニングを実施し、得られ

た 16 ヒット化合物の構造情報を利用して改良型薬剤をデザインした。また、メチシリン耐性黄

色ブドウ球菌(MRSA)増殖に必須の FtsZ タンパク質に対して 19F-NMR フラグメントスクリーニン

グを実施し、GDP 結合部位を標的とする複数の阻害剤候補化合物を取得した(図 1)。 

２．新規昆虫成長制御剤の開発に向け、カイコ由来幼若ホルモン輸送タンパク質 JHBP のリガンド

結合をモニターする JH-FRET センサーを作成した。本センサーを利用したハイスループットスク

リーニングにより、分子骨格構造の異なる 17 グループ、63 ヒット化合物を取得した。各グルー

プから代表 1化合物を選抜してカイコ塗布実験を実施し、12 種類の有望なシード化合物を取得し

た。 

３．農耕地で問題となっている窒素養分の流出や温室効果ガス N2O 発生の解消に向け、その原因と

なるアンモニア酸化細菌(AOB)の生育に必須のヒドロキシルアミン酸化還元酵素(HAO)の結晶構

造解析を行い、反応機構を解明した。また、新規な高感度蛍光 HAO 活性測定法を開発するととも

に in silico スクリーニングを実施し、生菌に対しても市販の硝化抑制剤に匹敵する化合物を含

む 23 種類の新規 HAO 阻害型硝化抑制剤のシード化合物を取得した。 

４．健康食品やナノ材料など新しい糖質材料として期待されるイソマルトメガロ糖の効率的生産法

を確立するため、糖分解酵素ファミリー66 に属する 3 つの同族酵素、Bacillus circulans 由来

の 環 状 化 酵 素 (BcCIase) 、 Streptococcus mutans 由 来 と 好 熱 菌 Thermoanaerobacter 
peudothanolicus 由来の分解酵素(SmDEX と TpDEX)の詳細な立体構造比較を行い、酵素の安定化因

子を見出した。反応至適温度の高い TpDEX の安定化因子は、(1)他の酵素の分子表面に存在する

柔軟なループ構造の欠落よるエントロピーの低下と(2)分子表面の荷電アミノ酸の増加(7～8％)

と連動したイオン結合数の増加であることが分かった(図 2)。この 2 つの因子に留意して構造改

変することで、至適温度が向上した高機能化 BcCITase 及び SmDEX の作出が可能となる。 

５．ヒトの感染症診断に利用され始めた質量分析に基づく MALDI-biotyping 法を植物病原菌や微小

害虫の迅速な同定診断へ応用するための技術開発を行った。細菌及び糸状菌については、トマト

病原菌を中心に当研究所ジーンバンクの遺伝資源を用いてデータベースの構築を進めた。また、

タバコモザイクウイルスのコートタンパク質の検出、ウイルス等のキャリアであるダニなどの農

業害虫についても本手法を適用し、種特異的なスペクトルを観測することができた。これらによ

り、MALDI-biotyping 法を利用すると、植物病原菌、ウイルス、微小農業害虫の判別が、約 10 分

程度で可能となることが示された(図 3)。 

 

自己評価 

 中課題 

1-(2) 

  ⑤ 

評価ランク コメント  

Ｂ 

タンパク質の構造解析に基づく生物機能の解明や、構造ベース創農

薬に向けて阻害剤候補化合物、各種シード化合物を取得した。また、内

外の研究グループと連携も着実に進行しており、研究は概ね計画通り

進捗した。 
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図１ FtsZ 阻害型抗 MRSA 薬の開発 (A) MRSA 由来 FtsZ の GDP 結合型構造(PDB ID: 1vo8)。

(B) 19F-NMR よるフラグメントスクリーニング。(下段)25 種類の含フッ素化合物のスペクト

ル。(中段)FtsZ 添加後のスペクトル：FtsZ に結合する化合物の信号強度が低下。(上段)GDP

添加後のスペクトル：FtsZ の GDP 結合部位に結合していた含フッ素化合物の信号強度が回

復。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ SmDEX (A)と TpDEX (B)の結晶構造の比較：SmDEX 構造のピンク色部分は、TpDEX で欠落し

ている領域。(C) TpDEX 結晶構造の表面モデル：酸性のグルタミン酸とアスパラギン酸を赤色で、

塩基性のリジンとアルギニンを青色で、ヒスチジンを水色で表示。拡大図の緑色の点線はイオン

結合を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ MALDI-biotyping を利用した農業生物への応用展開 
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２ 農業生物に飛躍的な機能向上をもたらすための生命現象の解明と利用技術の開発 

大課題２-（１） 

「農作物や家畜等の生産性向上に資する生物機能の解明」 
 

大課題の中期目標 

生物機能を利用した農作物や家畜等の生産性向上に資する基盤技術の開発に向けて、作物の光

合成等の物質生産や生長・分化の制御機構及び環境応答機構、昆虫及び家畜の発生分化機構、家

畜の行動・繁殖等の制御機構を解明する。 

 

中課題毎の中期計画 

① 作物の物質生産・生長・分化・環境応答機構の解明 

作物の生産性や生産持続性の向上と、環境変動や不良環境に対する作物の適応性の向上に資

する基盤技術の開発に向け、生産性を規定する光合成、炭素・窒素代謝等の生理反応と、作物

の生長や器官分化の制御機構を解明する。また、光、温度、水分等の外部環境の変動に対する

作物の基本的な応答・適応の分子機構を解明する。 

 

② 昆虫の発生分化・成長制御機構の解明 

農業生産に関わる重要害虫や有用昆虫の新たな管理技術を開発するため、トビイロウンカ、

カイコ等について、ゲノムリソース・生体情報を利用して、発生・成長・生殖に関わる遺伝子

や、昆虫ホルモン分子及びその作用発現に関わる遺伝子の同定と機能解析を行い、成長・生殖・

休眠等の制御機構を解明する。さらに、得られた知見を利用し、新規な昆虫制御法の基盤技術

を開発する。また、殺虫剤抵抗性害虫に対抗する技術を開発するために、重要害虫種について

抵抗性原因遺伝子を同定し機能を解析する。 

 

③ 家畜の発生分化機構の解明 

家畜等の新たな改良・増殖技術の開発に資するため、ゲノム情報を活用して、ニワトリ、ウ

シ等において、生殖系列細胞及び胚とそれらを起源とする多能性幹細胞の発生・分化機構を解

明するとともに、キメラ・クローン技術等を活用した個体再構築と分化誘導制御の基盤技術を

開発する。また、ブタにおいて、未成熟生殖細胞の異種間移植、顕微授精と超低温保存法等を

組合せ、生殖細胞の新たな利用・保存技術を開発する。 

 

④ 家畜の行動・繁殖の制御機構の解明 

家畜のストレス反応軽減技術等の開発に資するため、光や温度、育成環境等の外部要因とス

トレス感受性修飾機構との関連を解明する。 

また、家畜の受胎促進・胎子発育制御技術の開発に資するため、繁殖中枢であるキスペプチ

ン神経系の生理機能とその調節機構並びに黄体機能調節機構を解明するとともに、妊娠成立に

及ぼす胎盤特異的タンパク質の機能と胎盤血管の機能調節に関わる分子機構を解明する。 
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主要な経年データ 

①  主な参考指標情報 

  23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

 原著論文数 50 51 69 61 42 

 IF合計 150.788 156.335 221.608 191.556 155.083 

 総説 13 12 5 8 4 

 国内特許出願・登録 1・1 3・3 3・3 3・4 6・1 

 品種登録出願・登録 0・0 0・0 0・0 0・0 0.0 

 プレスリリース数 2 3 3 3 5 

②  主要なインプット情報 

 投入金額（千円） 277,700 282,200 309,800 275,700 152,800 

 うち交付金  90,100  96,300  81,600  59,400  35,300 

 人員（常勤職員数） 39.60 40.20 39.20 36.50 36.70 

 人員（ポスドク） 12.60 11.30 12.00  8.00  6.90 

 

主な業務実績等・自己評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

＜主な業務実績＞ 

作物の物質生産・生長・分化・環境応答機

構の解明に関しては、日射と気温の二環境

因子応答モデルで体内時計関連遺伝子群の

発現パターンを表現する手法を開発し、限

られた数の体内時計関連遺伝子の発現パタ

ーンからイネ葉のサンプリング時刻を約 20

分の精度で推定できること、すなわち体内

時計が充分に高い精度で日長を認識してい

ることを示した。古代米として知られる紫

黒米の形質が、Kala4遺伝子の制御領域の変

異が原因で、発達中の果皮特異的なアント

シアニン合成が生じるためであることを明

らかにした（27 年度主な研究成果）。大気

CO2 濃度の上昇によるイネ玄米の元素含量

低下が、元素の吸収と再転流の低下に起因

することを見いだすとともに、再転流を高

める染色体領域の導入で元素含量低下を軽

減させることができた。 

昆虫の発生分化・成長制御機構の解明に

関しては、カイコ培養細胞を用いた解析に

よって、JH に誘導された変態抑制因子 Kr-

h1 が蛹化決定遺伝子 BR-C の上流配列に直

接結合することで、脱皮ホルモンによる BR-
Cの転写を抑制することを明らかにした。ま

た遺伝子ノックアウトカイコの分子遺伝学

的解析により、JH 生合成酵素 JHAMT 及び JH

受容体(Met1,Met2)遺伝子の阻害剤が新規

制虫剤の開発ターゲットとして有望である

ことが示された（平 27 年度主な研究成果）。

ミトコンドリア膜輸送体をターゲットとし

評定： Ｂ 

 

＜中期目標に照らし合わせた成果の評価＞ 

作物の物質生産・生長・分化・環境応答機構の解

明に関して、体内時計関連遺伝子の発現パターンか

らイネ葉のサンプリング時刻を高精度で推定でき

ることを示した成果は、外部環境が時々刻々変化す

る野外環境においても作物が絶対時刻をほぼ正確

に認識していることを示すものとして、重要な知見

である。紫黒米の形質を与える原因を解明したこと

により、当該遺伝子の制御領域を利用して、食味を

変えずに白米を紫黒米に変えることが可能となっ

た。 

昆虫の発生分化・成長制御機構の解明では、JH 生

合成酵素 JHAMT 及び JH 受容体遺伝子の阻害剤が新

規制虫剤の開発ターゲットとして有望であること

が示され、またミトコンドリア膜輸送体をターゲッ

トとした新規害虫制御剤を開発するためのスクリ

ーニング系を開発し、今後従来の化学農薬とは一線

を画した新規制御剤の開発につながる大きな成果

が得られた。 

家畜の発生分化機構の解明では、ウシ生殖細胞に

おいても CRISPR／Cas9 アシストによるノックイン

が可能であることを確認した。また、ブタの胎子期

においても精巣の異種間移植及び顕微授精により

受精卵を得ることに成功し、血友病モデルブタにお

いても適用できることを実証した。 

家畜の行動・繁殖の制御機構の解明に関して

は、家畜の卵胞発育制御剤の有力な候補物質とな

り得る新規ニューロキニン作動薬を選定すること

ができ、家畜の新たな繁殖制御技術の開発に向け

て有用な素材を作出することができた。また、ウ
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た新規害虫制御剤を開発するために、４種

の膜輸送体遺伝子を約 20 種の昆虫からク

ローニングして酵母の機能発現系へ供し、

糸状菌培養液抽出物のスクリーニングによ

り害虫２種の ADP/ATP 輸送体遺伝子を発現

する酵母の生育を阻害する 2 種の物質を単

離・同定した。次世代シークエンサーを用い

た連鎖解析によって、P450 の１種 CYP6ER1
がトビイロウンカのイミダクロプリド抵抗

性の原因遺伝子であることが裏付けられ、

PCR による簡便な抵抗性遺伝子診断技術を

開発した。 

家畜の発生分化機構の解明に関しては、

ウシの生殖細胞を可視化するため、

CRISPR/Cas9 アシストによる POU5F1 遺伝子

ノックインを実施し、核移植胚を作成した

ところ、胚盤胞で DsRed が発現しているこ

とが確認された。ブタ等の生殖細胞の新た

な利用･保存法に向けて、超低温保存した胎

子精巣の異種間移植及び顕微授精を実施し

たところ、胎齢 30、55 及び 90 日のいずれ

のブタ胎子精巣からも、移植後 240 日以降

に精子が回収され、顕微授精により受精卵

が得られた。また、この技術を血友病モデル

ブタに適用している。哺乳動物生殖機能の

人為制御技術の開発については、マウス及

びラットの精子抗原接種を行い雄ラットの

不妊化に成功した。また、前年度精子を接種

したヤギで、一部に射出精子量が少ない傾

向が見られた。 

家畜の行動・繁殖の制御機構の解明に関

しては、子ウシの擬似グルーミング装置を

実際の農家に導入して効果を検証した結

果、牛は装置をよく利用し、特に、人に懐く

ようになったという印象が強調されてい

た。ウシの新たな卵胞発育制御剤の開発の

ため、ニューロキニン作動薬の選定を行っ

た結果、既存化合物 senktide を凌ぐ強力な

作用を持つ PEG 修飾体である B21:750 を選

定した。また、ダイノルフィンのキスペプチ

ン神経細胞活動抑制作用は、周囲に存在す

る GABA 含有介在神経ニューロンを介して

いる可能性を示した。新たな超早期妊娠診

断の指標として、ペルオキシソーム増殖因

子活性化受容体(PPARD)及びチトクローム

P450c21A2遺伝子(CYP21A2)が候補となるこ

とが示された。さらに、母体末梢血中アドレ

ノメデュリン濃度は分娩兆候の予察の指標

として有効である可能性が示された。 

 

シの超早期妊娠診断の指標となる候補遺伝子や分

娩兆候の予察の指標となる生理活性物質を選定す

ることができた。 

 

＜開発した技術等の普及状況や普及に向けた取組＞

イネ葉の遺伝子発現データから時刻を予測する

手法に関連するものとして、様々な農業形質を正確

に予測する統計モデリングの手法の実用化に向け

ての民間との共同開発に先立ち、知財権確保を行っ

た。 

昆虫の発生分化・成長制御機構の解明では、今年

度原著論文 21 報を発表して成果発信に務めるとと

もに新規制御剤開発に向けて民間企業との共同研

究を進めている。またトビイロウンカのイミダクロ

プリド抵抗性遺伝子診断法については、海外から飛

来する個体群の抵抗性を診断して防除に役立てる

方向で関係機関と協議している。 

家畜の繁殖制御機構の解明では、新規ニューロキ

ニン作動薬の実用化に向けて、民間製薬会社と連携

して製薬化を進めている。 

 

＜工程表に照らし合わせた進捗状況＞ 

作物の物質生産・生長・分化・環境応答機構の解

明、昆虫の発生分化・成長制御機構の解明、家畜の

発生分解機構の解明、及び家畜の行動・繁殖の制御

機構の解明については、概ね工程表通り進捗した。

 

＜研究開発成果の最大化に向けて＞ 

「古代米の起源に迫る！－紫黒米の育種が容易

になります－」（27.9.14）をプレスリリースした。

統計モデリング手法の実活用を図る目的で、「遺

伝子の働きで診る「イネの健康診断」－実用化への

取り組み－」をアグリビジネスフェアで紹介した。

昆虫の発生分化・成長制御機構の解明につい

は、共同研究３件（内１件は海外機関）を進める

とともに、プレスリリース３件「『幼若ホルモ

ン』フリーのカイコを作出－安全な農薬開発に有

効な遺伝子を特定－」、「幼若ホルモンがサナギ

化を抑えるメカニズムを解明－昆虫のみに効果の

ある農薬の開発へ－」、「「お化け」遺伝子を呼

び出す「こっくりさん」タンパク質の発見～昆虫

のステロイドホルモン生合成に関わる新知見～」

を行って、研究成果の最大化に取り組んだ。 

 

以上、研究成果が順調に創出されていることに加

えて、開発した技術の実用化に向けた取り組みも行

われており、概ね計画通りの進捗と評価する。 
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① 作物の物質生産・生長・分化・環境応答機構の解明 

中期計画 

作物の生産性や生産持続性の向上と、環境変動や不良環境に対する作物の適応性の向上に資す

る基盤技術の開発に向け、生産性を規定する光合成、炭素・窒素代謝等の生理反応と、作物の生

長や器官分化の制御機構を解明する。また、光、温度、水分等の外部環境の変動に対する作物の

基本的な応答・適応の分子機構を解明する。 

【研究資源】 研究員数：9.0 人、ポスドク数：2.5 人、研究資金：54.1 百万円 

【論文・特許等】 原著論文：7、IF 合計値：69.899、IF 平均：9.99、特許：3（出願：3、登録：0） 

(中課題実績) 

１．イネ属特有の代謝酵素、葉緑体型 PEPC は、根から吸収したアンモニアの同化に重要な役割を

担っている。構成的プロモーター制御下で本酵素を過剰発現させたところ、イネの栄養生長が大

きく促進された（図 1）。窒素栄養条件にかかわらず促進が見られることから、葉緑体型 PEPC の

過剰発現でアンモニア同化のみならず光合成を含む一次代謝が促進される可能性が示された。 

２．古代米として知られる紫黒米（しこくまい）は、イネの栽培化の過程で選抜され、古代中国皇

帝への献上品等として珍重されてきた。この紫黒米形質が Kala4 遺伝子の制御領域の変異に起因

すること、白米品種では Kala4 遺伝子はほとんど働かないが、紫黒米品種では発達中の果皮で特

異的に働き、紫黒色の原因物質アントシアニン合成のための遺伝子群の働きを誘導することを明

らかにした。Kala4 遺伝子の制御領域の利用により、食味を変えずに白米を紫黒米に変えること

が可能となった（図 2、平成 27 年 9 月プレスリリース、27 年度主な研究成果-4）。 

３．コシヒカリの染色体の一部を、日本、東南アジア、西アジア、アフリカのイネ 10 品種それぞれ

の染色体断片で置換した系統（10 集団、429 系統）を用い、田植え時期を遅らせたときの出穂期

の変動を調べた。既知の出穂期関連遺伝子の重要性が再確認されるとともに、アミノ酸配列の変

異で出穂期を多様に変える遺伝子や、栽培時期の違いで異なる表現型を示す遺伝子があることが

わかった。歴史的に新しい変異とイネ祖先種で起こった古い変異がともにイネの栽培域の拡大に

寄与したことも明らかにされた。出穂期制御に関わる遺伝子の変異を詳細に調べることで、同一

イネ品種の出穂期の段階的調節に結びつくと考えられる。 

４．光環境と気温を制御した環境の下、イネは 30 分の日長の差を検知できる。日射と気温が大き

く変動する野外環境で、イネの体内時計がどの程度正確に時を刻んでいるか調べた。日射と気温

の二環境因子応答モデルで体内時計関連遺伝子群の発現パターンを表現するモデルを構築した

ところ、16 個の体内時計関連遺伝子の発現パターンからイネ葉のサンプリング時刻を約 20 分の

精度で推定できることがわかった（図 3）。このことは、野外環境においても体内時計が充分に

高い精度で日長を認識できることを示している。 

５．大気 CO2濃度の上昇は穀類に含まれる Zn、Fe 等の必須元素の含量を低下させ、見えざる饑餓を

引き起こすと考えられている。葉物野菜や飼料作物のメタ解析により、穀類の種子ではほとんど

影響されない Mn 等の元素含量が低下し、被害はより広範囲に及ぶと推測された。フロー分析に

よりイネ玄米の元素含量低下が元素の吸収と再転流の低下に起因することを見いだすとともに、

再転流を高める染色体領域の導入で元素含量低下を軽減させることができた。 

  

自己評価 

 中課題 

2-(1) 

  ① 

評価ランク コメント  

Ｂ 

紫黒米の原因遺伝子の特定とその利用法を開発し、イネの体内時計

関連遺伝子群の発現パターンをモデル化し20分程度の誤差でサンプリ

ング時間を推定出来ることを明らかにするなど、作物の生産、生理機構

の解明とその利用に向けて、研究は概ね計画通り進捗した。 
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図１ 葉緑体型 PEPC 過剰発現によるイネの生育促進 

非形質転換イネ（NT）と、構成的発現を促すイネ・アクチ

ンプロモーター制御下で葉緑体型 PEPC を過剰発現させた

形質転換イネ（A60）を、３種類の窒素条件下、グロースチ

ャンバー内で育成した。播種後 28 日目（葉齢 8.5～8.8）

の地上部乾物重を示す。*、** は統計的有意差があること

を示す（*P < 0.05、** P < 0.01） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ Kala4 遺伝子の制御配列を利用した紫黒米の作出 

（A）白米「コシヒカリ」と紫黒米「紅血糯」の Kala4 遺伝子近傍の模式図。Kala4 遺伝子自体

は「コシヒカリ」と「紅血糯」でほぼ同じだが、制御領域が異なる。（B）遺伝子導入による「コ

シヒカリ」の紫黒米化。「コシヒカリ」に「紅血糯」の Kala4 遺伝子を導入しても白米のまま

だが（実験 1、3）、Kala4 遺伝子の制御領域を「紅血糯」由来の配列に入れ換えると紫黒米に

なる（実験 2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 体内時計関連遺伝子の環境応答モデルによるサンプリング時刻の推定 

青色の線はモデル構築に用いたデータからの推定時刻（確率密度分布）を、水色の線はモデル構築に

は使用していないサンプルデータからの推定時刻を示す。これらの平均値を推定時刻とすると推定精

度は約 20 分であり、サンプリング時刻、植物の成長ステージ、天候等に関わらず同程度の精度でサン

プリング時刻を推定できる。事後確率密度分布は、遺伝子発現データと対応するサンプリング時刻の

関係をベースに遺伝子発現データのみから推定される時刻を確率として表現したもの。本値が高いと

確率的に尤度が高い（もっともらしい）。左上の枠内は推定に用いた体内時計関連遺伝子群。 
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② 昆虫の発生分化・成長制御機構の解明 

中期計画 

農業生産に関わる重要害虫や有用昆虫の新たな管理技術を開発するため、トビイロウンカ、カ

イコ等について、ゲノムリソース・生体情報を利用して、発生・成長・生殖に関わる遺伝子や、

昆虫ホルモン分子及びその作用発現に関わる遺伝子の同定と機能解析を行い、成長・生殖・休眠

等の制御機構を解明する。さらに、得られた知見を利用し、新規な昆虫制御法の基盤技術を開発

する。また、殺虫剤抵抗性害虫に対抗する技術を開発するために、重要害虫種について抵抗性原

因遺伝子を同定し機能を解析する。 

【研究資源】 研究員数：11.2 人、ポスドク数：3.0 人、研究資金：34.2 百万円 

【論文・特許等】 原著論文：21、IF合計値：64.783、IF平均：3.08、特許：2（出願：1、登録：1） 

(中課題実績) 

１．環境低負荷型の新規昆虫制御剤の開発に資するため、幼若ホルモン(JH)のシグナリング機構及

び生理学的機能の解明を行った。カイコ培養細胞を用いて、JH による蛹化抑制の分子メカニズム

を解析し、JH により誘導された変態抑制因子 Kr-h1 が蛹化決定遺伝子 BR-C の上流配列に直接結

合することで、脱皮ホルモンによる BR-C の転写を抑制することを明らかにした（図１）。 

２．さらに、カイコを用いて JH 生合成酵素 JHAMT 及び JH 受容体 (Met1, Met2)の遺伝子ノックア

ウト個体を作出し、分子遺伝学的な機能解析を行った。その結果、JHAMT 及び Met1 タンパク質の

阻害剤が新規制虫剤の開発ターゲットとして有望であることが示された（図２）。また、従来の

パラダイムを覆し、１〜２齢幼虫において JH は変態抑制に必要ないことを証明した(27 年度主な

研究成果-5)。 

３．ミトコンドリア膜輸送体をターゲットとした新規害虫制御剤を開発するために、S-アデノシル

メチオニンなど４種の膜輸送体遺伝子を約 20 種の昆虫からクローニングし、酵母の機能発現系

へ供した。さらに同系を用いて糸状菌培養液抽出物をスクリーニングし、クヌストモドキとエン

ドウヒゲナガアブラムシのADP/ATP輸送体遺伝子を発現する酵母の生育を阻害する2種の物質を

単離・同定した。 

４．昆虫個体で外来遺伝子を発現させる簡便な技術を開発するために、蛍光タンパク質遺伝子の発

現プラスミドをリポフェクション試薬と混ぜて様々な昆虫に発現させた（図３）。複数種のガで

蛍光タンパク質を発現させることができ、本法は幅広い昆虫種の遺伝子発現に利用できることが

わかった。 

５．トノサマバッタの相変異制御機構を解明するために、コラゾニンをコードする遺伝子を単離し、

RNAi による発現抑制の効果を解析した。本遺伝子の抑制により、相変異の特徴の一つである体色

の黒化が著しく抑制され、形態的な違いも引き起こされることから、コラゾニンが相変異に関わ

る事が明らかになった（図４）。 

６．次世代シークエンサーを用いた連鎖解析によって、P450 の１種 CYP6ER1 がトビイロウンカのイ

ミダクロプリド抵抗性の原因遺伝子であることが裏付けられた。また PCR による簡便な抵抗性遺

伝子診断技術を開発した。 

７．ハチ目昆虫のカブラハバチにおいて、TALEN を用いた遺伝子ノックアウト法を確立し、効率的

な条件を検証して論文化した(27 年度主な研究成果-6)。ゲノム改変による受粉媒介性のハナバチ

類や天敵寄生蜂等に対する新規有用形質の付与への応用が期待される。 

 

自己評価 

 中課題 

2-(1) 

  ② 

評価ランク コメント  

Ａ 

幼若ホルモン（JH）の機能解明を進め、誘導された変態抑制因子が、

蛹化決定遺伝子の転写を抑制すること、また、JH 関連他タンパク質阻

害剤が新規制虫剤の開発ターゲットでゲットとして有望であることを

明らかにするなど、研究は計画以上に進捗した。 
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図１ Kr-h1 による蛹化抑制メカニズム 

幼若ホルモン(JH)により誘導されたKr-h1が、

蛹化決定遺伝子 BR-C の上流に結合し、エクダ

イソン依存的な BR-C の転写を抑制する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 数種のチョウ目昆虫への in vivo リポフェ

クションによる蛍光タンパク質の発現 

A-D)緑色蛍光タンパク質遺伝子 ZsGreen を発

現させて 1〜2週間経った虫。A)オオワタノメ

イガ幼虫、B)ワタノメイガ幼虫、C)イラガの前

蛹（右）と蛹（左）、D)ヒメアトスカシバ幼虫、

E)緑色蛍光タンパク質遺伝子 ZsGreen と赤色

蛍光タンパク質遺伝子 DsRed を任意の割合で

共発現させたウスイロキンノメイガ 

 

 

 

 

 

 

KBS：Kr-h1結合配列 BR-C：蛹化決定因子 

蛹 幼虫  

図２.幼若ホルモン(JH)を作れないカイコと受

容できないカイコ 

JH合成酵素JHAMTをノックアウトしたカイコ

（上段左）と正常なカイコ（上段右）の繭と

蛹。前者は3齢幼虫に達した後に不完全な蛹

変態を起こし、致死する。JH受容体Met1をノ

ックアウトしたカイコ幼虫（下段右）は、正

常型（下段左）と比べて成長が遅れ、最終的

に3齢に脱皮する際に致死する。これらの結

果は、抗幼若ホルモン化合物が昆虫成長制御

剤として有望であることを示す。 

図４ 二本鎖 RNA を注射して暫く飼育した群生相

のトノサマバッタ 

コントロールの dsRNA を注射しても体色に変化

が認められないが（左）、コラゾニン遺伝子を

抑制する dsRNA を注射すると黒色の色素がほぼ

消失したバッタが得られた（右）。 

コラゾニン遺伝子 

抑制区 
コントロール区 

JH 

Kr-h1 

Kr-h1 
エクダイソン依存的誘導 

KBS BR-C 
正常 JHAMT RNAi 

Met1 正常
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③ 家畜の発生分化機構の解明 

中期計画 

家畜等の新たな改良・増殖技術の開発に資するため、ゲノム情報を活用して、ニワトリ、ウシ

等において、生殖系列細胞及び胚とそれらを起源とする多能性幹細胞の発生・分化機構を解明す

るとともに、キメラ・クローン技術等を活用した個体再構築と分化誘導制御の基盤技術を開発す

る。また、ブタにおいて、未成熟生殖細胞の異種間移植、顕微授精と超低温保存法等を組合せ、

生殖細胞の新たな利用・保存技術を開発する。 

【研究資源】 研究員数：10.3 人、ポスドク数：1.4 人、研究資金：33.8 百万円 

【論文・特許等】原著論文：8、IF合計値：12.500、IF平均：1.56、特許：0（出願：0、登録：0） 

(中課題実績) 

１．ウシの生殖細胞を可視化するため、CRISPR/Cas9 アシストによる POU5F1 遺伝子ノックインを実

施した。現在まで 11 株の細胞において設計通りの相同組換えが確認され、ウシ体細胞において

も CRISPR／Cas9 アシストによるノックインが可能であることが示された(図 1A)。しかしながら、

ドナーDNA 中の配列に点突然変異が多く認められ、相同組換え後も繰り返しゲノム修復が行われ

ている可能性が示唆された。変異のほとんどはトランジション変異であったが、赤色蛍光タンパ

ク質(DsRed)の蛍光活性や抗原性の消失を伴う変異も生じていた。アミノ酸変異のないノックイ

ン株について核移植胚を作成したところ、胚盤胞で DsRed が発現していることが確認された(図

1B)。現在、胚盤胞で DsRed の発現が確認されたドナー細胞 2 株について核移植胚を作成し、胎

子の生殖系列細胞における DsRed の特異的発現について検証中である。 

２．これまでに、超低温保存した幼若期のブタ精巣組織をヌードマウスに移植し、精祖細胞から精

子を発生させ、さらに顕微授精により産子を生産する技術を開発した。本年度は、本技術が胎子

期の精巣にも適用可能であることを明らかにした。すなわち、超低温保存した胎子精巣の異種間

移植及び顕微授精を実施したところ、胎齢 30、55 及び 90 日のいずれのブタ胎子精巣からも、移

植後 240 日以降に精子が回収され、顕微授精により受精卵が得られた(図 2)。さらに、この技術

を血友病モデルブタに適用し、胎齢 70-80 日の血友病モデル豚の初代雄クローン胎子の精巣を採

取し、超低温保存した後、異種間移植に供した。移植後 300 から 370 日経過した時点で移植精巣

組織から精子が回収された。回収した精子を、別途準備した成熟卵の細胞質に注入して顕微授精

卵を作製し、発情を同期化した成雌ブタの卵管内に移植中である。 

３．シカによる食害を軽減するための個体数調整を目的として、雄に対して精子等を抗原とした免

疫処置を施すことで生涯避妊効果が持続しうる免疫手法の開発を目指す。前年度開発した免疫賦

活化剤（LPS+71VG）について、雄ラットに抗原接種して末梢血中抗精子抗体価を測定した結果、

LPS+71VG の免疫賦活化効果が確認された(図 3)。また、マウス精子（異種間）の 2回抗原接種及

びラット精子（同種間）の単回抗原接種を行い不妊化の効果を検討した結果、いずれの場合も雄

ラットの不妊化が可能であることが判明した。さらに、前年度精子を接種したヤギについて、定

期的に人工膣を用いて採精し、精液性状及び射出精子数を計測した結果、一部に射出精子量が少

ない傾向が見られた。 

自己評価 

 中課題 

2-(1) 

  ③ 

評価ランク コメント  

Ｂ 

基盤技術の開発としてウシの生殖細胞においてCRISPR/Casを利用し

た遺伝子ノックインに成功した。また、胎子精巣を異種間移植、顕微授

精し受精卵を得ることに成功するなど、研究は概ね計画通り進捗した。
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図１（A） CRISPR/Cas9アシスト

により、生殖細胞特異的に発現す

るPOU5F1(OCT3/4)遺伝子の発現

制御領域に蛍光タンパク質

（DsRed）遺伝子をノックインし

た。緑色蛍光タンパク質(GFP)は

ドナーDNAがゲノムに挿入された

細胞を選別するために標識で、最

終的に個体を生産する場合には

除去する。 

（B） ノックイン細胞を用いて作製

した核移植胚を培養することにより

胚盤胞が得られた。ウシ胚盤胞で

は内部細胞塊と栄養外胚葉の両

方でPOU5F1遺伝子が発現してい

るため、これらのノックイン細胞由

来胚盤胞ではDsRedが発現してい

る。また、この段階ではGFP遺伝

子は除去されていないため、恒常

的にGFPが発現している。 

POU5F1 遺伝子ノックイン細胞由来核移植胚   

GFP 
  DsRed 

  

体外受精対照胚 

CAG -AcGF P-pA

E2 E3 E4E5

E1 E2 E3 E4E5

5’ arm 3’

 

arm

loxP 
CAG-AcGFP-pAD sRe d-pA

loxP

pgk-DTA-pA

E1
t arget

 

si t e 

AT G

AT G

ATG

loxP loxP

ドナーDNA 

POU5F1 遺伝子座

DsR e d -pAノックイン遺 伝 子 座 

図２ 子ブタよりもさらに未発達な胎

子期の精巣でも、超低温保存がで

き、ヌードマウスに異種間移植して

精子を発生させ、これを顕微授精す

ることが可能であることを示した。こ

れは、血友病モデルブタ等の産子を

得ることが困難なブタの系統維持に

有用となる。 

図３ 2週齢及び4週齢で2×107個

のラットあるいはマウス精子を

FCA、71VGあるいはLPS+71VGのい

ずれかをアジュバントとして接

種した各個体の血中抗体価の変

化。横軸は週齢を示す。■は21週

齢までに不妊化、●は繁殖能力が

低下、○は繁殖能力を維持した個

体。無処置雄4匹の抗体価の平均

値に標準誤差の3倍を加えた値を

正常変動範囲として破線で示す。

顕微授精 

異種間移植 

精子回収（ 胎齢3 5 日）  

胎子の次世代生産

胎子精巣 

受精卵移植 超低温保存 

ブタ 胎子 
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④ 家畜の行動・繁殖の制御機構の解明 

中期計画 

家畜のストレス反応軽減技術等の開発に資するため、光や温度、育成環境等の外部要因とスト
レス感受性修飾機構との関連を解明する。 

また、家畜の受胎促進・胎子発育制御技術の開発に資するため、繁殖中枢であるキスペプチン

神経系の生理機能とその調節機構並びに黄体機能調節機構を解明するとともに、妊娠成立に及ぼ

す胎盤特異的タンパク質の機能と胎盤血管の機能調節に関わる分子機構を解明する。 

【研究資源】 研究員数：6.2 人、ポスドク数：0.0 人、研究資金：30.7 百万円 

【論文・特許等】 原著論文：6、IF 合計値：7.901、IF 平均：1.32、特許：2（出願：2、登録：0） 

(中課題実績) 

１．ドーパミン前駆体の投与は暗期の照明曝露による成長ホルモンのピーク出現の遅延には影響を

及ぼさなかったことから、光曝露による成長ホルモン分泌抑制には、ドーパミン系以外の調節機

構が関与していることが示唆された。 

２．母親のグルーミングを代替する子ウシ疑似グルーミング装置は、哺乳ロボット育成牛群でも継

続的に利用され、一時的に牛の行動に影響を及ぼしたが、効果は短期的であった。利用農家への

アンケートの結果、子ウシ疑似グルーミング装置は概ね良好であり、牛は装置をよく利用し、活

発になり、健康になったという印象であった。人に懐くようになったという印象を特に強調され

ていた。 

３．ウシの新たな卵胞発育制御剤の開発のため、ニューロキニン作動薬の血中への単回・持続投

与後の弓状核神経活動の変化を指標に、ニューロキニン B受容体へ最も効果の高い新規化合物

の選定を行った結果、既存化合物 senktide を凌ぐ強力な作用を持つ PEG 修飾体である B21:750

を選定した。（図 1） 

４．片側弓状核の KNDy 神経細胞群にニューロキニンを局所微量投与した際に起こる左右の KNDy 神

経細胞の同調活動は、ニューロキニンが KNDy 神経細胞自身に作用した結果であることを確認し

た。また、ダイノルフィンの KNDy 神経細胞活動抑制作用は、周囲に存在する GABA 含有介在神経

ニューロンを介している可能性を示し（図 2）、キスペプチン神経細胞活動制御機構の解明を進

めた。 

５．妊娠 15 日と 18 日の黄体では、非妊娠黄体と比較してペルオキシソーム増殖因子活性化受容体 

(PPARD) の発現が高く、チトクローム P450c21A2 遺伝子 (CYP21A2) の発現が低いことが明らか

となり、PPARD が黄体細胞と血管内皮細胞の核に、CYP21A2 が黄体細胞の細胞質にそれぞれ局在

することが示されたことから（図 3）、両遺伝子が新たな超早期妊娠診断の指標となり得ること

が示された。 

６．ウシ子宮では着床期前後において血管数及びリンパ管数が増加することを示し、ウシの妊娠

制御メカニズムの解明を進めた。 

７．妊娠期間中の母体末梢血中アドレノメデュリン濃度は妊娠 0 週に対し 37 週（分娩約 2 週前）

で有意な増加が見られ、妊娠末期の血中濃度の増加が分娩の接近と関連しており、分娩兆候の予

察の指標として有効である可能性が示された（図 4）。 

自己評価 

 中課題 

2-(1) 

  ④ 

評価ランク コメント  

Ｂ 

家畜のストレス軽減技術として開発した疑似グルーミング装置は牛

に効果があるものであり、農家において好評であった。また、ニューロ

キニン作動薬として既存作動薬より強力な化合物を選定し、妊娠早期

診断の指標につながる２つの遺伝子を選抜するなど、研究は概ね計画

通り進捗した。 
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図２ 想定される弓状核キスペプチンニューロ

ンにおけるパルス状 LH 分泌制御機構 

ダイノルフィンの KNDy 神経細胞活動抑制作

用は、周囲に存在する GABA 含有介在ニュー

ロンを介している可能性を示した. 

 

図３ ウシ妊娠初期黄体における

PPARDならびにCYP21A2発現の変化。

妊娠15日、18日の黄体では、非妊娠

黄体と比較してPPARD発現が高く、

CYP21A2発現が低かった。PPARDはウ

シ黄体細胞や血管内皮細胞の核に

陽性染色が見られ、CYP21A2は黄体

細胞の細胞質に陽性染色が確認さ

れた。 

図１ Senktide と新規 NKB 受容体作動薬候補化

合物の効果の比較 

血中単回および持続投与において、PEG 修飾体

化合物は senktide より強い効果（単回：効果

の持続時間の延長、持続：MUA ボレー間隔の短

縮）を示したが、より修飾鎖の小さい B21:750

を新規 NKB 受容体作動薬として選定した。 

人
工

授
精
時
の
血
中
濃
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に
対
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相
対
値

妊娠週齢
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＊

図４ 妊娠期間中の母体末梢血中ア

ドレノメデュリン濃度の変化 

妊娠0週に対し37週（分娩約2週

前）で有意な増加が認められた

（＊：p < 0.05）。 
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大課題２-（２） 

「農作物や家畜等の生物機能の高度発揮に向けた生物間相互作用の解明と利用技術の

開発」 

 

大課題の中期目標 

農業生産において生物間相互作用を効果的に利用するための基盤技術の開発に向けて、病原微

生物－作物間の感染応答機構、植物と有用土壌微生物の共生機構、昆虫と微生物等との生物間相

互作用及び家畜の生体防御に関わる分子機構を解明する。さらに、それらを応用した病害虫等の

新たな防除・管理技術の開発を進める。 

 

中課題毎の中期計画 

① 植物病原微生物の感染機構の解明と利用技術の開発 

植物病原微生物の感染機構を解明し、有効かつ持続性の高い環境調和型病害防除技術を開発

するため、植物病原菌の感染過程における病原性因子の機能及び、これらの菌の感染に対して

抵抗性を誘導する化学物質等の特性や作用機構を解明する。また、植物ウイルスの感染・増殖

及びその制御に関わる因子の機能や作用機作を解明する。さらに、得られた知見を活用し、新

規の病害防除技術の開発に取り組む。 

② 作物の感染応答機構の解明と複合病害抵抗性育種素材の開発 

作物の潜在的病害抵抗性等を活用した新たな病害管理技術の確立を目指し、イネいもち病等

の重要病害に対する抵抗性に関わる制御遺伝子等の機能、病害応答に関わるシグナル伝達機構

等の解明を進め、作物の感染応答機構に関する知見を集積するとともに、有用遺伝子素材の探

索を進める。さらに、これらの知見や素材を活用し、遺伝子組換え等により、従来の育種法で

は困難な複合病害抵抗性を有する育種素材の開発を進める。 

③ 植物と有用土壌微生物との共生機構の解明 

窒素肥料等の投入を減じること等により環境と調和した持続型農業を実現するため、有用土

壌微生物と植物との共生の成立及びその維持に関する分子機構を解明する。特に、マメ科植物

の共生変異体等を用いることにより、植物と根粒菌との相互作用に必要な遺伝子の同定・機能

解明や、菌根菌との相互作用に必要な遺伝子の機能解明を進める。 

④ 植物の耐虫性と害虫の加害性の分子機構の解明 

昆虫と植物間の相互作用を利用した耐虫性作物や害虫防除法を開発するため、耐虫性に関わ

る二次代謝物質やタンパク質等の因子、吸汁性昆虫の吸汁成立に関わる因子を明らかにすると

ともに、害虫抵抗性遺伝子の同定を行い、耐虫性の分子機構を解明する。さらに、耐虫性植物

に対する加害性昆虫の種や系統における耐虫性打破機構を解明する。 

⑤ 昆虫に関わる生物間相互作用の解明と利用技術の開発 

昆虫と微生物間及び昆虫間等の相互作用を利用した効率的かつ安定した作物保護・害虫管理

の基盤技術を開発するため、昆虫ウイルスの感染・増殖・媒介、病原微生物に対する宿主昆虫

の抵抗性、共生微生物による宿主昆虫の生殖制御に関わる遺伝子を単離し、分子機構を解明す

る。また、昆虫の行動等に関わる情報化学物質等の因子を解明し、その機能や情報伝達機構を

明らかにする。さらに、土着天敵の有効利用や侵入害虫等による遺伝的撹乱解明のため、天敵

及び害虫等の種や系統関係の解析技術を開発する。 

⑥ 動物の生体防御に関わる分子機構の解明 

家畜における病原体の感染防御等に資するため、動物における病原体の認識や免疫シグナル

応答等の生体防御に関わる細胞・分子機構を解明する。また、生体防御に関わるパターン認識

受容体等の遺伝子多型を解析し、リガンドの認識等との関連を解明する。さらに、生体防御や

病態発生等の解析・評価系として活用できる新規動物細胞株や細胞応答能を有する高次組織培

養モデル系とその利用法の開発を進める。 
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主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

  23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

 原著論文数 92 75 73 56 51 

 IF合計 244.397 263.356 195.815 197.857 134.459 

 総説 11 8 13 21 17 

 国内特許出願・登録 9・5 5・7 6・2 4・8 8・7 

 品種登録出願・登録 0・0 0・0 0・0 0・0 0・0 

 プレスリリース数 0 4 4 5 3 

③  主要なインプット情報 

 投入金額（千円） 602,000 499,400 437,300 351,200 178,000 

 うち交付金  98,500 114,300 104,400  82,300  57,600 

 人員（常勤職員数） 50.85 48.95 48.00 43.80 43.70 

 人員（ポスドク） 29.30 20.40 17.30 13.50  4.80 

 

主な業務実績等・自己評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

＜主な業務実績＞ 

植物病原微生物の感染機構の解明と利用

技術の開発に関しては、アミノ酸であるヒス

チジンが、植物に難防除土壌病害である青枯

病に対する抵抗性を誘導することを見出し

ていたが、その作用については不明であった

ところ、ヒスチジンによって誘導される青枯

病抵抗性にはエチレンのシグナル伝達が関

与することを示唆する結果を得た。トマト黄

化えそウイルス（TSWV）は遺伝子操作実験系

が確立していないが、酵母細胞内で、TSWV ゲ

ノムのうちの 1 分節（S RNA）を複製させる

ことに成功した。 

作物の感染応答機構の解明と複合病害抵

抗性育種素材の開発に関しては、まず感染応

答機構について、低温や高塩濃度などの環境

ストレスがABAシグナルを介してチロシン脱

リン酸化酵素 PTP を活性化し、その結果

WRKY45 の活性化が抑制されることを明らか

にした（平成 27 年 11 月プレスリリース、27

年度主な研究成果）。また、WRKY45 に制御さ

れている転写抑制因子 WRKY62 は、病原体感

染時には、サリチル酸シグナルにより WRKY45

とのヘテロダイマーを形成して病害防御遺

伝子群を活性化し、同時に低酸素応答遺伝子

を抑制する。一方、冠水時（低酸素状態）に

は、WRKY62 ホモダイマーを形成して防御遺伝

子を抑制し、低酸素応答遺伝子を活性化する

ことを明らかにした。複合病害抵抗性育種素

材について、生育阻害を回避するために感染

応答性プロモーターを用いた WRKY45 を発現

評定： Ｂ 

 

＜中期目標に照らし合わせた成果の評価＞ 

植物病原微生物の感染機構の解明と利用技術の

開発に関しては、ヒスチジンが難防除土壌病害で

ある青枯病に対する植物の抵抗性を増強する作用

機作について、エチレンシグナル伝達系を介して

いることが明らかになってきた。このことは、ヒス

チジンの活用法のみならず、これまでに未開発で

あったエチレンシグナル伝達系に作用するプラン

トアクチベーターの新規開発においても有用な知

見を与えるものである。アザミウマによって媒介

される TSWV は、世界中で大きな被害をもたらして

いる重要病原体であるが、遺伝子操作系が確立さ

れておらず、これが研究の進捗を阻んできた。S RNA

を酵母内で複製させることができたことは、TSWV S 

RNA の種々の機能解析が可能となっただけではな

く、全分節を含む遺伝子操作系確立に向けての端

緒が開かれた点で大きな意義がある。 

病害応答に関わるシグナル伝達機構等の解明に

関して、WRKY45 の活性化（リン酸化）を制御して

いる PTP が低温や高塩濃度などの環境ストレス応

答と病害応答のトレードオフに、WRKY62 が病害応

答と無酸素応答とのトレードオフに関与している

ことを明らかにした。将来、遺伝子組換えによりこ

れらのトレードオフを解消すれば病害にも環境に

も強いイネを作ることが出来ると期待され、標的

となる有用遺伝子候補が探索できたと評価でき

る。 

植物と有用土壌微生物との共生機構の解明に関

しては、根粒侵入後の共生菌に対する認識におい

て、新規の分子機構を解明した成果は、効率的な窒
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する飼料イネ（たちすがた）で、白葉枯病抵

抗性の優良候補系統を選抜した。 

植物と有用土壌微生物との共生機構の解

明に関しては、特定の根粒菌株に対して窒素

固定能不全の根粒を着生するミヤコグサの

共生変異体 sym104 の原因遺伝子を同定する

とともに、本遺伝子に対応する根粒菌側の遺

伝子も同定した。さらに、両因子の相互作用

により窒素固定能不全に至る新規の分子機

構を明らかにした。根粒共生による窒素固定

能を示す窒素固定寄与率、菌根菌共生による

宿主植物の収量増収効果を示す菌根菌応答

率について評価方法を検討し、ダイズ品種間

変異を検出可能な方法を確立した。 

植物の耐虫性と害虫の加害性の分子機構

の解明に関しては、トビイロウンカやツマグ

ロヨコバイとイネとの間の加害耐虫機構の

解明を進め、ツマグロヨコバイ唾腺で発現し

ている 29 遺伝子の parental RNAi を行うこ

とにより、発育阻害や致死をもたらす遺伝子

を 2つ見いだした。シュウ酸カルシウム針状

結晶による耐虫物質の相乗的増強効果の解

明では、ヤマノイモ、ヤブガラシ、ノブドウ、

エビヅルの葉から針状結晶を除去した抽出

液中に針状結晶との共存によって相乗的耐

虫効果を発揮する成分が存在することを明

らかにした。 

昆虫に関わる生物間相互作用の解明と利

用技術の開発に関しては、トビイロウンカが

媒介するイネ病原ウイルスであるイネグラ

ッシースタントウイルスのコートタンパク

質とトビイロウンカの細胞質アクチンタン

パク質が結合することをプルダウンアッセ

イ法で確認した。果樹害虫ゴマダラカミキリ

に有効な防除資材としてコンタクトフェロ

モンの可能性を検討し、必須成分と推定され

たゴマダラクトンCの合成に初めて成功する

とともに、ゴマダラクトン Cがメス粗抽出物

に匹敵する高いコンタクトフェロモン活性

を持つことを確認した。土着天敵ヒメハナカ

メムシ 3種について、オクラ真珠体への反応

を分析した結果、真珠体がナミヒメハナカメ

ムシの定着行動を促進することが明らかに

なった。また、ナス露地栽培の圃場試験によ

り、紫色光の LED 照明装置がナミヒメカメム

シの誘引・定着促進効果を持つことを実証し

た（27 年度主な研究成果）。 

動物の生体防御に関わる分子機構の解明

に関しては、マクロファージの特性を維持し

た安定的に増殖するブタ腎臓由来マクロフ

素固定系の利用や他作物への窒素固定系導入につ

ながると期待される。肥料等の低投入による環境

と調和した持続型農業実現のため、有用土壌微生

物との共生をより効率的に行うことができる作物

の作出を目指す共生育種を進めるにあたっては、

共生能に関与する宿主植物側遺伝子を検出するた

めの指標が不可欠である。窒素固定寄与率と菌根

菌応答率についてダイズ品種間差を検出する方法

を確立したことにより、量的遺伝子座の同定に着

手することが可能となった。 

植物の耐虫性と害虫の加害性の分子機構の解明

に関しては、トビイロウンカやツマグロヨコバイ

の吸汁行動に重要な因子の解明が進み、ツマグロ

ヨコバイ唾腺で発現している遺伝子の parental 

RNAi によって見つかった発育阻害や致死をもたら

す遺伝子は、有望な制虫因子となる可能性がある。

シュウ酸カルシウム針状結晶による耐虫物質の相

乗的増強効果については、これまで明らかにした

システインプロテアーゼやキチナーゼ以外に針状

結晶と相乗効果を持つ植物成分が存在する可能性

が示唆され、相乗効果の機構解明につながると期

待される。 

昆虫に関わる生物間相互作用の解明と利用技術

の開発に関しては、トビイロウンカが媒介するイ

ネ病原ウイルスであるイネグラッシースタントウ

イルスとトビイロウンカとの間で相互作用するタ

ンパク質が見つかり、今後媒介環の切断によるウ

イルス病防除技術の開発につながることが期待さ

れる。また、ゴマダラカミキリは幼虫が樹幹を穿孔

加害するため化学的防除が困難な害虫であるが、

合成が難しかったコンタクトフェロモン成分の合

成成功により、防除資材として利用できる可能性

が示された。ヒメハナカメムシ誘引・定着効果が確

認された紫光 LED 照明は、防除資材としての開発

が期待される。 

動物の生体防御に関わる分子機構の解明では、

ブタ腎臓由来マクロファージ細胞株を樹立すると

ともに、単一ドメイン抗体が発現する細胞株を用

いて生体防御に関わるパターン認識受容体による

シグナル伝達系の解析を行った。また、パターン認

識受容体の多型を解析し､リガンド認識能を亢進

させる多型を見いだした。コラーゲンビトリゲル

の課題では、生体と同等の機能をもつ角膜や肝臓

の培養法の開発に成功するとともに、傷跡をほと

んど残さずに治癒できる人工皮膚を開発し、革新

的な再生医療機器の開発が期待されている。 

 

＜開発した技術等の普及状況や普及に向けた取組

＞ 
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ァージ細胞株を樹立しその機能を解析する

ことが可能となった。また、WAS タンパク質

のN末端領域を標的とする単一ドメイン抗体

を細胞内で発現するトランスジェニックマ

ウス骨髄由来マクロファージ不死化細胞株

を用いることにより、Toll 様受容体のシグナ

ル伝達系において WASタンパク質の N末端領

域が重要な役割を果たしていることを明ら

かとした。生体防御に関わるパターン認識受

容体のうち Dectin-1 について遺伝子多型を

解析し、リガンド認識能を亢進させる多型を

見いだした。動物の角膜と同等の透過係数が

得られるコラーゲンビトリゲル膜チャンバ

ーを用いた角膜透過性試験法や肝特異的機

能や形態を迅速に賦活化できる培養法を開

発した。さらに、アテロコラーゲンビトリゲ

ル膜を使用し、動物実験においては傷痕をほ

とんど残さずに治癒できる「ばんそうこう型

人工皮膚」を開発した（平成 27 年 6 月プレ

スリリース、27 年度主な研究成果）。 

 

27 年度の原著論文数は 51、ＩＦの合計は

134.459、国内特許出願 8、登録 7、プレス発表 3件

であった。 

植物病原微生物の感染機構の解明と利用技術の

開発では、防カビ技術及び青枯病に効果のあるプ

ラントアクチベーターの利活用に関して、他機関、

民間との連携の下、実用化に向けた取り組みを進

めている。前者に関しては、民間企業との新規の共

同研究開発もスタートした。 

広範な病害に対する抵抗性遺伝子 BSR1 に関し

て、「広範な病害抵抗性を付与するイネ遺伝子」と

してアメリカで特許が登録された。 

紫光 LED 照明装置によるナミヒメカメムシの誘

引・定着促進効果については、「捕食性カメムシ類

の誘引又は定着法」として特許を出願した。 

コラーゲンビトリゲルの課題については、多く

の大学医学部の臨床医や製薬会社と共同で JST の

START 資金により実用化を目指している。 

 

＜工程表に照らし合わせた進捗状況＞ 

各課題共に順調に成果が得られており、ほぼ計

画通りの進捗状況と判断する。 

 

＜研究開発成果の最大化に向けて＞ 

アグリビジネスフェアにおいて、「植物保護能力

を持つ細菌「―Plant protecting bacteria―」を

発表し、民間企業等との連携に向けての情報発信

に努めた。 

コロンビアにある国際熱帯農業研究センター

CIAT と共同研究を実施し、作出した複合病害抵抗

性素材について、日本では実施が難しい病害自然

発生ほ場における抵抗性の反応を検証している。 

動物の生体防御に関わる分子機構の解明では、

アフィニティーシルク素材の課題については、イ

ンフルエンザウイルスや腫瘍等の検出に活用でき

る技術であり､今後、民間企業との共同研究に発展

する可能性がある。ビトリゲルの課題については、

多くの大学医学部の臨床医や製薬会社と共同研究

を行っており、実用化につながる大型の研究資金

を獲得するとともに、研究成果を広めて研究協力

体制を強化するために新たな研究会を発足させ

た。 

 

以上、研究成果が順調に創出されていることに

加えて、開発した技術の実用化に向けた取り組み

も行われており、概ね計画通りの進捗と評価する。
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① 植物病原微生物の感染機構の解明と利用技術の開発 

中期計画 

植物病原微生物の感染機構を解明し、有効かつ持続性の高い環境調和型病害防除技術を開発す

るため、植物病原菌の感染過程における病原性因子の機能及び、これらの菌の感染に対して抵抗

性を誘導する化学物質等の特性や作用機構を解明する。また、植物ウイルスの感染・増殖及びそ

の制御に関わる因子の機能や作用機作を解明する。さらに、得られた知見を活用し、新規の病害

防除技術の開発に取り組む。 

【研究資源】 研究員数：4.7 人、ポスドク数：1.2 人、研究資金：36.5 百万円 

【論文・特許等】 原著論文：2、IF合計値：9.474、IF平均：4.74、特許：4（出願：2、登録：2） 

(中課題実績) 

１．アミノ酸である L-ヒスチジンを植物に投与すると、難防除土壌病害である青枯病に対する抵抗

性が誘導される。ヒスチジンによる青枯病抵抗性誘導の分子機構を解明すべく、ヒスチジンの下

流で機能する植物因子の同定をマイクロアレイ解析等により試みた。ヒスチジン処理により発現

が上昇する遺伝子群のうち、特に強い発現上昇が見られた遺伝子は植物ホルモンであるエチレン

の生合成や受容などに関わる遺伝子であった。発現誘導と相関して、ヒスチジン処理によるエチ

レンの放出の高まりが認められた。エチレンのシグナル伝達に関わる EIN3 の機能を喪失した植

物変異株では、野生型でみられるヒスチジンによる青枯病抵抗性の誘導が起きなかった（図 1）。

これらの結果から、ヒスチジンによって誘導される青枯病抵抗性には EIN3 に依存的なエチレン

シグナルが関与することが示唆された。 

２．バイオコントロール細菌 Pseudomonas protegens CHA0 株は、二成分制御系 GacS/GacA を介し

たシグナル伝達系の制御のもと、植物保護能力に関わる抗菌性二次代謝産物を産生する。植物保

護能力の向上に向け、当該シグナル伝達系の下流因子を、CHA0 株及びその GacA 欠損変異株（gacA）
を対象としたメタボローム解析により探索した。菌体内における蓄積量に顕著な差の見られた物

質のうち、一次代謝産物 A についてはgacA における蓄積量が高まっていた。本物質の異化に関

わる酵素遺伝子の解析を進めたところ、当該遺伝子の欠損変異株では物質 Aの蓄積量が高まるこ

と、また、当該遺伝子のプロモーター活性はgacA において亢進すること（図２）から、物質 A

の異化には、GacS/GacA を介したシグナル伝達系が正に関与していることが示唆された。 

３．トマト黄化えそウイルス（TSWV）はアザミウマによって媒介され、世界の年間被害額が 10 億米

ドルを超えると推計される重要病原体であるが、遺伝子操作実験ができないために研究が著しく

遅れていた。そこで、TSWV の遺伝子操作実験系の確立を目指して研究を進めた。出芽酵母を用い

て TSWV の RNA ポリメラーゼ、ヌクレオキャプシドタンパク質、及び 3分節からなる TSWV ゲノム

のうちの 1分節（S RNA）を同時に発現させたところ、S RNA の相補鎖が検出された（図３）。RNA

ポリメラーゼの活性中心変異体を発現させたときには相補鎖RNAは検出されなかったこと（図３）

などから、TSWV RNA ポリメラーゼによる S RNA の複製が起きたと考えられた。cDNA より TSWV RNA

の複製を誘導するこの実験系を利用することにより、S RNA に変異を導入し、複製への影響を調

べることなどが可能になった。 

 

  

自己評価 

 中課題 

2-(2) 

  ① 

評価ランク コメント  

Ｂ 

L-ヒスチジンによる青枯病抵抗性誘導にEIN3依存的なエチレンシグ

ナルが関与することを明らかにした。また、バイオコントロール細菌

Pseudomonas protegens CHA0 株における植物保護に関わるとみられる

一次代謝産物 A の機作を解析し、トマト黄化えそウイルスの複製を解

析する手法を確立するなど、研究は概ね計画通り進捗した。 
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図１ エチレンシグナル伝達因子 EIN3 のヒスチジンによる青枯病抵抗性誘導への関与． 

シロイヌナズナ ein3 変異株あるいは野生株に 10 mM L-ヒスチジンを 48 時間処理し、

青枯病菌を接種した。接種後 21 日目の写真を示す。L-ヒスチジンを処理した野生型で

は病徴抑制が見られる一方、ein3 ではそのような抑制は見られない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ Pseudomonas protegens CHA0株における物質A異化酵素遺伝子プロ

モーター活性化へのGacAの関与 

当該遺伝子のプロモーター領域を連結したlacZレポーター遺伝子を用

い、野生株とGacA欠損変異株（gacA）における活性を比較した。変異

株においては、発現が顕著に低下していた。 

 

 

 

 

 
 
 

図３ 出芽酵母における TSWV S RNA の複製 

TSWV S RNAを発現するプラスミドとともにRNAポリメラーゼ（L）及びヌクレオキャプシド

タンパク質（N）を発現するプラスミドを導入した出芽酵母細胞において、発現誘導後1日

目のS RNAの蓄積をノーザン法により検出した。L(SAA)はネガティブコントロールとして

用いた活性中心に変異をもつRNAポリメラーゼである。酵母のRNAポリメラーゼIIによる転

写で合成されたS RNA（cS RNA）はどの条件でも検出されたのに対し、その相補鎖である

複製産物（vS RNA）は、LとNが共存したときにのみ検出された。それぞれのレーンは独立

のコロニー由来の培養サンプルに対応する。 
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② 作物の感染応答機構の解明と複合病害抵抗性育種素材の開発 

中期計画 

作物の潜在的病害抵抗性等を活用した新たな病害管理技術の確立を目指し、イネいもち病等の

重要病害に対する抵抗性に関わる制御遺伝子等の機能、病害応答に関わるシグナル伝達機構等の

解明を進め、作物の感染応答機構に関する知見を集積するとともに、有用遺伝子素材の探索を進

める。さらに、これらの知見や素材を活用し、遺伝子組換え等により、従来の育種法では困難な

複合病害抵抗性を有する育種素材の開発を進める。 

【研究資源】 研究員数：8.4 人、ポスドク数：1.0 人、研究資金：38.5 百万円 

【論文・特許等】 原著論文：13、IF合計値：46.694、IF平均：3.59、特許：2（出願：1、登録：1） 

(中課題実績) 

１．いもち病菌のエフェクタータンパク質に関する知見は極めて限られている。いもち病菌のエ

フェクター遺伝子 RBF は、イネ葉への感染時に発現量が大幅に増加し、感染に必須であること

が明らかになった（図１A）。RBF を破壊したいもち病菌株（rbf）を接種したイネでは、褐変化

物質の蓄積を伴う細胞死が誘導され、菌がほとんど増殖しないことがわかった（図１B）。ま

た、いもち病菌は感染時に Rbf タンパク質を分泌して BIC 構造を作ることでイネの免疫機構を

撹乱し、感染を成立させることがわかった（図１C）。 

２．広範な病害に対する抵抗性遺伝子 BSR1 を過剰発現させたイネは、いもち病及び白葉枯病に極

めて強い抵抗性を示すが、玄米が部分的に褐変し発芽率が低下する不具合が認められていた。こ

の不具合を最小化するため、恒常的低発現プロモーター（OsUbi7）及び感染誘導的プロモーター

（GST,PR1b）を用いて発現させた結果、玄米色が白色でかつ病害抵抗性を保持した系統が得られ

た。これらの系統は籾枯細菌病やごま葉枯病にも抵抗性を示した（図２）。 

３．サリチル酸（SA）経路において WRKY45 に制御されている転写抑制因子 WRKY62 の機能解析の結

果、SA シグナル存在下には、ジテルペン型ファイトアレキシン合成遺伝子群の転写を制御する転

写因子 DPF の遺伝子の転写を WRKY45–WRKY62 ヘテロダイマーとして正に制御すること、また低酸

素条件下では、DPF 遺伝子の転写を負に制御することを明らかにした（図３）。さらに WRKY62 は

低酸素応答遺伝子の発現にも関与しており、低酸素条件では正に、SA シグナル存在下では負に低

酸素応答遺伝子を発現制御していることを見だした（図３）。 

４．BTH などの抵抗性誘導剤は、MAP キナーゼ・カスケードの活性化を経て、WRKY45 をリン酸化に

より活性化し、病害抵抗性を誘導する。また、アブシジン酸（ABA）存在下及び低温条件下では、

MAP キナーゼのチロシン脱リン酸化とともに WRKY45 の活性が低下し、チロシン脱リン酸化酵素遺

伝子（PTP）の抑制によって、これらの条件下での BTH 処理時のいもち病発病が低下する。本年

度、高塩濃度（250 mM NaCl）でも WRKY45 の活性低下によるいもち病亢進及び PTP 抑制によるい

もち病発病抑制効果が観察され、PTP を介した制御が ABA シグナルによって媒介される環境スト

レスに共通であることが示唆された（27 年度主な研究成果-7）。 

５．感染応答性プロモーターを用いた WRKY45 発現による効果的な複合病害抵抗性の発現には、翻

訳エンハンサーの付加による発現タンパク質の増強が必須であることがわかった。また、各種プ

ロモーターの制御下に WRKY45 を発現する飼料イネ（たちすがた）について、生物研隔離ほ場に

て白葉枯病抵抗性及び生育試験を行い、優良候補系統を選抜した。 

 

自己評価 

 中課題 

2-(2) 

  ② 

評価ランク コメント  

Ｂ 

WRKY45 と制御されている転写抑制因子 WRKY62 の各種条件下におけ

る相互的な転写制御機構を明らかにするとともに、WRKY45 を飼料イネ

に導入した組換え体で白葉枯病抵抗性及び生育試験を行い、優良系統

を選抜した。また、病害抵抗性遺伝子 BSR1 の発現を制御するプロモー

ターを変えることにより、玄米品質の劣化が最小化できることを明ら

かにするなど、研究は概ね計画通り進捗した。 
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図１ いもち病菌のエフェクターRBF の機能 

（A）イネ葉身スポット接種 6日後の病徴

（B）いもち菌定量 

WT:野生型、rbf:RBF 破壊いもち病菌株 

（C）イネ葉鞘細胞内の侵入菌糸と BIC 蛍光

観察像 ＊：付着器 

図２ 改変プロモーターを用いて BSR1 を発現さ

せたイネの病害抵抗性 

A.籾枯細菌病（苗腐敗症）抵抗性 B.ごま葉

枯病抵抗性。玄米色が白色で白葉枯病抵抗性

を示すことを確認済の系統を使用。 

図３ WRKY62 による病害応答と低酸素応答の制御 

（上）病原体感染時には、WRKY62 は、WRKY45 とのヘテロダイマーとして防御遺伝子

（PF 等）を活性化し、同時に低酸素応答遺伝子を抑制する。 

（下）冠水時には、WRKY62 は、ホモダイマーとして防御遺伝子を抑制し、低酸素応答

遺伝子を活性化する。Xおよび Yは存在を想定した未知の転写因子。 

A B 

C 
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③ 植物と有用土壌微生物との共生機構の解明 

中期計画 

窒素肥料等の投入を減じること等により環境と調和した持続型農業を実現するため、有用土壌

微生物と植物との共生の成立及びその維持に関する分子機構を解明する。特に、マメ科植物の共

生変異体等を用いることにより、植物と根粒菌との相互作用に必要な遺伝子の同定・機能解明や、

菌根菌との相互作用に必要な遺伝子の機能解明を進める。 

【研究資源】 研究員数：2.9 人、ポスドク数：0.0 人、研究資金：10.4 百万円 

【論文・特許等】 原著論文：0、IF 合計値：0.000、IF 平均：-、特許：0（出願：0、登録：0） 

(中課題実績) 

１．ダイズなどマメ科作物の窒素固定効率の向上や、イネなど非マメ科植物への根粒形成能の付

与には、根粒共生に関与する植物遺伝子を網羅的に同定する必要があり、そのためにマメ科モ

デル植物ミヤコグサの内生レトロトランスポゾンLORE1の転移活性化系統から共生変異系統候補

の選抜を進めてきた。本年度新たに得た5系統を含め、計71系統が選抜され、新規遺伝子の機能

解析への活用が期待される。 

２．マメ科植物と根粒菌の共生窒素固定系においては、共生菌が特定の宿主とのみ共生する宿主

特異性が存在する。特定の根粒菌株に対して窒素固定能不全の根粒を着生するミヤコグサの共

生変異体sym104（図1）の原因遺伝子を同定し、その発現が根粒共生特異的に誘導されることを

明らかにした。さらに、本遺伝子に対応する根粒菌側の遺伝子を同定し、相互作用を解析した

結果、根粒侵入後の共生菌に対する認識において、新規の分子機構が解明された。この成果

は、効率的な窒素固定系の利用や他作物への窒素固定系導入につながると期待される。 

３．菌根菌の宿主侵入過程に関与する遺伝子機能の解明に向け、菌根共生初期から細胞内共生成

立時に発現が誘導される2つの遺伝子（LjMlo及びLjExo70）を新たに同定した。LjMlo遺伝子は

うどんこ病抵抗性遺伝子に、LjExo70遺伝子は細胞内輸送系複合体の構成遺伝子に相同性を示し

た。両遺伝子産物ともに、根の皮層細胞内に形成される共生器官である樹枝状体を取り囲む局

在様式を呈し（図2）、発現様式とあわせ、感染成立から共生成立過程への機能的関与が示唆さ

れた。この成果は、菌根菌の感染受容システムの解明につながると期待される。 

４．肥料等の低投入による環境と調和した持続型農業実現のため、有用土壌微生物との共生をよ

り効率的に行うことができる作物の作出を目指す共生育種を進めるにあたっては、共生能に関

与する宿主植物側遺伝子を検出するための指標が不可欠である。そのため、根粒共生による窒

素固定能を示す「窒素固定寄与率」、菌根菌共生による宿主植物の収量増収効果を示す「菌根

菌応答率」について、評価方法を検討した。「窒素固定寄与率」については、相対ウレイド法

及び15N希釈法により、「菌根菌応答率」については、菌根菌応答率の最大値（Rmax）を選定す

る多段階リン施肥条件下における菌根菌接種・非接種ダイズの栽培試験により、ダイズ品種間

の差が検出できた（図3）。これらの方法を用いることにより、量的遺伝子座の同定に着手する

ことができると考えている。 

 

 

 

自己評価 

 中課題 

2-(2) 

  ③ 

評価ランク コメント  

Ｂ 

窒素固定能不全の根粒を着生するミヤコグサの変異体 sym104 につい

て、原因遺伝子を特定するとともに、根粒侵入後の共生菌に対する新た

な認識機構が解明された。また、菌根共生初期から細胞内共生成立時に

発現が誘導される 2つの遺伝子を同定し、局在、発現様式を解析するな

ど、研究は概ね計画通り進捗した。 
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図１ ミヤコグサ sym104 変異体の菌株による

根粒着生表現型の違い 

MAFF：Mesorhizobium loti MAFF303099株、 

Tono: M. loti Tono株。 

Ａ：野生型及びsym104変異体への根粒菌接種

後の表現型の違い。sym104/Tonoの組み合わせ

で、赤矢尻で示す不完全根粒が着生する。ミヤ

コグサに形成された根粒。Ｂ：野生型/MAFF株、

Ｃ：野生型/Tono株、Ｄ：sym104/MAFF株、Ｅ：

sym104/Tono株では、根粒は小さいまま褐変す

る。 

Ｆ：sym104/Tono根粒は窒素固定（アセチレン

還元）活性不全表現型を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ LjExo70::YFP 融合タンパク質の、皮層細胞内に形成される樹枝状体周辺への局在 

Ａ pUbi-LjExo70::YFP 形質転換根の YFP 蛍光像。 

Ｂ 同領域の明視野像。樹枝状体が複数存在する。 

Ｃ YFP 蛍光は、樹枝状体と重なって観察される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ ダイズ 2品種の菌根菌応答率 

横軸は10aあたりのリン施肥量、縦軸はダイズ1個体あたり着生種子重(g)を示す。接種区及び

非接種区のプロットを元に菌根菌応答率近似曲線を示した。低応答率候補品種cv.1では、菌根

菌接種効果が見られないのに対し、高応答率候補品種cv.2では、リン施肥量29.13kg/10aにおい

て、最大応答率（1個体あたり5.33g種子重増収）が算出された。 
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④ 植物の耐虫性と害虫の加害性の分子機構の解明 

中期計画 

昆虫と植物間の相互作用を利用した耐虫性作物や害虫防除法を開発するため、耐虫性に関わる

二次代謝物質やタンパク質等の因子、吸汁性昆虫の吸汁成立に関わる因子を明らかにするととも

に、害虫抵抗性遺伝子の同定を行い、耐虫性の分子機構を解明する。さらに、耐虫性植物に対す

る加害性昆虫の種や系統における耐虫性打破機構を解明する。 

【研究資源】 研究員数：7.6 人、ポスドク数：1.1 人、研究資金：21.5 百万円 

【論文・特許等】原著論文：14、IF合計値：33.868、IF平均：2.42、特許：1（出願：0、登録：1） 

(中課題実績) 

１．トビイロウンカやツマグロヨコバイとイネとの間の加害・耐虫機構の解明では、吸汁に関する

遺伝子は一生にわたって個体で発現・作用していると考えられ、parental RNAi により孵化時か

ら発現低下していれば、影響が表現型として見えやすくなると期待できる。そこで、ツマグロヨ

コバイの唾腺 RNA-seq 解析により唾腺特異的あるいは唾腺で発現量の高い遺伝子 29 種を単独、

または複数組み合わせて、27 通りの parental RNAi を行った。これらのうち、当代の産卵数が少

なく、孵化した 1 齢幼虫の死亡率も高いといった現象（遺伝子 1）や、産卵された卵が全く孵化

せず、胚致死したと思われる現象（遺伝子 18）が見られた（図 1）。これらは有望な制虫因子の

可能性があり、さらに解析を進める。 

２．シュウ酸カルシウム針状結晶による耐虫物質の相乗的増強効果の解明では、植物から精製した

針状結晶と市販の酵素試薬を用いてきた。今年度は、シュウ酸カルシウムを持つ植物のその他の

成分が針状結晶との共存で耐虫効果を発揮するのかどうかについて検討した。ヤマノイモ、ヤブ

ガラシ、ノブドウ、エビヅルの葉から針状結晶を除去した抽出液を単独、あるいはキウイフルー

ツから調整した針状結晶とともにヒマの葉に塗布し、エリサン孵化幼虫に与えた。1 日後の体重

増加には、それぞれの抽出液とシュウ酸カルシウムの針状結晶の間に顕著な相乗的成長阻害作用

が認められた（表 1）。この結果は、シュウ酸カルシウム針状結晶を含む植物に、針状結晶と共

存することで効果が発揮される耐虫性物質が存在していることを示している。 

３．ダイズが持つハスモンヨトウ抵抗性遺伝子の抵抗性付与機構解明のために、ハスモンヨトウ雌

成虫の産卵選好性の比較を行った。ハスモンヨトウ抵抗性のヒメシラズと感受性の実用品種フク

ユタカの葉に対する産卵では明らかな選好性の違いが見られた（図 2）。 

４．植物の耐虫性機構が害虫の自然界や圃場における多発をどのように抑制しうるかなど、昆虫の

発生量を決定する仕組みも含め、植物、食植者、肉食者間の新しい食物連鎖網の数理モデルを作

出し、それによる予測値と文献などからの実測値を比較した（表２）。その結果、本モデルは森

林やサバンナ生態系における植食動物と肉食動物バイオマスをほぼ正確に予測することができ

た。タンニンやプロテアーゼインヒビターなどによる植物の質的・量的防御の利用法、施肥によ

る害虫の多発、複数の天敵を利用する際の問題点の明確化、炭酸ガス濃度上昇と害虫被害の影響

予測などの農業上の問題解決に多くの示唆を与えるものと考える。 

 

 

 

自己評価 

 中課題 

2-(2) 

  ④ 

評価ランク コメント  

Ｂ 

ツマグロヨコバイの唾腺遺伝子の parental RNAi によって制虫因子

として有望な遺伝子が２つ選抜された。また、シュウ酸カルシウム針状

結晶と共存することで効果が発揮される耐虫性物質が植物に存在して

いることを示す結果が得られた。以上のように、研究は概ね計画通り進

捗した。 
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図１ 唾腺遺伝子の parental RNAi による 1齢幼虫死亡率への影響 
黒点は、dsRNA を注射した１頭のメス親が生んだ１齢幼虫の死亡率を示す（10頭以上の幼
虫が生まれたメス親のみをデータとしている）。遺伝子 1では当代の産卵数減少と孵化し
た 1齢幼虫の死亡率が高い傾向が見られた（赤枠）。遺伝子 18 では胚致死が起きている可
能性が高い。 

 

 
表１ シュウ酸カルシウム針状結晶を持つ植物から針状結晶を除いた葉抽出液と 
シュウ酸カルシウム針状結晶との相乗的耐虫効果 

 葉抽出液のみ(a) 針状結晶と共存(b) 差(b-a) 

水（対照区） 5.1 ± 0.5 4.7 ± 0.4 -0.4 

ヒマ葉抽出液（対照区） 4.8 ± 0.2 4.6 ± 0.5 -0.2 

ヤマノイモ抽出液 4.3 ± 0.3 2.6 ± 0.2 -1.7 

ヤブガラシ抽出液 5.4 ± 0.4 3.5 ± 0.5 -1.9 

ノブドウ抽出液 4.8 ± 0.5 3.7 ± 0.6 -1.1 

エビヅル抽出液 4.8 ± 0.4 4.2 ± 0.4 -0.6 

葉抽出液を単独あるいは針状結晶と同時に塗布したヒマ葉をエリサン孵化幼虫（平均 1.4 
mg）に摂食させた 1日後の体重(mg)（平均±SD）。シュウ酸カルシウム針状結晶はキウイ
フルーツから調製。エリサンの食草であるヒマは針状結晶を持たない。 

 

 

図２ ヒメシラズとフクユタカへの産卵

選好性 
産卵を確認したハスモンヨトウのペア
をヒメシラズとフクユタカの葉を挿し
た容器に入れ、一晩静置。毎日約 1 卵
塊ずつ 5 日間ほど産むので、毎日葉を
取り替えて観察。写真右は 2 日目に葉
裏に産卵された卵塊の様子。ペア#7 は
容器のふたに産卵、#8は産卵せず。#4,6
はヒメシラズにも小さな卵塊を産卵。 
 

 

表２ 植食動物及び肉食動物の現存量を定量的に予測する食物連鎖網数理モデルの確立 

 植食動物バイオマス 

(mg/m2 湿重） 

（消化管内容物を除く） 

肉食動物バイオマス

(mg/m2 湿重） 

植物年間被食率 

(％) 

森林生態系（昆虫-昆虫系、昆虫-鳥系）      

・数理モデルの予測 22.9-119.6 90.6-156.8 1.14- 5.98 

・実測値 31.2-360 20-376 0.14 

サバンナ生態系（ヌー・シマウマーライオン系）      

・数理モデルの予測 7142 26.6 65.2 

・実測値 8532-30481 24.0-33.8 66 (15-95) 

唾腺遺伝子

80 

60 

40 

20 

0 １
齢
幼
虫
の
死
亡
率

 

2 654

100 
％ 

ペア# 1 

ヒメシラズ

フクユタカ

フクユタカヒメシラズ 

→ 

→ 

3

- 99 -



 

 

⑤ 昆虫に関わる生物間相互作用の解明と利用技術の開発 

中期計画 

昆虫と微生物間及び昆虫間等の相互作用を利用した効率的かつ安定した作物保護・害虫管理の

基盤技術を開発するため、昆虫ウイルスの感染・増殖・媒介、病原微生物に対する宿主昆虫の抵

抗性、共生微生物による宿主昆虫の生殖制御に関わる遺伝子を単離し、分子機構を解明する。ま

た、昆虫の行動等に関わる情報化学物質等の因子を解明し、その機能や情報伝達機構を明らかに

する。さらに、土着天敵の有効利用や侵入害虫等による遺伝的撹乱解明のため、天敵及び害虫等

の種や系統関係の解析技術を開発する。 

【研究資源】 研究員数：13.7 人、ポスドク数：0.5 人、研究資金：35.8 百万円 

【論文・特許等】 原著論文：13、IF 合計値：18.046、IF 平均：1.39、特許：3（出願：2、登録：1） 

(中課題実績) 

１．キチョウにおいてはこれまで Z染色体を２本持っている遺伝的なオスが細胞内共生細菌である

ボルバキアによってメス化されていると考えられていたが、Z染色体上の遺伝子の相対的存在量、

及びその遺伝様式を調査した結果、定説に反してそうした個体は Z染色体を 1本しか持たず、基

本的にメス型のゲノムを持っていることが明らかとなった（図１）。 

２．昆虫病原糸状菌に対する抵抗性候補遺伝子をカイコで同定した。さらに TAL エンドヌクレアー

ゼを用いてこの遺伝子に欠失を生じさせたカイコを作出し、糸状菌接種による感受性調査を行っ

たところ、野生型カイコと比較し、有意に感受性が高まることが示された。 

３．トビイロウンカが媒介するイネ病原ウイルスであるイネグラッシースタントウイルスのコート

タンパク質とトビイロウンカの細胞質アクチンタンパク質が結合することをプルダウンアッセ

イ法で確認した。また、別のイネ病原ウイルスであるイネラギッドスタントウイルスの感染量の

増大によって有意に発現量が上昇するトビイロウンカ遺伝子を２種類同定した。 

４．果樹の重要害虫ゴマダラカミキリに有効な防除法を開発するために、防除資材としてコンタク

トフェロモンの可能性を検討した。必須成分と推定されたゴマダラクトン Cの合成に初めて成功

し（図２）、ゴマダラクトン Cにメス粗抽出物に匹敵する高いコンタクトフェロモン活性が確認

された。立体異性体にも同等の活性が認められ、より単純な化学構造の類縁体にも反応する可能

性が示唆された。 

５．土着天敵ヒメハナカメムシ 3種について、オクラ真珠体への反応を分析した結果、ナミヒメハ

ナカメムシの定着行動が真珠体に依存していることが判明した（図３）。コヒメハナカメムシの

性フェロモンの探索を行った結果、成熟メス足跡に含まれるモノアルケンの一種がオスの定着行

動を解発することが判明した。また、ナス露地圃場に 405nm の LED 照明装置を設置して、ナミヒ

メカメムシの光による誘引・定着効果の実証試験を実施した（27 年度主な研究成果-8）。 

６．野外生態系における捕食を介した種間相互作用（食物網）を解明するために、天敵特異的なペ

プチド核酸プローブと昆虫群特異的なユニバーサルプライマーを用いたPCRクランピング法を新

たに開発した。この技術によって、野外採集した捕食性天敵ヒメハナカメムシの中腸に残存する

被捕食昆虫の未消化 DNA を簡便かつ網羅的に増幅することが可能になった。 

自己評価 

 中課題 

2-(2) 

  ⑤ 

評価ランク コメント  

Ｂ 

重要害虫ゴマダラカミキリの防除に資するため、コンタクトフェロ

モンの必須成分と推定されるゴマダラクトン C を合成し、コンタクト

フェロモンとしての活性も確認された。また、ボルバキアによるキチョ

ウのメス化機構を解明し、土着天敵ヒメハナカメムシ類について足跡

フェロモンの同定、LED 照明による誘引・定着効果を実証するなど、研

究は概ね計画通り進捗した。 
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図１ キチョウの正常系統では、カイコ等と同様に雌ヘテロ型の性決定機構を持っている（左）。従来、

ボルバキアの影響でメス化し、メスばかりを産む系統は、遺伝的なオス（ZZ 個体）がメスに性転換され

ていると考えられていたが（中）、本研究により、こうした系統は正常なメスと同様に Z 染色体を 1 本

しか持たないことが明らかとなった。また、こうした系統は抗生物質処理によりオスになることから、

これらの個体のゲノムは基本的にメス型であるが、メス決定機能の欠損をボルバキアが補完していると

考えられる（右）。図中の[X]はメス決定機能が欠損したゲノムセットを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ ゴマダラカミキリ接触フェロモンの効果 

合成フェロモンを塗布したガラスモデルへの雄成

虫の交尾試行率(％)を示した。HC:合成炭化水素８

成分混合、KT：合成ケトン３成分。左側４区は HC,KT

との混合塗布、右側２区は単独塗布。合成フェロモ

ンは混合塗布すると対照区に比べて交尾行動の誘

発作用が認められた。（P<0.05; paired χ 2 test）。 
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図３ 真珠体のナミヒメカメムシ定着作用

葉片上にオクラ真珠体あるいはガラスビ

ーズを乗せて、滞在時間を調査した。 

無処理区に比べて、オクラ真珠体を置い

た葉片には無給餌状態のナミヒメカメム

シが長時間滞在したことから、オクラ真

珠体には誘引・定着作用が認められた。
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⑥ 動物の生体防御に関わる分子機構の解明 

中期計画 

家畜における病原体の感染防御等に資するため、動物における病原体の認識や免疫シグナル応

答等の生体防御に関わる細胞・分子機構を解明する。また、生体防御に関わるパターン認識受容

体等の遺伝子多型を解析し、リガンドの認識等との関連を解明する。さらに、生体防御や病態発

生等の解析・評価系として活用できる新規動物細胞株や細胞応答能を有する高次組織培養モデル

系とその利用法の開発を進める。 

【研究資源】 研究員数：6.4 人、ポスドク数：1.0 人、研究資金：35.3 百万円 

【論文・特許等】 原著論文：10、IF合計値：29.827、IF平均：2.98、特許：5（出願：3、登録：2） 

(中課題実績) 

１．生体防御や病態発生等の解析・評価系として活用できる新規動物細胞株として、ブタ腎臓組織

の初代混合培養系から単離したマクロファージに対して、レンチウイルスベクターを用いた不死

化遺伝子（SV40T 及びブタ TERT の遺伝子）の導入を行い、安定的に増殖する細胞株を樹立した

（図 1A）。この細胞株の集団倍加時間は約 3日であり、マクロファージ特異的抗体により強く染

色された。さらに蛍光ラテックスビーズの貪食、リポポリサッカライド刺激による炎症性サイト

カインの産生・放出などブタ・マクロファージの特性が確認された。 

２．免疫シグナル伝達に重要な役割を果たすアダプター分子 WASP（Wiscott-Aldrich Syndrome 

protein)の機能解明を進めるため、WAS タンパク質の N 末端領域を標的とする単一ドメイン抗体

を細胞内で発現する遺伝子組換えマウスから骨髄由来マクロファージ不死化細胞株を樹立した。

これらの細胞株においては、Toll 様受容体(TLR3，TLR7 及び TLR9)のシグナル伝達機能が阻害さ

れ、炎症性サイトカイン TNFα, IL-1β, IL-6 の産生が大幅に抑制された。マクロファージにお

いて WAS タンパク質の N末端領域が TLR3, TLR7 及び TLR9 のシグナル伝達系において重要な役割

を果たしていることを明らかとした（図 1B）。 

３．生体防御に関わるパターン認識受容体等の遺伝子多型を解析し、リガンドの認識等との関連を

解明するため、真菌由来のβ-グルカンを認識する受容体 Dectin-1 についてブタ（イノシシ）集

団を検索したところ、6箇所のアミノ酸置換を伴う多型を見出した（図 2A）。そのうち分子後半

の炭水化物認識部位内に存在する多型１箇所（L138S）が、一般的な遺伝型の Dectin-1 と比較し

て約 2倍にリガンド認識能を亢進させることを明らかにした（図 2B）。 

４．細胞応答能を有する高次組織培養モデル系として、コラーゲンビトリゲル膜チャンバーを用い

た角膜透過性試験法を検討した。角膜上皮・内皮モデルの上側から化学物質を滴下した後に、下

側への透過量を経時的に測定する基盤技術を開発し、モデル薬剤に対して動物の角膜と同等の透

過係数が得られることを確認した（図3A）。また、ヒト肝がん細胞株HepG2細胞を培養したコラー

ゲンビトリゲル膜チャンバーに、下面を気相とする界面培養を適用することで、肝特異的な機能

や形態を迅速に賦活化できる培養法の開発に成功した（図3B）。さらに、コラーゲンビトリゲル

膜を使用した「ばんそうこう型人工皮膚」を開発した（27年度主な研究成果-9）。動物実験では、

傷痕をほとんど残すことなく治癒されることを確認しており、生体適合性に優れた革新的な再生

医療機器の開発が期待される（佐賀大学、祐徳薬品工業株式会社との共同）。 

 

 

自己評価 

 中課題 

2-(2) 

  ⑥ 

評価ランク コメント  

Ａ 

ブタ腎臓組織から単離したマクロファージに対して、不死化遺伝子

の導入を行い、安定的に増殖する細胞株を樹立した。また、コラーゲン

ビトリゲル膜については、チャンバーを用いた角膜透過性試験法につ

いて基盤技術を開発し、ばんそうこう型人工皮膚を開発し動物実験で

良好な成果が得られるなど、研究は計画以上に進捗した。 
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図１ ブタ腎臓由来マクロファージ不死化細胞株の樹立と特性解析(A)、及びマクロファージシグナル

伝達経路における WASP 分子の役割解明(B) WAS タンパク質の N末端領域が TLR3, TLR7 及び TLR9 のシ

グナル伝達と炎症性サイトカインの産生において重要な役割を果たす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ ブタ集団における Dectin-1 遺伝子の多型とリガンド認識能の関連 

分子の後半部分に見つかった１箇所の多型（L138S）が、一般的な遺伝型の Dectin-1 と比較して

約 2倍にリガンド認識能を亢進させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ コラーゲンビトリゲル膜チャンバー内に作製した角膜上皮・内皮モデルを用いた角膜透過性試験

(A)及び HepG2 細胞の迅速肝機能賦活化培養法(B) 
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３ 新たな生物産業の創出に向けた生物機能の利用技術の開発 

分野（大課題）３ 「新たな生物産業の創出に向けた生物機能の利用技術の開発」 

中期目標 

農業と関連産業との連携等により新たな付加価値を生み出す農業・農村の６次産業化を進める

観点から、バイオテクノロジー等の先端技術を活用して農業生物の潜在力を医療分野などに展開

し、新産業・新需要の創出を推進することが重要である。このような新たな分野を切り開いてい

くためには、新しい技術に対する安全性の確保や国民の理解促進を図りつつ、従来の農業研究の

枠を超えて、医学、薬学、工学などの他分野との融合・連携を図るとともに、民間企業へ円滑に

研究成果を受け渡し、事業化を進める必要がある。 

このため、健康機能性成分や医薬品成分を産生する作物等を開発するとともに、それらの実用

化に向けて有効性や安全性に関する知見を集積する。また、昆虫及び動物を用いた医薬品・医療

用新素材などの有用物質生産技術や高機能絹糸の実用化に向けた大量生産技術、医療用実験動物

等を開発する。さらに、効率的な遺伝子組換え生物の作出に向けて遺伝子ターゲッティング法等

による遺伝子組換え技術の高度化を図るとともに、昆虫の持つ独特の生体防御機構など、農業生

物に特異的で有用な生物機能を解明し、それを利用するための技術を開発する。 

 

中課題毎の中期計画 

① 遺伝子組換え作物の開発技術の高度化とその利用 

遺伝子組換え技術を用い、健康機能性成分や医薬品成分等の有用物質を産生する作物等、植

物・動物・昆虫・微生物が有する機能を利用した新機能作物を開発する。スギ花粉症治療米につ

いては、外部機関と協力して医薬品開発の制度に則った非臨床試験及び臨床試験に取り組み、

ヒトでの安全性に関する知見を集積する。また、有用物質を産生する遺伝子組換え作物の産業

利用に向けて、植物細胞中の有用物質の蓄積量の操作や効率的な精製に必要な技術開発を進め

る。 

② 遺伝子組換えカイコの高度利用技術の開発 

遺伝子組換えカイコの産業利用を進めるため、組換えマーカー及びベクターの開発に加え、

遺伝子ターゲッティング法や部位特異的遺伝子組換え法の開発等により遺伝子組換え技術の高

度化を図るとともに、遺伝子破壊系統等の変異系統を作出し、タンパク質の修飾や生産能向上

等に関わる遺伝子の機能解析を進める。これらを基盤として、ヒト・動物医薬品として活用で

きる有用タンパク質の遺伝子組換えカイコによる生産技術の高度化及び遺伝子組換え高機能シ

ルクの大量生産技術等の開発を行い、外部機関と連携して実用化を進める。 

③ 遺伝子組換え家畜の高度利用技術の開発 

家畜の遺伝子組換え技術とクローン技術の高度化により作出効率の改善を図るとともに、こ

れらの技術を用いて高度免疫不全、癌モデル、血管病態モデル等の遺伝子組換えブタを作出し、

外部機関と連携して、その特性評価を行い、再生医療・生活習慣病研究等への利用を進める。ま

た、遺伝子組換えブタの効率的な維持・保存技術を開発する。 

④ 生物素材の高度利用技術の開発 

シルクタンパク質等を原料としたスポンジ、フィルム、チューブ等を用いて、軟骨再生材料

や創傷被覆材、人工血管等の医療用材料や香粧材料等生活の質的向上を目的とした新素材を開

発する。そのために、原料となるタンパク質の材料化プロセスの開発、物性の解析、生体適合性

の評価を行う。また、遺伝子組換え技術や化学修飾法を利用したシルクタンパク質の改変や新

機能の付与により、高強度高弾性シルク材料、生体親和性を有するシルク材料等を開発する。

⑤ 昆虫特異的な機能の解明と利用技術の開発 

昆虫が様々な環境に適応する過程で獲得した特異機能を発現するペプチドやタンパク質の分

子機構を解明し、その利用技術を開発する。特に、ウイルスや細菌感染に対する免疫応答機構

やその関連分子の作用機構を解明するとともに、昆虫抗菌タンパク質を改変した抗菌性素材等

を開発する。また、ネムリユスリカの極限乾燥耐性に関わる遺伝子機能を解析するとともに、

乾燥ストレスによる生体分子の損傷を修復する分子機構を解明し、その仕組みを利用した生体

成分や細胞の保存技術を開発する。 
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主要な経年データ 

① 主な参考指標情報 

  23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

 原著論文数 51 60 54 44 46 

 IF合計 123.230 189.445 135.061 126.265 186.5 

 総説 15 7 9 11 8 

 国内特許出願・登録 9・6 10・10 11・6 8・4 11・6 

 品種登録出願・登録 0・0 0・0 0・0 0・0 0・0 

 プレスリリース数 1 5 1 6 1 

② 主要なインプット情報 

 投入金額（千円） 464,600 366,300 295,900 321,700 186,500 

 うち交付金  92,600 104,600 101,200  84,700  43,100 

 人員（常勤職員数） 40.57 40.90 38.70 37.50 38.30 

 人員（ポスドク） 15.00 10.50  6.00  7.50  2.90 

 

主な業務実績等・自己評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

＜主な業務実績＞ 

遺伝子組換え作物の開発技術の高度化とその

利用に関しては、まず、スギ花粉症治療米の開発

に関して、治験の実施を目指し、外部機関と協力

して臨床試験実施体制の構築準備を進めるとと

もに、治験薬製造に向け、農林水産大臣・環境大

臣に、スギ花粉症治療イネの第一種使用規程の

承認申請を行った。総合検討会での検討が終わ

り、パブコメにかけられている。生物研で定めた

栽培管理の自主基準（NIAS-GMFP）に従って、ス

ギ花粉症治療米を生物研隔離ほ場で栽培し、約 

300 kg（粗もみ重）のコメを収穫した。有用物質

を産生する作物の開発に関しては、ヒトインタ

ーロイキン-10（hIL-10） 発現米をモデルマウス

に投与して生理活性が確認され、経口投与によ

る腸炎治療の可能性が示された。有用組換えタ

ンパク質をより安定的にコメに高集積させるた

め、小胞体ストレス応答機構の解析を進め、２種

類の mRNA の分解経路を明らかにした（27 年度主

な研究成果）。コガネムシ幼虫に効果がある土壌

細菌由来の殺虫タンパク質 Cry43Aa1を葉緑体で

発現させたタバコを用いて隔離ほ場栽培実験を

行い、実用化に向けて栽培コストを算出した。 

遺伝子組換えカイコの高度利用技術の開発に

関しては、まず、遺伝子組換え技術の高度化に関

して、転写活性化因子 TALE アクチベーターを用

いたバイナリー発現系のベクター開発に成功

し、組換えタンパク質発現量が従来の発現系に

比べて最大 12 倍に向上した。抗休眠ホルモン抗

体を蛹に投与することで、実用品種で安定的な

卵非休眠化の誘導と高い卵孵化率を得ることに

成功し、実用品種での遺伝子組換え効率が実用

評定： Ａ 

 

＜中期目標に照らし合わせた成果の評価＞ 

スギ花粉症治療米の開発に関しては、臨床試験実

施体制の構築準備を進めるとともに、治験薬製造に

向け、スギ花粉症治療米の医薬品としての実用化の

道筋を明らかにして農林水産大臣・環境大臣にスギ

花粉症治療イネの第一種使用等規程の承認申請を行

い、総合検討会を通ったことは評価できる。有用物

質生産技術に関しては、小胞体ストレス応答機構の

解明、シグナル伝達因子の同定が進んでおり、今年

度の計画は予定通り進捗した。 

①遺伝子組換えカイコの開発技術の高度化では、

TALE アクチベーターによる発現量向上や抗休眠ホ

ルモン抗体の利用による実用品種の組換え効率の飛

躍的な向上等、②遺伝子機能解析では、絹タンパク

遺伝子の発現制御メカニズムの解明等、③医薬品開

発では、動脈硬化や糖尿病の検出キットに使われる

試薬の発現等、④遺伝子組換え高機能シルクの実用

化では、群馬県のパイロット施設で組換えカイコの

第一種使用等飼育試験開始、新たに 3種類の組換え

カイコで第一種使用等規程承認申請等、今年も基礎

から実用化まで計画を上回るめざましい成果を上げ

た。予算についても、複数の企業と共同研究契約を

結び研究資金を獲得している。その他、組換えシル

クの実用化に向けた取り組み、日本育種学会賞の受

賞、昨年度のヒカリ展に続き、今年度は、グッチ新

宿店でのスプツニ子!展や農林水産省消費者の部屋

での特別展示、各種メディアへの出演等、積極的な

情報発信は高く評価できる。 

遺伝子組換え家畜の高度利用技術の開発に関して

は、外部機関と共同で医用モデルブタとしての実績

が蓄積され始めたので、その成果をアピールするこ

とで今後の展開が期待できる。そのためにはミニブ
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レベルにまで上がった。生産能向上に関わる遺

伝子の機能解析において、カイコの中部絹糸腺

と後部絹糸腺でそれぞれ主要な絹タンパク質遺

伝子の発現制御に機能している転写因子を同定

した（27 年度主な研究成果）。遺伝子組換えカ

イコによる有用タンパク質生産では、動脈硬化

や糖尿病血管障害の検出に用いる受容体タンパ

ク質をカイコで発現させ、簡便な検出法の開発

に貢献した。遺伝子組換えカイコ（緑色蛍光絹

糸）の第一種使用等での飼育実験を、群馬県研究

施設内の隔離飼育区画で、より養蚕農家に近い

環境及び方法で実施し、成育や行動の特性評価

を行い、生物多様性影響評価等のデータを収集

した。生物研では、新たに橙色蛍光タンパク質含

有絹糸を生産するカイコ等の３種類の遺伝子組

換えシルク系統について、第一種使用規程の承

認申請を行った。 

遺伝子組換え家畜の高度利用技術の開発に関

しては、まず、遺伝子組換えブタの作出に関し

て、高度免疫不全ブタを用いて外部機関と共同

で担がんモデルの開発を行った。遺伝子組換え

ブタの効率的な維持・保存技術を開発するため、

顕微授精や体細胞核移植などの発生工学手法で

卵活性化因子として同定されたブタ PLCζ の機

能解析を行った。遺伝子組換えブタの生活習慣

病研究への利用を進めるため、高脂血症/動脈硬

化症モデルブタをミニブタ化し系統造成を行っ

た。 

生物素材の高度利用技術の開発に関しては、

まず、生活の質的向上を目的とした新素材の開

発に関して、昨年度作出したクモ糸シルクの性

能向上に向け、導入したクモ糸遺伝子をホモ化

した系統を樹立することで、クモ糸タンパク質

の含有量が向上した系統を作出することに成功

した。材料化プロセスの開発、物性の解析に関し

て、医療用途に適したフィブロイン原料として、

エンドトキシンの混入を遮断したプロセスで高

純度フィブロインフィルムを作製する技術を開

発した。従来のフィルムとは物性も異なってお

り、構造解析の結果からβシート構造の形成が

起因していることを明らかにした。ホーネット

シルクゲルフィルムの高次構造の精密解析を行

い、高い周期性を持つコイルドコイル構造の形

成が優れた物性発現に関わっていることを明ら

かにした。遺伝子組換え技術や化学修飾法を利

用したシルクタンパク質の改変や新機能の付与

に関して、単分子抗体(scFv)を融合したアフィ

ニティーシルクの抗体の種類を増やすととも

に、ELISA に適用した際のバックグランドを実用

化レベルまで抑えることに成功した。また、アジ

ド基をもつ非天然アミノ酸（AzPhe）を導入した

シルクを生産し、糸・フィルム・スポンジの 3つ

の材料形態へ加工した。いずれの材料形態にお

タ化が重要であり、埼玉県や茨城県と共同でミニブ

タ系統の造成が進んでいることは評価できる。計画

はほぼ予定通り進捗した。 

昨年大きな反響を呼んだクモ糸シルクについて

は、今年度クモ糸成分を増加させたり、高強度品種

へ導入したりしてさらに発展させている。材料化プ

ロセスの開発、物性の解析に力を入れ、アジド基を

もつ非天然アミノ酸導入シルクの材料化やホーネッ

トシルクの機能性の特徴が物性である程度説明でき

るようになったことは応用に向けても貴重な情報で

ある。計画を上回る進捗であった。SATREPS（地球規

模課題対応国際科学技術協力プログラム）と ImPACT

（革新的研究開発推進プログラム）に採択されたこ

とや実用化に向けた企業との共同研究、貞明皇后記

念蚕糸科学賞の受賞、シンポジウム、講演会、各種

メディアへの出演による広報活動等、積極的な情報

発信は高く評価できる。 

昆虫特異的な機能の解明と利用技術の開発に関し

ては、カイコ独特のフラボノイド代謝を明らかにし、

その活用方法を開発した。組換えカイコ由来のウシ

GM-CSF が、乾乳期の投与でも効果が認められ、また

バキュロウイルス発現系由来のものより効果が高い

ことも分かり、企業が関心を示していることは実用

化に向けて期待が持てる。懸案であったナイジェリ

アとネムリユスリカの MTA を締結したことで、研究

にも弾みが付くと良い。順調に進捗した。 

 

＜開発した技術等の普及状況や普及に向けた取組＞ 

スギ花粉症治療米に関して、医薬品としての実用

化の道筋を明らかにして農林水産大臣・環境大臣に

スギ花粉症治療イネの第一種使用規程の承認申請を

行い、総合検討会を通った。 

遺伝子組換え高機能シルクの実用化では、群馬県

のパイロット施設で組換えカイコの第一種使用等飼

育試験を開始し、そこで生産されたシルクについて

多くの企業から試作品生産の申込みがある。また、

新たに 3 種類の組換えカイコで第一種使用規程承認

申請を行った。さらに、遺伝子組換えカイコの作成

に関しても、オープンラボで多くの企業からの要望

に応えている。 

シルク化粧品の開発では、フィブロイン溶液の製

造技術を民間企業に技術移転してホーネットシルク

の爪美容液を開発し、早期の上市化を見込んでいる。

遺伝子組換えカイコで調製したウシ由来顆粒球マ

クロファージ・コロニー刺激因子（boGM-CSF）につ

いては、既存のバキュロウイルス発現系で調製した

組換え boGM-CSF より高い治療効果を示したため、動

物医薬品企業が関心を示し、共同で開発を進めてい

る。 
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いても、アジド基選択的にクリック反応が進行

することを明らかにした。 

昆虫特異的な機能の解明と利用技術の開発に

関しては、まず、特異機能を発現するペプチドや

タンパク質の利用技術の開発に関して、緑色繭

を作るカイコ品種でフラボノイドの代謝や組成

を制御する遺伝子の解析を行うとともに、従来

の系統より４倍以上のフラボノイドを含み、抽

出・精製効率の高いカイコ系統を作出すること

に成功した。遺伝子組換えカイコ発現系にて大

量調製を行ったウシ由来顆粒球マクロファー

ジ・コロニー刺激因子（boGM-CSF）の乳房炎自然

感染牛に対する有効性を関係機関と共同で解析

したところ、バキュロウイルス発現系で調製し

た組換え boGM-CSF より高い治療効果を示した。

シルク結合ペプチドによって表層にシロアリ由

来セルラーゼを固定化したシルクのセルラーゼ

活性を評価し、セルラーゼ固定化シルクリアク

ターは、可溶性セルロースの連続分解が可能な

ことが示された。ネムリユスリカの極限乾燥耐

性に関わる遺伝子機能の解析に関して、強い遺

伝子誘導活性を示す Scaf121 プロモーターを単

離し、その遺伝子機能解析ツールとしての有用

性を確認した。また、LEA タンパク質が乾燥過程

において生体分子の凝集による変性を妨げる機

能を有することを見出した。 

 

 

＜工程表に照らし合わせた進捗状況＞ 

遺伝子組換えカイコに関しては、基盤技術開発、

遺伝子機能解析、医薬品等の開発、組換えシルクの

実用化、新機能素材開発のいずれにおいても計画以

上に進展した。その他の課題についても順調に進捗

した。 

 

＜研究開発成果の最大化に向けて＞ 

人材育成が順調に進んでおり、今年度は若手研究

者が、NIAS 研究奨励賞や日本シルク学会研究奨励賞

を受賞している。また、遺伝子組換えカイコユニッ

トや新機能素材ユニットでは、大学や企業と多くの

共同研究を行い、研究成果の実用化に向けて技術支

援や技術移転を精力的に行った。医用モデルブタユ

ニットでは、作出した医用モデルブタを医学部の先

生方に提供し、ガンや生活習慣病等の治療法の開発

や病態解析に活用されている。また、センター内、

あるいは他のセンター、領域のユニットとの連携・

協力関係も深化し、ユニットを跨いだ成果が増えて

きた。 

 

以上、全体としては計画を上回る成果を上げてお

り、評価をＡとする。 
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① 遺伝子組換え作物の開発技術の高度化とその利用 

中期計画 

遺伝子組換え技術を用い、健康機能性成分や医薬品成分等の有用物質を産生する作物等、植物・

動物・昆虫・微生物が有する機能を利用した新機能作物を開発する。スギ花粉症治療米について

は、外部機関と協力して医薬品開発の制度に則った非臨床試験及び臨床試験に取り組み、ヒトで

の安全性に関する知見を集積する。また、有用物質を産生する遺伝子組換え作物の産業利用に向

けて、植物細胞中の有用物質の蓄積量の操作や効率的な精製に必要な技術開発を進める。 

【研究資源】 研究員数：4.7 人、ポスドク数：1.4 人、研究資金：37.6 百万円 

【論文・特許等】 原著論文：8、IF合計値：27.219、IF平均：3.40、特許：1（出願：0、登録：1） 

(中課題実績) 

１．スギ花粉症治療米の開発に関しては、治験の実施を目指し、外部機関と協力し、臨床試験実施

体制の構築準備を進めた。また治験薬製造に向け、スギ花粉症治療米の実用化時の栽培管理体制

等を明確にした後、農林水産大臣・環境大臣に、スギ花粉症治療イネの第一種等使用等規程の承

認を申請した。策定した農業生物資源研究所の定めた栽培自主基準 (NIAS-GMFP) に従って、生

物研隔離ほ場での野外栽培を管理し、前臨床試験等で用いる試料として、約 300 kg (粗もみ重) 

のスギ花粉症治療米を収穫した。 

２．in vitro にて生理活性保持が示唆された、RSIS 活用型ヒトインターロイキン-10 (hIL-10)発

現イネ種子について、腸炎発症型 IL-10 KO マウスへの経口投与試験を実施して、in vivo での 

hIL-10 種子の生理活性を明らかにするとともに、hIL-10 種子の経口投与により、従来困難とさ

れてきた腸炎治療の可能性を示した (図１)。 

３．有用組換えタンパク質をより安定的に高集積させるため、組換えタンパク質の細胞内輸送時の

通り道となる小胞体におけるストレス応答 (小胞体ストレス応答)に関する研究を進めた結果、

イネ小胞体ストレス応答関連遺伝子発現誘導には、IRE1/OsbZIP50 を介する経路と S1P、

S2P/OsbZIP39、OsbZIP60 を介する経路があり、①IRE1/OsbZIP50 依存的に発現する遺伝子群、

②S1P、S2P/OsbZIP39、OsbZIP6 依存的に発現する遺伝子群、③両方の経路により、冗長的に発現

する遺伝子群に分類されることを明らかにした（図２、27 年度主な研究成果-10）。また IRE1 タ

ンパク質において、小胞体ストレスが強まった際、一部の分泌タンパク質や種子貯蔵タンパク質

遺伝子の mRNA を分解する機能 (RIDD)を有することを示した。 

４．Paenibacillus popilliae Semadara 株由来の殺虫タンパク質を過剰発現する葉緑体形質転換タ

バコを作出し、蓄積量、殺虫効果を確認した。その後、第一種使用等の承認を得て隔離ほ場栽培

を行い、特性調査を実施した（図３）。葉緑体形質転換タバコでは初期生育の遅れが確認された

が、最終的なバイオマス量は非形質転換体と差が見られなかった。また、生産された Cry43Aa1 タ

ンパク質量に関するデータを得、実用化に向けたコスト計算を実施した。 

 

 

 

  

自己評価 

 中課題 

  3- 

  ① 

評価ランク コメント  

Ｂ 

スギ花粉症治療米の開発に関して、スギ花粉症治療イネの第一種使

用規程の承認を申請するとともに、前臨床試験等で用いる試料として、

約 300 kg（粗もみ重）のスギ花粉症治療米を収穫した。殺虫タンパク

質を過剰発現する葉緑体形質転換タバコを作出し、第一種使用等の承

認を得て隔離ほ場栽培を行い、特性調査を実施するなど計画は概ね計

画通り進捗した。 
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図 1 hIL-10 種子の経口投与によるマウス腸炎の治療効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 イネ小胞体ストレス応答機構 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 Cry43Aa1 発現葉緑体形質転換タバコの作出と特性調査 
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② 遺伝子組換えカイコの高度利用技術の開発 

中期計画 

遺伝子組換えカイコの産業利用を進めるため、組換えマーカー及びベクターの開発に加え、遺

伝子ターゲッティング法や部位特異的遺伝子組換え法の開発等により遺伝子組換え技術の高度

化を図るとともに、遺伝子破壊系統等の変異系統を作出し、タンパク質の修飾や生産能向上等に

関わる遺伝子の機能解析を進める。これらを基盤として、ヒト・動物医薬品として活用できる有

用タンパク質の遺伝子組換えカイコによる生産技術の高度化及び遺伝子組換え高機能シルクの

大量生産技術等の開発を行い、外部機関と連携して実用化を進める。 

【研究資源】 研究員数：12.9 人、ポスドク数：0.1 人、研究資金：77.9 百万円 

【論文・特許等】 原著論文：19、IF合計値：67.719、IF平均：3.56、特許：11（出願：8、登録：3） 

(中課題実績) 

１．DNA 結合部位を設計可能な転写活性化因子 TALE アクチベーターを用いたバイナリー発現系のベ

クター開発に成功した（図１）。従来の発現系で問題だった細胞毒性が回避され、組換えタンパ

ク質発現量は最大 12 倍となった。また、DNA 結合部位を変えることで組織別に異なるバイナリー

発現系の構築が可能であり、今後、有用遺伝子の組織別発現への利用が期待される。 

２．農家で飼育可能な実用品種での直接かつ効率的な遺伝子組換え法を開発した。実用品種は通常

年一化性（休眠卵）であり、遺伝子組換えを行う際には、卵を非休眠化する必要があるが、従来

法では低効率であった。今回、抗休眠ホルモン抗体を蛹に投与することで、安定的な卵非休眠化

の誘導と高い卵孵化率を得ることに成功した。この方法により、実用品種を直接遺伝子組換えす

ることが容易となり、遺伝子組換え系統の育種期間を数世代短縮できる。 

３．絹タンパク質の生産能向上に関わる遺伝子の機能解析において、カイコの中部絹糸腺では転写

因子 Antennapedia が、後部絹糸腺では転写因子 Arrowhead が、それぞれ主要な絹タンパク質遺

伝子の発現制御に機能していることを明らかにした（図２、27 年度主な研究成果-11）。これら

の転写因子を強制的に働かせることで、有用タンパク質や遺伝子組換え高機能シルクの生産量の

向上が期待できる。 

４．遺伝子組換えカイコによる有用タンパク質生産では、産学官連携で様々なタンパク質の生産・

評価・利用法の開発が進んだ。例えば、動脈硬化に関わる酸化 LDL や糖尿病血管障害を起こす終

末糖化産物の受容体タンパク質をカイコで発現させ、受容体を用いた簡便な検出法が開発された。

機能性食品の動脈硬化や糖尿病血管障害の予防効果の評価等への利用が可能である。 

５．遺伝子組換えカイコの第一種使用等（拡散防止措置を執らずに行う使用等）での飼育実験を群

馬県で開始した。緑色蛍光タンパク質含有絹糸を生産するカイコについて、生物研で昨年に続き

飼育実験を行うとともに、群馬県研究施設の隔離飼育区画（図３）で、より養蚕農家に近い環境

及び方法での飼育実験を開始し、生育や行動の特性評価を行い、生物多様性影響評価等のデータ

を収集した。モニタリングでは、カイコと近縁野生種クワコとの交雑個体は見つからなかった。

遺伝子組換えシルクの大量生産体制の確保と商品化の実現が期待される。 

６．新たに橙色蛍光タンパク質含有絹糸を生産するカイコ等の３種類の遺伝子組換えシルク系統に

ついて、第一種使用等規程の承認申請を行った。数年内に養蚕農家での遺伝子組換えカイコの飼

育が開始され、各種高機能シルクの生産と商品化の拡大につながることが期待される。 

自己評価 

 中課題 

  3- 

  ② 

評価ランク コメント  

Ｓ 

TALE アクチベーターを用いた高発現、組織特異的ベクター、農家で

飼育可能な実用品種での遺伝子組み換え法を開発した。また、群馬県で

組換えカイコの第一種使用等を開始するなど、基礎から実用化までの

幅広い分野で、研究は予定以上の大きな進捗が見られた。 
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図１ DNA 結合部位を設計可能な転写活性化因子 TALE アクチベーター（左）及びそれを用いたバイナ

リー発現系(TALE アクチベーター/UAS 系）での EGFP タンパク質発現例（右） 

DNA 結合ドメイン TALE に転写活性化因子をつないだ TALE アクチベーターで UAS 配列下流の遺伝子

の発現を増幅させる系。従来の GAL4/UAS 系では、転写活性化因子 GAL4 の UAS 配列の結合特異性が

弱く（UAS 配列の青字配列にのみ結合）、非特異的な遺伝子発現誘導による細胞毒性も見られた。

TALE アクチベーターは UAS 配列結合特異性が高く、細胞毒性が回避され、UAS 下流遺伝子の発現量

も大幅に上昇した。 

 

 
図２ 絹糸腺での転写因子 Antennapedia(Antp)及び Arrowhead(Awh)の働きを示した模式図（左）及び

Antp の強制発現による fhxh4 遺伝子の発現誘導の結果（右）。 

今回の解析により、Antp は中部絹糸腺で、Awh は後部絹糸腺でそれぞれ複数の主要な絹タンパク質

遺伝子の発現を誘導していることが明らかになった。検証において、中部絹糸腺でのみ発現する

Antp を後部絹糸腺で強制発現した結果、本来は中部絹糸腺でのみ発現する fhxh4 遺伝子（黄色矢

印）を、後部絹糸腺で発現させることに成功した（赤色矢印）。 

 

図３ 養蚕農家に比較的近い環境及び方法での第一種使用等による遺伝子組換えカイコの飼育実験を行

った群馬県研究施設内の隔離飼育区画。 

群馬県蚕糸技術センター内の隔離飼育区画内のパイプハウス蚕室及びプレハブ蚕室において、各

蚕室 60,000 頭ずつの飼育実験を２回実施した。桑の枝等の飼育残渣は、残渣処理室で粉砕処理を

行った。また、クワコとの交雑の有無をモニタリングするためのクワコのオス成虫採集用のフェ

ロモントラップが設置され、クワコが採集されたが、カイコとの交雑個体は見られなかった。 
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③ 遺伝子組換え家畜の高度利用技術の開発 

中期計画 

家畜の遺伝子組換え技術とクローン技術の高度化により作出効率の改善を図るとともに、これ

らの技術を用いて高度免疫不全、癌モデル、血管病態モデル等の遺伝子組換えブタを作出し、外

部機関と連携して、その特性評価を行い、再生医療・生活習慣病研究等への利用を進める。また、

遺伝子組換えブタの効率的な維持・保存技術を開発する。 

【研究資源】 研究員数：3.9 人、ポスドク数：0.0 人、研究資金：10.6 百万円 

【論文・特許等】 原著論文：1、IF合計値：1.798、IF平均：1.80、特許：1（出願：0、登録：1） 

(中課題実績) 

１．高脂血症/動脈硬化症モデルブタのミニブタ化について、家畜改良センターが開発したミニブ

タ（サクラコユキ）と LDLR-KO ブタを交配し、埼玉県と茨城県で系統造成を行っている。今年度、

戻し交配による 4代目の産子を得た。これらを交配し、産子が得られれば当初の計画が完了する

見込みである（図１）。引き続き、形質(病態及び矮小性)の固定を行うとともに生産を進め、ミ

ニブタ化されたモデルブタの評価を行う。新規の共同研究先(または顧客)を開拓し、民間での生

産販売も検討する。また特許許諾によるライセンス収入を目指す。 

２．ブタの精子幹細胞の系譜・機能を解明することで、精子幹細胞の活用、特に遺伝子組換え個体

作出の新しい方法の開発が可能となる。出生直後から，造精がみられる成熟精巣まで，ブタにお

いては PGP9.5 が一貫して gonocytes / spermatogonia のマーカーとなることを発見した。さら

に Percoll 密度勾配遠心分離を行い、さらに Differential Plating での浮遊細胞を回収するこ

とで、PGP9.5 陽性細胞の濃縮に成功した（図２）。この方法でブタ精子幹細胞を効率よく回収で

きることが明らかとなった。 

３．顕微授精や体細胞核移植などの発生工学の手法において、卵の活性化の効率化が望まれている。

PLCζは精子細胞質に存在し、マウスなど他のほ乳類では卵活性化因子として同定されている。

昨年度、クローニングに成功したブタ PLCζの機能解析を行った。濃度依存的な活性化能（正常

前核形成能及び胚盤胞形成率）が見られ、この遺伝子が卵活性化能を有することが明らかとなっ

た（図３）。 

４．高度免疫不全ブタの開発は、ヒトの幹細胞の移植を可能とし、ブタ体内にてヒト型臓器が構築

できる可能性を持つ。今年度は、外部機関と共同して担がんモデルの開発を開始した。まず、免

疫不全ブタへがん細胞を皮下注入することでがん細胞の生着を確認し、次に肝臓にがん細胞をエ

コーガイド下で穿刺注入した場合も、がん細胞の生着が確認できた。 

 

  

自己評価 

 中課題 

  3- 

  ③ 

評価ランク コメント  

Ｂ 

高脂血症/動脈硬化症モデルブタのミニブタ化については、ミニブタ

と交配し、戻し交雑により 4 代目の産子を得た。高度免疫不全ブタに

関しては、免疫不全ブタへがん細胞を皮下注入し、あるいは肝臓にエコ

ーガイド下で穿刺注入した後、注入したがん細胞の生着を確認するな

ど、研究は概ね計画通り進捗した。 
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図１ モデルブタのミニブタ化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 新規マーカーPGP9.5 によるブタ精子幹細胞の回収法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ ブタ PLCζ機能解析 
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④ 生物素材の高度利用技術の開発 

中期計画 

シルクタンパク質等を原料としたスポンジ、フィルム、チューブ等を用い、軟骨再生材料や創

傷被覆材、人工血管等の医療用材料や香粧材料等生活の質的向上を目的とした新素材を開発す

る。そのために、原料となるタンパク質の材料化プロセスの開発、物性の解析、生体適合性の評

価を行う。また、遺伝子組換え技術や化学修飾法を利用したシルクタンパク質の改変や新機能の

付与により、高強度高弾性シルク材料、生体親和性を有するシルク材料等を開発する。 

【研究資源】 研究員数：8.3 人、ポスドク数：0.4 人、研究資金：35.1 百万円 

【論文・特許等】 原著論文：11、IF合計値：29.148、IF平均：2.65、特許：4（出願：3、登録：1） 

(中課題実績) 

１．オニグモ牽引糸タンパク質を発現する2つの遺伝子組換えカイコ系統（中KH29c,中KH30c）の交

配F1（中KH29x30c）が持つ導入遺伝子（全てヘテロ）をホモ化した系統を樹立することで、クモ

糸タンパク質の発現量が向上した系統を作出することに成功した（図１）。中KH29x30cのsib交配

を13世代繰り返すことでクモ糸遺伝子が4座でホモ挿入された系統が樹立できた。 

２．ゲノム編集によるシルク改変の可能性を実証するために、フィブロインH鎖遺伝子の反復領域

を短縮したカイコ系統を作製し、分子量が野生型の約6分の1のフィブロインH鎖タンパク質から

なる繊維を吐糸することを確認した。物性測定及び構造解析の結果、脆く切れやすい物性の原因

が結晶構造の乱れにあることが示唆された（図２）。 

３．遺伝子組換えカイコ技術を利用して、絹タンパク質に直接抗体分子を融合・発現させ、抗体が

持つ特異的な結合活性を有する新しいバイオ担体“アフィニティーシルク”について、これまで

に6種類の抗原に対応する8種類のアフィニティーシルクを発現する遺伝子組換えカイコをそれ

ぞれ系統化した。系統化したカイコの繭からシルク水溶液を得る方法や、絹糸腺からシルクタン

パク質を得るための条件を確立した。 

４．クリック反応による選択的な修飾が可能なアジド基をもつ非天然アミノ酸（4-アジドフェニル

アラニン：AzPhe）を導入したシルクを生産し、糸・フィルム・スポンジの3つの材料形態へ加工

した。いずれの材料形態においても、アジド基選択的にクリック反応が進行することが明らかと

なり(図３)、材料成形後の選択的修飾が可能であることが示唆された。 

５．医療用途に適したフィブロイン原料として、ほぼ未分解のフィブロインを、脱セリシン過程で

は水を使わずに、エンドトキシンの混入を遮断したプロセスで高純度フィブロインフィルムを作

製する技術を開発した。さらに、この方法で作製したフィルムは水に対して不溶性を示し（図４）、

従来法で作製したフィルムとは物性が異なることが分かった。構造解析の結果からβシート構造

の形成が起因していることを明らかにした。 

６．ホーネットシルクの水溶液をゲル化させた後プレス成型することで得られるゲルフィルムは通

常のキャストフィルムに比べ優れた力学物性を示す。この優れた物性発現のメカニズムを解明す

るため、高強度放射光X線を用いた詳細な構造解析を試みた。その結果、ゲルフィルムは高い周期

性を有するコイルドコイル構造から形成され（図５(a)）、かつそれらが高度に面配向しているこ

とが明らかとなり（図５(b)）、このような高い秩序構造の形成がゲルフィルムの優れた物性発現

を与えていることがわかった。 

 

自己評価 

 中課題 

  3- 

  ④ 

評価ランク コメント  

Ａ 

クモ糸シルクを産出する遺伝子組換えカイコについては 2 つの系統

の 13 代にわたる交配ですべての遺伝子座がホモ化した系統を樹立し、

クモ糸タンパク量が増加したことを確認した。また、絹タンパク質に抗

体分子を融合・結合させたアフィニティーシルクの利用法の開発、高純

度フィブロインフィルム、ホーネットシルクについて物性のメカニズ

ム解析等を行うなど、研究は計画以上の進捗がみられた。 
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図１ クモ糸シルク系統の系統関係（左）と、それぞれのシルクにおけるクモ糸タンパク質発現量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ フィブロイン H 鎖遺伝子の短縮．11 か所
の非結晶領域（A1～A11）のうち、A2～A10 を特
異的に切断する TALEN でフィブロイン H 鎖遺伝
子を切断したところ、ホモロジーを利用した修
復により 15kb の反復領域が 2kbに短縮された系
統が得られた。 

図３ 4-アジドフェニルアラニン（AzPhe）を導
入したシルクを3種の材料形態（糸・フィルム・
スポンジ）へ加工し、蛍光分子とのクリック反応
を行った。いずれの材料形態においても、通常シ
ルクと比較してAzPhe導入シルクではより強い蛍
光が観察されたことから、アジド基選択的にクリ
ック反応が進行することが確認された。 

図５ (a)ホーネットシルク・ゲルフィルムの小
角 X 線散乱パターン（左）とその子午線プロフ
ァイル（右）。赤い矢印で示した散乱ピークは、
コイルドコイル構造の周期性を反映。(b)ゲルフ
ィルムの through（左）および edge 方向（右）
よりビームを入射し測定した広角 X 線回折パタ
ーンの比較（面配向性を示す）。 

図４ 本研究で開発した「未分解フィブロイ
ンフィルム」、従来法で作製した「再生フィ
ブロイン(i)、(ii)」、および「スライドガラ
ス」の水の接触角を経時的に測定 
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⑤ 昆虫特異的な機能の解明と利用技術の開発 

中期計画 

昆虫が様々な環境に適応する過程で獲得した特異機能を発現するペプチドやタンパク質の分

子機構を解明し、その利用技術を開発する。特に、ウイルスや細菌感染に対する免疫応答機構や

その関連分子の作用機構を解明するとともに、昆虫抗菌タンパク質を改変した抗菌性素材等を開

発する。また、ネムリユスリカの極限乾燥耐性に関わる遺伝子機能を解析するとともに、乾燥ス

トレスによる生体分子の損傷を修復する分子機構を解明し、その仕組みを利用した生体成分や細

胞の保存技術を開発する。 

【研究資源】 研究員数：8.6 人、ポスドク数：1.0 人、研究資金：25.3 百万円 

【論文・特許等】 原著論文：10、IF合計値：14.201、IF平均：1.42、特許：0（出願：0、登録：0） 

(中課題実績) 

１．カイコは品種特有の遺伝子によって、色調の異なる繭を作出する。その遺伝子構造を明らかに

するため緑繭品種と白繭品種を用いて染色体置換系統（CSL）の作成を進め、フラボノイドの量や

組成を制御する遺伝子の染色体上の位置や、緑繭品種の中腸でフラボノド代謝に関与する遺伝子

が特異的に発現することを見出した。また繭糸からフラボノイドを効率的に抽出できるカイコ系

統の育成を行い（図１）、その簡便な精製手法を構築した。 

２．これまで開発を進めてきた翻訳レベルで遺伝子の発現調節を行う新規な外来遺伝子発現法を活

用し、非天然アミノ酸（本研究ではヨウ化チロシン IY）の存在下のみで生存が可能となる大腸菌

の作出に成功した（図２）。作出した大腸菌は添加した IY を除去すると、数時間後には殆ど死滅

することが示された。この技術は、人為的な管理が行われない自然環境中では生存が不可能な組

換え生物を作出する手法として広く活用ができる。 

３．遺伝子組換えカイコ発現系にて大量調製を行ったウシ由来顆粒球マクロファージ・コロニー刺

激因子（boGM-CSF）を用いて、昨年に引き続き乳房炎自然感染牛に対する接種実験を農業・食品

産業技術総合研究機構の動物衛生研究所と畜産草地研究所、所内遺伝子組換えカイコ研究開発ユ

ニットと共同で進めた。これまで蓄積したデータでは、昆虫細胞を宿主としたバキュロウイルス

発現系で調製した組換え boGM-CSF より組換えカイコ由来の発現産物の方が高い治療効果を示し

ている。 

４．遺伝子組換えカイコ技術にシルク結合ペプチド（YN42）を導入することにより、シルク表層に

機能性タンパク質を効率的に固定できることを見出している。これにより溶菌機能を持つカイコ

由来リゾチームの遺伝子を有するコンストラクトを作製した。また昨年作出したシロアリ由来セ

ルラーゼを固定化したシルクの酵素活性を評価するとともに、連続的にセルロース分解反応を行

うリアクターの試作を行った（図３、４）。 

５．RNA-seq 解析によってネムリユスリカ由来培養細胞に対し最も強いプロモーター活性を示す因

子 Scaf121 を同定した。Scaf121 を利用した GFP 発現ベクターをネムリユスリカ幼虫に導入した

ところ、表皮細胞のみならず筋肉や脂肪体でも GFP 遺伝子が発現することが観察された。またネ

ムリユスリカの体内で大量に発現している LEA タンパク質は、乾燥過程において生体分子の凝集

を妨げる機能を有することを見出した。 

自己評価 

 中課題 

  3- 

  ⑤ 

評価ランク コメント  

Ｂ 

遺伝子組換えカイコを用いて調製したウシ由来顆粒球マクロファー

ジ・コロニー刺激因子が接種実験において高い治療効果を示した。ま

た、ネムリユスリカの LEA タンパク質の機能推定が進むなど、研究は

概ね計画通り進捗した。 
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図１ 新たに育成したカイコ系統の抽出

フラボノイド量 

繭からフラボノイドを抽出・精製する

際、結晶性タンパク質（フィブロイ

ン）の存在は大きな障害となる。この

ためフィブロインの生産が行われない

セリシン蚕の Nd 遺伝子を、緑色繭を作

る品種に導入することを行った。さら

に優良個体の選別を続けた結果、従来

の系統より４倍以上のフラボノイドを

含み、抽出・精製効率の高いカイコ系

統を作出することに成功した。 

 
 

 

図２ 非天然アミノ酸（ヨウ化チロシン IY）が

存在しないと生存ができない大腸菌株 

作出した大腸菌のプラスミドには、宿主に対

して強い毒性を有する ColE3 の遺伝子と、こ

の毒性を中和する抗毒素 ImmE3 の遺伝子を導

入している。抗毒素 ImmE3 の遺伝子は、翻訳

開始コドンの隣に、アンバー終止コドン１つ

を挿入し、培地に IY を添加することによっ

て翻訳スイッチが機能し始める。このため IY

存在下では抗毒素 ImmE3 が合成され大腸菌は

増殖を続けるが（左側）、IY が存在しない自

然環境中では抗毒素が発現せずに死滅する

（右側）。 

 

 
 

 

図３ 試作したセルラーゼ固定化

シルクを用いたリアクター 

現在のリアクターはバッチ法が

主流であるが、酵素反応が単発

的であることが問題となってい

る。組換えカイコ技術とシルク

結合ペプチドを活用することに

より効率的にシルク繊維の表層

にセルラーゼを固定化したデバ

イスが作出され、連続的な酵素

反応が行えるシステムが構築で

きた。 

 
 

図４ 試作したリアクターによる可溶性セルロースの

連続分解 

セルラーゼ固定化シルクをカラムに充填し、シリン

ジポンプにより基質となるセルロール溶液を供給し

ながらフラクションコレクターで溶出液を回収し

た。反応後はカラムを洗浄し、同一条件にて４回繰

り返し酵素反応を行った。各回とも反応生成物濃度

は徐々に低下する傾向が観察されるが、再試行でも

同等の活性が得られた。これより試作したセルラー

ゼ固定化シルクリアクターは、連続発酵が可能であ

ることが示された。 

- 117 -



２ 行政部局との連携の強化

中期目標

研究の設計から成果の利活用に至るまでの各段階において、農林水産省の行政部局と

密接に連携し、行政部局の意見を研究内容や利活用方策等に的確に反映させるとともに、

行政部局との連携状況を毎年度点検する。

また、他の独立行政法人との役割分担に留意しつつ、緊急時対応を含め、行政部局、

各種委員会等への技術情報の提供及び専門家の派遣を行うとともに、行政部局との協働

によるシンポジウム等を開催する。

中期計画

①研究の設計から成果の利活用に至るまでの各段階において、農林水産省の行政部局の

意見を研究内容等に的確に反映させるため、関係行政部局と情報交換を密に行うこと

などにより問題意識等の共有を図るとともに、毎年度の研究成果や研究計画を検討す

る会議等に関係行政部局の参加を求める。また、行政部局との連携状況については、

毎年度行政部局の参画を得て点検し、その結果を踏まえ一層の強化を図る。

②農業分野における生命科学研究の中核的機関として、政府の委員会、会議等に職員を

派遣するとともに、政府の行う科学技術に関する国際協力、交流に専門家を派遣する

等の協力を行う。また、行政等の要請に応じて技術情報を適切に提供する。

〔指標２－２－ア〕研究成果や研究計画を検討する会議に関係行政部局の参加を求め、行政

部局の意見を研究内容等に反映させているか。また、行政部局との連携状況について、行政

部局の参画を得て点検しているか。

〔指標２－２－イ〕行政等の要請に応じて、各種委員会等への専門家の派遣、適切な技術情

報の提供、政府の行う科学技術に関する国際協力、交流への協力などを行っているか。

主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

（該当なし）

業務実績（第２－２） 自己評価

＜主要な業務実績＞ 評定「Ｂ」

１．〔指標２－２－ア〕

行政部局との連携については、生物研が開催した各種会議 ＜評定の根拠＞

において行政部局からの参加者と意見交換を行い、研究計画 行政部局との連携につ

等に反映させた。また、農林水産技術会議事務局と４法人（農 いては、各種会議におけ

業・食品産業技術総合研究機構、生物研、農業環境技術研究 る行政部局からの意見を

所、国際農林水産業産業研究センター）との間で定期的に連 研究計画等に反映させ

絡会議を開催して双方の密接な連携を図った。ジーンバンク た。また、行政部局と連

事業においては、ITPGR（食料及び農業のための植物遺伝資 携して、26年度に引き続

源に関する国際条約）加入に伴いMLS（条約の多数国間シス きMLS登録遺伝資源を選

テム）を通じて提供するべき遺伝資源の選定を行政部局と連 定したことは評価でき

携して進めた。なお、行政部局との連携状況の点検について る。行政等からの要請へ

は、農林水産技術会議事務局の担当者に書面で確認を求める の対応については、要請

ことにより実施した。 に応じて各種委員会等へ

適切に役職員を派遣し

２．〔指標２－２－イ〕 た。
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行政等からの要請への対応については、各種委員会等へ延

べ101名の役職員を派遣した。また、行政ニーズを把握して 以上、行政部局との連

研究に的確に反映させるとともに、研究成果の内容に関する 携の強化について、着実

行政担当者の理解を深めるために、専任及び研修員の身分で な業務運営がなされてい

農林水産省へ６名の職員を派遣した。 るものと判断し、評定を

「Ｂ」とする。

＜課題と対応＞

（27年度実績）

第２－２

①行政部局との情報交換、連携の強化 〔指標２－２－ア〕

生物研が開催した各種会議において行政部局からの参加者と意見交換を行い、研究計画等に

反映させた。また、農林水産技術会議事務局と４法人（農業・食品産業技術総合研究機構、生

物研、農業環境技術研究所、国際農林水産業研究センター）との間で定期的に連絡会議を開催

し、農政の動き等に関して幅広く情報交換して双方の密接な連携を図った。

４法人（農業・食品産業技術総合研究機構、生物研、農業環境技術研究所、種苗管理センター）

統合に伴う組織・運営体制の検討や、次期中長期目標及び中長期計画の検討にあたっては、農

林水産技術会議事務局の農業関係法人体制検討室と日常的に連携するとともに、「統合に関す

る意見交換会」等に出席し、農林水産技術会議事務局各課室をはじめとする農林水産省関係部

局との意見交換を行った。

「スギ花粉症治療薬候補となるコメ」の開発に関しては、農林水産技術会議事務局との意見

交換を密接に行い、今後の開発は産学の協力を募って進める方針とした。また、（一財）バイ

オインダストリー協会が主催する植物バイオ研究会の場を利用して、農林水産省と連携して民

間企業を対象とした生物研の見学会を企画した。今後の推進方策についても行政部局と継続的

に協議し、農業生物の機能を活用した研究成果を製薬企業等へ引き渡せるよう取り組みを強化

した。

また、26年度からスタートした委託プロジェクト研究「ゲノム情報等を活用した薬剤抵抗性

管理技術の開発」では、都道府県の防除所等で利用できる病害虫の薬剤抵抗性管理ガイドライ

ン（案）について、より有効なものとなるよう消費・安全局植物防疫課の担当官と引き続き協

議を行い、行政ニーズの反映を図った。

ジーンバンク事業においては、連絡協議会及び評価委員会において、農林水産省担当部局参

加の下で、事業推進等に関する意見交換を行うとともに、FAOの食料及び農業のための遺伝資

源委員会や生物多様性条約など遺伝資源を巡る国際会議に行政部局と連携して参加し、食料及

び農業のための植物遺伝資源に関する国際条約（ITPGR）や名古屋議定書の実施に関わる国際

情勢や国内措置について情報収集や意見交換に努めた。

ITPGRについては、平成25年7月に加入し、同年10月末より締約国になったことに伴い、農林

水産技術会議事務局との連携により、MLS（条約の多数国間システム）を通じて提供するべき

食料・農業植物遺伝資源の選定を昨年に引き続き進め、平成27年9月に公表し、条約の目的で

ある遺伝資源の国際利用の円滑化に大きく貢献した。

生物研が代表機関となっているプロジェクト研究については、各プロジェクトのアドバイザ

リー会議や評価会議等において、プロジェクト進捗管理等について研究リーダーと行政部局間

で定期的に密接な情報交換を行い、得られた意見等を研究に反映させるなど、行政部局と積極

的な連携を図った。

なお、行政部局との連携状況については、主要研究成果を選定するための手続きの時期（第

２－３の項の主要研究成果の選定（指標２－３－エ）参照）に合わせて農林水産技術会議事務

局の担当者に書面で確認を求めた。担当者からは、基盤的研究が農業の発展に果たす役割につ

いて、行政から求められた情報を出すだけでなく、積極的に研究周辺分野とも自ら関わりつつ

重要性をアピールするよう努めて欲しい等の要請があった。
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②行政等からの要請への対応 〔指標２－２－イ〕

食品安全委員会専門委員としての遺伝子組換え食品等の食品健康影響評価に関する事項につ

いての調査審議や、日本学術会議連携会員として植物科学分野の学協会等の連絡・連携、及び

当該分野の発展を期すための調査審議をしたほか、消費・安全局植物防疫課が定期的に発行

する病害虫発生予察情報の作成への専門家としての協力を行うなど、政府、地方公共団体、

社団法人、財団法人等の各委員会等に、延べ101名の役職員を派遣した。

また、行政ニーズを把握して研究に的確に反映させるとともに、研究成果の内容に関する行

政担当者の理解を深めるために、専任及び研修員の身分で農林水産省へ６名の職員を派遣した。

このほか、農林水産省からの新規発生病害の原因病原菌の同定依頼についての対応では、キ

ウイフルーツに激しい被害を起こすキウイフルーツかいよう病が本邦新産の病菌（biovar3）

であり、長野県で見いだされた同病菌が新規系統であることを解明した。

政府が行う国際協力、交流等による海外派遣では、表13のとおり職員を派遣し、円滑な研究

推進や行政運営への貢献ができた。

表13 平成27年度の政府が行う国際協力、交流等による海外派遣

派遣依頼機関 派遣先 用 務 派遣人数

農林水産省 フィリピン APEC HLPDAB：米国主催ワークショップ出席 １

農林水産省 インド 国際養蚕委員会(ISC)第24回総会出席 １

農林水産省 インド 国際養蚕委員会(ISC)執行委員会出席 １

計３名
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３ 研究成果の公表、普及の促進

中期目標

（１）国民との双方向コミュニケーションの確保

国民に対する説明責任を果たすため、多様な情報媒体を効果的に活用して、生物資源

の農業上の開発・利用に関する研究開発について分かりやすい情報を発信するとともに、

研究所及び研究者自らが国民との継続的な双方向コミュニケーションを確保するための

取組を強化する。

特に、遺伝子組換え技術等の先端技術に関し、科学的かつ客観的な情報を継続的に提

供するとともに、研究の計画段階から国民の理解を得るための取組を推進する。

（２）成果の利活用の促進

新たな知見・技術のPRや普及に向けた活動及び行政施策への反映を重要な活動と位置

付け、研究者及び関連部門によるこれらの活動が促進されるように努める。

このため、今中期目標期間中に得られる研究成果に、前中期目標期間までに得られた

ものを加えて、研究成果のデータベース化、研究成果を活用するためのマニュアルの作

成等により積極的に利活用を促進する。

また、他の独立行政法人との連携により、先端研究成果の利活用の促進を図る。

（３）成果の公表と広報

研究成果は、積極的に学術雑誌等への論文掲載、学会での発表等により公表するとと

もに、主要な成果については、各種手段を活用し、積極的に広報を行う。査読論文の数

及びそのインパクトファクターについては、数値目標を設定して成果の公表に取り組む。

（４）知的財産権等の取得と利活用の促進

研究開発の推進に際しては、研究成果の実用化及び利活用を促進する観点から、研究

成果の権利化や許諾等の取扱いに関する知財マネジメントを研究開発の企画段階から一

体的に実施する。

その際、我が国の農業の振興に配慮しつつ、実施許諾の可能性等を踏まえた権利化、

研究成果の保全に向けた権利化など、海外への出願や許諾を含めて戦略的に権利化等を

進めるほか、保有特許の必要性を随時見直す。また、特許権等に係る情報の外部への提

供を積極的に進めるとともに、技術移転に必要な取組を強化する。

また、農林水産研究知的財産戦略（平成19年3月22日農林水産技術会議決定）等を踏ま

え、必要に応じて知的財産方針を見直す。

なお、特許の出願及び実施許諾については、数値目標を設定して取り組む。

中期計画

（１）国民との双方向コミュニケーションの確保

国民に対する説明責任を果たすため、ホームページ、パンフレット、マスメディア等

を活用して効果的な情報発信を行うとともに、下記の双方向コミュニケーションを行う。

①遺伝子組換え技術等を活用した先端的な研究活動について、前期に作成したスキルア

ップマニュアル等を活用し、国民との双方向コミュニケーションを重点的に進めると

ともに、引き続きパブリックアクセプタンス等に関する調査を行う。

②研究者が担当する講演会や一般公開等の市民参加型イベントの開催などを通じ、国民

の理解促進に取り組む。

③イベントなどを利用して一般消費者、農業生産現場、実用化研究現場からの研究に関

するニーズの把握に努める。

（２）成果の利活用の促進

①第１の２の③で選定した主な研究成果の中から、行政部局を含む第三者の意見を踏ま
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え、特に新産業の創出等につながる有用な研究成果を「主要研究成果」として中期目

標期間中に５件以上選定する。

②「主要研究成果」を含む主な研究成果については、多様な媒体を通じて、効果的・効

率的に利用者に伝達する。

③農業分野におけるバイオテクノロジー研究の中核的機関として研究成果の利活用を促

進するため、各種研究成果を分かりやすい形で、公開データとしてホームページに掲

載する。その際、ユーザーのニーズに応じて、データベース化やマニュアル化等を行

い、利便性の向上を図る。

④研究所の成果を活用したベンチャー育成促進に向けた環境の整備に引き続き取組む。

（３）成果の公表と広報

①研究成果を科学的、技術的知見として広く社会へ周知するために、国内外の学会、シ

ンポジウム等で積極的に発表するとともに、中期目標の期間内に1,460報以上の査読論

文を発表する。また、論文の量と併せて質の向上を図り、その成果を国際的に注目度

の高い学術雑誌等に積極的に発表する。査読論文においては、学術雑誌の影響度を測

る指標であるインパクトファクターの総合計値4,000以上とする。

②研究成果が広く国民に理解されるように、中期目標期間中に70回以上のプレスリリー

スを行う等、プレス発表によるマスメディアを通じた広報を積極的に行う。また、ホー

ムページ、実物の展示等も活用し、様々な広報手段による分かりやすい広報活動を推

進する。

（４）知的財産権等の取得と利活用の促進

①研究成果の実用化及び利活用を促進する観点から、研究の計画段階から、研究成果の

権利化や許諾等の取扱いに関する知財マネジメントを一体的に実施する。

②研究成果の実用化を図るため、中期目標期間内に200件以上の国内特許を出願する。そ

の際、実施許諾の可能性や研究推進上の必要性等を勘案し、海外への出願や許諾を含

めて特許の戦略的取得等を進める。また、登録特許については実施許諾状況を踏まえ、

保有の必要性を随時見直す。

③出願した特許等は、自ら積極的に公開し技術移転に努め、中期目標期間内における毎

年度の実施許諾件数を35件以上とする。

④先端技術により得られた育種素材等については、MTA（材料等移転合意書）等を交わす

ことによって権利を確保しつつ、優良品種の育成のために積極的に提供する。

⑤公開された特許等については、外部への積極的な情報提供を進めるとともに、技術移

転に必要な取組を強化する。

⑥農林水産研究知的財産戦略（平成19年3月農林水産技術会議決定）等を踏まえ、必要に

応じて「独立行政法人農業生物資源研究所知的財産方針」を見直す。

〔指標２－３－ア〕スキルアップマニュアル等を活用し、広く国民や関係機関に分かりやす

い研究情報を発信しているか。

〔指標２－３－イ〕遺伝子組換え技術等の先端的な研究活動について、科学的かつ客観的な

情報発信に努めているか。また、パブリックアクセプタンスに関する調査を行っているか。

〔指標２－３－ウ〕講演会やイベント開催など、研究者と一般消費者や生産者などとの交流

の場を通じて、研究に関する相互理解の増進に取り組んでいるか。

〔指標２－３－エ〕「主要研究成果」に関する数値目標達成に向けた進捗はどうか。

〔指標２－３－オ〕ユーザーのニーズを踏まえた研究成果のデータベース化やマニュアル化

等による成果の利活用促進の取組は十分行われているか。

〔指標２－３－カ〕研究所の成果を活用したベンチャー育成に向けた環境は整備されている

か。

〔指標２－３－キ〕論文の公表やIFに関する数値目標達成に向けた進捗はどうか。

〔指標２－３－ク〕研究成果に関する情報提供と公開は適切に行われたか。プレスリリース

に関する数値目標達成に向けた進捗はどうか。
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〔指標２－３－ケ〕研究成果の知財化のため、研究職員への啓発や知財マネジメントに適切

に取り組んでいるか。

〔指標２－３－コ〕国内特許に関する数値目標達成に向けた進捗はどうか。

〔指標２－３－サ〕海外での利用の可能性、我が国の農業等への影響、費用対効果等を考慮

しつつ、外国出願・実施許諾は適切に行われているか。

〔指標２－３－シ〕保有特許については、維持する必要性の見直しを随時行っているか。

〔指標２－３－ス〕保有する特許等について、民間等における利活用促進のための取組は適

切に行われているか。国内特許の実施許諾に関する数値目標達成に向けた進捗はどうか。

〔指標２－３－セ〕育種素材等の利用促進に積極的に取り組んでいるか。MTAの締結等の実績

はどうか。

主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

主要研究成果の選定 中期目標期間内で ５ ２ ２ ２ ２ １

５件以上

査読論文の発表 〃 1,460報以上 1,460 383 351 329 284 251

査読論文におけるＩＦ値 〃 4,000 以上 4,000 998 1,128 969 881 771

研究成果プレスリリース 〃 70回以上 70 9 15 13 22 14

国内特許の出願 〃 200件以上 200 34 24 29 25 29

国内特許の実施許諾 毎年度 35件以上 35 42 48 44 47 62

業務実績（第２－３） 自己評価

＜主要な業務実績＞ 評定「Ｂ」

１．〔指標２－３－ア〕

研究情報の発信については、研究成果を国民に周知する活 ＜評定の根拠＞

動の基盤となるホームページ及び刊行物を整備したほか、生 研究情報の発信や国民

物研公式ツイッターやYouTube等の活用により研究情報を発 とのコミュニケーション

信した。また、27年度に受け入れた1,324名の見学者に対し については、ホームペー

ては、スキルアップマニュアルを活用して見学者と研究者の ジのほか、ツイッターや

円滑なコミュニケーションに努めた。 YouTube等を活用した多

様な手段での情報発信、

２．〔指標２－３－イ〕 見学者の受け入れ、イベ

遺伝子組換え技術等の先端的な研究活動については、遺伝 ント開催等の広報活動に

子組換え作物の栽培や飼育にあたって一般説明会を４回開催 よって、積極的に双方向

して参加者と意見交換を行ったほか、作物の生育状況を定期 コミュニケーションを

的にホームページに掲載した。また、623名の見学者を受け 図ったことは高く評価で

入れて隔離ほ場等の見学・観察に対応した。これらは市民が きる。特に27年度は、遺

遺伝子組換え技術について考えを深め、研究者とコミュニ 伝子組換えカイコ研究の

ケーションを図る場となった。 成果を現代美術家のアー

ト作品に提供し、その作

３．〔指標２－３－ウ〕 品がグッチ新宿店や農林

研究に関する理解の増進については、日常的かつ定期的な 水産省「消費者の部屋」

情報提供としてNIASオープンカレッジや研究所の一般公開を で展示・紹介され、メデ

開催した。また、サイエンスカフェの実施や小学校での出張 ィア等でも大きく取り上

授業、各種展示会や科学フェスティバルへの出展、シンポジ げられたことは、生物研

ウムの開催等で研究成果を発信するとともに、保有する知的 のプレゼンス向上に繋

財産等を来場者に紹介して共同研究等の可能性やニーズを把 がったものとして評価で

握する場とした。特に、遺伝子組換えカイコ研究の成果を現 きる。更なる戦略的な取

代美術家のアート作品に提供し、その作品がグッチ新宿店や り組みに期待したい。主

農林水産省「消費者の部屋」で展示・紹介されたことは、メ 要研究成果については、

ディア等でも大きく取り上げられた。 昨年度までに数値目標を

達成したが、新たに１件
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４．〔指標２－３－エ〕 選定して合計９件とし

「主要研究成果」については、各研究センター・研究領域 た。論文の公表について

の主な研究成果11件の中から、行政部局や評価助言委員等の は、原著論文の発表数、

第三者の意見等を踏まえ、新産業の創出等につながる有用な IF値とも目標数をやや下

研究成果として「主要研究成果」１件を選定した。また、中 回った。研究成果の公開

期目標期間中の選定数は合計９件となり、数値目標を達成し については、プレスリ

た。 リースが計14回であり目

標数を達成し、これらの

５．〔指標２－３－オ〕 中から2015年農林水産研

研究成果のデータベース化等については、40の知的基盤 究成果10大トピックスに

データベース等があり、利用者がホームページからアクセス ３つの研究成果が選定さ

して利用できるシステムとしている。また、ジーンバンクが れたほか、研究協力を

保存する遺伝資源やゲノムリソースセンターが整備する研究 行った２つの成果も選定

リソースについては配布要請に応じて配布した。 されたことは評価でき

る。知財マネジメントや

６．〔指標２－３－カ〕 知財戦略については、国

ベンチャー企業支援については、「ベンチャー支援規則」 内特許出願について数値

に沿って、期間を平成28年3月までとして（株）プリベンテ 目標に達しなかったが、

ックに対する支援を行った。 質の高い活動を進めてお

り、国内特許の許諾件数

７．〔指標２－３－キ〕 が62件と数値目標の35件

論文の公表については、査読のある原著論文251報を発表 を大きく上回っているこ

し、年間目標目安(292報)の86％であった。インパクトファ とは積極的な技術移転活

クター値（ＩＦ値）の合計値は770.533であり、年間目標目 動の成果が現れているも

安(800)の96％であった。 のと評価できる。

８．〔指標２－３－ク〕 以上、研究成果の公表、

研究成果に関する情報提供と公開については、研究成果の 普及の促進における業務

プレスリリースを14回行ったほか、イベントお知らせ等のプ 運営について、特に広報

レスリリースなどを積極的に行った。プレスリリースは年間 活動について顕著な成果

目標目安(14回)を達成した。これらの中から、2015年農林水 が認められる反面、数値

産研究成果10大トピックスに３つの研究成果が選定されたほ 目標に達しない項目があ

か、研究協力を行った２つの成果も選定された。また、新聞、 ることも勘案し、評定を

テレビ、雑誌等の取材にも積極的に対応し情報提供を行った。 「Ｂ」とする。

９．〔指標２－３－ケ〕 ＜課題と対応＞

知財マネジメントについては、研究成果の実用化及び利活 国内特許出願数が数値

用を促進する観点から、研究の計画段階から研究職員への知 目標に達しなかった要因

的財産に関する相談、先行技術調査、助言について、知的財 としては、研究者数の減

産ディレクターや弁理士資格を保有する職員を通じて行うな 少や所内専門家による精

どして取り組んだ。また、知財戦略についてはホームページ 査の実施などが考えられ

に「知財ポリシー」として掲載した。 る。このことも踏まえ、

法人統合後の特許出願戦

１０．〔指標２－３－コ〕 略としては、費用対効果

国内特許出願数については29件であり、年間目標目安(40 を考慮しながら、公表前

件)の73％であった。品種登録出願は２件であった。 の研究成果情報の把握や

研究者との面談等を通じ

１１．〔指標２－３－サ〕 て特許案件の掘り起こし

海外への出願については、外国出願は７件、国際(PCT)出 を進めていくことが必要

願は６件であった。出願の検討にあたっては、実施許諾の可 と考えている。

能性や研究推進上の必要性等を勘案し、海外への出願や許諾

を含めて特許の戦略的出願等を進めた。
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１２．〔指標２－３－シ〕

保有特許の見直しについては、実施許諾状況や実施許諾の

可能性等を踏まえ、保有の必要性等を職務発明審査会等にお

いて見直した。

１３．〔指標２－３－ス〕

保有特許の利活用促進については、公開された特許等の資

料を技術見本市などで配布し、許諾にあたっては生物研の権

利が十分確保できるように契約を進めた。なお、国内特許の

実施許諾数については62件であり、年間の数値目標(35件)を

達成した。

１４．〔指標２－３－セ〕

育種素材等の利用促進については、MTA（材料等移転合意

書）により分譲する育種素材等の目的外使用の制限や新たな

知財が発生した時の取り扱いなどを明確にし、生物研の適正

な権利を確保しつつ利用促進を図った。なお、MTAの締結数

は149件（提供122件、受領27件）であった。

（27年度実績）

第２－３（１）

○効果的な情報発信に関する取り組み 〔指標２－３－ア、イ、ウ〕

研究成果を国民に周知する活動の基盤となるホームページ（日本語、英語）及び刊行物の整

備を行った。生物研の「略称付きロゴマーク」については、国立研究開発法人への変更に伴い

略称部分を更新し、ホームページや刊行物などのあらゆる場面で使用するほか、職員による積

極的な活用を促進し、その効果の向上を図っている。

産学官連携活動の推進にあたっては、「アグリビジネス創出フェア2015」、「SATテクノロジー

・ショーケース2016」等に出展し、生物研の研究成果や保有する知的財産等を来場者に紹介す

るとともに、共同研究等につなげる機会を作った。

<ホームページ>

「見やすい」、「重要度の高い情報にアクセスしやすい」ホームページを目指し、重要な最

新情報については個別のバナーを設置するなど工夫した。27年度は、一般にも分かりやすい内

容の研究紹介の動画（「イネゲノム研究」、「放射線育種場の研究」、「コラーゲンビトリゲル○R

の開発研究」）を作成し、YouTubeで公開するとともに生物研ホームページからもリンクを貼っ

た。

研究センター・領域、各ユニットの紹介ページ等を更新した。また、常に最新の情報が提供

できるよう、プレスリリースは発表と同時刻の掲載を心掛け、各種お知らせの掲載も迅速に行っ

た。さらに、スナップショットはラジオ放送の予告等に有効活用したほか、研究用の田植えな

ど季節感のある作業の様子も伝え、「いつ見ても新しい部分があるホームページ」となるよう

心掛けた。遺伝子組換え作物の栽培状況および26年度から始まった遺伝子組換えカイコの飼育

状況について、随時写真とともにホームページに最新情報を掲載した。

27年度のホームページアクセス数は、解析ソフト「AWstats」を用いた解析によると、月平

均16万件（昨年度比105%）のアクセスがあり、年々アクセス数が増加した。

また、生物研公式ツイッターによる情報（プレスリリース、テレビ放映・新聞掲載情報、イ

ベント告知・参加者募集）の発信を引き続き行った。

<刊行物>

「研究所要覧（日本語版の簡易版）」及び小冊子「食と農の未来を提案するバイオテクノロ

ジー」、「カイコってすごい虫！」を一部修正の上、増刷した。これらの刊行物は、研究所や
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展示会における生物研ブースへの来訪者に配布した。

生物研の成果の普及と利活用の促進のため、「平成26年度の主な研究成果」及び英語版の「R

esearch Highlights for 2014」を刊行し、「年報（PDF版）」、「生物研ニュース（PDF版）」と

ともにホームページ上で公開し、情報の発信を行った。また、冊子として製本していないが、

視察者、見学者用に最新の研究情報が提供できるように、「研究概要資料（日本語版、英語版）」

も作成した。

<見学者対応>

27年度は1,324名の見学者を受け入れ、主な研究成果を説明するとともに、本部地区のジー

ンバンク、遺伝子組換え作物の栽培ほ場、大わし地区の展示室を中心に案内した。見学者の内

訳は、一般572名、研究機関168名、大学151名、高等学校410名、中学校1名、小学校22名であっ

た。遺伝子組換え作物の栽培ほ場の見学の際には、スキルアップマニュアル（23年度作成）を

踏まえた対応に心がけ、見学者の要望に応じた内容紹介を行い、円滑なコミュニケーションに

努めた。また、食と農の科学館や大わし地区の展示室のポスターの入れ替え、展示品陳列など、

研究内容を分かりやすく紹介できるように努めた。

これらの活動に加え、国民との双方向コミュニケーションの確保等のため、以下の取り組み

を実施した。

①先端的研究活動に関する双方向コミュニケーション 〔指標２－３－ア、イ〕

本部地区においては、遺伝子組換え高オレイン酸含有及び除草剤耐性ダイズと害虫抵抗性及

び除草剤耐性トウモロコシを平成27年6月～9月に栽培した。これは除草剤耐性の効果を確認す

るための試験栽培であったが、これと並行して、市民が遺伝子組換え技術についての考えを深

め、研究者とのコミュニケーションを行える場としても活用した。隣接の隔離ほ場で栽培され

ている遺伝子組換えイネ（スギ花粉症治療イネ、複合病害抵抗性イネ）と合わせて、合計623

名の見学者が見学・観察した（図10）。農環研地区の隔離ほ場で栽培した複合病害抵抗性イネ、

開花期制御イネ、及び葉緑体形質転換タバコについても99名が見学した（図11）。これら、遺

伝子組換え作物を栽培している隔離ほ場の見学者の見学者全体に占める割合は、47％であった。

27年度の遺伝子組換え作物の栽培（飼育）実験（第１種使用等）は、上述のダイズ及びトウ

モロコシ、スギ花粉症治療イネ、複合病害抵抗性イネ、開花期制御イネ、及び葉緑体形質転換

タバコの他に、スギ花粉ペプチド含有イネ、さらに緑色蛍光タンパク質含有絹糸生産カイコが

行われた。

これらの栽培（飼育）にあたっては、一般説明会を４回開催し（表14、図12、図13）、定期

的に生育状況を撮影し、生物研ホームページに栽培（飼育）状況等の情報を掲載した。

遺伝子組換え研究に対するパブリックアクセプタンスに関する調査の一貫として、一般公開

の遺伝子組換え研究成果紹介ブースや「消費者の部屋」への来場者と、NIASオープンカレッジ

の受講者に対してアンケート調査を行った。また、NIASオープンカレッジでは、質疑応答の時

間を設け、参加者と講師との意見交換の場とした。その結果、特に遺伝子組換えカイコ研究の

成果について、実用化への期待が大きいことが分かった。

図10 遺伝子組換え農作物の見学風景（本部地区） 図11 遺伝子組換え農作物の見学風景

（農環研地区の隔離ほ場）
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表14 平成27年度 遺伝子組換え作物に関する一般説明会等の開催状況

１．遺伝子組換え農作物の第１種使用等に関する説明会

目 的 平成27年度に行う遺伝子組換え農作物（スギ花粉ペプチド含有イネ、スギ花粉治療イ

ネ、葉緑体形質転換タバコ）の第１種使用等について、栽培実験計画（目的、品種、

日程、交雑・混入防止等）の説明、平成26年度に実施した遺伝子組換え農作物の栽培

実験の結果報告と意見の交換を行った。

開 催 日 平成27年3月26日（木）

参加人数 9名

内 訳 報道関係者（0）、一般（8）、研究機関（1）、生物研（0）

２．遺伝子組換えカイコの第１種使用等に関する説明会

目 的 平成27年度に行う遺伝子組換えカイコ（緑色蛍光タンパク質含有絹糸生産カイコ）の

第１種使用等について、飼育実験計画（目的、品種、日程、交雑・混入防止等）の説

明、平成26年度に実施した遺伝子組換えカイコの飼育実験の結果報告と意見の交換を

行った。

開 催 日 平成27年4月24日（金）

参加人数 12名

内 訳 報道関係者（2）、一般（2）、研究機関（3）、生物研（5）

３．遺伝子組換え農作物の第１種使用等に関する説明会

目 的 平成27年度に行う遺伝子組換え農作物（複合病害抵抗性イネ、開花期制御イネ、高オ

レイン酸含有及び除草剤耐性ダイズ、害虫抵抗性及び除草剤耐性トウモロコシ）の第

１種使用等について、栽培実験計画（目的、品種、日程、交雑・混入防止等）の説明、

平成26年度に実施した遺伝子組換え農作物の栽培実験の結果報告と意見の交換を行っ

た。

開 催 日 平成27年5月14日（木）

参加人数 14名

内 訳 報道関係者（1）、一般（5）、研究機関（1）、生物研（7）

４．遺伝子組換えカイコの第１種使用等に関する説明会(群馬県蚕糸技術センター)

目 的 平成27年度に行う遺伝子組換えカイコ（緑色蛍光タンパク質含有絹糸生産カイコ）の

第１種使用等について、飼育実験計画（目的、品種、日程、交雑・混入防止等）の説

明を行った。

開 催 日 平成27年6月26日（金）

参加人数 55名

内 訳 報道関係者（10）、一般（32）、研究機関（2）、生物研（11）

図12 飼育実験計画説明会場の様子 図13 群馬県蚕糸技術センターの飼育施設見学の

（平成27年6月26日） 様子

②国民の理解増進のための取り組み 〔指標２－３－ウ〕

27年度は、これまで９年間東京開催としていたNIASオープンカレッジ「農業生物資源論１－

バイオテクノロジーで拓く食料、医療などへの農業生物資源の利用と未来－」を、初めて地元

つくば市の中心部に会場を移し、「知の市場」及びつくば市と共催して開催した（図14）。「広

報つくば」や自治体回覧板、公共施設でのポスター掲示や近隣市を含めた地域の交流センター

や生涯学習センターを通じて周知に努め、多くの参加があった。市民を対象とした本講座では、
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生物資源の重要性やバイオテクノロジーを用いた研究など、生物研の研究活動を情報発信した。

図14 NIASオープンカレッジの様子 図15 一般公開でのミニ講演の様子（本部地区）

一般向けの行事として、平成27年4月17-18日に本部地区・大わし地区の２会場において、7

月26日に北杜地区において、10月17日に放射線育種場において、研究所の一般公開を開催し、

研究成果の紹介や各種の実体験を行いながら市民との交流を行った。

市民へのアウトリーチ活動としては、ミニ講演を一般公開の会場において４回実施（図15）

したほか、東京テクニカルカレッジTTCバイオカフェにおいて１回講演、多摩六都科学館にお

いて１回講演を行った。また、小学校での出張授業を３回実施し、その授業の内容は「ラヂオ

つくば：サイエンスQ」を通じてインターネットで後日放送された（図16）。夏休み期間は、

高校生を対象とした「サイエンスキャスティング2015（大わし地区）」、親子を対象とした「わ

くわくふれあいサマーシルクセミナー（岡谷市）」を開催し、研究者が分かりやすく講義と実

習指導などを行った。小学生を対象としたイベントとして、国立科学博物館での「2015夏休み

サイエンススクエア」及び本部地区での「『えっ！これもイネか？！』～この世はイネ科植物

であふれている～」でイネ科植物を用いた工作や観察指導を行うとともに、大わし地区では「つ

くばちびっ子博士」として２日間にわたり、さまざまな実験昆虫の展示、光るマユや糸の展示、

マユの工作に関する観察指導等を行い、1,800名を超える参加者があった（図17）。

図16 出張授業の様子（サイエンスQ） 図17 つくばちびっ子博士

平成27年10月31日に開催された「つくば科学フェスティバル」にも例年通り出展し、昨年同

様、マユ玉人形作りを多くの来場者に体験してもらうとともに、生きたカイコや蛍光シルクを

展示し、研究成果の説明も行った。また、11月14-15日に開催された「サイエンスアゴラ2015」

に出展企画「イネ～遺伝子組換えが切り開く新たな育種の地平～」で参加し、ポスター展示を

通じて研究成果を紹介したほか工作の指導を行った。遺伝子組換えカイコ研究の成果は、現代

美術家・スプツニ子!氏による西陣織の伝統技術と融合したアート作品に提供し、4月23日～5

月17日までグッチ新宿店において「Tranceflora - エイミの光るシルク」展でマユや生糸とと

もに展示され、多数の来場者に紹介されたほかメディア等で大きく取り上げられた。同作品は、

8月24日から５日間、農林水産省の「消費者の部屋」で開催された生物研の遺伝子組換えカイ

コおよび最先端のシルク研究成果紹介の場でも紹介された。11月に開催された「農林水産祭－

実りのフェスティバル－」においても遺伝子組換えカイコ研究の紹介を行った。その他、かわ

またおりもの展示館（福島県伊達郡川俣町）、つくばエキスポセンター（茨城県つくば市）、

相模川ふれあい科学館（神奈川県相模原市）、岡谷蚕糸博物館（長野県岡谷市）、日本絹の里

（群馬県高崎市）の企画展、県の博物館等の施設や百貨店が行う企画展示イベント等にも展示

協力を行った。
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また、研究成果を発信するシンポジウムとして、「シルクサミット2015in滋賀長浜」(長浜

市、10月)、「ゲノム情報を活用した作物研究開発の現状」(東大弥生講堂、11月)、「植物科学

シンポジウム2015ラボとフィールドを結ぶ植物科学」（東大弥生講堂、12月）、「アジア植物遺

伝資源の収集・特性解析 (PGRAsia)」（東京都、12月）、「第8回カイコ産業の未来」（群馬県庁、

1月）、「第10回フィブロイン・セリシンの利用」（福島市、2月）の計６回開催した。各種シン

ポジウム等の開催については、ホームページ、ポスター、プレスリリース等を通じて一般の方

への周知に努めるとともに、結果についても生物研ニュース等で公表した。

③研究ニーズの把握 〔指標２－３－ウ〕

研究成果を活用し実用化につなげるとの観点から、関連企業、研究機関、一般消費者などが

多数集まる展示会に積極的に出展し、生物研の研究成果や保有する知的財産等を来場者に紹介

しながら、共同研究等の可能性やニーズを把握する場として有効活用した。昨年に引き続き11

月に３日間開催された農業・食品分野の展示会「アグリビジネス創出フェア2015」（東京都江

東区）（図18）、及び平成28年2月4日につくば市で開催された「SATテクノロジー・ショーケー

ス2016」に出展した（図19）。

図18 アグリビジネス創出フェア2015 図19 SATテクノロジー・ショーケース2016

第２－３（２）

①主要研究成果の選定 〔指標２－３－エ〕

各研究センター・研究領域から提出された主な研究成果候補課題について、研究センター長

・研究領域長、研究主幹等による審査を実施し、課題評価判定会における検討を経て、主な研

究成果11件と、その中から主要研究成果の候補課題１件を選定した。その後、行政部局や評価

助言委員等の第三者の意見等を踏まえ、新産業の創出等につながる有用な研究成果として、主

要研究成果１件を選定した（表15、資料４）。

なお、主要研究成果は中期目標期間中に５件以上選定することを目標としており、27年度分

の１件を含め合計９件を選定した。

表15 平成27年度の主な研究成果

№ 中課題番号 成 果 名 分 類

1 1-21 オオムギの起源と種子の脱落メカニズムの解明 知的貢献

2 1-21 ジーンターゲッティングによるイネ対立遺伝子の同時改変 知的貢献

3 1-23 小さな遺伝効果の農業形質遺伝子座を網羅的に検出する解析手 知的貢献
法を開発

4 2-11 古代米の起源に迫る！ 知的貢献
技術開発

5 2-12 『幼若ホルモン』フリーのカイコを作出：新規害虫制御剤の開 知的貢献
発が加速

6 2-12 ハチ目昆虫のRNAiによる遺伝子機能解析とゲノム編集法の開発 知的貢献
技術開発
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7 2-22 いもち病に対する抵抗性誘導剤の効果が低温で発揮できない原 知的貢献
因を解明

8 2-25 天敵昆虫ナミヒメハナカメムシを誘引する紫色光の発見 技術開発

9 2-26 簡単に使えて、きれいに治せる絆創膏型人工皮膚の開発 技術開発
（主要研究成果） 生物産業

10 3-01 イネにおける小胞体ストレス応答のネットワーク解明 知的貢献

11 3-02 高機能組換えシルク等の生産制御のための絹糸腺転写制御機構 知的貢献
の解明

②多様な媒体を通じた成果情報の伝達 〔指標２－３－エ〕

研究成果のうち重要なものはプレスリリースを行ってマスコミに発信するとともに、ホーム

ページのトップページにプレスリリース情報として掲載した。また、「刊行物」のページで「（主

要研究成果を含む）主な研究成果」などを公表して最新の情報を提供した。その他、各種フェ

アにてポスター発表、口頭発表を行って情報を発信した。知的所有権情報等も同様にホームペー

ジ上から公開した。

③-1知的基盤データベース等の公開 〔指標２－３－オ〕

知的基盤データベース等は、40（表16、資料５）があり、利用者は生物研ホームページから

アクセスし、利用できるシステムとしている。

表16 平成27年度のホームページから利用可能なデータベース等とアクセスの実績
（データベース：「 http://www.nias.affrc.go.jp/database/ 」）

データベー データベース名 アクセス数
スの分類

遺伝資源 農業生物資源ジーンバンク(以下、内数) 8,087,749
・アズキ・ケツルアズキのSSRマーカー情報 17,647
・日本植物病名データベース 2,146,398
・蚕糸関係遺伝資源データベース(旧・蚕昆研のコンテンツ) 182,064
農林水産DNAバンク 2,365,969
ゲノムリソースセンター(RGRC) 115,341

ｹﾞﾉﾑ情報統 農林水産生物ゲノム情報統合データベース(AgriTOGO) 50,433
合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 農畜産物ゲノム情報データベース(AgrID) 60,486

イネゲノム イネアノテーションデータベース(RAP-DB) 8,441,379
イネ統合ブラウサ(Rice TOGO Browser) 16,548,966
イネ遺伝子発現データベース(RiceXPro) 3,876,663
イネ遺伝子共発現データベース(RiceFREND) 687,676
圃場におけるイネ遺伝子発現データベース(FiT-DB) 838,975
イネ完全長cDNAデータベース(KOME) 1,429,405
イネ遺伝子発現データベース(RMOS) 104,710
ミュータントパネルデータベース(Tos17) 8,547,834
QTLアノテーションオンラインデータベース(Q-TARO) 772,166
シスエレメントモチーフ検索データベース(PLACE) 66,432
イネゲノムアノテーションデータベース(RiceGAAS) 12,296,585
イネプロテオームデータベース(Rice Proteome Database) 252,247
イネミトコンドリアゲノム情報(RMG information) 5,375
アフリカイネアノテーションデータベース(AfRicA DB) *
イネタンパク質構造データベース 18,131
植物ゲノム断片配列アノテーションパイプライン(fpgp) *

昆虫ゲノム カイコゲノム情報データベース(KAIKObase) ＋ 1,730,109
カイコcDNA(EST)情報(KAIKOcDNA)

カイコプロテオームデータベース(KAIKO2DDB) 51,917
カイコゲノムデータBLAST検索(KAIKOBLAST) 242,040
カイコゲノムアノテーションデータベース(KAIKOGAAS) 316,229
トビイロウンカEST情報(UNKA(BPH)EST) 16,437
トビイロウンカマーカーデータベース 5,829
コナガゲノムデータベース(KONAGAbase) 105,527

- 130 -



家畜ゲノム ブタcDNA(EST)情報(PEDE) 4,141,059
ブタのDNAマーカー情報(Swine Marker Viewer) 5,361

その他 比較ゲノムデータベース(SALAD) 650,650
オオムギ完全長cDNAデータベース(BEX-DB) 2,555,370
ダイズゲノム物理・連鎖地図データベース(DaizuBase) 392,910
生体内分子の三次元構造データベース(3DMET) 46,882
イネいもち病菌ESTデータベース(MgNEST-DB) *
イネ白葉枯病菌ゲノムデータベース(Xanthobase) 540,848

*は運用停止中

③-2遺伝資源の提供 〔指標２－３－オ〕

ジーンバンクが保存する遺伝資源に対する配布要請に応じ、27年度は、植物遺伝資源10,294

点、微生物遺伝資源1,248点、動物遺伝資源74点、DNA等354点を配布した。また、NIASコアコ

レクションとして世界のイネ17セット（1,173点）、日本在来イネ12セット（600点）、日本の

コムギ2セット（192点）、日本のダイズ16セット（1,424点）、世界のダイズ13セット（1,040

点）、日本在来トウモロコシ1セット（86点）、世界のソルガム2セット（210点）を配布した。

配布した遺伝資源の利用目的としては、育種につながる遺伝資源の潜在的価値を明らかにする

特性評価や多様性の研究、ストレス耐性品種開発等のための育種素材化、ゲノム研究や遺伝子

解析の素材整備、作物病害研究の基準菌株及び品種識別技術開発のためのデータ収集等があげ

られる（資料１：表１、表２）。

ゲノムリソースセンターを中心として生物研独自の研究リソースの整備を進め、国内外の研

究コミュニティーに配布を実施した。配布可能なリソースは、約23万クローンのイネ完全長cD

NA、レトロトランスポゾンTos17を用いた約5万系統の遺伝子破壊系統、遺伝解析材料17種類で

あった（表17）。27年度の研究材料のリクエスト件数及び配布数量は、イネ完全長cDNAが79件、

（319クローン）、オオムギ完全長cDNAが2件（15クローン）、Tos17変異系統が131件（857系統）、

遺伝解析材料が14件（800系統）であった（資料１：表３）。

遺伝資源の利活用促進のため、引き続きサブバンクの協力の下、配布可能な遺伝資源の増加

（アクティブ化）とセンターバンクへの移管を進めている。

蚕種並びに桑の接穂及び苗木の配布は、蚕12件、658蛾、桑6件、3,388本であった（資料１

：表４）。

なお、配布申請後の事務処理や遺伝資源の発送は順調に行われている。利用促進のため22年

度から開始したオンラインによる配付申込みの利用率が植物遺伝資源及び微生物遺伝資源で90

％に達した。

表17 イネゲノム研究におけるリソースの整備状況
リソース名／区分 リソースの整備状況
塩基配列 国際コンソーシアム全体では、370.7MB(95.3%)を完全解読

（残りの部分は繰り返し配列が多く解読が困難）
日本は全体の55％を完全解読

ＤＮＡ 植物（イネ、オオムギ） 229,790クローン
動物（ブタ、ウシ） 163,635クローン
昆虫（カイコ） 328,244クローン

遺伝解析材料 染色体部分置換系統群 ８種類（347系統）
戻し交雑自殖系統群 ７種類（759系統）
半数体倍加系統群 １種類（212系統）
組換え近交系統群 １種類（116系統）

突然変異系統 ミュータントパネル（Tos17) 約５万系統
表現型データベース 約４万系統
破壊遺伝子データベース 約６千系統（約２万件）

プロテオーム ２次元電気泳動ゲルデータ 23件
データベース登録タンパク質 12,807件

マイクロアレイ 完全長cDNA情報を利用したｲﾈｵﾘｺﾞDNAﾏｲｸﾛｱﾚｲ 4×44K RAP-DB作成
アレイ解析室のオープンラボ形式による一般利用促進
イネ遺伝子発現データベース （RiceXPro) 31データセット
イネ遺伝子共発現データベース（RiceFREND）815データ
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④ベンチャー企業支援 〔指標２－３－カ〕

生物研の研究成果を実施に結びつけ利用促進を図るため、「農業生物資源研究所ベンチャー

企業支援実施規則」に沿って、ベンチャー企業１社（(株)プリベンテック）に対する支援を行っ

た。現在、同社は遺伝子組換えイネを用いたサイトカインIL-10の生産を行い、IL-10含有化粧

品の販売をしている。将来的には研究用試薬としての販売を目指している。なお、支援期間は

平成28年3月までであった。

第２－３（３）

①学術論文等 〔指標２－３－キ〕

27年度における研究成果の発表は、査読のある原著論文で251報であり、インパクトファク

ター値（IF値）の合計値は770.533であった。発表数は目標数（292報／年）の86％であり、イ

ンパクトファクター総合計値も目標値（800／年）の96％とやや下回った。さらに、注目度の

高い学術雑誌への掲載数も10以上が３報となり、その他も含めて平年の水準をやや下回った（表

18、資料２）。

表18 原著論文のインパクトファクター別公表状況

インパクトファクター 掲載論文数 注目度の高い学術雑誌(IF値)と掲載数

10以上 3 ( 7) Science (33.611) 1報

Cell (32.242) 1

5以上10未満 41 ( 40) Nature Commun (11.470) 1

Proc Natl Acad Sci USA

2以上5未満 111 (123) ( 9.674) 1

Current Biology ( 9.571) 2

2未満 85 ( 93) The Plant Cell ( 9.338) 1

New Phytologist ( 7.672) 1

和文誌 11 ( 21) PLoS Pathogens ( 7.562) 1 など

合 計 251 (284)

掲載論文数の（ ）内の数値は26年度の実績

②研究成果の情報提供と公開 〔指標２－３－ク〕

研究成果のプレスリリース（目標回数は年14回）は、計14回行った（表19）。さらに、共同

研究成果の外部機関によるプレスリリースを1回、イベントのお知らせ等のプレスリリースを6

回行った。これらの中から、2015年農林水産研究成果10大トピックスの第３位に「簡単に使え

て、きれいに治すばんそうこう型人工皮膚を開発」、第６位に「“人類最古の農業”栽培オオ

ムギの起源を解明」、第９位に「大豆の落ちこぼれを救う遺伝子を発見」が選定された。その

ほか、研究協力を行った成果２つ（「全てのナシ品種を結実させる花粉を作るニホンナシ系統

を作出」、「コメ粒を巨大化させる遺伝子を発見」）も、それぞれ第２位と第７位に選出された。

あわせて、新聞、テレビ、雑誌等の取材にも積極的に対応し情報提供を行った。取材対応件

数は、新聞71件、テレビ47件、ラジオ2件、雑誌等が43件の合計163件である。その結果、プレ

スリリースに関連する記事など生物研が関係する記事が新聞に130件掲載され、テレビ・ラジ

オ放送は28件、雑誌等への掲載は25件であった。

- 132 -



表19 平成27年度のプレスリリース

中課題 発表(解禁)日 発表テーマ アクセス件数

番号 (発表、掲載１か月間)

2-26 27. 6. 9 簡単に使えて、きれいに治す絆創膏型人工皮膚を開発しました 3,708

2-12 27. 7.17 『幼若ホルモン』フリーのカイコを作出 1,197

－安全な農薬開発に有効な遺伝子を特定－

1-23 27. 7.17 カドミウム汚染水田浄化専用のカドミウム高吸収イネ「ファイレメ 943

CD1号」を開発

1-21 27. 7.29 “人類最古の農業”栽培オオムギの起源を解明 3,540

－ムギ類の品種改良の効率を加速化－

2-11 27. 9.14 古代米の起源に迫る！ 1,075

－紫黒米の育種が容易になります－

2-22 27.11.17 「いもち病」に対する抵抗性誘導剤の効果が低温で発揮できない原 1,147

因を解明 －低温でもいもち病にかかりにくいイネの開発へ－

1-11 27.11.27 アズキのゲノムをほぼ完全に解読 1,427

－品種改良の加速化と、全く新しい品種の開発へ－

2-12 27.12. 1 幼若ホルモンがサナギ化を抑えるメカニズムを解明 1,098

－昆虫のみに効果のある農薬の開発へ－

2-12 27.12.11 「お化け」遺伝子を呼び出す「こっくりさん」タンパク質の発見 2,090

－昆虫のステロイドホルモン生合成に関わる新知見－

3-02 28. 2.12 マユの構成成分が生産される仕組みを解明 1,027

－カイコによる有用タンパク質生産を向上させる技術の開発へ－

1-23 28. 3. 1 さまざまな突然変異を含む多数のダイズ系統を作出 1,215

－新しい性質を持つダイズ品種の開発が可能に－

2-22 28. 3. 8 イネの防御物質生産の鍵となるタンパク質を発見 1,214

－ストレスに強いイネの育成へ－

2-11 28. 3.29 イネの栄養の吸収と蓄積を促進させる遺伝子を発見 875

－少ない肥料でのイネの収量アップに向けて－

1-21 28. 3.31 ムギ類の穂発芽に関する遺伝子を発見 759

－穂発芽しにくい品種の開発が効率的に－

第２－３（４）

①知的財産マネジメント 〔指標２－３－ケ〕

研究成果の実用化及び利活用を促進する観点から、研究の計画段階から研究職員への知的財

産（特許、商標など）に関する相談、先行技術調査、助言について、民間企業で知財担当経験

のある職員（知的財産ディレクター）や弁理士資格を保有する職員を通じて行うなどして知的

財産マネジメントに取り組んだ。

②知的財産権の取得、維持 〔指標２－３－コ、サ、シ〕

研究成果の実用化を図るため、中期目標期間内に200件以上の国内特許を出願することとし

ており、27年度は国内出願29件（分割出願等を含む）、外国出願7件、国際(PCT)出願6件であっ

た。そのほか品種登録出願は２件であった。

なお、権利放棄した特許は、国内特許26件、外国特許44件であった。

特許等の出願を検討するにあたっては、職務発明審査会前の事前相談などで、必要に応じて

発明者に対して助言や相談などを知的財産ディレクターや弁理士資格を保有した職員などを通

じて行い、その際、実施許諾の可能性や研究推進上の必要性等を勘案し、海外への出願や許諾

を含めて特許の戦略的出願等を進めた。また、出願した特許については、実施許諾状況や実施

許諾の可能性等を踏まえ、運用上のルールである「７年ルール」
※
に照らし合わせて保有の必

要性等を職務発明審査会等において見直した。さらに27年度は、費用対効果をこれまで以上に

考慮し、外国特許に限って「7年」を「6年」と読み替えて本ルールを運用した。
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国内出願数の年間数値目標は40件であるが、目標値を下回った要因としては、①研究者数の

減少、②ゲノム情報のデータベース化が世界的に進展し、Web上での公開が進み、遺伝子特許

取得の困難性が増大､③知財専門家の助言を受けつつ出願案件を精査している、ことなどが考

えられるが、引き続き積極的に新規発明案件の掘り起こしなどを進めていく。
※
「７年ルール」とは、特許の基礎出願日を起算日とし、起算日から７年に満たない特許・特許出願について

は原則として維持し、７年経過後の特許・特許出願については維持の要否を審査・判断するという生物研内

の運用ルールをいう。出願から概ね７年程度で特許保有の必要性が明確になってくることなどから７年を１

つの区切りとしている。なお、27年度は費用対効果をこれまで以上に考慮し、外国特許に限って6年と読み替

えて運用した。

③知的財産の技術移転 〔指標２－３－ス〕

出願した特許等は、積極的に公開し技術移転に努めた。27年度の実施許諾件数（分割出願、

PCT各国移行特許を含む）121件（国内特許62件、外国特許59件）であり、大手化学メーカー（海

外を含む）等へ許諾した。許諾にあたっては、生物研の権利が十分確保できるように契約を進

めた。

④育種素材等の権利確保、利用促進 〔指標２－３－セ〕

育種素材(研究材料)等を分譲するMTA（材料等移転合意書）等は、27年度は149件（受領27件、

提供122件）であった。MTAの作成にあたっては、分譲する育種素材等の目的外使用の制限や新

たな知財が発生した場合の取り扱いなどを明確にし、生物研の権利を確保しつつ、利用促進を

図った。

⑤知的財産の情報提供 〔指標２－３－ス〕

公開された特許等については配付用資料を作成し、植物分野において外国企業等へ実施許諾

可能な特許については英文要約も追加した。これらの資料については技術見本市などで配付と

展示を行うとともに外国企業の日本事務所担当者にも配付した。現在は外国大手化学企業と秘

密保持契約を締結し、特許実施許諾について交渉を進めている。27年度の秘密保持契約締結件

数は20件であった。

⑥知的財産戦略 〔指標なし〕

知的財産戦略については、「知財ポリシー」として生物研ホームページに掲載した。将来的

に事業化（企業への技術移転）を見込んでいる研究課題については、研究の早い段階から知財

面からの相談・助言などを行った。
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４ 専門分野を活かしたその他の社会貢献

中期目標

（１）分析及び鑑定の実施

行政、民間、各種団体、大学等の依頼に応じ、研究所の高い専門知識が必要とされる

分析及び鑑定を実施する。

（２）講習、研修等の開催

講習会の開催、国公立機関、民間、大学、海外機関等外部機関からの研修生の受入れ

等を行う。

（３）国際機関、学会等への協力

国際機関、学会等への専門家の派遣、技術情報の提供等を行う。

中期計画

（１）分析及び鑑定の実施

行政、各種団体、大学等の依頼に応じ、研究所の高い専門知識が必要とされ、他の機

関では実施が困難な分析及び鑑定を実施する。

（２）講習、研修等の開催

①講習会、講演会等を積極的に開催するとともに、国や団体等が主催する講習会等に積

極的に協力する。

②国公立機関、大学、海外機関等からの研修生を積極的に受け入れ、人材育成、技術水

準の向上、技術情報の移転を図る。

（３）国際機関、学会等への協力

研究所に蓄積された知的資産を社会に還元するため、学会等への委員の派遣等を積極

的に行う。また、国際機関等の要請に応じて専門家の派遣や技術情報の提供等の国際協

力を行う。

〔指標２－４－ア〕行政等の依頼に応じ、専門知識を必要とする分析・鑑定が適切に行われ

たか。

〔指標２－４－イ〕講習、研修等の開催、国等の講習への協力、研修生の受け入れ等が積極

的に行われたか。

〔指標２－４－ウ〕国際機関等の要請に応じた専門家の派遣、学会等への委員の派遣が適切

に行われているか。

主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

（該当なし）

業務実績（第２－４） 自己評価

＜主要な業務実績＞ 評定「Ｂ」

１．〔指標２－４－ア〕

分析・鑑定については、27年度は２件の分析依頼に対応し ＜評定の根拠＞

た。 分析・鑑定について

は、27年度は２件の分析
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２．〔指標２－４－イ〕 依頼に対応した。ワーク

講習会、講演会等の開催については、生物研と農林水産省 ショップの開催は、技術

筑波農林研究交流センター主催のワークショップを開催し、 普及のほか人的ネット

都道府県、民間の研究者などの参加者に指導、普及を行った。 ワークを構築するうえで

また、研究者等の受け入れについては、外来研究員や講習生 も効果が期待できる。ま

など延べ179名を受け入れたほか、独立行政法人日本学術振 た、各種制度を活用して

興会（JSPS）特別研究員制度等により国内外から８名の研究 研究者を積極的に受け入

員を受け入れた。 れ、社会貢献の一環とし

て学術団体の委員等に多

３．〔指標２－４－ウ〕 くの役職員を派遣した。

国際機関や学会等への協力については、外部機関等からの これらの活動は、我が国

依頼により27件の案件について合計38名の職員を海外に派遣 の研究レベル向上に貢献

した。また、社会貢献の一環として64の学術団体の委員等に しているものと評価でき

延べ174名の役職員を派遣し、関連分野の発展に協力した。 る。

以上、専門分野を活か

したその他の社会貢献に

ついて、着実な業務運営

がなされているものと判

断し、評定を「Ｂ」とす

る。

＜課題と対応＞

（27年度実績）

第２－４（１）

○分析・鑑定・技術相談 〔指標２－４－ア〕

27年度は２件の分析依頼があった。

・いもち病抵抗性についての遺伝子型解析

・酵素活性制御タンパク質の細胞内局在性の分析

分析・鑑定を実施する場合には、分析・鑑定規程により、国、地方公共団体、独法、大学等

の公的な機関を除いて、分析・鑑定料として実費相当額を徴収することとして実施した。

第２－４（２）

①講習会、講演会等の開催、国や団体等が主催する講習会等への協力 〔指標２－４－イ〕

生物研と農林水産省筑波農林研究交流センター主催のワークショップでは、「植物科学・作

物育種におけるフェノーム解析（平成27年9月17日～18日）」（参加者20名）をテーマにした講

習などを開催し、都道府県、民間の研究者等に指導、普及を行った。

②人材育成のための研究者等受け入れ 〔指標２－４－イ〕

人材育成、技術水準の向上、技術情報の移転を図るため、外来研究員87名（外国人30名、邦

人57名）、講習生78名（外国人13名、邦人65名）、連携大学院生４名、インターンシップ９名

を受け入れた。長岡技術科学大学からは研究員１名が実務訓練責任者を委嘱され、約４か月間

実務訓練生１名を生物研インターンシップ制度を準用し受入れた。外来研究員や講習生を受け

入れる際には、国、地方公共団体、独法、大学等の公的な機関を除いて、実費相当額を研修料

として徴収することとして実施した。

また、独立行政法人日本学術振興会（JSPS）特別研究員制度により３名を受け入れ、海外か

らJSPS外国人特別研究員及び招へい研究員として５名を受け入れた。

これらの各種制度による受け入れにより、生物研が有する先端的な研究成果情報の発信、大
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学院学生等への教育指導を行うことができた。

第２－４（３）

○外部委員等の派遣 〔指標２－４－ウ〕

外部機関等からの依頼により、講演、新規プロジェクト策定に係る調査への参加など、27件

の案件について合計38名の職員を派遣した（表20）。

また、社会貢献の一環として、日本育種学会、日本応用動物昆虫学会、日本蚕糸学会、日本

畜産学会、日本微生物資源学会等、64の学術団体の理事、監事、評議員、常任幹事、論文審査

委員及び編集委員等に延べ174名の役職員を派遣し、関連分野の発展に協力した。

表20 平成27年度の外部機関等からの依頼による海外派遣一覧

依頼機関等 派遣先 用 務

スイスローザンヌ大学 スイス ワークショップでの講演及び研究打ち合わせ

国際熱帯農業センター（CIAT） コ ロ ン ビ CIATとの研究打ち合わせ

ア

科学アカデミー チェコ 遺伝子組換えを利用した高機能シルク作出の

ための絹糸タンパク質遺伝子のNGS解析

FAOアジア太平洋地域事務所 タイ FAOプロジェクト地域会合出席のため

国際農林水産業研究センター イタリア 小麦イニシアティブ第５回研究委員会等への

参加のため

ゲント大学 ベルギー 学位審査及び研究打ち合わせ

科学アカデミー チェコ ワークショップ参加のため

マックスプランク研究所 ドイツ 土壌微生物による植物のストレス抵抗性付与

に関する研究

中国西南大学 タイ ハスモンヨトウ調査、家蚕・野蚕飼育農家病

蚕調査のため

華南師範大学 中国 ハスモンヨトウ国際ゲノムプロジェクト Prog

ress meeting 参加のため

独立行政法人国際協力機構 ベトナム ベトナム在来ブタ資源の遺伝子バンクの設立

と多様性維持が可能な持続的生産システムの

構築プロジェクト運営指導調査

華中農業大学 中国 第13回イネ機能ゲノミクスシンポジューム参

加のため

カザン大学 ロシア 共同研究打ち合わせ、セミナー参加

筑波大学 メキシコ SATREPS事業に係る中米ジーンバンク長会議へ

の参加のため

国際稲研究所 イタリア 第8回温帯イネ研究コンソーシアム出席

科学技術振興機構 モロッコ 地球規模課題対応国際科学技術協力プログラ

ム「エビデンスに基づく乾燥地生物資源シー

ズ開発による新産業育成研究」詳細計画策定

調査のため

安徽農業大学 中国 カイコ及びハスモンヨトウに関する共同研究

打ち合わせ

岡山大学 ポーランド 学会出席及び研究打ち合わせのため

カザン大学 オーストラ 乾燥地帯のユスリカを調査のため

リア

スリランカ政府 スリランカ 植物遺伝資源保存トレーニングワークショッ

プ

中南民族大学 中国 第２回生物シグナル伝達国際会議の参加のた

め
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韓国バイオセーフティ委員会 韓国 ２０１５年遺伝子組換え動物の現状見通し、

安全管理に関する国際会議への参加のため

中国教育部 中国 北西農林大学における招へい研究のため

中国農林科学院 中国 農林ゲノム会議2015参加及び講演のため

日本－韓国農業ゲノムプログラ 韓国 日本－韓国農業ゲノムプログラムフォーラム

ム国際コンソーシアム・共同プ への参加

ログラム

カセサート大学 タイ タイ国カセサート大学との共同研究に関する

打ち合わせ

独立行政法人国際協力機構 ケニア ケニア国（科学技術）生物遺伝資源と分子遺

伝子学を利用した養蚕研究基盤構築プロジェ

クト詳細計画策定調査のため
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第３ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

中期目標

１ 収支の均衡

適切な業務運営を行うことにより、収支の均衡を図る。

２ 業務の効率化を反映した予算計画の策定と遵守

「第２ 業務運営の効率化に関する事項」及び上記１．に定める事項を踏まえた中期

計画の予算を作成し、当該予算による運営を行う。

３ 自己収入の確保

受益者負担の適正化、特許使用料の拡大等により自己収入の確保に努める。

４ 保有資産の処分

施設・設備のうち不要と判断されるものを処分する。また、その他の保有資産につい

ても、利用率の改善が見込まれないなど、不要と判断されるものを処分する。なお、放

射線育種場の寄宿舎については、期間中に廃止する。

中期計画

１ 予算

平成23年度～平成27年度予算

［人件費の見積り］

期間中総額14,848百万円を支出する。

ただし、上記の額は、総人件費改革の削減対象から除くこととする任期付研究者等に

係る人件費を除いた額である。

なお、上記の削減対象とされた人件費と総人件費改革の削減対象から除くこととする

任期付研究者等に係る人件費を合わせた総額は、15,955百万円である。（競争的資金、受

託研究資金又は共同研究のための民間からの外部資金並びに国からの委託費、補助金の

獲得状況等により増減があり得る。）

また、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当、休職者

給与、国際機関派遣職員給与及び再雇用職員給与に相当する範囲の費用であり、今後の

人事院勧告を踏まえた給与改定分は含んでいない。

２ 収支計画

平成23年度～平成27年度収支計画

３ 資金計画

平成23年度～平成27年度資金計画

４ 自己収入の確保

受益者負担の適正化、特許使用料等の拡大により自己収入の確保に努める。

５ 保有資産の処分

①既存の施設・設備等のうち、利用率の改善が見込まれないなど、不要と判断されるも

のは処分する。

②放射線育種場の寄宿舎は、途上国等からの研究者受入に支障のない方策を処置した後、

速やかに廃止する。

〔指標３－１－ア〕業務運営の効率化に関する事項及び法人経営に係る具体的方針に基づき、

法人予算全体の人件費（業績評価を勘案した役員報酬を含む）、業務経費、一般管理費等法人
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における予算配分について、明確な配分方針及び実績が示されているか。

〔指標３－１－イ〕研究業務の一部を外部委託した場合、外部委託の考え方と外部委託費の内

訳が明記されているか。

〔指標３－１－ウ〕運営費交付金の未執行率が高い場合、その要因を明確にしているか。

〔指標３－１－エ〕利益剰余金について、その財源ごとに発生要因を明確にし、適切に処理

されているか。目的積立金の申請状況と申請していない場合は、その理由が明確にされてい

るか。

〔指標３－１－オ〕会計検査院、政独委等からの指摘に適切に対応しているか。（他の評価指

標の内容を除く）

〔指標３－４－ア〕法人における知的財産権等の実施料収入等、自己収入増加に向けた取組

が行われ、その効果が現れているか。

〔指標３－５－ア〕保有の必要性等の観点から、保有資産の見直しを行っているか。また、処

分することとされた保有資産について、その処分は進捗しているか。

〔指標３－５－イ〕施設･設備のうち不要と判断されたものについて、処分損失等にかかる経

理処理が適切になされているか。

主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

（該当なし）

業務実績（第３） 自己評価

＜主要な業務実績＞ 評定「Ｂ」

１．〔指標３－１－ア〕

予算配分については、運営費交付金の削減に対応しつつ、 ＜評定の根拠＞

中期計画の達成に向けて各センター・領域のイニシアチブが 予算については、運営

最大限に発揮できるように配慮して配分した。また、研究資 費交付金の削減に対応し

金のウエイトを重点課題研究費に置いて研究資金の重点化・ つつ、研究資金の重点化

効率化を図った。 や効率化に留意して配分

・執行された。会計検査

２．〔指標３－１－イ〕 院からの指摘については

外部委託については、ジーンバンク事業では、共同実施機 再発防止策を立てて適切

関であるサブバンクへ委託を行うとともに、専門的知見を必 に対応している。自己収

要とする課題について外部委託を行った。また、管理運営 入については、PR活動に

部門では、特別な資格や技能を必要とする業務や建物・構 努めたことにより知的財

内の管理等業務について外部委託を行った。なお、外部委 産収入や依頼照射事業収

託費の内訳については業務実績報告書に記載のとおりであ 入が増加するなど効果が

る。 現れた。保有資産の見直

しについては、第２本館

３．〔指標３－１－ウ〕 RI管理区域は廃止の手続

運営費交付金の未執行額は830,431千円（事業費427,178 きを完了し、ボンベ庫に

千円及び人件費403,252千円）で、未執行率は12.5％であっ ついては危険物倉庫設置

た。なお、事業費における未執行額427,178千円は、通則法 のため解体した。

第44条及び個別法第16条の手続き後に国庫納付を予定してい

る。 以上、予算、収支計画

及び資金計画等につい

４．〔指標３－１－エ〕 て、着実な業務運営がな

利益剰余金は1,040,304千円であり、そのうち当期未処分 されているものと判断

利益760,015千円は、中期目標期間最終年度に伴う運営費交 し、評定を「Ｂ」とする。
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付金債務残高の収益額849,506円が主な発生要因となってい

る。なお、当期未処分利益については、通則法第44条第2項 ＜課題と対応＞

の積立金にて整理を予定している。

５．〔指標３－１－オ〕

会計検査院等からの指摘については、25年度及び26年度

の会計検査院の決算検査において、「研究用物品等の購入等

に当たり、会計規程等で認められていない前払により購入を

行っていたり、研究員が販売代理店に虚偽の内容の関係書類

を作成させ、研究所に架空の取引に係る購入代金を支払わせ

たりするなど会計経理が不適正」と指摘された。この不適正

な経理処理事案を調査するため、平成26年8月22日に調査委

員会を立ち上げ全容解明に向けた調査を実施し、平成26年12

月19日の中間報告、平成27年12月22日の最終報告で公表した。

生物研としては、本件を役職員全員が真摯に受け止め、法

人としてのコンプライアンス体制の改善と職員の意識改革を

引き続き行い、新規採用者や他機関からの異動者の初期教育

を確実に実施するなど、不適正な会計処理が二度と起きない

よう再発防止の取組を進めた。

対応の詳細は、業務実績報告書の第８－３の項に記載のと

おりである。

６．〔指標３－４－ア〕

自己収入増加に向けた取り組みとしては、知的財産につい

ては公開された特許等のPR活動を行い、遺伝資源配布事業に

ついては検索データベースの機能充実等で利便性を高めるな

どして利用促進を図った。また、依頼照射事業については、

照射料金の見直しや有料対象の拡大など受益者負担の適正化

を図りながら事業を行った。なお、自己収入の実績は、知的

財産収入が増加するなどして合計15,491千円であったが、遺

伝資源配布事業収入の減少により昨年度比1,719千円の減少

となった。

７．〔指標３－５－ア〕

保有資産の見直しについては、施設利用委員会等を通じ

て老朽化や利用状況の現状を把握し、策定した施設利用計

画の適切な見直しを行った。なお、第２本館RI管理区域は

廃止の手続きを完了し、ボンベ庫については危険物倉庫設置

のため解体した。

８．〔指標３－５－イ〕

該当なし

（27年度実績）

第３－１～３

○予算配分方針 〔指標３－１－ア〕

27年度予算は、運営費交付金の削減に対応して、一般管理費および業務経費について直接研

究費を維持しつつ配分内容を点検し、研究成果の最大化につなげるため、研究員自らのアイデ

アを生かしながら、中期計画の達成に向けて各センター・領域のイニシアチブが最大限に発揮

できるように配慮して配分した。さらに、研究資金のウエイトを重点課題研究費に置いて研究

資金の重点化・効率化を図った。
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○外部委託の考え方 〔指標３－１－イ〕

運営費交付金の研究委託費のうち、農業生物資源ジーンバンク事業の委託契約では、実施

主体である生物研から共同実施機関（サブバンク）へ委託を行うとともに植物の増殖保存や植

物病原菌の分類検証等、専門的知見を必要とする課題について外部委託を行った。

また、管理運営部門における外部委託は、施設・機械等の保守管理など特別な資格や技能

を必要とする業務、建物・構内の管理など外部委託した方が効率的な業務について行った。

①受託研究に係る支出内訳

経常費用

研究業務費

法定福利費 ３３，２７４千円

その他人件費 ３０４，４３４千円

外部委託費 ２０１，７５２千円

研究材料消耗品費 ２８３，９９１千円

支払リース料 ４６５千円

賃借料 １，６９８千円

旅費交通費 ３８，０３２千円

保守・修繕費 １２２，７８３千円

水道光熱費 １５５，３２８千円

備品費 ８，３３２千円

諸謝金 １，１４１千円

図書印刷費 ５，２３１千円

その他経費 ８６，７１８千円

計 １，２４３，１７９千円

注）上記以外に資産が５２，０５１千円ある。

②外部委託費の内訳

運営費交付金 受託収入

外部委託費計 ３０９，６７０千円 ２０１，７５２千円

うち研究委託費 ２３６，２１８千円 ７１，４９８千円

うち調査委託費 １４，５０３千円 ５５，１６２千円

うちその他委託費 ５８，９４９千円 ７５，０９２千円

注）その他委託費の主な委託内容

研究支援関連業務：研究支援者派遣、英文校閲、実験動物処分、実験廃棄物処理、

ほ場管理
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○運営費交付金の未執行率 〔指標３－１－ウ〕

27年度運営費交付金未執行額は、830,431千円で事業費427,178千円及び人件費403,252千円

である。

事業費における未執行額427,178千円は、通則法第44条及び個別法第16条の手続き後に国庫

納付を予定している。

（単位：千円）

予算区分 予算額 未執行額 未執行率 摘 要

研究業務費 2,399,633 424,548 17.7%

一般管理費 326,524 2,630 0.8%

人 件 費 3,938,741 403,252 10.2%

合 計 6,664,898 830,431 12.5%

金額は、科目毎に千円未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合がある。

○利益剰余金の処理 〔指標３－１－エ〕

27年度利益剰余金は1,040,304千円で、その内訳は以下のとおりである。

利益剰余金 1,040,304千円

前中期目標期間繰越積立金 （注） 21,521千円

積立金 258,768千円

当期未処分利益 760,015千円

（注）前中期目標期間繰越積立金は、前中期目標期間までに自己財源で取得した固定

資産の簿価であり、当期に生じる減価償却費に伴い、取り崩す積立金残額であ

る。

当期未処分利益760,015千円は、中期目標期間最終年度に伴う運営費交付金債務残高の収益

額849,506千円が主な発生要因となっている。

当期未処理利益については、通則法第44条第2項の積立金にて整理を予定している。

○会計検査院等からの指摘への適切な対応 〔指標３－１－オ〕

25年度及び26年度の会計検査院の決算検査において、「研究用物品等の購入等に当たり、会

計規程等で認められていない前払により購入を行っていたり、研究員が販売代理店に虚偽の内

容の関係書類を作成させ、研究所に架空の取引に係る購入代金を支払わせたりするなど会計経

理が不適正」と指摘された。この不適正な経理処理事案を調査するため、平成26年8月22日に

調査委員会を立ち上げ全容解明に向けた調査を実施し、平成26年12月19日の中間報告、平成27

年12月22日の最終報告で公表した。

生物研としては、本件を役職員全員が真摯に受け止め、法人としてのコンプライアンス体制

の改善と職員の意識改革を引き続き行い、新規採用者や他機関からの異動者の初期教育を確実

に実施するなど、不適正な会計処理が二度と起きないよう再発防止の取組を進めた。
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○予算、収支計画及び資金計画

（１）予算

平成27年度予算及び決算 （単位：百万円）

区 分 予 算 額 決 算 額

収入

前年度よりの繰越金 １５９ ７８０

運営費交付金 ６，６６５ ６，６６５

施設整備費補助金 － －

受託収入 ２，６１１ １，４４６

諸収入 １８ ３１

寄附金収入 － １

計 ９，４５３ ８，９２３

支出

業務経費 ２，４００ ２，４０５

業務経費（寄附金） － １

施設整備費 － －

受託経費 ２，６１１ １，４１７

一般管理費 ３４４ ３２９

人件費 ４，０９８ ３，９１８

計 ９，４５３ ８，０７０

〔表記に関する注記〕

金額は、科目毎に百万円未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合がある。

〔決算額の注記〕

１．本表は「決算報告書」を基に作成した。

２．収入の「受託収入」は、受託研究契約額が減少したため、予算額より1,165百万円減少

している。それに伴い、支出の「受託経費」が予算額より1,194百万円減少している。

３．収入の「諸収入」は、予算額より13百万円増加している。決算額31百万円の主な内訳は

次のとおりである。

① 遺伝資源配布事業収入 7百万円

② ゲノムリソース配布収入 1百万円

③ 特許権等実施許諾収入 6百万円

④ その他事業収入 1百万円

⑤ その他事業外収入 16百万円

４．収入決算額計と支出決算額計との差額853百万円は、主に運営費交付金の未執行額830百

万円である。

人件費：27年度403百万円

事業費：27年度427百万円

なお、上記金額は通則法第44条及び個別法第16条の手続き後に国庫納付予定。
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（２）収支計画

平成27年度収支計画及び決算 （単位：百万円）

区 分 計 画 額 決 算 額

費用の部 ９，４９２ ８，４４４

経常費用 ９，４６６ ８，００１

人件費 ４，０９８ ３，７２０

業務経費 ２，０９８ ２，０７８

受託経費 ２，４７１ １，２４３

一般管理費 ３３８ ３５０

減価償却費 ４６１ ６１０

財務費用 ２６ １１

臨時損失 － ４３１

収益の部 ９，４８９ ９，１９９

運営費交付金収益 ６，５２１ ６，１６３

諸収入 １８ ２０

受託収入 ２，６１１ １，４１８

寄附金収入 － １

物品受贈益 － ９

資産見返運営費交付金戻入 ３３９ ３３９

資産見返補助金戻入 － ０

資産見返寄附金戻入 － ２２

臨時利益 － １,２２８

純利益又は純損失（▲） ▲２ ７５５

前中期目標期間繰越積立金取崩額 ５ ５

総利益又は総損失（▲） ３ ７６０

〔表記に関する注記〕

金額は、科目毎に百万円未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合がある。

〔決算額の注記〕

１．本表は、「損益計算書」を基に作成した。

２．費用の部「臨時損失」431百万円は、老朽化等の理由から発生した固定資産の除却損32

百万円及び公的研究費等の不適正な経理処理に係る返還額等399百万円である。

３．収益の部「臨時利益」の1,228百万円は、「臨時損失」の固定資産除却損に対応する資

産見返戻入31百万円、公的研究費等の不適正な経理処理に係る返還額に対応する347百万

円及び中期目標期間最終年度に伴う運営費交付金債務残高の収益額850百万円である。

４．「総利益」760百万円の主な内訳は、中期計画最終年度に伴う運営費交付金債務残高の

収益化額及び受託収入による資産取得金額と減価償却費の差額等による利益である。
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（３）資金計画

平成27年度資金計画及び決算 （単位：百万円）

区 分 計 画 額 決 算 額

資金支出 ９，４５３ ９，８２８

業務活動による支出 ８，６５７ ７，８３７

投資活動による支出 ４２２ １８５

財務活動による支出 ３７４ １６９

次期中長期目標の期間への繰越金 － １，６３７

資金収入 ９，４５３ ９，８２８

業務活動による収入 ９，２９４ ８，２６６

運営費交付金による収入 ６，６６５ ６，６６５

受託収入 ２，６１１ １，３９４

その他の収入 １８ ２０７

投資活動による収入 － １０９

施設整備費補助金による収入 － １０９

その他収入 － －

財務活動による収入 － －

その他の収入 － －

前年度からの繰越金 １５９ １，４５４

〔表記に関する注記〕

金額は、科目毎に百万円未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合がある。

〔決算額の注記〕

１．本表は、「キャッシュ・フロー計算書」を基に作成した。

２．資金支出の「翌年度への繰越金」1,637百万円の内訳は次のとおり。

① 運営費交付金の未使用額 ８３０百万円

② 未払金・未払費用、預り金等 ７７６百万円

③ その他の収入の未使用額 ２８百万円

④ 第２期より繰り越したリース損益 ３百万円
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（４）予算・決算の概況

平成27年度以前５年間の推移 （単位:百万円）
23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

区 分
予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由

収入

前年度からの繰越金 - - - 470 169 442 59 479 159 780

運営費交付金 6,882 6,882 6,820 6,510 6,328 6,328 6,617 6,617 6,665 6,665

施設整備費補助金 226 409 398 374 3,830 970 113 2,890 - -

事業補助金 - 2 - 2 - 12 - 2 - -

受託収入 2,611 2,884 2,611 2,242 2,611 1,858 2,611 2,028 2,611 1,446 注１

諸収入 14 72 15 23 16 21 17 25 18 31

寄附金収入 - 1 - 1 - - - - - 1

計 9,734 10,251 9,843 9,621 12,954 9,631 9,416 12,041 9,453 8,923

支出

業務経費 2,596 2,303 2,560 2,660 2,520 2,465 2,449 2,375 2,400 2,405

業務経費（寄附金） - 1 - 1 - - - - - 1

施設整備費補助金 226 409 398 374 3,830 970 113 2,890 - -

事業補助金 - 2 - 2 - 12 - 2 - -

受託経費 2,611 2,881 2,611 2,232 2,611 1,843 2,611 1,987 2,611 1,417 注１

一般管理費 401 390 387 381 368 385 355 339 344 329

人件費 3,899 3,731 3,887 3,518 3,625 3,466 3,889 3,665 4,098 3,918

計 9,734 9,718 9,843 9,168 12,954 9,141 9,416 11,257 9,453 8,070

〔表記に関する注記〕

金額は、科目毎に百万円未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合がある。

〔27年度における予算決算額の注記〕

注１「受託収入」の差額は、受託研究契約が減少したため予算額に対し減少している。それ

に伴い、支出の「受託経費」が減少している。
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○簡潔に要約された財務諸表

① 貸借対照表

（単位:百万円）

資産の部 金 額 負債の部 金 額

流動資産 1,693 流動負債 886

現金預金 1,637 運営費交付金債務 -

その他 56 未払金・未払費用 717

固定資産 31,299 その他 169

有形固定資産 31,058 固定負債 1,784

その他 240 長期リース債務 106

特許権 125 資産見返負債 1,668

知的財産権仮勘定 105 その他 9

その他 10

負債合計 2,670

純資産の部

資本金 35,321

政府出資金 35,321

資本剰余金 ▲6,039

利益剰余金 1,040

純資産合計 30,322

資産合計 32,992 負債・純資産合計 32,992

〔表記に関する注記〕

金額は、科目毎に百万円未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合がある。

② 損益計算書

（単位：百万円）

金 額

経常費用(A) 8,012

研究業務費 7,177

人件費 4,151

研究・外部委託費 512

研究材料消耗品費 479

減価償却費 595

保守・修繕費 511

その他 930

一般管理費 824

人件費 522

減価償却費 15

保守・修繕費 178

その他 109

財務費用 11

経常収益(B) 7,971

運営費交付金収益 6,163

自己収入等 1,448

その他 361

臨時損失(C） 431

臨時利益(D) 1,228

前中期目標期間繰越積立金取崩額(E) 5

当期総利益(B-A-C+D+E) 760

〔表記に関する注記〕

金額は、科目毎に百万円未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合がある。
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③ キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

金 額
Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 429

研究業務による支出 ▲2,455
人件費支出 ▲4,566
運営費交付金収入 6,665
自己収入等 1,414
その他収入・支出 ▲629

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー(B) ▲76
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー(C) ▲169
Ⅳ 資金に係る換算差額(D) -
Ⅴ 資金増加額(E=A＋B＋C＋D) 184
Ⅵ 資金期首残高(F) 1,454
Ⅶ 資金期末残高(G=F+E) 1,637

〔表記に関する注記〕

金額は、科目毎に百万円未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合がある。

④ 行政サービス実施コスト計算書

（単位：百万円）

金 額
Ⅰ 業務費用 7,001

損益計算書上の費用 8,444
（控除）自己収入等 ▲1,442

Ⅱ 損益外減価償却相当額 803
Ⅲ 損益外利息費用相当額 0
Ⅳ 損益外除売却差額相当額 2
Ⅴ 引当外賞与見積額 ▲2
Ⅵ 引当外退職給付増加見積額 ▲24
Ⅶ 機会費用 0
Ⅷ （控除）国庫納付額 ▲215
Ⅸ 行政サービス実施コスト 7,565

〔表記に関する注記〕

金額は、科目毎に百万円未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合がある。

■ 財務諸表の科目（主なもの）

①貸借対照表

現金預金 ：現金、預金

たな卸資産 ：貯蔵品（燃料類）、未成受託研究支出金

未収金 ：独立行政法人の業務で発生した未収債権

有形固定資産 ：土地、建物、構築物、機械及び装置、車両運搬具、工具器具備品等

独立行政法人が長期にわたって使用又は利用する有形の固定資産

特許権 ：特許法に基づき登録を受けた発明に係る独占的・排他的実施の権利

ソフトウェア ：将来の収益獲得又は費用削減が確実と認められるソフトウェア

知的財産権仮勘定：知的財産の取得に際し発生した原価を、権利取得まで一時的に整

理する仮勘定

運営費交付金債務：独立行政法人の業務を実施するために国から交付された運営費交

付金のうち、未実施の部分に該当する債務

未払金 ：独立行政法人の業務で発生した未払債務

未払費用 ：独立行政法人の業務で発生した人件費、賃借料、水道光熱費等継

続的な経過費用

短期リース債務：ファイナンス・リース契約に基づく未払リース料のうち、１年以内

に支払予定の債務

長期リース債務：ファイナンス・リース契約に基づく未払リース料のうち、１年を超
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えて支払予定の債務

資産見返負債 ：固定資産取得額のうち、未償却残高に相当する債務

資産除去債務 ：有形固定資産の取得又は通常の使用によって生じ、当該有形固定資

産の除去に際して、法令又は契約で要求される法律上の義務及びそ

れに準ずるもの

政府出資金 ：国からの出資金で、独立行政法人の財産的基礎を構成するもの

資本剰余金 ：国から交付された施設費等を財源として資産を取得した場合に発生

した剰余金で、独立行政法人の財産的基礎を構成するもの

利益剰余金 ：独立行政法人の業務で発生した剰余金

②損益計算書

研究業務費 ：研究業務に要した費用

人件費 ：役員報酬、給与、賞与、法定福利費等役職員に要した経費

研究委託費 ：研究業務の一部を外部機関に委託した経費

外部委託費 ：研究業務に必要な各種分析・調査業務の一部及び研究支援関連業務

を外部機関に委託した経費

研究材料消耗品費：研究業務に使用する試薬や理化学用品等消耗品の取得に要した経

費

減価償却費 ：業務に使用する固定資産の取得原価をその耐用年数にわたって費用

として配分した経費

保守・修繕費 ：業務に使用する資産の修繕、保守管理、維持等に要した経費

水道光熱費 ：上下水道料、電気料、ガス料、燃料費

一般管理費 ：管理事務等業務に要した費用

財務費用 ：ファイナンス・リース取引に伴う支払利息、海外取引における為替

差損

運営費交付金収益：業務を実施するために国から交付された運営費交付金のうち、業

務の進行に対応し収益化した額

資産見返負債戻入：運営費交付金や寄附金等を財源に取得した固定資産の減価償却額

に対応し、資産見返負債を取崩した額

受託収入 ：政府受託研究収入、政府外受託研究収入、受託出張収入等

事業収入 ：遺伝資源配布事業収入、ゲノムリソース配布等収入等

事業外収入 ：資産売却収入、資産貸付収入、還付消費税収入等

臨時損失 ：固定資産の除売却損、公的研究費等の不適正な経理処理に係る返還

額等

臨時利益 ：固定資産の売却益、臨時損失に対応した資産見返負債戻入、公的研

究費等の不適正な経理処理に係る回収額、運営費交付金収益

前中期目標期間繰越積立金取崩額：前中期目標期間から繰り越した積立金の取崩し額

③キャッシュ・フロー計算書

業務活動によるキャッシュ・フロー：独立行政法人の通常の業務の実施に係る資金の

状態を表し、サービスの提供等による収入、原材料、商品又はサー

ビスの購入による支出、人件費支出等が該当

投資活動によるキャッシュ・フロー：将来に向けた運営基盤の確立のために行われる

投資活動に係る資金の状態を表し、固定資産の取得・売却等による

収入・支出が該当

財務活動によるキャッシュ・フロー：増減資による資金の収入・支出、不要財産に係

る国庫納付など、資金の調達及び返済が該当

④行政サービス実施コスト計算書

業務費用 ：独立行政法人が実施する行政サービスのコストのうち、独立行政法

人の損益計算書に計上される費用

損益外減価償却相当額：償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が予定さ
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れないものとして特定された資産の減価償却費相当額（損益計算書

には計上していないが、累計額は貸借対照表に記載されている。）

損益外利息費用相当額：「第91資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」を

行うこととされた除去費用等に係る損益外利息費用相当額

損益外除売却差額相当額：資本剰余金に計上している資産（損益外にて特定された資

産等）を除売却した際の簿価相当額

引当外賞与見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合の賞

与引当金見積額(損益計算書には計上していないが、当年度末に在

職する役職員について、当期末の引当外賞与見積額から前期末の引

当外賞与見積額を控除して計算した額）

引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな

場合の退職給付引当金増加見積額（損益計算書には計上していない

が、当年度末に在職する役職員について、当期末の退職給付見積額

から前期末の退職給付見積額を控除した額から、退職者に係る前期

末退職給付見積額を控除して計算した額）

機会費用 ：国の財産を無償又は減額された使用料により賃貸した場合の本来負

担すべき額

○財務情報

（１）財務諸表の概況

① 経常費用、経常収益、当期総損益、資産、負債、キャッシュ・フローなどの主要な財

務データの経年比較・分析

（経常費用）

27年度の経常費用は8,012,474千円と前年度比580,061千円減（6.8%減）となってい

る。これは、研究材料消耗品費が前年度比261,059千円減（35.3%減）となったことが

主な要因である。

（経常収益）

27年度の経常収益は7,971,237千円と前年度比624,255千円減（7.3%減）となってい

る。これは、受託収入が前年度比567,123千円減（28.6%減）となったことが主な要因

である。

（当期総利益）

上記経常損益と臨時損益を計上した結果、当期純利益755,033千円となり、前中期

目標期間繰越積立金の取崩額4,982千円を計上することによって、27年度の当期総利

益は760,015千円と前年度比812,203千円増（1556.3%増）となっている。

（資産）

27年度末現在の資産合計は32,991,634千円と前年度比1,235,422千円減（3.6%減）

となっている。これは、固定資産の期末残額が前年度比1,323,117千円減（4.1%減）

となったことが主な要因である。

（負債）

27年度末現在の負債合計は2,670,113千円と、前年度比1,185,924千円減（30.8%減）

となっている。

（業務活動によるキャッシュ・フロー）

27年度の業務活動によるキャッシュ・フローは428,961千円と、前年度比287,187千

円減（40.1%減）となっている。これは、受託収入が前年度比603,948千円減（30.2%

減）となったことが主な要因である。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

27年度の投資活動によるキャッシュ・フローは▲76,010千円と、前年度比282,473

千円減（78.8%減）となっている。これは、施設費による収入が前年度比3,192,382千

円減（96.7%減）及び有形固定資産の取得による支出が前年度比3,475,420千円減（96.

3%減）となったことが主な要因である。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

27年度の財務活動によるキャッシュ・フローは▲169,215千円と、前年度比1,438千
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円減（0.8%減）となっている。これは、リース債務の返済による支出が169,215千円

があったことが主な要因である。

表 主要な財務データの経年比較 (単位：千円）
当中期目標期間

区 分
23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

経常費用 9,583,834 8,981,834 8,443,346 8,592,535 8,012,474

経常収益 9,623,203 8,876,272 8,463,637 8,595,492 7,971,237

当期総利益又は当期総損失（▲） 239,123 14,041 57,792 ▲52,188 760,015

資産 33,267,637 32,352,281 32,583,675 34,227,057 32,991,634

負債 4,179,542 4,176,355 4,325,171 3,856,037 2,670,113

利益剰余金（又は繰越欠損金） 442,050 336,380 354,992 285,271 1,040,304

業務活動によるキャッシュ・フロー 223,594 727,950 559,573 716,148 428,961

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲915,608 ▲376,139 ▲334,712 ▲358,483 ▲76,010

財務活動によるキャッシュ・フロー ▲739,096 ▲164,092 ▲165,383 ▲170,653 ▲169,215

資金期末残高 1,019,437 1,207,156 1,266,634 1,453,646 1,637,381

〔表記に関する注記〕

金額は、科目毎に千円未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合がある。

② セグメント事業損益の経年比較・分析

研究課題別である三つのセグメントのうち、「研究基盤整備」の27年度事業損益は▲15,

758千円と、前年度比33,154千円減少している。これは、受託収入を財源として取得した

固定資産の取得が前年度より減少したことが主な要因である。

「生命現象解明」の27年度事業損益は9,959千円と、前年度比1,948千円増加している。

これは、受託収入を財源として取得した固定資産の減価償却費が前年度より減少したこと

が主な要因である。

「新生物産業創出」の27年度事業損益は▲12,086千円と、前年度比19,611千円増加して

いる。これは、受託収入を財源として取得した固定資産の減価償却費が前年度より減少し

たことが主な要因である。

「法人共通」の27年度事業損益は▲23,352千円と、前年度比32,599千円減少している。

これは、経年による建物等の減価償却費が主な要因である。

（１）画期的な農作物や家畜等の開発を支える研究基盤の整備 「研究基盤整備」

（２）農業生物に飛躍的な機能向上をもたらすための生命現象の解明と利用技術の開発 「生命現象解明」

（３）新たな生物産業の創出に向けた生物機能の利用技術の開発 「新生物産業創出」

表 事業損益の経年比較 （区分経理によるセグメント情報） （単位：千円）

当中期目標期間
区 分

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

研究基盤整備 14,807 ▲35,214 55,620 17,396 ▲15,758

生命現象解明 ▲31,463 ▲28,900 17,976 8,011 9,959

新生物産業創出 56,965 ▲29,409 ▲38,629 ▲31,697 ▲12,086

法人共通 ▲942 ▲12,039 ▲14,677 9,247 ▲23,352

合 計 39,368 ▲105,561 20,291 2,957 ▲41,236

〔表記に関する注記〕

金額は、科目毎に千円未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合がある。

③ セグメント総資産の経年比較・分析

研究課題別である三つのセグメントのうち、「研究基盤整備」の27年度総資産は7,341,

595千円と、前年度比706,277千円減少している。これは、機械設備等の増加よりも、当年

度における減価償却費が上回ったことが主な要因である。

「生命現象解明」の27年度総資産は2,938,614千円と、前年度比265,560千円減少してい

る。これは、研究用機械設備等の増加よりも、当年度における減価償却費が上回ったこと

が主な要因である。
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「新生物産業創出」の27年度総資産は1,572,387千円と、前年度比151,303千円減少して

いる。これは、研究用機械設備等の増加よりも、当年度における減価償却費が上回ったこ

とが主な要因である。

「法人共通」の27年度総資産は21,139,038千円と、前年度比112,283千円減少している。

これは、機械設備等の増加よりも、当年度における減価償却費が上回ったことが主な要因

である。

表 総資産の経年比較（区分経理によるセグメント情報） （単位：千円）

当中期目標期間
区 分

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

研究基盤整備 6,197,463 5,824,945 5,657,238 8,047,872 7,341,595

生命現象解明 3,589,546 3,317,260 3,323,117 3,204,174 2,938,614

新生物産業創出 2,145,833 1,970,366 1,874,934 1,723,690 1,572,387

法人共通 21,334,794 21,239,710 21,728,387 21,251,321 21,139,038

合 計 33,267,637 32,352,281 32,583,675 34,227,057 32,991,634

〔表記に関する注記〕

金額は、科目毎に千円未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合がある。

④ 行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析

27年度の行政サービス実施コストは7,564,679千円と、前年度比126,067千円増となって

いる。

表 行政サービス実施コストの経年比較 (単位：千円）
当中期目標期間

区 分
23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

業務費用 6,727,708 6,778,231 6,641,835 6,707,366 7,001,431

うち損益計算書上の費用 9,630,022 9,000,371 8,468,748 8,692,297 8,443,802

うち自己収入 ▲2,902,314 ▲2,222,139 ▲1,826,913 ▲1,984,931 ▲1,442,371

損益外減価償却相当額 1,095,622 1,103,681 652,691 706,113 802,794

損益外減損損失相当額 57 2,097 3,927 110 0

損益外利息費用相当額 9 10 14 13 9

損益外除売却差額相当額 76,461 17,349 68,091 2,562 1,728

引当外賞与見積額 ▲20,471 ▲166 17,127 9,402 ▲1,917

引当外退職給付増加見積額 144,305 ▲65,663 ▲196,178 ▲101,316 ▲24,262

機会費用 288,611 157,804 178,040 114,363 0

（控除）国庫納付額 0 0 0 0 ▲215,104

行政サービス実施コスト 8,312,302 7,993,343 7,365,547 7,438,612 7,564,679

〔表記に関する注記〕

金額は、科目毎に千円未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合がある。
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○事業の説明

（１）財源構造

当法人の経常収益は7,971百万円で、その主な内訳は、運営費交付金収益6,163百万円（収益

の77.3%）、受託収入1,418百万円（17.8%）、資産見返負債戻入361百万円（4.5%）、物品受贈益

9百万円（0.1%）事業収入等20百万円（0.3%）、となっている。

（２）財務データ及び業務実績報告書と関連づけた事業説明

財務データについて、当法人の試験及び研究並びに調査における分野ごとに明記した。

これらの分野における大課題・中課題ごとの具体的な業務実績（成果等）については、【第

Ⅱ章－第２－１「試験及び研究並びに調査」】を参照されたい。

また、研究課題に直接関連づけられる経費や投入エフォート、発表論文数等の関係を中課題

単位で分析した結果については、「平成27年度研究資源の投入状況・成果」（p.183）を参照さ

れたい。

① 画期的な農作物や家畜等の開発を支える研究基盤の整備（大課題１－(1)、１－(2)）

本事業では、新たな品種・系統の育成に不可欠な農業生物の遺伝資源の充実、それらを

効率的に活用するためのcDNAライブラリー、変異体、マイクロアレイ等のゲノムリソース

の開発・整備及び新たなゲノム育種技術の開発を推進するとともに、農業生物のゲノム解

読と高度な解析、生体分子の構造・機能解析及びそれらを可能にするバイオインフォマテ

ィクス研究などを推進することとしている。

(単位:円）

区 分 金 額

事業費用 2,991,824,925

研究業務費 2,980,965,920

一般管理費 0

財務費用 10,859,005

事業収益 2,976,067,372

運営費交付金収益 1,836,257,520

固定資産見返負債戻入 143,936,639

受託収入 981,582,662

その他 14,290,551

② 農業生物に飛躍的な機能向上をもたらすための生命現象の解明と利用技術の開発（大課

題２－(1)、２－(2)）

本事業では、これまでに蓄積されてきたイネ、カイコ、ブタ等のゲノム解読等の研究成

果に加え、今後解読が進む農業生物のゲノム情報や生命現象の基礎的研究の成果を活かし

て、植物、昆虫、動物等の生物機能の生理・生化学的解明や生物間相互作用機構の解明を

進め、これらを利用した農作物や家畜等の効率的・安定的な生産のための基盤技術を開発

することとしている。

(単位:円）

区 分 金 額

事業費用 1,828,727,008

研究業務費 1,828,470,346

一般管理費 0

財務費用 256,662

事業収益 1,838,686,210

運営費交付金収益 1,432,970,922

固定資産見返負債戻入 90,814,968

受託収入 311,761,237

その他 3,139,083
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③ 新たな生物産業の創出に向けた生物機能の利用技術の開発（大課題３）

本事業では、健康機能性成分や医薬品成分を産生する作物等を開発するとともに、それ

らの実用化に向けて有効性や安全性に関する知見を集積する。また、昆虫及び動物を用い

た医薬品・医療用新素材などの有用物質生産技術や高機能絹糸の実用化に向けた大量生産

技術、医療用実験動物等を開発する。さらに、効率的な遺伝子組換え生物の作出に向けて

遺伝子ターゲッティング法等による遺伝子組換え技術の高度化を図るとともに、昆虫の持

つ独特の生体防御機構など、農業生物に特異的で有用な生物機能を解明し、それを利用す

るための技術を開発することとしている。

(単位:円）

区 分 金 額

事業費用 775,052,916

研究業務費 775,002,999

一般管理費 0

財務費用 49,917

事業収益 762,967,022

運営費交付金収益 594,771,427

固定資産見返負債戻入 43,026,415

受託収入 122,488,346

その他 2,680,834
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第３－４ 〔指標３－４－ア〕

○知的財産収入

「生物研イチオシ特許」と題するPR資料を作成して技術見本市などを利用してPR活動を行う

など、民間等における利活用を促進し、知的財産収入の増加に努めた。

○遺伝資源配布事業収入（ゲノムリソースを含む）

配布可能な遺伝資源検索データベースの機能を充実させ、検索結果からオンライン申込みが

できる仕組みでは入力機能の改修により利便性を高め、各種学会で遺伝資源配布事業について

配布方法等の情報提供を行い、遺伝資源の利用促進を図った。

○原蚕種等配布事業収入

配布についてはホームページ等でPRに努めた。また、外部からの桑または蚕に関する技術的

な問い合わせがあった場合、当所からの蚕種・桑苗等の配布を受けるように積極的に勧めた。

○依頼照射事業収入

規程に定めた基準に基づいて料金単価の見直しを行い事業を実施した。依頼照射規程及び依

頼照射の申込方法等についてホームページ等でのPRに努め、依頼照射申込の際には、照射条件

等の相談に積極的に対応した。

○生産物売払収入

試験研究用に栽培した水稲のうち、余剰となった米の売払収入である。栽培試験のために生

産された籾であって、植え付け時には売払を目的とはしていないが、次年度の栽培用種子及び

試験研究用を除き不用となった場合に売り払っている。

27年度における自己収入の実績は表21のとおりである。

表21 主な自己収入の実績 （単位：千円）

項 目 26年度 27年度 27－26年度

知的財産収入 6,122 6,337 215

遺伝資源配布事業収入

(ゲノムリソースを含む) 10,024 7,822 -2,202

原蚕種等配布事業収入 77 228 151

依頼照射事業収入 858 1,038 180

生産物売払収入 0 0 0

その他収入 129 66 -63

合 計 17,210 15,491 -1,719

第３－５

①保有資産の見直し 〔指標３－５－ア〕

既存の施設・設備等については、施設利用委員会やスペース利用申請等を通じて老朽化や

利用状況の現状を把握し、策定した施設利用計画の適切な見直しを行った。

24年度に減損の認識を行った第２本館RI管理区域は、25年度に廃止の手続きを開始し、27年

度に廃止手続きが完了した。また、ボンベ庫については、危険物倉庫設置のため解体した。

②保有資産の処分 〔指標３－５－イ〕

該当なし
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第４ 短期借入金の限度額

中期計画

中期目標の期間中の各年度の短期借入金は、７億円を限度とする。

想定される理由：年度当初における国からの運営交付金の受入れ等が遅延した場合に

おける職員への人件費の遅配及び事業等の支払遅延を回避するため。

〔指標４〕短期借入を行った場合、その理由、金額、返済計画等は適切か。

主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

（該当なし）

業務実績（第４） 自己評価

＜主要な業務実績＞ 評定「 」

該当なし

＜評定の根拠＞

＜課題と対応＞

（27年度実績）

第４ 〔指標４〕

該当なし
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第５ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分

に関する計画

中期計画

松本研究拠点及び岡谷研究拠点の再編統合のため、第２期中期計画期間中に独立行政

法人通則法第48条により重要な財産の処分を行い、その売却収入をもって、代替施設の

整備を行ったが、この売却収入額から代替施設の整備に支出した額を差し引いた額595百

万円を不要財産として、平成23年度中に国庫納付する。

〔指標５〕中期計画に定めのある不要財産の処分について、その取組が計画通り進捗してい

るか。

主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

（該当なし）

業務実績（第５） 自己評価

＜主要な業務実績＞ 評定「 」

１．〔指標５〕

該当なし ＜評定の根拠＞

＜課題と対応＞

（27年度実績）

第５

○不要財産の売却や国庫納付等が行われた場合、その取組の進捗状況 〔指標５〕

該当なし

- 159 -



第６ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画

中期計画

なし

主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

（該当なし）

業務実績（第６） 自己評価

＜主要な業務実績＞ 評定「 」

該当なし

＜評定の根拠＞

＜課題と対応＞

（27年度実績）

第６

該当なし

- 160 -



第７ 剰余金の使途

中期計画

画期的な農作物や家畜等の開発を支える研究基盤の整備等に関する試験研究の充実・

加速及びそのために必要な研究用機器の更新・購入等に使用する。

〔指標７〕剰余金は適正な使途に活用されているか。

主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

（該当なし）

業務実績（第７） 自己評価

＜主要な業務実績＞ 評定「 」

該当なし

＜評定の根拠＞

＜課題と対応＞

（27年度実績）

第７ 〔指標７〕

該当なし
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第８ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項等

１ 施設及び設備に関する計画

中期計画

業務の適切かつ効率的な実施の確保のため、業務遂行上の必要性、既存の施設・設備

の老朽化の現状及び研究の重点化方向等を踏まえ、真に必要な施設及び設備の整備改修

等を計画的に行う。

〔指標８－１〕ミッションの達成に向けた施設・設備の計画的整備が行われているか。

主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

（該当なし）

業務実績（第８－１） 自己評価

＜主要な業務実績＞ 評定「Ｂ」

１．〔指標８－１〕

施設・設備の計画的整備については、中長期的な視点に ＜評定の根拠＞

立って中期計画期間における施設・整備に関する計画を策 施設・設備の計画的整

定した。この施設整備計画（マスタープラン）は固定した 備については、中長期

ものとはせず、研究の重点化方向や施設の利用状況の変化 的な視点に立って施設

に合わせて見直しを行った。 整備計画を策定してお

り、27年度は、本部地

区危険物倉庫新築等を

行った。

以上、施設及び設備に

関する計画について、着

実な業務運営がなされて

いるものと判断し、評定

を「Ｂ」とする。

＜課題と対応＞

（27年度実績）

第８－１

○ミッションの達成に向けた施設・設備の計画的整備 〔指標８－１〕

研究施設・設備の改修、修繕等については、老朽化の現状や研究の重点化を踏まえて計画

的に行うことが必要であり、併せて、施設修繕維持経費の効率的・計画的な執行を行うこと

が求められる。このため、施設利用委員会において、各研究ユニット等からの改修要望を取

りまとめ、中長期的な視点に立って、中期計画期間に改修・修繕が必要となるすべての施設

・設備をリストアップし、必要性、緊急性等の視点から順位付けを行い、中期計画期間にお

ける施設・整備に関する計画を策定した。この施設整備計画（マスタープラン）は固定した

ものとはせず、研究の重点化方向や施設の利用状況の変化に合わせて見直しを行うこととし

ており、27年度は、危険物の適正管理を目的とした本部地区危険物倉庫新築工事について、

平成27年8月6日に契約締結し、12月18日に竣工した。
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また、ＲＩ管理区域廃止のための除染作業に伴い撤去したＲＩエリアの天井、壁、床の復旧

を目的とした本部地区第２本館ＲＩエリア改修工事について、平成27年11月12日に契約締結し、

平成28年3月3日に竣工する一方、老朽化した構内電話通信線路網の整備のため、「本部地区ほ

か構内電話通信線路工事」について、平成27年9月7日に契約締結し、平成28年3月24日に竣工

した。

1)当事業年度中に完成した主要施設等

本部地区危険物倉庫新築（取得原価 22百万円）

本部地区第２本館ＲＩエリア改修（取得原価 15百万円）

本部地区ほか構内電話通信線路工事（取得原価 13百万円）

2)当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充

該当なし

3)当事業年度中に処分等した主要施設等

該当なし
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２ 人事に関する計画

中期目標

（１）人員計画

期間中の人事に関する計画（人員及び人件費の効率化に関する目標を含む。）を定め、

業務に支障を来すことなく、その実現を図る。

（２）人材の確保

研究職員の採用にあたっては、任期制の活用等、雇用形態の多様化及び女性研究者の

積極的な採用を図りつつ、中期目標達成に必要な人材を確保する。研究担当幹部職員に

ついては、公募方式等を積極的に活用する。

中期計画

（１）人員計画

①方針

中期目標を着実に達成するため、集中的・重点的に取り組む研究テーマを担う研究単

位を設置し、職員を重点的に配置する。

また、研究支援部門について、新たな社会的要請に対応する組織を設置して充実・

強化を図り、適切に職員を配置する。

②人員に係る指標

期末の常勤職員数は、期初職員相当数を上回らないものとする。

（参考：期初の常勤職員相当数402名）

（２）人材の確保

①研究職員の採用に当たっては、任期付雇用等を活用し、研究所の研究推進に必要な優

れた人材を確保する。

②女性研究者については、研究職員における全採用者に占める女性研究者の割合が、前

期実績を上回るよう女性研究者を積極的に採用し、活用を図る。

③次世代育成支援行動計画に基づき、仕事と子育てを両立しやすい雇用環境の整備に努

める。

④研究リーダーについては、広く研究所内外から優れた人材を確保するため、公募方式

を積極的に活用する。

〔指標８－２－ア〕期末の常勤職員数が、期初職員相当数を上回っていないか。

〔指標８－２－イ〕任期付雇用、研究リーダーの公募等を活用するなど、雇用形態の多様化

を図り、人材の確保に努めているか。

〔指標８－２－ウ〕女性研究者の積極的な採用と活用に向けた取組が行われているか。また、

その実績はどうか。

〔指標８－２－エ〕仕事と子育てを両立しやすい雇用環境の整備に向けた取組が行われてい

るか。

主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

常勤職員数 期初職員相当数を 402 367 361 355 343 349

上回らない
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業務実績（第８－２） 自己評価

＜主要な業務実績＞ 評定「Ｂ」

１．〔指標８－２－ア〕

常勤職員数については、平成28年3月31日現在で計349名（う ＜評定の根拠＞

ち研究職241名）であった。なお、期初の常勤職員相当数は 常勤職員数について

計402名である。 は、平成28年3月31日現

在で計349名であり、期

２．〔指標８－２－イ〕 初の常勤職員相当数を上

研究職員の採用については、雇用形態の多様化を踏まえた 回っていない。研究職員

新たな採用方式を導入し、公募により研究リーダー１名、パー の採用については、雇用

マネント研究員12名、テニュア・トラック制若手任期付研究 形態の多様化を踏まえた

員５名、テニュア審査のない若手任期付研究員９名を採用し 新たな採用方式を導入

た。このほか、客員上級研究員制度により３名の有識者を受 し、公募により優秀な人

け入れた。 材を確保した。常勤職員

が昨年度比で７名増えた

３．〔指標８－２－ウ〕 ことは、人材確保の観点

女性研究者の採用に向けた取り組みについては、ホーム から評価できるが、これ

ページの男女共同参画のコーナーにおいて、採用情報に加 らの職員のキャリアパス

え、育児支援制度や女性研究員からのメッセージを掲載す についても十分な配慮が

るなどした結果、採用者における女性の割合は27％(７名) 必要である。女性研究者

であった。女性研究者の活用については、研究リーダーで の活用については、ホー

あるユニット長に加えて、研究管理支援部門の室長にも登用 ムページの男女共同参

して促進を図った。 画のコーナーにおいて

有用な情報を掲載する

４．〔指標８－２－エ〕 などした結果、採用者

次世代育成支援については、「農業生物資源研究所次世代 における女性の割合は2

育成支援対策行動計画」に基づき、雇用環境や労働条件の整 7％(７名)となった。次

備に努めた。なお、27年度重点取組事項として、男性職員の 世代育成支援について

積極的制度活用の促進活動の結果、１名の男性職員が育児休 は、男性職員の積極的制

業を取得した。 度活用の促進活動の結

果、１名の男性職員が育

児休業を取得した。

以上、人事に関する計

画について、着実な業務

運営がなされているもの

と判断し、評定を「Ｂ」

とする。

＜課題と対応＞

（27年度実績）

第８－２（１）

①職員の配置 〔指標８－２－ア〕

集中的・重点的に取り組む研究テーマを担った３つの研究センター及び３つの研究領域を2

3年度に設置した。研究センター及び研究領域には、29の研究ユニット等を配置するとともに、

その目的を効果的に達成できるように、先端ゲノム解析、遺伝子組換え研究推進、遺伝資源

国際連携、ジーンバンク事業推進の４室を置き、研究ユニット等とあわせて、中期目標・中
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期計画を着実に達成する組織体制として運営した。これらの研究ユニット及び室には、適材

適所により必要な要員を配置した。

また、「攻めの農林水産業」に対応して、作物の開発・利用を加速するため、農業・食品産

業技術総合研究機構と連携して設置したバーチャルな組織である「作物ゲノム育種研究セン

ター」では研究課題の進行管理を農研機構と共同で行い、作物のゲノム育種研究の一体的な推

進を図った。

研究管理支援部門については、研究開発部門をバックアップしつつ、新たな社会要請に対

応した研究管理支援の充実や内部統制の強化等のため、23年度から３統括11室体制で進めて

きた。

平成27年2月に、これまでの検収体制を見直し、検収の徹底・強化を図るとともに、研究に

支障のない迅速で確実な検収体制を構築するため「検収管理室」を設置し、３統括12室体制に

改編し進めてきた。12室の各部署にはそれぞれの業務の遂行に必要な要員の配置に努めた。

また、引き続き研究管理支援部門に研究職員の専任者、併任者を配置し、事務－研究の双方の

立場から研究管理支援が行える体制で業務を進めた。

現業部門の職員が担う遺伝子組換えイネの栽培などの高度かつ専門的な技術の確実な伝承の

観点から、平成27年4月に技術専門職員を１名採用し、技術支援室に配置した。

このほか、年金の支給開始年齢の引き上げを踏まえ、職員が定年後の生活に不安を覚えるこ

となく職務に専念できるよう、雇用と年金の接続を図るとともに、年々増加傾向にある再雇用

職員が培ってきた知識や経験をより有効に活用するため、研究所の運営上に必要な再雇用職員

が担うべき業務を整理するなどの検討を重ね、平成26年から引き続き、定年退職者の再雇用の

うち研究職員にあっては、従来の研究管理支援部門における支援に加え、研究開発部門におけ

る研究支援にも業務を拡大して要員を配置する体制とした。

②常勤職員数 〔指標８－２－ア〕

平成28年3月31日現在、常勤職員数は計349名(うち研究職241名)であった。なお、期初常勤

職員相当数は計402名である。

第８－２（２）

①及び④研究職員の採用 〔指標８－２－イ〕

生物研が担う研究分野は研究の進展が速く、競争も激しいため、特に優れた若手の人材を確

保する必要があること、雇用形態の多様化を踏まえた人材を確保するため、平成27年4月から

新たな採用方式を導入した。具体的には、①中・長期的に強化が必要な新分野等において、即

戦力となる者を任期を定めないパーマネント研究員として12名、②中長期にわたり着実に実施

することが必要な重点分野において、積極的に実施する意欲のある者を任期の定めのある研究

職員として採用するとともに、その任期中において、希望者に対して任期を付さない研究職員

としての採用の審査を実施するテニュア・トラック制若手任期付研究員として５名、③特に短

期間に重点的に推進する必要のある研究課題において、関連する分野の専門的知識、経験、実

績を有する者を任期の定めのある研究職員として採用するテニュア審査のない若手任期付研究

員として９名を公募により採用した。
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パーマネント研究員採用ポスト 採用年月日

農業生物先端ゲノム研究センター昆虫ゲノム研究ユニット主任研究員 平成27年 4月 1日

農業生物先端ゲノム研究センター家畜ゲノム研究ユニット主任研究員 平成27年 4月 1日

遺伝資源センター多様性活用研究ユニット主任研究員 平成27年 4月 1日

植物科学研究領域植物生産生理機能研究ユニット主任研究員 ※ 平成27年 4月 1日

昆虫科学研究領域昆虫成長制御研究ユニット主任研究員 平成27年 4月 1日

昆虫科学研究領域昆虫相互作用研究ユニット主任研究員 ※ 平成27年 4月 1日

動物科学研究領域動物生産生理機能研究ユニット主任研究員 平成27年 4月 1日

遺伝子組換え研究センター遺伝子組換え研究推進室主任研究員 平成27年 8月 1日

農業生物先端ゲノム研究センター作物ゲノム研究ユニット主任研究員 平成28年 1月 1日

農業生物先端ゲノム研究センター家畜ゲノム研究ユニット主任研究員 平成28年 1月 1日

遺伝子組換え研究センター遺伝子組換えカイコ研究開発ユニット主任研究員 平成28年 1月 1日

植物科学研究領域植物・微生物間相互作用研究ユニット主任研究員 平成28年 1月 1日

※は女性研究者

テニュア・トラック制若手任期付研究員採用ポスト 採用年月日

農業生物先端ゲノム研究センターダイズゲノム育種研究ユニット任期付研究員※ 平成27年 4月 1日

遺伝子組換え研究センター新機能素材研究開発ユニット任期付研究員 平成27年 4月 1日

昆虫科学研究領域昆虫相互作用研究ユニット任期付研究員 平成27年 4月 1日

動物科学研究領域動物発生分化研究ユニット任期付研究員 平成27年 6月16日

農業生物先端ゲノム研究センターイネゲノム育種研究ユニット任期付研究員 平成27年 7月 1日

※は女性研究者

テニュア審査のない若手任期付研究員採用ポスト 採用年月日

農業生物先端ゲノム研究センターゲノム機能改変研究ユニット任期付研究員※ 平成27年 4月 1日

遺伝子組換え研究センター遺伝子組換えカイコ研究開発ユニット任期付研究員 平成27年 4月 1日

動物科学研究領域動物生体防御研究ユニット任期付研究員 ※ 平成27年 4月 1日

遺伝資源センター放射線育種場任期付研究員 平成27年 8月 1日

農業生物先端ゲノム研究センター昆虫ゲノム研究ユニット任期付研究員 平成27年10月 1日

遺伝資源センター保存・情報研究ユニット任期付研究員 平成27年10月 1日

昆虫科学研究領域昆虫成長制御研究ユニット任期付研究員 ※ 平成27年10月 1日

昆虫科学研究領域昆虫微生物機能研究ユニット任期付研究員 平成27年10月 1日

遺伝資源センター分類評価研究ユニット任期付研究員 ※ 平成28年 1月 1日

※は女性研究者

また、研究リーダーであるユニット長についても、公募により人材を確保した。

ユニット長公募ポスト 採用年月日

動物科学研究領域動物生産生理機能研究ユニット長 平成27年 4月 1日

このほか、研究所における特定の研究を強力に推進するため、関連する分野において相当の

研究実績を有し、かつ、高度の専門的知識を有する大学等の優秀な人材を受け入れる制度とし

て、客員上級研究員制度を平成25年10月に創設し、27年度は３名の有識者を受け入れた。

委嘱事項 委嘱年月日

医用モデルブタの研究開発 平成27年 4月 1日

医療用シルク素材の細胞親和性評価に関する研究 平成27年 4月 1日

植物と有用微生物との共生機構の解明 平成27年 4月 1日
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②女性研究者の採用 〔指標８－２－ウ〕

女性研究者の採用拡大については、ホームページのトップページに開設した男女共同参画

（研究者を志望する女性の皆様へ）のコーナーを運営し、その中で採用情報に加え、育児支

援制度や女性研究員からのメッセージを掲載するなど女性の応募・採用を増やす取り組みを

継続実施した。27年度の若手研究員の採用においては、応募者における女性の割合は約22％

に対し、採用者における女性の割合は27％（７名）であった。なお、研究職員採用に向けた募

集要項に「農業生物資源研究所では次世代育成支援を推進しています。育児による研究中断期

間のある方は、性別に関わらず履歴書にご記入下さい。」と注記し、女性研究者がより応募し

やすい環境を整備した。

女性研究者の活用については、研究リーダーであるユニット長に加えて、研究管理支援部門

の室長にも登用して促進を図った。また、女性研究者の育成については、所内掲示版を利用

して女性研究者のキャリア形成・研究力向上のための各種支援事業の周知などを引き続き行

い、その育成等に努めた。

③次世代育成支援対策 〔指標８－２－エ〕

「農業生物資源研究所次世代育成支援対策行動計画」（平成22年3月策定）に基づき、雇用環

境の整備及び多様な労働条件の整備の着実な実行に引き続き努めた。

27年度の新たな取組として以下を実施した。

ア．生物研における「ゆう活（夏の生活スタイル改変）」を実施し、フレックスタイム制を

活用し、朝型勤務と早期退所の勧奨により、一日の時間を有効に使い、ワークライフバラ

ンス実現の推奨を図った。

イ．行動計画における重点取組事項として、男性職員の積極的な制度活用の促進のための啓

発活動等を継続して実施してきた結果、男性職員１名が育児休業を取得した。

託児所利用による一時預かり保育制度は、各利用者の業務又は生活環境等の変動により、

利用実績数については前年度と比べ利用減となった（27年度4月～3月：延べ40時間（26年度4

月～3月：延べ194時間）。

長期休暇の取得推進（夏季休暇や祝日等と年次有給休暇の効果的活用）及び超過勤務縮減・

定時退所促進について、所内グループウェア等により意識啓発を行った。

また、ホームページの男女共同参画(研究者を志望する女性の皆様へ)のコーナーで女性職員

が働きやすい職場を紹介するとともに、つくば地域における関係機関との連携を進め、懇話会

及び相談窓口担当者ネットワークミーティングに参加し、託児所の契約、利用状況等を発表す

るとともに、女性研究者支援に係るメールマガジンの所内グループウェア掲載や、関係するシ

ンポジウム資料等の掲載を行った。
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３ 法令遵守など内部統制の充実・強化

中期目標

研究所に対する国民の信頼を確保する観点から、法令遵守を徹底する。特に、規制物

質の管理等について一層の徹底を図るとともに、法令遵守や倫理保持に対する役職員の

意識向上を図る。また、研究所のミッションを有効かつ効率的に果たすため、内部統制

の更なる充実・強化を図る。

さらに、法人運営の透明性を確保するため、情報公開を積極的に進めるとともに、「第

２次情報セキュリティ基本計画」（平成21年2月3日情報セキュリティ政策会議決定）等の

政府の方針を踏まえ、個人情報保護など適切な情報セキュリティ対策を推進する。

中期計画

①研究所に対する国民の信頼を確保する観点から、法令遵守や倫理保持に対する役職員

の意識向上を図るため、啓発情報等を周知徹底するとともに、研修、教育等を実施す

る。

②研究所の研究活動に伴うリスクを把握し、それに対応できる管理体制を整備する。特

に、規制物質の管理等について、管理システムの適切な運用などにより一層の徹底を

図るとともに、放射性同位元素や遺伝子組換え生物について、職員に対する教育・指

導等を徹底し、適正な管理に努める。

③研究所のミッションを有効かつ効率的に果たすため、理事長のトップマネージメント

が的確に発揮できるよう内部統制の更なる充実・強化を図る。

④研究所の諸活動の社会への説明責任を果たすため、情報公開を積極的に進める。また、「第

２次情報セキュリティ基本計画」（平成21年2月3日情報セキュリティ政策会議決定）等

の方針を踏まえ、個人の権利・利益を保護するために個人情報の適正な取扱いに努め

るなど情報セキュリティ対策を推進する。

〔指標８－３－ア〕内部統制のための法人の長のマネジメント（リーダーシップを発揮できる

環境整備、法人のミッションの役職員への周知徹底、組織全体で取り組むべき重要な課題（リ

スク）の把握・対応、内部統制の現状把握・課題対応計画の作成）は適切に行われているか。

〔指標８－３－イ〕内部統制のための監事の活動（法人の長のマネジメントに留意した監事監

査の実施、監事監査で把握した改善点等の法人の長等への報告）が適切に行われているか。

〔指標８－３－ウ〕倫理保持や法令遵守についての意識向上を図るための研修、法令違反や研

究上の不正に関する適切な対応など、法人におけるコンプライアンス徹底のための取組が行わ

れているか。

〔指標８－３－エ〕規制物質、遺伝子組換え生物等の管理が適正に行われているか。化学物

質の一元管理の導入や遺伝子組換え生物の管理に係る教育･訓練等、措置するとされた改善策

の徹底が図られているか。

〔指標８－３－オ〕法人運営についての情報公開の充実に向けた取組や情報開示請求への適

切な対応が行われているか。また、情報セキュリティ対策や個人情報保護は適切になされて

いるか。

主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

（該当なし）

業務実績（第８－３） 自己評価

＜主要な業務実績＞ 評定「Ｃ」
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１．〔指標８－３－ア〕

内部統制のための法人の長のマネジメントについては、理 ＜評定の根拠＞

事長自らが担当役員として内部統制を担当するとともに、生 理事長のマネジメント

物研のすべての業務運営における重要事項について理事会及 や監事の活動について

び運営会議で審議のうえ、理事長のリーダーシップの下に決 は、その職務に従って適

定した。また、理事長と職員との定期的な意見交換会を通じ 切に行われた。コンプラ

て法人のミッションを役職員に周知徹底するとともに、現場 イアンスの徹底について

の問題等を掌握する仕組みを構築して運用した。 は、研究費使用に関する

コンプライアンス研修や

２．〔指標８－３－イ〕 eラーニングによる研究

内部統制のための監事の活動については、定期監査等を実 倫理研修等を対象者全員

施し、監査報告書として理事長へ報告が行われた。また、理 が受講することとして実

事会や運営会議などの重要な会議に出席し、研究所の運営改 施した。なお、会計検査

善に向けて指摘や提言を行った。 院から不適正な会計経理

を指摘された事案につい

３．〔指標８－３－ウ〕 ては、平成27年12月22日

法人におけるコンプライアンス徹底のための取組について に最終報告として調査内

は、役職員を対象とした研究費使用に関するコンプライアン 容を公表し、再発防止策

ス研修及び、研究職員を対象とした研究倫理教育（eラーニ に基づいて適切に対応し

ング形式）を実施したほか、映像教材をグループウェアに掲 たところである。このほ

載し、ハラスメント防止、コンプライアンス推進及び情報セ か、管理区域外の実験室

キュリティ対策に関する研修を職員全員が受講できるように からアイソトープが発見

した。 される事案や、内容不

なお、25年度及び26年度の会計検査院の決算検査において、 明実験廃水が流出して

「研究用物品等の購入等に当たり、会計規程等で認められて 実験廃水処理施設内に

いない前払により購入を行っていたり、研究員が販売代理店 貯留される事案、他機

に虚偽の内容の関係書類を作成させ、研究所に架空の取引に 関に分与した種子に遺

係る購入代金を支払わせたりするなど会計経理が不適正」と 伝子組換え体が混入し

指摘された。この不適正な経理処理事案を調査するため、平 ていた事案が生じたが、

成26年8月22日に調査委員会を立ち上げ全容解明に向けた調 迅速かつ適切に対応し

査を実施し、平成26年12月19日の中間報告、平成27年12月22 再発防止にも取り組ん

日の最終報告で公表した。 だ。情報セキュリティ

生物研としては、本件を役職員全員が真摯に受け止め、法 対策や個人情報保護につ

人としてのコンプライアンス体制の改善と職員の意識改革を いては、マイナンバーの

引き続き行い、新規採用者や他機関からの異動者の初期教育 運用開始も踏まえ、適切

を確実に実施するなど、不適正な会計処理が二度と起きない な運用・管理を確保する

よう再発防止の取組を進めた。 ために体制整備を強化し

今回の不適正な経理処理事案の発生要因は、（１）取引業 た。

者と研究職員の直接的な接触、（２）契約部門・検収部門の

体制不十分、（３）研究職員等の公的研究費に対する認識不 以上、法令遵守など内

足、契約部門の最新の研究用物品等に対する認識不足、（４） 部統制の充実・強化につ

会計システムＩＤ、パスワードの管理の不徹底、及び（５） いては、昨年度の主務大

内部監査が不十分と分析された。 臣からの厳しい評価も考

以上を踏まえて、具体的には、以下の再発防止策を進めた。 慮し、内部統制等につい

（１）取引業者と研究職員の直接取引禁止の徹底 て更なる改善が必要であ

①改めて全研究職員に通知するとともに、誓約書の提出を ると判断し、評定を「Ｃ」

義務付けた。 とする。

②取引業者に対して、研究職員との直接取引の禁止及び検

収方法の変更の趣旨・内容の周知徹底を図った。 ＜課題と対応＞

（２）検収の徹底、契約・検収部門の体制強化 不適正な経理処理事案

①検収場所を発注時に納品先に指定するなど、検収担当職 が発生した要因として、
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員による検収を確実に実施し、納品書等関係書類を確実 内部統制が不十分であっ

に保存することとした。 たことを認めざるを得な

②取引業者が研究室に当該物品等を届けることは、原則認 い。今後の対応としては、

めないこととした。 本件を役職員全員が真摯

③検収を行った物品が取引業者に回収されて使い回される に受け止め、法人として

ことがないよう、目印を付すこととした。 のコンプライアンス体制

④現物を伴わない検収とならないよう検収物品の写真撮影 の改善と職員の意識改革

を行うこととした。 を引き続き行い、新規採

⑤随時、取引業者、研究職員及び経理担当職員に対して実 用者や他機関からの異動

地検査を実施した。 者の初期教育を確実に実

⑥物品等の購入について入札により年間を通じてその取引 施するなど管理体制を強

価格を決定する単価契約の導入を行った。 化してまいりたい。

（３）職員の意識改革に向けた研修の実施 研究活動に伴うリスク

①全ての研究職員及び経理担当職員を対象に研修会を開催 管理についても、今後、

し、不適正経理を具体的に示すことにより、ルールの徹 より一層、研究職員に対

底を図った。特に経理担当職員は、会計処理に際して、 して内部ルールを明確化

例えば、翌年度の納品になることが明らかになった際に し、全所挙げて法令遵守

は一旦契約を解除し、翌年度において改めて契約を行う に取り組む環境作りを進

など実態に即した経理処理を行う等当たり前のことが当 めてまいりたい。また、

然に実施されるような組織風土の熟成を図ることとした。 不適切事例が起こった後

②定期的に試験を実施し、不適正経理の認知度を確認し、 の再発防止意識を長く持

必要な者に対して再試験を実施した。 ち続けることも必要と考

（４）会計システムのＩＤ、パスワードの厳重な管理 えられることから、定例

①会計システムのＩＤ、パスワードの厳重管理を周知徹底す の安全管理講習や教育訓

る。特に、ＩＤ、パスワードを持たない契約職員が、他人 練に反映させてまいりた

のＩＤ、パスワードを使って発注することがないように指 い。

導することとした。

②業務分担の適正化の検討

・業務の実態を把握し、適切な業務分担が出来るように、

業務分担の見直しを行うこととした。

・業務分担の見直しに併せて、システム上の権限割当の

見直しを行うこととした。

・発注部門において、「発注依頼」と「依頼内容の承認」を

分担して実施する場合には、承認が形式的な作業にならな

いよう、承認画面において、「研究テーマと依頼内容を照

らし合わせやすく表示する」ことや「発注金額の累計と予

算の進捗状況をチェックしやすくする」等、チェックが有

効に実施できる仕組みの構築も検討することとした。

（５）内部監査機能の強化

①監査・コンプライアンス室による内部監査について、書

面審査に加えて、研究現場での聞き取り調査を実施した。

②契約取引の多い取引業者に対し会計帳票等の提供を求め

ることとした。不審な点が認められる場合には臨時監査

を実施することとした。

③生物研全体の取組みとして、適切な業務遂行の障害となっ

ている事項を把握し改善策を講ずる仕組みの構築を検討

することとした。

４．〔指標８－３－エ〕

本部地区のRI管理区域について廃止措置を進め、平成27年

9月4日に廃止措置報告書を原子力規制委員会に提出し、受理
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された。

なお、管理区域外の実験室からアイソトープが見つかり、

全職員を対象とした安全管理・防災講習において、試薬類一

斉点検の手法を説明したうえで、研究所の全施設について一

斉点検を行った。その結果、管理状況に問題のある試薬等1

3件が発見された。

また、内容不明実験廃水が流出し、実験廃水処理施設内

に貯留され、関係配管等の洗浄と当該実験廃水の廃棄処理

を行った。このほか、過去に他機関に分与した種子に遺伝

子組換え体が混入していたことが明らかとなり、再発防止

策として生物材料の取り扱いの厳格化に取り組むこととし

た。

これらの再発防止のために安全管理室と管財室施設チー

ムの連携により管理体制を強化するとともに、規程の改正

や説明会の開催などを行った。

５．〔指標８－３－オ〕

法人運営の情報公開については、法令に基づいて生物研の

諸活動に関する各種情報を正確かつ迅速に公開した。また、

マイナンバーの運用開始に伴い、個人情報の適切な管理を確

保するための体制整備を強化した。情報セキュリティ対策に

ついては、情報セキュリティポリシーを見直すとともに、情

報システムの管理・運用体制の強化と全役職員等を対象とし

た研修(814名受講)を徹底して情報セキュリティ水準の向上

を図った。なお、27年度においては個人情報の漏洩や開示請

求等はなかった。

（27年度実績）

第８－３

①コンプライアンス徹底のための取組 〔指標８－３－ウ〕

23年度に組織を見直し、統括管理主幹の下に情報管理室、安全管理室、監査・コンプライア

ンス室を配置し、内部統制の充実・強化を図った。また、26年度（平成27年2月）に検収管理

室を設置し、27年度当初から物品等が納品される際の確実な検収体制を構築した。

監査・コンプライアンス室では、27年度監査実施計画を策定して、各部門（研究企画調整

室、評価・人材育成室、知的財産室、広報室、技術支援室、庶務室、経理室、管財室、情報管

理室、安全管理室、検収管理室、ジーンバンク事業推進室、放射線育種場）の監査を実施した。

監査においては、所内規程の遵守状況、会計処理状況、資産の保全状況及び業務の執行状況、

27年度年次計画の進捗状況等について実態を把握するとともに、改善に向けて被監査部門に対

して指摘・提案等を行った。監査の結果は「内部監査実施報告書」として取りまとめ、理事長

及び監事に報告した。

研究活動の不正行為への対応として「農林水産省所管の研究資金に係る研究活動の不正行為

への対応ガイドライン」に基づく研究活動上の不正行為（捏造、改ざん、盗用）に関する通報

窓口の公開及び、文部科学省、農林水産省の「研究機関における公的研究費の管理・監査のガ

イドライン」に基づく「競争的資金等の適正な運営・管理について」を定め、管理責任者や通

報・相談窓口を生物研ホームページ上に公開して、引き続き研究上の不正に関する対応体制の

強化を図っている。併せて、役職員を対象とした研究費使用に関するコンプライアンス研修及

び、研究従事者に対する倫理教育としてｅラーニング形式による研修を25年度から開始し、27

年度も対象となる研究職員（※海外留学中や休職等の研究職員は除く）が受講して不正行為の

防止及び意識の醸成を図った。

なお、コンプライアンスの推進及びリスクへの適切な対応の取組みの一環として整備した「ハ

ラスメント防止研修」、「情報セキュリティ対策の基礎知識」、「コンプライアンス推進研修」
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の映像教材をグループウェアに掲載し、引き続き職員全員が受講できるようにした。このほか

「コンプライアンスの手引き書」についてもグループウェアに掲載した。

また、研究所のコンプライアンス徹底の取り組みの一環として、施設セキュリティ強化のた

め平成23年10月から全館施錠による管理の徹底を図った。

25年度及び26年度の会計検査院の決算検査において、「研究用物品等の購入等に当たり、会

計規程等で認められていない前払により購入を行っていたり、研究員が販売代理店に虚偽の内

容の関係書類を作成させ、研究所に架空の取引に係る購入代金を支払わせたりするなど会計経

理が不適正」と指摘された。この不適正な経理処理事案を調査するため、平成26年8月22日に

調査委員会を立ち上げ全容解明に向けた調査を実施し、平成26年12月19日の中間報告を行った。

その後、全容解明に向けた引き続きの調査と６回の調査委員会を開催し、不適正な経理処理と

して事実を確認したうえで平成27年12月22日に最終報告を行った。

生物研としては、本件を役職員全員が真摯に受け止め、法人としてのコンプライアンス体制

の改善と職員の意識改革を引き続き行い、新規採用者や他機関からの異動者の初期教育を確実

に実施するなど、不適正な会計処理が二度と起きないよう再発防止の取組を進めた。

今回の不適正な経理処理事案の発生要因は、（１）取引業者と研究職員の直接的な接触、（２）

契約部門・検収部門の体制不十分、（３）研究職員等の公的研究費に対する認識不足、契約部

門の最新の研究用物品等に対する認識不足、（４）会計システムのＩＤ、パスワードの管理の

不徹底及び（５）内部監査が不十分と分析された。

以上を踏まえて、具体的には、以下の再発防止策を進めた。

（１）取引業者と研究職員の直接取引禁止の徹底

①改めて全研究職員に通知するとともに、誓約書の提出を義務付けた。

②取引業者に対して、研究職員との直接取引の禁止及び検収方法の変更の趣旨・内容の周

知徹底を図った。

（２）検収の徹底、契約・検収部門の体制強化

①検収場所を発注時に納品先に指定するなど、検収担当職員による検収を確実に実施し、

納品書等関係書類を確実に保存することとした。

②取引業者が研究室に当該物品等を届けることは、原則認めないこととした。

③検収を行った物品が取引業者に回収されて使い回されることがないよう、目印を付すこ

ととした。

④現物を伴わない検収とならないよう検収物品の写真撮影を行うこととした。

⑤随時、取引業者、研究職員及び経理担当職員に対して実地検査を実施した。

⑥物品等の購入について入札により年間を通じてその取引価格を決定する単価契約の導入

を行った。

（３）職員の意識改革に向けた研修の実施

①すべての研究職員及び経理担当職員を対象に研修会を開催し、不適正経理を具体的に示

すことにより、ルールの徹底を図った。特に経理担当職員は、会計処理に際して、例え

ば、翌年度の納品になることが明らかになった際には一旦契約を解除し、翌年度におい

て改めて契約を行うなど実態に即した経理処理を行う等当たり前のことが当然に実施さ

れるような組織風土の熟成を図ることとした。

②定期的に試験を実施し、不適正経理の認知度を確認し、必要な者に対して再試験を実施

した。

（４）会計システムのＩＤ、パスワードの厳重な管理

①会計システムのＩＤ、パスワードの厳重管理を周知徹底する。特に、ＩＤ、パスワードを持

たない契約職員が、他人のＩＤ、パスワードを使って発注することがないように指導するこ

ととした。

②業務分担の適正化の検討

・業務の実態を把握し、適切な業務分担ができるように、業務分担の見直しを行うことと

した。

・業務分担の見直しに併せて、システム上の権限割当の見直しを行うこととした。

・発注部門において、「発注依頼」と「依頼内容の承認」を分担して実施する場合には、承認
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が形式的な作業にならないよう、承認画面において、「研究テーマと依頼内容を照らし合

わせやすく表示する」ことや「発注金額の累計と予算の進捗状況をチェックしやすくする」

等、チェックが有効に実施できる仕組みの構築も検討することとした。

（５）内部監査機能の強化

①監査・コンプライアンス室による内部監査について、書面審査に加えて、研究現場での

聞き取り調査を実施した。

②契約取引の多い取引業者に対し会計帳票等の提供を求めることとした。不審な点が認め

られる場合には臨時監査を実施することとした。

③生物研全体の取組みとして、適切な業務遂行の障害となっている事項を把握し改善策を

講ずる仕組みの構築を検討することとした。

②研究活動に伴うリスクの管理 〔指標８－３－エ〕

1)放射性同位元素等の安全管理

a.教育・指導等

平成27年度の放射線業務従事者は、つくば地区が27名、放射線育種場が28名であった（工

事関係従事者等を含む）。

つくば地区の従事者は、生物研のRI施設廃止に伴い他法人のRI施設を利用しており、各施

設で実施されている教育訓練を受講させている。放射線育種場では、安全取扱い上必要な事

項に関する教育訓練を、年度当初及び随時実施した。

b.委員会の開催と管理の適正化

本部地区のRI管理区域について廃止措置を進め、平成27年9月4日に廃止措置報告書を原子

力規制委員会に提出し、受理された。

放射線育種場では定例の放射線安全委員会を開催し（平成27年5月13日）、放射線照射施

設等の適正な管理に努めた。

なお、平成27年4月28日に年１回の一般試薬類の点検を行っていたところ、本部地区の管

理区域外の実験室から、管理下にない実験用の放射性同位元素（トリチウム３H）が発見され

た。約1mLの透明な液体の入ったガラスバイアルが白いプラスチック容器に入れられている

状態で発見されたが、放射線量測定の結果、周辺への汚染は確認されなかった。本事案を原

子力規制庁に報告したうえで、当該ガラスバイアルは厳重に保管し、平成27年7月29日に公

益社団法人日本アイソトープ協会に引き渡した。なお、再発防止のため、平成27年6月に全

施設を対象とした試薬類の一斉点検を行った。当該点検に当たっては、一斉点検マニュア

ルを作成し、安全管理・防災講習において手法を周知した上で、試薬類一斉点検実行委員

会を組織し、当該委員会の委員を中心として、全職員参加により行った。なお、一斉点検

により平成27年6月17日には管理区域外においてアイソトープサンプルが発見され、原子力

規制委員会に報告を行った。

c.国際規制物資の管理

観音台地区及び大わし地区において、計量管理規定に従った国際規制物資の管理を行い、

半年毎に管理に関する報告書を原子力規制委員会へ提出した。

管理区域外からアイソトープが発見されたことを受けて行った一斉点検により、7月22日

には常陸大宮地区において酢酸ウラニル1本（21.1g）が発見され、平成27年8月14日付けで

核燃料物質事故増加報告書を原子力規制委員会あてに報告し、本部地区に保管することとし

た。

2)化学物質等の管理

a.化学物質管理システムの運用状況

研究所内にある化学物質を一元的に管理するための化学物質管理システムの整備を進め、

システムの情報を基に化学物質取扱い責任者に対して、危険物、高圧ガス等の適正管理を指

示した。

b.教育・指導等

平成27年6月9日から9月30日までの間に全役職員を対象とした18回の安全管理・防災講習

（794人参加）を行い、その中で①労働災害防止について、②実験廃水の適切な取り扱いに
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ついて、③管理者不明試薬の撤廃のための一斉点検について説明を行った。さらに、新規採

用者の教育のために安全管理講習・化学物質の安全（26回、61人参加）及び有機溶剤・特定

化学物質の使用従事者に対する特殊教育訓練・有害物質の人体に対する影響（4回、14人参

加）を開催した。また、新規の有機溶剤・特定化学物質の使用責任者に対しては有機溶剤等

・特定化学物質の作業環境管理を開催し（5人参加）、化学物質使用に関係する労働安全衛

生法関連法令や作業環境管理等について説明した。

平成28年1月20日から2月2日までの間に研究職員を対象とした10回の廃水に関する職員研

修を開催し（366人参加、うち外部45人）、水質汚濁防止法に基づく実験廃液等の適正管理

について説明を行った。

平成27年7月から平成28年2月まで16回の生物研安全管理セミナーを開催し（のべ235人参

加、うち外部211人）、生物研の内外の関係者に安全管理業務や安全管理に関わる法令等の

説明を行った。

c.管理の適正化

平成28年2月に化学物質取扱規程を改正したほか、廃液の管理について定めた廃水管理要

領と水質汚濁防止法に基づく有害物質使用について定めた有害物質使用特定施設管理要領を

制定した。これにより、実験廃液及び廃水の管理を徹底した。さらに、管理要領に従って水

質汚濁防止法の有害物質使用計画書の提出を義務づけた。

化学物質等取扱作業に関する安全衛生管理規則に従って、年2回の作業環境測定及び特殊

健康診断を行った。作業環境測定は、作業環境測定士の資格を有する職員による、クロロホ

ルムやホルムアルデヒド等の検知管測定により34件及び外注により3件、計37件の作業環境

測定を行い、適正に管理されていることを確認した。また、有機溶剤・特定化学物質につい

ては、作業環境測定値を基にJISHA法によるリスクアセスメントを行い、平成28年に法制化

される640種類の化学物質のリスクアセスメントを行うため、平成28年2月より対象物質の使

用についての実験計画書を提出することとした。

さらに、2月22日に化学物質リスクアセスメント小委員会を開催し、化学物質のリスクア

セスメント体制について検討を行った。

有機溶剤・特定化学物質を使用する局所排気装置について、毎月の定期自主点検を所内

グループウェアを用いて実験責任者に指示し、さらに、安全管理室により制御風速の測定等

を行った。

農環研地区及び池の台地区に危険物管理委員会を設置し、消防法の危険物の管理を進め

た。さらに、平成28年2月より本部地区危険物倉庫（屋内貯蔵所）の運用を開始した。

なお、管理区域外からアイソトープが発見されたことを受けて行った一斉点検の結果、

管理状況に問題のある試薬等13件が発見された。当該一斉点検については、平成27年6月16

日に農林水産省農林水産技術会議事務局長から薬類の一斉点検の指示があり、平成27年9月

29日に農林水産省農林水産技術会議事務局に報告を行った。

平成27年6月2日には、本部地区において内容不明の有機溶剤廃液が実験廃水中に流入し、

6月3日に本部地区の実験廃水の公共下水道への放水を停止し、実験廃水を実験廃水処理施設

の貯留槽に貯留した。なお、当該廃液が公共下水道へ排出されることはなかった。その後の

検査で当該実験廃水については、水質汚濁防止法の有害物質（ジクロロメタン、1,2-ジクロ

ロエタン、ベンゼン）が混入していることが明らかとなり、6月9日につくば市環境保全課へ

報告し、6月15日に報告書を提出した。この事態を受けて、汚染されたすべての配管の洗浄

を行い、貯留された実験廃水の廃棄処理を行った。

3)遺伝子組換え実験等の安全管理

a.教育・指導等

平成27年度の遺伝子組換え実験従事者は496名であった。

新規採用者の教育のために新規採用者向け教育訓練を開催した（29回、69人参加）。また、

6月には生物材料の扱いを行う職員を対象として遺伝子組換え定例教育訓練を開催し（17回、

536人参加）、予期せぬ遺伝子組換え生物の持ち込み防止の措置や、最近報告された不適切

事例などについて説明した。さらに、新規のメンテナンス関係の人員に対して教育訓練を行っ

た（8人参加）。

遺伝子組換え生物等の展示ほ場、隔離ほ場における栽培及び隔離飼育区画における飼育
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に際して、実験従事者を対象に第一種使用教育訓練を開催し（6回、80人参加）、遺伝子組

換え農作物第一種使用の注意点や隔離ほ場のルールなどを説明した。

遺伝子組換え実験安全委員会の委員及び希望者を対象として平成27年4月14日にカルタヘ

ナ法に関する説明会（21人参加(うち所外8人)）及び第一種使用に関する法令説明会（9人参

加(うち所外4人)）を開催し、関連する法令について説明した。

b.実験計画書の審査、実施状況

遺伝子組換え実験安全委員会動物小委員会を2回、植物小委員会を2回開催し、404件の実

験計画書が受理又は承認された。さらに、遺伝子組換え生物等の搬出届92件、搬入届45件が

承認された。

26年度に第一種使用規程承認申請書の審査を行ったスギ花粉ポリペプチド含有イネについ

て、第一種使用規程承認申請を平成27年9月11日に農林水産省及び環境省あてに行った。

平成28年2月29日に作物業務安全委員会を開催し、27年度の栽培結果の確認と28年度の栽

培実験計画の審査を行った。

平成27年6月18日にカイコ業務安全委員会を開催し、第一種使用規程承認申請書の審査を

行い、8月6日には、第一種使用規程承認申請4件を農林水産省及び環境省あてに行った。さ

らに3月3日にカイコ業務安全委員会を開催し、27年度の飼育結果の確認と28年度の飼育実験

計画の審査を行った。

なお、平成27年度は、除草剤耐性ダイズと害虫抵抗性及び除草剤耐性トウモロコシの試験

栽培、スギ花粉症治療イネの栽培、複合病害抵抗性（WRKY45遺伝子発現）イネの栽培、開花

期制御イネの栽培、スギ花粉ペプチド含有イネの栽培及び葉緑体形質転換タバコの栽培の6

件の第一種使用等栽培実験およびGFPカイコの飼育の1件の第一種使用等飼育実験を行った。

c.管理の適正化

遺伝子組換え実験安全委員会を3回開催し、研究所内における遺伝子組換え生物の適正使

用に関する検討を行った。

平成27年10月6日に大わし地区、11月6日に本部地区において遺伝子組換え実験防災訓練を

実施し、地震後を想定して、遺伝子組換え実験安全委員会委員による、リスクの高い実験場

所の巡視を行った。

平成27年8月には、すべての実験計画、実験場所において実験責任者及び室別組換え体利

用責任者による点検を行い、問題がないことを確認した。

平成28年3月2日には、平成17年と平成20年に生物研から農業・食品産業技術総合研究機構

花き研究所に分与した野生株のペチュニア種子に遺伝子組換え体が混入していた可能性が指

摘され、遺伝子解析の結果、生物研において使用されていた組換え体の混入が明らかとなっ

た。3月16日には文部科学省に第一報を報告し、再発防止策として生物材料の取り扱いの厳

格化に取り組むこととした。

4)動物実験の管理

a.教育・指導等

平成27年10月7日に開催された農業・食品産業技術総合研究機構の畜産草地研究所等主催

の「動物実験の教育訓練」に動物実験の実験責任者を参加させた。

b.動物実験の審査、実施状況

動物実験委員会において3件の新規実験計画の承認を行った。

5)微生物実験の管理

a.微生物実験計画書及び使用・保管場所の審査、実施状況

27年度は7件の微生物実験（バイオセーフティレベル2）が実施された。

平成27年8月には安全管理室による実験場所及び保管場所の点検を行い、問題がないこと

を確認した。

6)ヒトを対象とする生物医学的研究のための倫理審査

a.ヒト由来試料を用いる研究実施計画書の審査、実施状況

27年度は継続課題2件が実施された。
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7)その他、法規制生物材料等の管理

a.教育、指導等

平成27年6月には生物材料の扱いを行う職員を対象とした生物材料等・遺伝子組換え定例

教育訓練の中で、生物材料の受入の際の注意を行った。

b.管理の適正化

27年度の生物材料の輸入19件、輸出15件について、適正に手続きを行っていることを確認

した。また、輸入禁止品の輸入3件については、輸入許可申請手続きを行った。

保有している植物防疫法の輸入禁止品148件、輸入検疫有害菌1件については、それぞれ管

理利用状況報告書（一部は管理完了状況報告書）を作成し、植物防疫所経由で農林水産大臣

に提出した。

③内部統制のための法人の長のマネジメント 〔指標８－３－ア〕

1)リーダーシップを発揮できる環境整備

第２期に引き続き、生物研のすべての業務運営における重要事項については、理事会及び運

営会議で審議のうえ理事長のリーダーシップの下に決定した。

理事長は、コンプライアンス・リスク管理委員会の委員長として、ミッション達成を阻害す

るリスクへの対策として、リスクの洗い出しを行い、発生しうるリスクの防止策に関する事項

を委員会で審議し、生物研の存廃に繋がりかねないリスクと思われる事項をはじめ、業務運営

に対するリスクなど今後の対応策について必要な提言を行った。

また、理事長は情報ネットワークの管理等に関する情報統括責任者(CIO)として、生物研の

情報システムの全般にわたって直接指導を行っている。

2)法人のミッションの役職員への周知徹底

生物研では、憲章、行動規範を定め生物研ホームページで公表しており、理事長をトップと

する理事会等の各種会議や理事長と職員との定期的な意見交換会を通じて、法人のミッション

を役職員に周知徹底するとともに、現場の問題を掌握する仕組みを構築して実行した。

具体的には、①毎朝の幹部ミーティング（役員、各統括主幹が出席）、②毎週１回開催の理

事会、③毎月２回開催する運営会議（役員、各統括主幹、研究センター長、研究領域長、室長

等が出席）、④毎年実施する理事長と管理職員、室長・研究ユニット長等との個別懇談、⑤毎

年実施する理事長と研究ユニット毎の研究職員との意見交換など、定期にあるいは随時に様々

な機会を設けて理事長と役職員との双方向での意思疎通を図り、効果的かつ効率的なマネジメ

ントを実践した。

また、生物研のミッション・ビジョンを生物研要覧及びホームページに掲載するとともに、

運営会議や年頭の所信表明などの理事長発言は、逐次、全役職員等に所内グループウェアを通

じて周知徹底を図った。

3)組織全体で取り組むべき重要な課題（リスク）の把握・対応

22年度からコンプライアンスの推進及びリスクへの適切な対応の一環として、コンプライア

ンス・リスク管理関係規程類インデックス・マップ及び職員等を対象とした通報窓口を所内グ

ループウェアに設置している。なお、27年度において通報事案はなかった。

また、24年度に管理者（ユニット長・室長以上）を対象として、発生しうるリスクの調査を

実施した結果を基に課題・問題点の整理を行い、研究所で優先的に取り組むべき事案（情報セ

キュリティ対策、防火・防災対策、研究の不正行為、毒劇物・危険物等化学物質や遺伝子組換

え作物の適正な管理と盗難防止対策、労働安全衛生法に定められた作業環境や健康管理対策等）

のフォローアップ状況を平成28年3月14日開催の「コンプライアンス・リスク管理委員会」で

報告し、引き続きリスクの低減に向けた取組を継続していくことが提言され、これらを取りま

とめて運営会議で報告したうえで所内グループウェアに掲載、周知した。

4)内部統制の現状把握・課題対応計画の作成

監事監査、会計監査人による期中監査及び監査・コンプライアンス室による内部監査等を通

じて、内部統制の現状を的確に把握した。

また、理事会、幹部ミーティング等により日常的に理事長へ情報を集約し、内部統制の現状
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把握及び重要事項の意志決定が行われた。決定事項は運営会議及び所内グループウェア等を通

じて周知し、所内の情報共有を図った。

ミッションを的確かつ効率的に果たすため、研究に関しては中期計画を達成するための工程

表を作成し、課題評価検討会及び課題評価判定会において進捗状況の把握、自己点検及び評価

を行った。業務運営に関しては研究管理支援部門業務実績評価検討会において自己点検と評価

を行った。これらの結果について、研究推進戦略会議を通じてさらに点検を重ねて問題点等を

明確にし、続く外部委員による評価助言会議において評価と助言を得て年度計画を総括した。

④情報提供の充実及び個人情報の管理、情報セキュリティ対策 〔指標８－３－オ〕

「独立行政法人通則法」及び「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律」に基づ

く情報をはじめ、生物研の諸活動に関する各種情報については、正確かつ迅速な公開を行った。

また、情報公開に関するセミナー、個人情報保護に関する連絡会議の他に、平成28年1月から

運用が開始される特定個人情報（マイナンバー）等の管理に関するセミナーに担当者を参加さ

せ、職員の資質向上にも努めた。さらに、外部機関の不正アクセスによる情報流出事案を踏ま

え、「生物研における個人情報の取り扱いのための措置に関する規程」を改正して周知を図る

とともに、新たに「生物研における特定個人情報等の適切な取り扱いに関する規程」を策定し、

各種安全管理措置等適切な管理を確保するための体制を整備した。併せて、役職員及び契約職

員を対象にeラーニング形式による個人情報保護研修を実施した。

法人文書の開示については、情報公開窓口を明示し、日常的に開示請求者に対し正確かつ迅

速な情報提供を行うよう努めている。

なお、27年度において、個人情報の漏洩や開示請求等はなかった。

個人情報保護を担保する情報セキュリティ対策については、「政府機関の情報セキュリティ

対策のための統一基準（平成26年度版）」に基づき、情報セキュリティポリシーを見直すとと

もに、これに基づき情報セキュリティ対策を講じてきた。特に、情報システムの管理・運用体

制のさらなる強化を行うとともに、全役職員等を対象とした情報セキュリティに関する教育・

研修（814人受講）を徹底して、情報セキュリティ水準の向上を図った。

○内部統制のための監事の活動 〔指標８－３－イ〕

監事による監査は、前年度の研究所運営等について、年度初めに示された監事監査方針・計

画に沿って書面及び対面による定期監査、定常的監査、重点的監査が実施され、監査報告書と

して平成27年6月に理事長へ報告が行われた。なお、27年度の運営に関する監査については、

次年度の法人統合も踏まえて前倒しで実施することとなり、平成28年3月1日から11日にかけて

書面及び対面による監査を実施し、監査報告書を取りまとめて理事長あて報告が行われた。

上記の報告において、監事は、理事、統括研究主幹、統括総務主幹、統括管理主幹、研究支

援部門各室長、各研究センター長及び研究領域長との面談を行い、内部統制の状況について点

検し、研究戦略の推進、主な研究業績、生物研のプレゼンス向上への取組み、人材育成・

評価システム、コンプライアンス・リスク管理等についての提言を行った。

また、監事は理事会や運営会議などの重要な会議に出席し、研究戦略の明確化、成果の還元、

説明責任・プレゼンスのための行動、研究成果の品質保証の取組、安全・危機対応の確立に向

けた行動など研究所の運営改善に向けて指摘や提言を行った。

なお、監事から指名を受けた職員３名を監事監査補佐職員に任命し、監事の活動を補佐した。

○法人文書の管理 〔指標なし〕

法人文書の管理については、法人文書管理規程及び法人文書取扱規則に基づき適正に管理

しており、生物研ホームページ「法定公開情報：情報公開・公文書管理」に掲載し公表した。

（http://www.nias.affrc.go.jp/koukai/）

また、国立公文書館主催で行われる研修会等に担当者を参加させ、法人文書管理に係る職

員の資質向上に努めた。

規程で定めている点検及び監査については、平成28年3月に監査責任者による監査を実施し

た。
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４ 環境対策・安全管理の推進

中期目標

研究活動に伴う環境への影響に十分な配慮を行うとともに、エネルギーの有効利用や

リサイクルの促進に積極的に取り組む。

また、事故及び災害を未然に防止する安全確保体制の整備を進める。

中期計画

①事故及び災害を未然に防止する観点から、安全衛生に関する役職員の責任の自覚と意

識向上を図るため、安全教育を実施する。

②既存設備の運転状況等を把握し、省エネルギー機器及び設備の導入を検討し、省エネ

ルギー化に向けた改修計画を作成する。

③物品の購入契約等に当たっては、国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律

（グリーン購入法）（平成12年法律第100号）や建設工事に係る資材の再資源化等に関

する法律（建設リサイクル法）(平成12年法律第104号)に基づく環境物品等の調達・工

事の推進を図る。

〔指標８－４－ア〕職場環境の点検・巡視等の安全対策及び安全衛生に関する職員の教育･訓

練が適切に行われているか。

〔指標８－４－イ〕資源・エネルギー利用の節約、リサイクルの徹底など環境負荷軽減の取

組を積極的に行っているか。また、その取組を公表しているか。

主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

（該当なし）

業務実績（第８－４） 自己評価

＜主要な業務実績＞ 評定「Ｂ」

１．〔指標８－４－ア〕

職場の安全管理については、職場巡視における自己点検、 ＜評定の根拠＞

フォローアップ、改善指示書の発出等により未対応事項の根 職場の安全管理につい

絶に取り組んだ。また、安全教育として救命技能講習会を開 ては、職場巡視が継続し

催したほか、「ヒヤリ・ハット報告運動」を実施して安全管 て実施され環境改善が進

理意識の醸成を図ったところであるが、６件の労働災害が発 んだ。６件の労働災害が

生したため講習会を開催し、再発防止の注意喚起を周知徹底 発生したことは残念であ

した。このほか、防火・防災訓練を実施するなどして安全確 るが、「ヒヤリ・ハット

保体制の整備を進めた。 報告運動」の実施などで

意識の醸成を図った。環

２．〔指標８－４－イ〕 境負荷軽減については、

環境負荷軽減については、節電対策として空調温室やフ さまざまな節電対策を

リーザー等の研究用設備・機械の運用を見直すとともに、 行っており評価できる。

所内放送による昼休み時間中の節電喚起、グループウェア

へのエネルギー使用実績掲載などで省エネ意識の醸成を 以上、環境対策・安

図った。また、グリーン購入法の趣旨等に基づいて特定調 全管理の推進について、

達物品等の調達推進を図り、調達実績についてはホームペー 着実な業務運営がなされ

ジで公表した。 ているものと判断し、評

定を「Ｂ」とする。
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＜課題と対応＞

（27年度実績）

第８－４

①職場の安全対策及び安全教育の実施 〔指標８－４－ア〕

安全衛生委員会が策定した年間計画に基づき、継続した安全確保の強化を図るため、26年度

に引き続き27年度も職場巡視前に自己点検表による自己点検、職場巡視後の指摘事項の改善計

画に対するフォローアップ、未対応事項に対する改善指示書の発出、地区別責任者に報告する

ことにより未対応事項の根絶に取り組んだ。

また、産業医、外部専門家（カウンセラー）による健康相談・メンタルヘルス相談を毎月行

うことで、自己の健康管理、心身の健康づくりに対する意識を定着させ、心の健康問題も含め

た健康の保持増進に努めるとともに、27年度は多数の職員向けのセミナーの実施に替えて、「生

物研の心の健康づくり計画」に基づく休職者の職場復帰に向けた職場復帰訓練のサポート、復

帰後の支援についての面談及び相談を重点的に実施することで、休職者２名の職場復帰を果た

すことができた。

労働災害の未然防止のための行動として「ヒヤリ・ハット報告運動」を実施し、報告のあっ

た事例はグループウェアに掲載し、職員間で情報共有を行った。また、18年度以降の労働災害

の発生状況・発生原因や労働災害防止に関する情報を所内グループウェアで周知を行ってきた

ところであるが、27年度は労働災害６件（26年度６件）が発生し、労働災害の未然防止に向け、

発生状況等をグループウェアに掲載するとともに、運営会議において発生現場の写真を用いた

詳細報告を行い、また、全役職員を対象とした安全管理・防災講習を開催し、生物研で過去に

発生した労働災害の事例を紹介するなど、再発防止の注意喚起を周知徹底した。

また、生命に関わる緊急事態に対処するため、AEDの取扱いを含む救命技能講習会を開催し、

23名が受講した。

熱中症対策に関する各種情報（高温注意情報）を所内グループウェアにより周知するととも

に運営会議において普及啓発と注意喚起を行い予防を図った。

平成27年1月27日の防火･防災対策委員会で了承された27年度の防火・防災訓練計画に基づき

防火･防災訓練を、大わし地区において10月6日に、本部地区において11月6日に実施した。実

施に先立ち、両地区において自衛消防組織各班担当者を招集し任務教育を行うとともに、当日

は消火栓、消化器を使った消火訓練に加え、煙の中を避難するスモークハウスを使った体験訓

練を実施した。

また、平成27年5月から6月にかけて、安全管理室と共同で役職員全員を対象とした安全管理

・防災講習（789人受講）を開催した。

②省エネルギー改修計画 〔指標８－４－イ〕

生物研は、エネルギーの使用の合理化に関する法律（以下「省エネ法」という。）に基づく

特定事業者に指定されており、本部地区、大わし地区が第一種エネルギー管理指定工場となっ

ている。

このことから、エネルギー消費原単位を中長期的に見て年平均１％以上低減すべく、省エ

ネ法に基づく「中長期計画」（27年度から２か年計画を策定）及び「業務効率化推進基本計画」

に基づく「平成27年度業務効率化実施計画」を踏まえ、引き続き節電対策に取り組んだ。

本部地区では、昨年に引き続き特殊空調設備、グロースチャンバーの稼働見直し及びフリー

ザー等の運転停止等により省エネに努めた。

また、温室等の集約停止について、研究の停止を伴わないように配慮しつつ使用面積の約3

0％削減を行うことにより、更なる省エネの推進に取り組んだ。

省エネ啓蒙活動の一環として、昼休み時間、帰宅時間前の館内省エネ放送を実施すると共

に、引き続き不要箇所の消灯、OA機器類の電源停止等に取り組んだ。併せて、所内グループ

ウェアでは、エネルギー使用実績を掲載することにより、省エネ意識の向上を図った。
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27年度は温室等の集約停止、通年に及ぶ節電対策を実行した結果、年間エネルギー使用量

は、原油換算で前年度比本部地区95.2％、大わし地区94.5％と前年度を下回ることができた。

環境対策の取り組みとしては、生物研ホームページ上に温室効果ガス削減の実施計画を掲載

し、温室効果ガス排出量を公表した。

また、環境保全への配慮、ごみ処理費用節減及び物品等の無駄使いをなくすことを目的に、

所内グループウェアにおいて、ごみ減量化・分別等の啓蒙を行うことにより環境保全・節約

への職員の意識向上を図るとともに、各部署で不要となった物品等について、職員間の転用先

調査による廃棄物削減を推進した。

③環境物品等の調達・工事の推進 〔指標８－４－イ〕

物品の購入等契約にあたっては、国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリー

ン購入法）及び公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律の趣旨等に基づき、平成

25年4月8日「環境物品等の調達の推進を図るための方針」を定め、生物研内にグリーン調達推

進体制を設け、特定調達物品等（19品目）の調達の推進を図るとともに、特定調達物品等以外

に環境物品等の選択では、環境負荷の少ない物品等、OA機器、家電製品の調達に際しては、よ

り消費電力が少なく、かつ再生材料を多く使用しているものの選択等を目標に据え、調達に努

めるとともに、地球温暖化対策として「生物研における温室効果ガスの排出抑制等のため実行

すべき措置として定める実施計画」に基づき、率先した取組を実施した。

また、毎年度特定調達品目調達実績等を取りまとめ、生物研ホームページの調達情報で公表

した。
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５ 積立金の処分に関する事項

中期計画

前期中期目標期間繰越積立金は、前期中期目標期間中に自己収入財源で取得し、当期

中期目標期間へ繰り越した有形固定資産の減価償却に要する費用等及び東日本大震災の

影響により前期中期目標期間において費用化できず当期中期目標期間に繰り越さざるを

得ない契約費用に充当する。

〔指標８－５〕前中期目標期間繰越積立金は適正な使途に活用されているか。

主要な経年データ

評価対象となる指標 達成目標 基準値等 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

（該当なし）

業務実績（第８－５） 自己評価

＜主要な業務実績＞ 評定「Ｂ」

１．〔指標８－５〕

前中期目標期間繰越積立金4,982千円は、前中期目標期間 ＜評定の根拠＞

までに自己財源で購入した有形固定資産の減価償却費等に 前中期目標期間繰越

充当した。 積立金は、前中期目標

期間までに自己財源で

購入した有形固定資産

の減価償却費等に充当

しており、適切に処理

された。

以上、積立金の処分

に関する事項について、

着実な業務運営がなされ

ているものと判断し、評

定を「Ｂ」とする。

＜課題と対応＞

（27年度実績）

第８－５ 〔指標８－５〕

前中期目標期間繰越積立金4,982千円は、前中期目標期間までに自己財源で購入した有形固

定資産の減価償却費等に充当した。
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（付録）用語の解説 

 

※ 「用語の解説」では、本報告書に記載されている専門用語を説明しています。 

  このため、「用語の解説」の説明は、本報告書の研究課題実績及び業務運営に関係する内容に限られます。 

※ 本報告書では、遺伝子名（DNA,RNA)を斜体（イタリック体）で、タンパク質名を立体（ローマン体）で、それぞれ 

区別して表記しているところがあります。 

 
用語 解説 

【あ行】   

 青枯病 難防除土壌病害のひとつ。土壌中に生息する青枯病菌が主に根から侵入し、感染するこ

とにより引き起こされる。菌が導管の中で増殖して導管を詰まらせることにより水分の吸

収を妨げ、その結果、地上部は見た目が青色(緑色）のまま萎れる。 

 アザミウマ 針状の口器をもつ微小な昆虫で、食植性の種には重要な害虫となっているものがある。

複数の種がトマト黄化えそウイルスを媒介し、これが農業被害を大きくしている。 

 
アジュバント 抗原と混合して生体に投与することにより、投与した抗原に対する免疫応答を増強する

物質。 

 

アセンブル ゲノム全長のような長大な配列は、現在の塩基配列解読装置では一度で全てを決定す

ることができない。そこで、実験的に短い断片に切り分けてから解読し、これら断片の配

列をコンピューター上でつなぎ合わせて再構成し、元の全長を再現すること。 

 

アダプター分子 WASP 先天性免疫不全症 Wiskott-Aldrich syndrome (WAS)の原因遺伝子がコードするタンパク

質が WAS protein (WASP)である。WASP は免疫系細胞特異的に発現し、細胞内の複数

の分子と相互作用して、免疫応答に関わるシグナル伝達に重要な役割を果たしている。

WAS 患者では、WASP の遺伝子変異が確認されている。 

 

アドレノメデュリン ヒト褐色細胞種から発見された 52 個のアミノ酸からなるペプチドで、強力な血管拡張作

用を有する。血管をはじめ生体の様々な組織で産生される。血管新生、細胞増殖、分

化、遊走の調節、アポトーシス調節、内分泌調節など多岐にわたる生理活性を持つ生理

活性物質である。 

 
アノテーション ゲノムの DNA 配列のような一次情報から、遺伝子の機能といった高度な生物学的情報

を抽出すること。 

 
アフィニティーシルク 遺伝子組換えカイコ技術を利用して、シルクタンパク質に直接抗体分子を融合させた新し

いシルク素材につけられた名称。 

 
アブシジン酸 植物ホルモンの一種で、低温、乾燥、塩などのストレスに関わるシグナル伝達に関与す

る。 

 
アントシアニン 2−フェニルベンゾピリリウム構造をもつフラボノイド系植物色素の総称。花、果実、葉、

茎、塊茎、種皮などの橙、赤、紫、青、黒色を示す物質。 

 

アンプリコンシーケンス解析 目的の遺伝子やゲノム領域を PCR 増幅したものをアンプリコンといい、その塩基配列を、

次世代型シーケンサーを用いて解読する解析方法を指す。全ゲノム解読とは異なり、次

世代型シーケンサーからは特定領域の膨大な量の塩基配列が出力されるので、多数の

サンプルを一度に解析する場合に向いている。 

 
アンモニア酸化細菌 アンモニアを酸化して亜硝酸を生成する独立栄養細菌。地球上の窒素循環において重

要な役割を担う。 

 
アンモニア同化 植物は、窒素源として硝酸とアンモニアを利用し、根から吸収した窒素を有機物に変換

（同化）する。イネは主にアンモニアを窒素源として用いる。 

 

イオンビーム照射 イオンビームは、水素イオンや炭素イオンなどの原子のイオンを、加速器を使って高速に

加速したものである。これを利用してがん治療や突然変異育種を実施している。育種技

術については日本が世界に先駆けて開始し、カーネションやキクなどで実用品種が育成

されている。理化学研究所、日本原子力研究機構等で利用することができる。 

 
イソマルトメガロ糖 10～100 個程度のグルコースが α-1,6 結合でつながったメガロ糖で、サトウキビなどの植

物が生産するほか、微生物によっても生産される。親水性と安全性が高いことから新しい
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糖質素材として期待されている。同様の様式でグルコースが 2～9 個つながった化合物

はイソマルトオリゴ糖と呼ばれる。 

 

遺伝子ノックアウト 標的遺伝子の DNA 配列の一部を欠失させること等によって、遺伝子機能を破壊するこ

と。ジンクフィンガーヌクレアーゼや TALE ヌクレアーゼ等を用いて DNA2 本鎖切断を引き

起こし、DNA が修復される際に配列に変異が生じやすいことを利用している。 

 
遺伝子ノックイン 標的遺伝子の一部を別の遺伝子で置き換えること。GFP などの蛍光タンパクを導入する

ことで、遺伝子の発現部位を蛍光でモニターできるようになる。 

 
遺伝子変異解析 遺伝子において変異のある場所を特定し、遺伝子機能への影響を推定もしくは同定する

解析。 

 

イミダクロプリド ネオニコチノイド系殺虫剤の一種。1985 年に日本特殊農薬製造株式会社（現：バイエル

クロップサイエンス株式会社）により開発され、日本では 1992 年に初めて農薬登録され

た。2005 年ごろから東アジア等で抵抗性のトビイロウンカが発生し、日本への飛来が問

題になっている。 

 

いもち病 イネの 3 大病害の一つ。病原性カビであるいもち病菌の感染により引き起こされる。日本

ではいもち病菌による被害が最も大きい。感染部には褐点が現れたり、褐色の紡錘型に

枯れたりする。 

 
インターロイキン 白血球によって分泌される一群のサイトカイン（免疫システムの細胞から分泌されるタン

パク質で、情報伝達をするもの）。免疫系の多くの機能を担っている。 

 
うどんこ病 ウドンコカビ科の糸状菌により、葉や茎等が白くうどん粉をまぶした様になる病気。病原

菌は、葉等の表面上で生育する。 

 エコーガイド 超音波診断装置で目的の臓器の位置を描出しながら穿刺する方法。 

 エチレン 植物ホルモンの一種で、果実の成熟、老化、病虫害抵抗性に関与する。 

 
エフェクタータンパク質 病原体が宿主に感染する前に宿主の細胞に注入し、感染を促進する働きをするタンパク

質。 

 

エリサン インド原産のヤママユガ科の蛾で繭から糸を取るために飼育される。 幼虫の本来の食

草はヒマ、シンジュであるが、それ以外の植物も与えれば何でも良く食べ、植物に応じた

特徴的な反応を示すため、植物の耐虫物質の検出・検定に用いられる。 

 

炎症性サイトカイン 主に T リンパ球やマクロファージから分泌され、炎症性免疫応答に関与する生理活性物

質のこと。代表的なものとして、インターロイキン１(IL-1)、IL-6、インターフェロン γ、腫瘍

壊死因子などがあり、免疫系細胞を活性化させ、炎症反応を亢進させる。 

 

エンドトキシン 内毒素・パイロジェンともいい、物質としては、グラム陽性細菌の細胞壁に含まれる成分

(リポポリサッカライド・LPS)。これが微量でも体内に入ると、発熱などの反応を引き起こす

ため、医薬品等ではエンドトキシンが含まれないことが求められる。 

 
エントロピー ある系の自由度（秩序の度合い）を示す物理量。自由度が大きい（無秩序）状態ほどエン

トロピーは大きい。 

 
黄体 卵巣の卵胞が排卵した後に形成される組織で、黄体ホルモンを分泌する一過性の内分

泌機能を有する組織。外観が黄色を呈するのでこの名称がある。 

 

オニグモ牽引糸 クモの牽引糸とは、クモが枝などからぶら下がる際にお尻から出す「命綱」の糸のこと。ク

モの巣の縦糸と同じ絹糸腺で作られる。強度と伸度を兼ねそろえた「理想の繊維」とも言

われている。 

【か行】   

 

界面培養 気相・液相界面培養が代表例。チャンバー型培養器の底面に装着された多孔性膜の上

に細胞を播種する。その後にチャンバー内の培地を除いて細胞の上側を気相として、下

側の多孔性膜を介して培地を供給する。肺や皮膚、角膜などの細胞に適用される。気液

界面培養を用いた有害性評価試験も行われている。 

 核移植胚 未受精卵の核を取り除き、他の細胞の核を移植して発生させた胚。 

 

角膜透過性試験 緑内障治療薬など点眼薬として眼に作用させた薬剤の、角膜に対する透過性の程度を

評価するための試験法。点眼薬として眼に作用させた薬剤は、主に角膜を経由して眼内

に移行するが、その量は作用量の 1%以下といわれている。そのため、点眼薬の開発に

おいて薬剤の角膜透過性の評価は非常に重要である。従来はウサギを使った動物実験

で行われてきたが、ヒトとウサギとの種差や、試験結果の再現性が低いといった問題が

指摘されており、より良い試験法の開発が望まれている。 
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隔離飼育区画 関係者以外が簡単に入れないようにフェンスで囲んだ飼育区画のこと。飼育室や残渣

（飼育時の餌の残りや糞など）処理場所を含む。遺伝子組換えカイコの第一種使用規程

による飼育試験では、隔離飼育区画における幼虫の飼育、並びに繭の生産、保管、運

搬、不活化処理及び廃棄などの行為が承認された。 

 
顆粒球マクロファージコロニ

ー刺激因子 

マクロファージや好中球の持つ貪食機能や抗原提示機能を亢進させるサイトカイン。乳

房炎罹患牛の乳房への投与は、乳房内免疫細胞を賦活化させる働きがある。 

 

ガンマ線照射 ガンマ線は放射性物質から放射される放射線の一種で、アルファ線やベータ線と比べる

と透過能力が高い。一般的なガンマ線源としてはコバルト 60 が用いられている。この線

源を用いて、放射線育種場では、生育中の作物に照射するためのガンマーフィールドと、

種子や穂木等への照射を行うガンマールームでのガンマ線照射により突然変異品種の

作出を行っている。 

 
疑似グルーミング装置 休息時や授乳時などに、母牛が子牛の体を舐める行動をグルーミングといい、それに似

た効果を与える装置。 

 

キスペプチン 生体内ペプチド。発見された当初は、癌の転移抑制作用があることからメタスチンと命名

されたが、Kiss1 遺伝子産物であることから、キスペプチンという名称に統一されてきた。

近年、視床下部のキスペプチン細胞が繁殖機能調節のための最上位の中枢として重要

な役割を果たしていることが明らかにされ、世界的な注目を集めつつある。 

 

機能性食品 生体防御、疾病の予防、疾病の回復、体調リズムの調節、老化抑制などの体調調節機

能を有する食品。H27.4 に新しく「機能性表示食品」制度が始まり、事業者の責任で、科

学的根拠を基に商品パッケージに機能性を表示できるようになった。 

 

弓状核 脳内の視床下部に存在する領域。摂食行動制御の中枢として知られるが、近年、キスペ

プチンやニューロキニン、ダイノルフィンを共発現するニューロンの存在が明らかとなり、

繁殖制御中枢として注目を集めている。 

 

休眠ホルモン 昆虫の卵休眠を決定するホルモンのこと。カイコでは、蛹の食道下神経節にある神経分

泌細胞から分泌される休眠ホルモン（DH）は、24 個のアミノ酸からなるペプチドであること

がわかっている。休眠ホルモンによる休眠誘導の機構は、解明されつつあるが未だ不明

な点も多い。 

 

休眠卵 産卵後 2 日ほどで発生が休止した卵のこと。カイコの蛹期に放出される休眠ホルモンが

発育中の卵巣に作用することで、産卵後 2 日ほどで発生が停止して休眠へと移行し、休

眠卵となる。自然条件では、冬期の低温にさらされることによって休眠が打破され、春の

気温上昇により発生が再開されて卵が孵化する。 

 

菌根菌 土壌中の糸状菌のうち、植物の根の内部あるいは表面に着生あるいは侵入して出来る

構造、菌根を形成するものを指す。菌根菌は外生菌根菌（接合菌門、子嚢菌門、担子菌

門）、アーバスキュラー菌根菌（グロムス門）などがあるが、特にアーバスキュラー菌根菌

は陸上植物に広く感染し、水分やリンを植物に供給することから重要な共生菌である。 

 

菌根菌応答率 菌根共生による宿主植物の生育促進効果の指標。菌根菌接種、及び、菌根菌非接種の

宿主植物のバイオマス量（収量）の比較から、菌根菌接種によるバイオマス増大量を算

出する。菌根菌応答率が高い宿主植物は、菌根共生を介した土壌栄養吸収能力が高い

と考えられる。 

 

茎疫病 卵菌類 Phytophthora sojae により引き起こされる難防除性・土壌伝搬性の立枯性病害

で、ダイズを枯死させる。このため、子実の収量が大幅に減少し、ダイズ安定生産の大き

な障害となる。日本のダイズ作の約 90%は水田転換畑で栽培されているため、茎疫病に

よる収量減が大きな問題となっている。 

 

クライオ電子顕微鏡 生体分子を急速に凍結させ、低温に保ったまま電子顕微鏡で解析する手法で、冷却装

置を付属させた電子顕微鏡のこと。染色や固定をするわけではないことから、生体分子

をそのまま観察することが可能となる。比較的短期間に高分解能で単粒子構造解析を行

う事が可能である。 

 

クライオプレート 小型のアルミ製プレートで、複数のくぼみがあり、そこに植物茎頂など生体組織などを包

埋したゲルを固定することで、ガラス化法による超低温保存を簡便かつ能率良く行うこと

ができる。 

 
クリック反応 幅広い条件下で目的物のみを高効率に与える化学反応の総称。代表例が、アジド基とア

ルキン基との付加環化反応。 

 
クローン 初期胚を分割して得られた１卵性双子や同じ細胞の核由来の核移植個体のように、同じ

ゲノム情報を持つ個体。 
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クワコ カイコと同じカイコガ科のチョウ目昆虫。カイコは、中国のクワコが家畜化されたものと考

えられている。日本にもクワコは存在するが、染色体数やミトコンドリア DNA 配列等が異

なることが知られ、これまでクワコとカイコとの雑種は野外で見つかっていない。 

 
蛍光ラテックスビーズ 様々な粒径を持つポリスチレン微粒子の表面に蛍光色素が結合されたもの。1μm 程度

の粒径をもつものは、マクロファージの食作用の測定によく用いられる。 

 
血友病 血液凝固因子の欠損などによる遺伝子血液凝固異常症のこと。VIII 因子の欠損によるも

のを血友病 A 、IX 因子の欠損によるものを血友病 B という。 

 
ゲノム再構成 染色体の融合・分裂やゲノム配列の逆位・転座・重複などによってゲノムが変化していく

こと。 

 

ゲノムワイド SNP 一塩基多型（SNP)の中から、ゲノム全体に対してバランス良く配置された SNP のセットを

さす。ゲノムワイド SNP を使ったタイピングにより、どの様な染色体断片の置換が引き起

こされているか知ることができる。 

 

ゲノムワイド相関解析 ゲノム全体をカバーする SNP のうち、5 万ヶ所程度の遺伝子型を決定し、病気や量的形

質と関連する SNP を統計的に単離する方法である。SNP の遺伝子型判定は、ゲノム全

体に配置された SNP を搭載した SNP チップが用いられる。 

 

絹糸腺 カイコの体内において絹タンパク質の生産と蓄積を行う組織。後部絹糸腺では糸の主体

となるフィブロインが合成され、中部絹糸腺では水溶性絹タンパク質セリシンが分泌され

る。 

 
顕微授精 顕微鏡下で、細いガラス管を用いて精子を卵子の細胞質内に人為的に注入することによ

って受精させる方法。 

 

コアコレクション 数多くの遺伝資源の中から、全体の遺伝的な変異をカバーできるように選んだ、少数の

品種から構成される代表品種セットのこと。農業生物資源研究所で選定したイネのコアコ

レクションは研究用に配布されており、さまざまな形質についてイネの変異を調べるため

に利用されている。 

 
コイルドコイル構造 2～6 本の αヘリックス分子鎖どうしがロープのようによじれ合いながら絡み合ってできて

いる構造。 

 

高解像度融解曲線分析 HRM 分析（High Resolution Melting curve analysis）ともいわれる DNA 変異を検出する新

しい方法の一つ。DNA 配列が異なると、2 本鎖 DNA が 1 本鎖 DNA へと融解する温度も

異なる性質を利用し、融解温度の温度差により DNA 変異の有無などを判別する。DNA

が 2 本鎖 DNA から 1 本鎖になったことを知らせる蛍光色素を取り込ませて、温度上昇に

応じて 1 本鎖 DNA に融解する様子をモニタリングする。 

 

口針鞘タンパク質 口針鞘を形成するタンパク質のこと。吸汁性植食カメムシ目（半翅目）昆虫の多くの種

が、吸汁のため口針を植物体に突き刺すとき、口針の周りに口針鞘と呼ばれるトンネル

状の構造物を形成する。これは、昆虫の唾液腺から分泌される凝固性の唾液をもとに作

られている。この主成分がタンパク質である。これまで、数個しか同定されていない。 

 構成的発現 器官、組織、細胞の種類にかかわらず、遺伝子がほぼ同程度の強度で発現すること。 

 高度免疫不全ブタ 免疫に関連する複数の機能を喪失したブタ。 

 

ゴマダラクトン ゴマダラカミキリのメスの体内で生成され、体表に分泌される接触性の性フェロモン（コン

タクトフェロモン）成分のうち、構造式にラクトン環を持つ化学物質グループ。解明された

15 成分あるゴマダラカミキリのコンタクトフェロモン成分のなかで必須成分群である。現在

のところゴマダラクトン A, B、および C の 3 成分が単離同定されている。 

 
ごま葉枯病 糸状菌に属する植物病原体 Cochliobolus miyabeanus の感染によってイネ科植物に起こ

る病気。 

 

コラーゲンビトリゲル 生体内結合組織に匹敵する高密度コラーゲン線維から成るゲルのこと。コラーゲンビトリ

ゲルは、コラーゲンゾルの①ゲル化、②ガラス化、③再水和により作製できる。ここで、コ

ラーゲンゾルは酸可溶性コラーゲンに生理的な水素イオン濃度と塩濃度を付与して調製

したもので、さらに生理的な温度を付与することでコラーゲンゾルはゲル（線維）化を促進

して低密度コラーゲン線維から成るコラーゲンゲルを形成する。 

 コラゾニン 昆虫の神経ペプチドホルモンの一種。バッタでは体色を黒化させる作用を持つ。 

 
コンタクトフェロモン 動物の体内で生成され体表に分泌される接触性の（性）フェロモンのこと。同種他個体が

触角や口髭、あるいは脚で触れて初めて一定の行動を解発させる生理活性物質。 

 コンティグ配列 短い塩基配列の相同部分を重ね、つなぎ合わせて（アセンブルして）できる塩基配列。 
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根粒共生 植物の根に形成された根粒において、窒素固定バクテリアが細胞内に感染し、窒素固定

を行い、植物は光合成による同化産物を共生バクテリアに供給する形態を指す。 

 根粒菌 土壌に生息する細菌で、マメ科の植物と共生し、窒素固定を行う能力を備えている。 

【さ行】   

 
殺虫タンパク質 昆虫に殺虫性を示すタンパク質。昆虫種特異的な殺虫性を示すことが多く、生物農薬とし

て利用されている（BT 剤など）。 

 
シード化合物 創薬標的分子（主にタンパク質）に結合してその働きを抑える化合物。薬剤開発の基礎と

なる分子骨格構造を持つ。 

 紫黒米 果皮にアントシアニンを蓄積し、玄米が濃い紫色を呈するコメ。 

 

次世代シーケンサー 超高速シーケンサーともいう。従来のサンガー法とは原理的に異なる方法で、大量の

DNA 塩基配列解読を行なう装置。１台の機械で一度に 5 億から 1 億塩基の解読を行なう

ことが可能。DNA ポリメラーゼを使って塩基の取り込みを検出する方法と、ポリメラーゼを

用いずにオリゴヌクレオチドをハイブリダイズさせて解読する方法を使った装置が販売さ

れている。シーケンサーの開発競争は日進月歩であり、今後も解読能力は飛躍的に向

上していくと考えられる。 

 
集合フェロモン 集団で生活する生物が、体内で合成、分泌し、同種の他個体に集合行動を引き起こす作

用を持つ有機化合物。 

 

シュウ酸カルシウム針状結

晶 

パイナップル、キウイフルーツ、サトイモ、ヤマノイモ、ブドウ等の多くの植物に含まれるシ

ュウ酸カルシウムからなる鋭い針状の結晶のこと。長さが 0.1 ミリ前後で両端が鋭く尖っ

ている。サトイモのえぐみ、痛みの原因物質。植物にとっての本来の役割には過剰なカル

シウムの蓄積との説もあるが、植食動物（草食獣、昆虫、ナメクジ他）に対する防御であ

るという説を支持する報告がある。 

 

終末糖化産物 終末糖化産物（AGEs：Advanced Glycation End Products）は、タンパク質の糖化反応（メ

イラード反応）によってつくられる物質の総称で、毒性があり、老化を進める原因とされて

いる。体内で作られるか、食物から体内に取り込まれる。 

 

樹枝状体 宿主植物の根に感染した菌根菌が、宿主植物の細胞内部に形成する共生器官。菌糸が

細かく枝分かれした構造が樹木の枝に類似していることから「樹枝状体」と称される。樹

枝状体を介して、菌根菌は土壌から吸収したリンなどの微量元素を宿主植物に提供し、

宿主植物は光合成産物を菌根菌に提供していると考えられている。 

 
生涯避妊効果 ピルのように、1 回の処理で一時的に避妊効果が得られるというものではなく、1 回の処

理で生涯にわたって効果が得られるもの。 

 
小胞体 細胞質中にある膜構造をもつ小器官。小胞体に結合したリボソームで合成されたタンパ

ク質を取り込み、濃縮・貯蔵する機能を有する。 

 
小胞体ストレス応答 正常な高次構造に折り畳まれなかったタンパク質が小胞体に蓄積した結果、生じる悪影

響（小胞体ストレス）に対する細胞の反応。 

 

食物網 生態系における多様な生物間の食う食われるの関係のこと。自然界では、ある生物種が

多様な生物を捕食したり、逆にある生物が他の様々な生物に捕食されることが多い。生

態系全体における多様な生物間の食う食われるの関係は極めて複雑で網目状に絡み合

っており、食物網とよばれる。食物網を構成する特定の種間の関係を食物連鎖とよぶこ

ともある。 

 
白葉枯病 細菌に属する植物病原体 Xanthomonas oryzae pv. Oryzae の感染によってイネ科植物に

起こる病気。世界的には、いもち病と並ぶイネの重要病害。 

 

シルク水溶液 絹糸の主構成タンパクであるシルクフィブロインを水に溶解・分散させて得られる水溶

液。繊維化前のフィブロインをカイコ絹糸腺より抽出し水に溶かす方法や、絹糸を濃厚塩

水溶液で溶かした後に純粋で透析する方法などにより得られる。 

 
シロイヌナズナ アブラナ科の植物であり、様々な研究に用いられているモデル植物である。ゲノム配列

が完全に解読された初めての植物。 

 深根性遺伝子 植物の根系を制御する遺伝子。深根性とは根が土壌下層に向かって伸びる性質を言う。

 

真珠体 植物の葉や茎に作られる球状の分泌物。熱帯・亜熱帯の多くの植物で見られ、アリと植

物の相互作用に関与していると考えられている。温帯ではブドウ、ヤブガラシ、オクラなど

で見られる。ブドウでは単なる生理現象として分泌されるという説もあるが、その機能は
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不明。ヤブガラシでは天敵による植食者防衛に役立っているとされる。オクラでは天敵の

幼虫の発育に役立っている。 

 シンテニー 異なる種の染色体間で、遺伝子が同じ順番で配置されていること、もしくはその領域。 

 

推奨菌株セット 農業生物資源ジーンバンクが所蔵する微生物遺伝資源のうち、特に、DNA 塩基配列情

報による再分類と各種表現形質の検査等に基づいて選定した、各菌種を代表する分類

学的に優良な菌株のセットを指す。 

 

スカフォールディング スカフォールドとは解読されたゲノム配列の一部であり、コンティグとギャップからなって

いる。ギャップがあっても、コンティグの方向性とコンティグ間の距離がわかる場合があ

り、それに基づき、スカフォールドを作っていく作業をスカフォールディングという。 

 スギ花粉症治療米 スギ花粉症の原因となるスギ花粉抗原を、アレルゲン性を低減化させた形で米胚乳中に

蓄積させた組換え体。胚乳中で発現されているたんぱくの違いにより、ペプチド含有米と

ポリペプチド含有米の 2 種類に分類できる。 

 スギ花粉ペプチド含有米 スギ花粉のアレルゲンの一部（エピトープのみ）を７つつないだもの（7Crp）を発現させた

イネ。この７Crp の導入により患者の 7～8 割以上に対し治療効果があると考えられてい

る。アレルゲンと比較して立体構造が異なること、100AA 以下とサイズが小さいことから、

物理的にスギ花粉特異的 IgE 抗体と架橋を形成する可能性は低く、副作用は少ないと考

えられる。 

 スギ花粉ポリペプチド含有

米 

スギ花粉アレルゲンのアミノ酸配列のすべてを発現。ペプチド米では反応できない、マイ

ナーエピトープを持つ患者さんにも対応ができると期待される。こちらもペプチド米同様、

立体構造が変わるようにコンストラクトを設計しているので、スギ花粉特異的 IgE には認

識されにくく、副作用は少ないと考えられる。 
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スプライシング変異系統 遺伝子のイントロンは供与部位と呼ばれる GT で始まり、受容部位と呼ばれる AG で終わ

るという規則性（GT-AG ルール）がある。このようなサイトに変異が誘導されることでスプ

ライシングが正常な形で起こらなくなる変異をさす。不完全なスプライシングによりタンパ

ク質の構造に影響が出る、あるいは、終結コドンが現れるなど、重篤な変異が期待され

る。このようなタイプの変異を持つ系統を指す。 

 

スペルミン 複数のアミノ基が結合した直鎖状の脂肪族炭化水素であるポリアミンの一種である。2 つ

のトリメチレン基と 1 つのテトラメチレン基が対称的に 2 つのアミノ基で隔てられ、その両

末端にもそれぞれアミノ基が結合した構造である。タンパク合成の促進因子であるととも

に、多くの酵素を活性化する機能を持つ。 

 
精子幹細胞 雄性生殖器である精巣内に存在する精子の元となる細胞。この細胞は自己増殖を繰り

返す一方、精子へと分化する多分化能を有する。精原幹細胞とも呼ばれる。 

 

精祖細胞 雄の場合、生殖細胞は分裂して精子の元になる精祖細胞を作り、動物が性成熟するとさ

らに分裂して数を増やす。増えた精祖細胞は精子形成過程に入るが、一部は幹細胞とし

て以後の精子形成のために温存される。 

 
性フェロモン 動物の体内で生成されて体外に分泌され、同種の異性に一定の行動や発育の変化を促

す生理活性物質のこと。 

 

生物多様性影響評価 遺伝子組換え生物等を第一種使用規程（第一種使用等の内容及び方法等を規定したも

の）に従って使用等した場合の野生動植物等への作用の態様を明らかにし、当該野生動

植物等の種又は個体群の維持に支障を及ぼすおそれの有無等を判断すること。 

 
セルラーゼ セルロースのグリコシド結合を加水分解する酵素。細菌や植物を中心に、生物界に広く

存在する。 

 
染色体置換系統 ある系統の特定の染色体が、別の系統の染色体と置き換わった系統。複数の遺伝子に

よって支配される量的形質の解析に有効である。 

 染色体転座 染色体の一部が切断され、同じ染色体の他の部位に付着した現象。 

 
セントロメア セントロメアは染色体の真ん中にある細くくびれた部分で、細胞分裂をするとき、娘細胞

に染色体を均等に分配するための重要な役割を担っている。 

 
前臨床試験 非臨床試験と同義。新薬開発の段階で、人を対象とする臨床試験の前に実施する試験。

薬物動態試験、薬効薬理試験、毒性試験が含まれる。 

 

相同組換え ゲノムの DNA 配列が相同な部位で起こる組換えのこと。本来はこれにより、体細胞では

化学物質や放射線で切断されたDNA が修復され、減数分裂では母方と父方の遺伝情報

が再編される。 

【た行】   

 

ターゲットシーケンシング ゲノム DNA より、目的とする領域のみを濃縮して、次世代シーケンサーを用いて塩基配

列を解読する方法である。オリゴ DNA プローブを用いた捕集、PCR を用いた特異的部分

の濃縮などの方法がある。限定領域のみをシーケンスするため、複数個体の多型を効率

的に解析することができる。 

 
第一種使用等 拡散防止措置をとらない遺伝子組換え生物等の使用等。開放系での遺伝子組換え生物

等の使用等が生物の多様性に及ぼす影響を判断する必要がある。 

 

体細胞核移植 除核した未成熟卵に、異なる動物個体の体細胞核を挿入することによって、挿入した体

細胞由来の遺伝情報を持った胚や個体を作製するための発生工学技術。この技術を用

いて同一個体由来の細胞から複数の胚を作製すると、これらの胚は遺伝情報が全く同じ

であるため“クローン胚”と呼ばれる。 

 

体内時計 生物の持つ約 24 時間周期の計時機構。恒常条件においたとき、正確に 24 時間のリズ

ムを刻むのではなく、およそ 24 時間のリズムを刻む。通常は、太陽光の明暗周期や気温

変化により正確に 24 時間で同調する。概日時計と同義。 

 ダイノルフィン 神経伝達物質の一つで、ドーパミン作動性ニューロンを抑制する作用をもつ。 

 

唾腺遺伝子 唾腺（唾液腺）で発現している遺伝子。植物害虫では、植物と害虫の接点は主に口器で

ある。植物は防御反応を起こすが加害が成立する。これは害虫の唾腺から分泌される成

分が植物の防御反応を抑制するなどの重要な機能を持っているためと考えられる。この

理由から唾腺遺伝子の機能解明が進められている。 
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脱皮ホルモン 昆虫のステロイドホルモン、エクジソン(Ecdysone)とも呼ばれる。前胸腺で合成・分泌され

る。幼若ホルモンと相互作用しながら、胚発生、脱皮・変態、生殖、休眠など、昆虫の全

ステージにわたって様々な発生過程を制御する。 

 

窒素固定寄与率 作物が吸収した窒素のうち、窒素固定に由来する窒素の割合で、窒素固定活性の指標

となる。ダイズ栽培で窒素固定寄与率が低い場合、土壌中からの窒素の収奪量が多くな

り、収量低下の一因とされる土壌窒素の消耗を招くと考えられる。導管液中の窒素のう

ち、窒素固定で生ずるウレイド態窒素の割合を調べる相対ウレイド法や、重窒素が固定

されにくい性質を利用した重窒素希釈法、自然同位体比法等の評価法がある。 

 
ドーパミン 脳内で作られる神経伝達物質の一種。下垂体前葉からのホルモン分泌の調節に関与し

ている。プロラクチン分泌を抑制する作用がよく知られている。 

 

トマト黄化えそウイルス アザミウマによって媒介されるウイルスで、宿主範囲が広く、病徴も激しいため、大きな被

害を出している。遺伝子操作実験系が構築されていなかったために増殖機構には未解

明な点が多い。 

 

トモグラフィー技術 観察用にスライスしたサンプルを、角度を変えて電顕で撮影し、連続傾斜画像を得た後、

画像処理することにより、元の三次元像を復元し立体的な構造情報を得る技術。通常は

急速凍結したサンプルを用いて観察する。 

 

トランジション変異 ゲノム DNA の 1 個のヌクレオチド塩基が別のものと置き換わるものを 1 塩基置換または

点突然変異と呼ぶ。置換される塩基の種類が同じ場合、プリン塩基がプリン塩基（アデニ

ン／グアニン）に、ピリミジン塩基がピリミジン塩基（シトシン／チミン）に置換されるものを

トランジション変異という。 

 
トランスクリプトーム解析 特定の状況下において細胞中に存在する全ての一次転写産物について、網羅的に解析

すること。解析手法としては、マイクロアレイや RNA-Seq が用いられる。 

【な行】   

 
ナンセンス変異系統 変異原処理により引き起こされた点変異の中で、終始コドンが誘導されたものを特にナン

センス変異と呼ぶ。このようなタイプの変異を持つ系統を指す。 

 
二次細胞壁層 生長中の細胞壁は一次細胞壁という薄い細胞壁からなる。生長終了後の細胞は一次細

胞壁の内側に二次細胞壁という 2,3 層からなる細胞壁を形成する。 

 

乳房炎 細菌などの病原微生物が乳房内や乳腺組織内に侵入し、増殖することによって起る乳房

の炎症。乳牛において発生が多く見られ、日本国内においてウシ乳房炎による損害額は

800 億円以上と推定されている。 

 

ニューロキニン タキキニンファミリーに属するペプチド。体内の様々な部位に発現している。視床下部で

は弓状核に発現しており、キスペプチンと共発現している。機能は発現部位によって異な

るが、弓状核キスペプチンニューロンでは神経活動を上昇させる作用を持つ。受容体は

NK3R。 

 
ヌードマウス 遺伝的に胸腺を欠損して免疫系が不全となったマウスで、異種の組織や細胞を移植して

も拒絶されない。被毛が欠失しているためヌードマウスと呼ばれる。 

 
ヌクレオキャプシドタンパク

質 

ウイルスのゲノム核酸に結合し、ウイルス粒子を構成するタンパク質。トマト黄化えそウイ

ルスでは N タンパク質がこれにあたる。 

 

ネムリユスリカ アフリカ中央部半乾燥地帯の水たまりに生息するユスリカの一種。幼虫は干からびた状

態になっても生命を維持し、再水和によって再び活動を始める機能を有する唯一の昆虫

種。 

【は行】   

 バイオコントロール細菌 主に土壌中に生息し、植物を病原微生物から保護する効果のある細菌。 

 
ハイスループットスクリーニ

ング 

膨大な種類の化合物から構成される化合物ライブラリーの中から、自動化されたロボット

などを用いて、創薬ターゲットに対して活性を持つ化合物を選別すること。 

 

バイナリー発現系 外来遺伝子発現制御に非常に有用な二元（＝バイナリー）系のこと。GAL4/UAS 系が最

も良く知られ、この系では酵母の転写因子 GAL4 アクチベーター（ドライバー）が、認識配

列である上流活性化配列（UAS）に作用し下流の遺伝子を発現させる。バイナリー発現系

を用いれば致死遺伝子の導入と機能解析も可能である。 

 

胚盤胞 哺乳動物の初期発生において、桑実胚の次の発生段階で、内部が中空になり、内部細

胞塊と外側の栄養外胚葉層という 2 種類の細胞へと分化している。内部細胞塊は主に胎

子そのものに寄与し、栄養外胚葉層は胎盤などの胚体外組織に寄与する。 
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バキュロウイルス発現系 バキュロウイルスは増殖過程で感染細胞の核内にポリヘドリンと呼ばれる結晶構造のタ

ンパク質を形成する。この遺伝子を発現するプロモーターの下流に発現目的遺伝子を導

入し、このウイルスを昆虫細胞に感染させると、目的タンパク質を効率的に発現させるこ

とができる。 

 

ハスモンヨトウ 幼虫が非常に多くの野菜や花卉類を食害する、ヤガ科の鱗翅目昆虫。越冬ステージが

ないことから関東以北での被害は少ないが、西南暖地での被害は甚大である。本種は梅

雨前線、秋雨前線や台風によって中国や韓国から、毎年九州に飛来している可能性も示

されている。ハワイ、オーストラリアを含め、アジア-太平洋地域で問題となっている害虫

であり、温暖化に伴い多発域の北上が懸念されている。 

 

発現変動遺伝子解析 遺伝子が機能するにあたって、DNA から mRNA を合成することを発現と呼ぶ。発現の量

は遺伝子の機能と強い関係があり、このような発現の変化を解析することを発現変動遺

伝子解析と呼ぶ。 

 
発情同期化 顕微授精した受精卵を仮の雌ブタの卵管に移植する場合、あらかじめ複数の雌ブタにホ

ルモン処理を施すなどして、同時期に受精卵を受け入れられるようにする。 

 

ハプロタイプ 染色体上のハプロイド（半数体）に存在する複数の遺伝子座の対立遺伝子の組み合わ

せのタイプ。一般的には、一塩基多型（SNP）を指標として、複数の SNP の組み合わせ

（連鎖している多型の組合せ）で示すことが多い。 

 

非休眠化 カイコの卵が休眠しないようにすること。低温短日条件下で孵化した個体は蛹期に休眠

ホルモンが放出されず、産卵された卵は非休眠卵となる。非休眠卵は発生が停止するこ

となく進行して 10 日ほどで幼虫が孵化する。休眠卵を塩酸に浸すことで、休眠させずに

孵化させる方法（浸酸処理法）が知られている。 

 

非同義置換系統 遺伝子のタンパク質に翻訳されるコード領域に変異が引き起こされることにより、コードす

るアミノ酸が変わる変異を非同義置換という。変異体の中でも遺伝子の中に非同義置換

が引き起こされた系統をさす。コドンの縮退のために DNA に変異が引き起こされていて

もコードするアミノ酸が変わらないものを同義置換という。 

 非妊娠黄体 妊娠していない時期に存在する黄体を非妊娠黄体または周期性黄体と呼ぶ。 

 
ファイトアレキシン 植物が生産する抗菌性物質の総称。様々な化学構造の二次代謝物が知られているが、

イネではジテルペン型とフェニルプロパノイド型とが代表的である。 

 
フィブロイン カイコの繭糸の繊維本体を形成しているタンパク質。主に βシート構造をとっている。フィ

ブロイン H 鎖、フィブロイン L 鎖、P25/fhx の 3 種のタンパク質から構成される。 

 
フィブロインフィルム 絹糸の主構成タンパクであるシルクフィブロインから成るフィルム。水や有機溶媒にフィブ

ロインを溶かしキャスト成型することにより得られる。 

 

フラグメントスクリーニング 創薬標的分子（主にタンパク質）に結合する分子量が小さくシンプルな構造の化合物（フ

ラグメント）を効率的に探索する方法。フラグメントの結合親和性（活性）は弱いため、フラ

グメントスクリーニングには鋭敏な物理化学的測定法が活用される。 

 
フラボノイド クマル酸 CoA とマロニル CoA が重合してできるカルコンから派生する植物二次代謝物の

総称。 

 

プルダウンアッセイ法 あるタンパク質が特定の別のタンパク質と相互作用するかを調べる実験方法。担体に結

合させたタンパク質 A に別のタンパク質 B の溶液を反応させた後に溶出させる。その

溶出液を泳動後、タンパク質 B の検出を行う。タンパク質 A-B 間で相互作用していれば、

複合体として溶出されるため、タンパク質 B を認識する抗体を用いたウエスタンブロッティ

ング法により、タンパク質 B が検出される。 

 

フレームシフト変異系統 変異原処理により引き起こされた変異の中で、欠失や挿入を引き起こすことでタンパク質

が翻訳される領域の読み枠がずれることで正常なタンパク質が作られない重篤な変異と

なる。このようなタイプの変異を持つ系統を指す。なお、欠失あるいは挿入された配列の

長さが 3 の倍数であった場合は読み枠がずれることは無いため、重篤な変異には結びつ

かない場合が多い。 

 
フロー分析 ストックが一時点の値を示すのに対応する経時的な変化率を分析すること。もしくはその

分析方法。 

 
ヘテロダイマー 異なる二つの分子間に形成される二量体。ここでは 2 つの転写因子タンパク質間の二量

体を指す。 

 
ヘリカーゼドメイン ヘリカーゼは核酸のリン酸エステル骨格に沿って動きながら絡み合う核酸をほどく酵素

の総称で、この移動において中心的役割を担うのがヘリカーゼドメインである。 
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ペルオキシソーム増殖因子

活性化受容体 

細胞の核内に存在する受容体の一つで、遺伝子発現を調節する転写因子。細胞の脂質

や糖の代謝、増殖などへの関与が知られている。 

 

変異スペクトラム 変異源処理により引き起こされる変異にはその変異源の作用機序により、変異の入り方

に差がでる。例えば、メチル化剤であるメチルニトロソウレア（MNU）は G が A に変化する

トランジション変異が、エチルニトロソウレア（ENU）は A が T に変化するトランスバージョ

ン変異が引き起こされる傾向にある。このような変異の方向性を変異スペクトラムという。

 
変態抑制因子 昆虫の幼虫が蛹や成虫になるのを抑える因子。近年、転写因子の一種である Krüpppel 

homolog 1 (Kr-h1)が変態抑制因子であることが明らかにされている。 

 

変分ベイズ法 ベイズ推定において、サンプリングを用いて数値的に計算を行うのではなく、事後分布を

解析的に近似する方法。大規模データの解析においても計算に時間がかからない利点

がある。 

 

ホーネットシルク スズメバチの幼虫が巣内で繭を作るために吐糸する繊維状タンパク質のことをいう。成

形加工が容易で、カイコのシルクとはアミノ酸配列、分子構造、物理的特性などが異なっ

ている。 

 

ボルバキア 節足動物やフィラリア線虫などの細胞内に広く共生しているリケッチアに近縁な細菌（学

名 Wolbachia pipientis）。多くの節足動物にとってボルバキアは必須ではないが、ボルバ

キアは、細胞質不和合、オス殺し、メス化、単為生殖化などの巧妙な方法で宿主の生殖

システムを操作することにより垂直伝播率を高めている。フィラリア線虫や一部の節足動

物には、宿主の生存・繁殖に必須で宿主と相利共生関係を築いているものもいる。 

 

翻訳エンハンサー メッセンジャーRNA 上のコード領域の上流に位置する塩基配列で、翻訳（タンパク質合

成）の効率を高める効果をもつ。アルコールデヒドロゲナーゼ遺伝子など特定の遺伝子

のメッセンジャーRNA に含まれる。 

【ま行】   

 
マイクロアレイ 数千～数万のＤＮＡ断片をガラス等の基板上に配置し、一度に細胞内の多数の遺伝子

発現量を調べる技術。 

 

マクロファージ 下等動物から高等動物に至るまで存在し、異物の貪食・消化や抗原提示に重要な働きを

持つ自然免疫系細胞の一種。骨髄に由来する単球が分化段階を経て各組織に定着した

ものであり、肝臓のクッパー細胞、脳のミクログリア、肺胞マクロファージなどに代表され

る。 

 

ミトコンドリア膜輸送体 ミトコンドリア内膜を通過出来るのは、水、酸素、二酸化炭素、アンモニアに限られ、

ATP、ADP、リン酸、ピルビン酸、オキサロ酢酸、カルシウムイオンなどの通過は、ミトコン

ドリア内膜の種々の輸送体タンパク質により、制御される。 

 
ミニブタ 実験動物あるいはペットとして小形化を目標に育種されたブタ。体重 40 キログラム程度

の系統・品種が多い。 

 

ミヤコグサ マメ科のモデル植物。植物体が小さく、限られたスペースでの栽培と 3−4 ヶ月と早期の種

子収穫が可能で、形質転換系やゲノムシークエンス情報等研究基盤が整備されており、

遺伝子の同定や機能解析等の実験材料として適した条件を備えている。 

 
メイトペア解析 メイトペア解析は、ゲノム上で数 kb 離れた領域を含む DNA 断片を調製し、その両端を読

み取る方法。スカフォールド構築や、kb 単位の大きな構造変異解析が可能となる。 

 
メタ解析 過去に独立して行われた複数の研究データを収集し、統計的方法を用いてより高い見地

から解析すること。 

 

メタボローム 代謝経路の多様性の総体を、バイオインフォマティクス的手法を基に研究すること。解析

の対象となるものは、オリゴペプチド、アミノ酸、糖、有機酸、核酸、脂質などである。ガス

クロマトグラフィーやキャピラリー電気泳動などの分離技術と質量分析法などの検出系を

組み合わせて解析する。 

 
免疫賦活化効果 抗原と混合して生体に投与することにより、投与した抗原に対する免疫応答を増強する

作用。 

 免疫寛容 もともと抗原を認識する T 細胞が存在しているときに大量の抗原を投入すると、免疫反応

の再調整が生じ、T 細胞の増殖自体の阻害（不応答）や消失が起こり、これによりアレル

ギー反応が抑えられる現象。 

 
毛茸（もうじ） 植物葉の表面にあるトゲのこと。大豆葉には葉の両面および葉脈に存在する。ハスモン

ヨトウ抵抗性遺伝子を有する大豆葉では毛茸の密度が高いという報告がある。 
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 戻し交配 第一代雑種にその親の一方を交配すること。 

 

籾枯細菌病 イネの病原細菌病の一つで発芽時と開花期に発病する。菌の生育適温が 30～35℃であ

るため、近年の地球温暖化に伴い、日本および海外での発生面積の拡大が農業上問題

となっている。 

【や行】   

 
蛹化決定遺伝子 完全変態昆虫の幼虫が蛹になるのを決定づける遺伝子。転写因子の一種である Broad

遺伝子が蛹化決定遺伝子である。 

 
ヨウ化チロシン 天然アミノ酸の１つであるチロシンのフェノール環に、ヨウ素が配位した天然に存在しない

アミノ酸。 

 
幼若ホルモン 昆虫ホルモンの一種でさまざまな生理活性を持つ。最も代表的な活性は変態の抑制作

用。 

 

葉緑体型 PEPC ホスホエノールピルビン酸カルボキシラーゼ。ホスホエノールピルビン酸と炭酸水素イオ

ンからオキサロ酢酸を生成する酵素。本酵素は細胞質に存在し、TCA 回路へ基質を補

充する機能をもつと考えられていたが、イネは葉緑体に局在する葉緑体型 PEPC をもつ

ことがわかっている。 

【ら行】   

 卵活性化因子 受精時に卵活性化現象を誘起する精子由来の因子。 

 リガンド 特定の受容体（レセプター）に結合する物質。 

 
リジン タンパク質を構成するアミノ酸で、哺乳類では体内で合成できない必須アミノ酸である。

家畜の生産においては、タンパク質合成の際に特に不足しやすい制限アミノ酸である。 

 

リゾチーム 真正細菌の細胞壁を構成する多糖類を加水分解する酵素。動物のみならず植物からも

見出されている。カイコ由来のリゾチームは、哺乳類のリゾチームと比べ低い温度でも酵

素活性を示すのが特徴である。 

 
リポフェクション 主に動物細胞に DNA を導入する手法で、リン脂質などから作られたリポソームと DNA の

複合体を細胞に取り込ませる。 

 

リポポリサッカライド グラム陰性細菌の外壁の構成成分であり、脂質と多糖からなる。動物細胞に対して極め

て多様な生理活性を示す。標的細胞の表面にある受容体 TLR4 に結合し、細胞内へ炎

症応答シグナルを伝達して種々の炎症性サイトカインの産生・分泌を誘導する。これらの

応答が過剰に進むと発熱やショック症状を引き起こすこともある。 

 

レトロトランスポゾン ゲノムに存在する、転移する配列（トランスポゾン）のうち、転移に RNA 分子への転写に

よる介在を必要とする配列。この転移様式のため、ゲノム中に蓄積し、多くの植物ゲノム

の大半はレトロトランスポゾンで占められる。両末端に特徴的な反復配列を有する LTR

型レトロトランスポゾンと、そうでない非 LTR 型レトロトランスポゾンに分類される。 

 

連鎖解析 ある形質の原因遺伝子の近傍に位置する DNA マーカーは、その形質とともに遺伝する 

（連鎖している）ことを利用して、その原因遺伝子が染色体上のどの位置に存在するかを

解析していく手法。 

 

連鎖地図 マーカー間の連鎖と乗り換えに基づいて染色体上のマーカーの位置関係を推定し、マー

カー間の距離を乗り換え頻度より算出した地図を指す。マーカーの密度が高まるにつれ

て、相互に連鎖するマーカーは群（連鎖群）を形成し、その数はゲノムを構成する染色体

数に収束する。一方、マーカー間の距離を DNA の長さに基づいて作成した地図を物理

地図という。 

 

レンチウイルス レトロウイルスの一種で、代表的なものとしてヒト免疫不全ウイルスが知られている。ウイ

ルスゲノムは一本鎖 RNA であり、細胞に感染した後に逆転写酵素の働きで二本鎖 DNA

となって宿主ゲノムに挿入される。この性質を利用して、レンチウイルスベクターとして宿

主細胞への遺伝子導入に利用されている。レトロウイルスベクターでは分裂中の細胞に

しか感染できないが、レンチウイルスベクターは分裂していない細胞にも感染できるた

め、遺伝子導入ツールとして汎用性が高い。 

【B】   

 

BAC Bacterial Artificial Chromosome の略。大腸菌プラスミドの一種 F プラスミドの複製系を

利用した大腸菌を宿主とする人工染色体ベクター。200kb 程度までの長鎖の DNA 断片を

安定にクローン化することができる。 

 BTH ベンゾチアジアゾールの略。植物に病害抵抗性を誘導する作用を示す薬剤。 
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【C】   

 

CIAT 南米コロンビア・カリにある国際農業研究協議グループ傘下の研究所のひとつ。日本で

は国際熱帯農業研究センターと呼ばれている。CIAT は、スペイン語の研究所名：Centro 

Internacional de Agricultura Troical の略称である。 

 

Cry1A 毒素 昆虫病原細菌 Bacillus thuringiensis 由来の殺虫タンパク質 Bt 毒素の一種。トウモロコシ

等の耐虫性を付与した遺伝子組換え作物に多く導入されているが、抵抗性が問題になっ

てきている。 

【D】   

 
de novo アセンブリ 近縁種や同一種のゲノム情報を用いずに、シーケンサーで読み取った断片をアセンブル

して、それまでに未知のゲノム配列を、まったく新規に再構築すること。 

 differential plating 細胞の種類によって接着の速度が異なることを利用し、細胞の選別を行う方法。 

 dsRNA double stranded RNA の略称。二本鎖 RNA。 

【E】   

 
EMS 処理 DNA に変異を引き起こす作用を持つ化学物質である EMS（Ethyl Methane Sulfonate;エチ

ルメタンスルフォン酸）の変異原処理。 

【G】   

 

GABA 含有介在ニューロン γアミノ酪酸（GABA）は、神経活動を抑制するための主要な伝達物質である。神経細胞

間に存在し、GABA を放出することによって標的の神経細胞の活動を抑制する働きをも

つニューロン。 

 

Genotyping-by-Sequencing 次世代シーケンサーを用いて、ゲノム上の特定領域（2 種類の制限酵素で処理し、両制

限酵素サイトではさまれた領域で特定のサイズをもつ領域のみ）について、多数のサンプ

ルを同時にジェノタイピングするシステム。 

 

Gibbs サンプリング法 統計学において平均値や分散などを解析するために、直接サンプリングが難しい確率分

布の代わりに、それを近似するサンプルを発生させる方法の 1 つである。ある確率分布

に従ったランダムなサンプルが得られる。  

 GIS 地理情報システム（GIS：Geographic Information System）。 

 gonocyte 前精原細胞。精原細胞よりも未分化状態にある細胞。 

【I】   

 

in silico スクリーニング コンピューター上で、タンパク質と化合物の立体構造に基づいてドッキング（結合）シミュ

レーションを行い、その化学的相互作用エネルギーを評価する方法で、バーチャルスクリ

ーニングとも呼ばれる。数百万化合物の大規模化合物データベースの中から活性化合

物候補を探索するために利用される。 

 

ITPGR 食料及び農業のための植物遺伝資源に関する国際条約 International Treaty on Plant 

Genetic Resources for Food and Agriculture の略称。生物の多様性に関する条約

Convention on Biological Diversity (CBD)の発効を受け、国際連合食糧農業機関(FAO)

で、食料農業分野における植物遺伝資源の国際的な取扱いを定めた ITPGR が 2001 年

11 月に採択された。 

【K】   

 

KNDy 神経細胞 弓状核のキスペプチン産生ニューロンは、キスペプチン（kisspeptin）の他に、ニューロキ

ニン B（Neurokinin B）とダイノルフィン A（Dynorphin A）という生理活性物質を共発現して

いる。そこで、それぞれの頭文字をとって、キャンディニューロンと呼ばれるようになった。

弓状核キスペプチンニューロンは、KNDy（キャンディ）ニューロンとも呼ばれている。 

   

【L】   

 

LEA タンパク質 植物の種子が休眠に入っていく過程で、種子内に大量に合成・蓄積されるタンパク質とし

て発見された。Late embryogenesis abundant(LEA)タンパク質と名付けられ、乾燥耐性に

関連したタンパク質と考えられている。ネムリユスリカ幼虫体内でも乾燥過程で大量に分

泌・蓄積することが明らかにされている。 

【M】   
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MALDI-biotyping MALDI-TOF (Matrix Assisted Laser Desorption /Ionization Time of Flight)質量分析計を

利用して簡便かつ迅速に細菌を同定する手法。 

 MNU 処理 メチルニトロソウレア(MNU)による変異誘発処理。 

 

mtDNA D ループ領域 mtDNA はミトコンドリア(mt)に存在する環状 2 重鎖 DNA。ニワトリでは 1 万 6 千塩基対ほ

ど。ほ乳類・鳥類などでは母方からのみ遺伝すると考えられている。D ループ領域は、

mtDNA 中のタンパク質がコードされていない領域で、1300 塩基対ほどで、DNA 多型が多

く見られる領域。 

 
MTP クローン MTP クローン（Minimum Tiling Path Clone）：ゲノム配列を再構成するために必要最小限

の BAC クローン、あるいはその集合のこと。 

 

MUA ボレー 弓状核キスペプチンニューロン分布領域に記録を留置し、その神経活動を記録すると、

一定間隔で、一過性に神経活動が上昇する現象が観察される。この一過性神経活動上

昇を MUA ボレーと呼ぶ。MUA ボレーは、黄体形成ホルモンのパルス状分泌を引き起こ

す為の神経発火活動と考えられている。 

【P】   

 

parental RNAi 標的遺伝子の一部と同じ配列の二本鎖 RNA を作成して個体に注射または食べさせて取

り込ませると、標的遺伝子の mRNA が分解され、結果としてその遺伝子の発現を特異的

に抑制できる。これを RNA interference (RNA 干渉、RNAi)と呼ぶ。遺伝子の機能解析に

使われる手法である。メス親に RNAi を行うと、次世代の卵や子で標的遺伝子の発現低

下が観察される。これを parental RNAi と呼ぶ。しばしば個体発生に必要な遺伝子の解析

や、遺伝子発現を抑制した個体を多数得るのに用いられる。 

 

PCR クランピング法 PCR において、多様な型の DNA を含む試料から特定の DNA 型の増幅を抑えつつ、それ

以外の型を増幅する方法。広食性の捕食性昆虫の全 body DNA から、微量の多様な被

食者 DNA を網羅的に増幅するために活用できる。この PCR では広範な生物に適用可能

なプライマーのほかペプチド核酸等の人工 DNA を使用するが、後者は捕食者 DNA と特

異的に結合しその増幅を阻害するようにあらかじめ設計しておく。 

 percoll 密度勾配遠心分離 細胞の種類によって、大きさ・密度が異なることを利用した細胞の選別方法。 

 
piggyBac 昆虫由来のトランスポゾンで、ゲノムから切り出される際に余計な配列をゲノム上に残さ

ない。従ってマーカー遺伝子等を完全に除去するのに有効である。 

 

PLCζ Phospholipase C zeta。真核生物のシグナル伝達経路において重要な役割を果たしてい

る酵素群ホスホリパーゼ C の 1 つ。精子特異的に発現しており、現在最も有力な卵活性

化因子と考えられている。 

【Q】   

 

QTL Quantitative Trait Locus の略。量的形質遺伝子座という。品種や系統間の形質の違い

は、比較的小さな作用をもった複数の遺伝子によって決定されており、この一連の遺伝

子座を指す。従来は、品種間の QTL の遺伝子作用が小さいために遺伝学的解析が困難

であったが、近年のゲノム解析の進展により、DNA マーカーが充実し、ゲノム中に存在す

る QTL の位置決定や単離が可能になっている。 

【R】   

 
RNAi RNA interference の略。細胞に二本鎖 RNA を導入した場合、それと同じ配列をもつ遺伝

子の発現（タンパク質の合成）を抑制する現象のこと。 

 
RNA-seq 次世代シーケンサーにより、細胞の中の mRNA や miRNA の配列を解読して、発現遺伝

子(トランスクリプトーム）の定量的・定性的情報を効率的に取得する手法。 

 
RNA ポリメラーゼ 既存の核酸(RNA または DNA)を鋳型として相補鎖 RNA を合成する酵素。RNA ウイルス

はゲノムの複製に自身がコードする RNA ポリメラーゼを用いている。 

   

【S】   

 

SNP Single Nucleotide Polymorphism の略称で、日本語では一塩基多型ともいう。複数の品種

や系統の同じ領域の DNA を調べたときに、塩基配列がほとんど同じで一塩基だけ異なる

場合、その異なる箇所を SNP と呼ぶ。DNA 変異の中では最も頻度が高く、近年、多数の

SNP を迅速かつ正確に決定する手法が開発されたため、DNA マーカーとしての利用も進

んでいる。 

 spermatogonia 精原細胞。減数分裂開始前で自己増殖を行っている幹細胞。 
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【T】   

 

TagSNP 重複した遺伝情報を持たない特徴的な SNP を指す。一般に、塩基配列上で隣接した場

所にある SNP は一緒に挙動するため、相互に重複した遺伝情報をもつことが知られてい

る。解析費用を抑えたい場合は、このような SNP を全て解析するよりも、特徴的情報を持

つ TagSNP だけを解析するほうが望ましく、SNP 対の距離と遺伝情報との相関関係から

そのような SNP を選択することができる。 

 

TILLING 解析 TILLING (Targeting Induced Local Lesions In Genomes)とはゲノムや遺伝子上の single 

～ several nucleotides substitution を検出する方法で、mismatch-pair 認識酵素（通常は

CEL1）で塩基対を形成できない変異点を切断する事により、WT（野生型）と異なる塩基の

位置を知る方法。 

 

Toll 様受容体 自然免疫機能を担う細胞の表面や細胞内に発現している受容体群の名称。細菌、真菌

やウイルスなど様々な病原体が有する特異的な分子パターンを認識して、炎症性サイト

カインやインターフェロン産生を誘導するなど自然免疫応答の発動・調節に関わる。現在

までに十数種類ほど見つかっている。 

【W】   

 WRKY45 イネの誘導抵抗性の制御に関わる重要な転写因子。 

 WRKY62 イネの誘導抵抗性および低酸素ストレス応答の制御に関わる転写因子。 

【β】   

 
βシート構造 タンパク質の立体構造の 1 つ。隣接する分子鎖同士で結合して平面構造を形成してい

る。 

 

 

14



資料 １

遺伝資源・研究材料の配布

及び依頼照射実績一覧

平成27年度に係る業務実績報告書





表
1-

(1
)　
平
成

27
年
度
の
植
物
遺
伝
資
源
の

配
布

実
績

【
種

類
別

】

件
数

点
数

件
数

点
数

件
数

点
数

件
数

点
数

件
数

点
数

件
数

点
数

5
6

1
,7
0
8

1
3

1
5
6

3
9

1
,2
6
2

4
5

1
8
6

1
0

1
6
3

1
6
3

3
,4
7
5

3
5

9
2
1

1
1

2
0
4

2
3

7
9
7

2
8

3
3
6

6
1
1
7

1
0
3

2
,3
7
5

1
7

1
3
3

1
1
5

1
6

1
6
8

9
3
2

3
1
2
7

4
6

4
7
5

8
2
,0
3
1

1
2

1
5

3
2
5

1
4

1
6
6

4
7
6

4
2

2
,6
0
0

2
3

5
7
4

7
2
3
9

3
9

1
,8
3
9

1
0

5
4
9

3
3
9
3

8
2

3
,5
9
4

2
2

2
7
7

3
1
1

3
1

6
3
5

1
5

7
0

4
9
2

7
5

1
,0
8
5

3
7

1
4

2
1
0

2
2

8
2
3

4
1
4

1
1

5
1
5

4
1
4

6
3
3

8
6
8
7

1
1

4
7

2
9

7
8
1

8
8
4

7
4
2

1
4

6
2

1
4
0

3
0

2
2
8

7
2
4

3
8

1
3

1
4
3

7
2
1
4

3
0

3
8
9

1
0

2
2
6

7
3
6

7
3
4

1
1
0
8

2
5

4
0
4

4
6
2

5
2
9

1
4

7
0

3
5

2
6

1
6
6

4
7
9

3
1
3

1
6

5
8

1
9

2
4

1
5
9

1
3

1
9
6

7
2
3

1
7

6
5
7

2
9

3
1
0

4
1
9
0

7
0

1
,3
7
6

8
2
3

3
3

1
4

2
8
3

2
9

2
5
5

4
1
8
6

5
8

7
5
0

1
2

1
2

0
0

0
0

1
1

1
2

2
3

3
6

3
6

1
3

1
3

1
1

1
1

0
0

2
4

2
2

4
6

0
0

1
2
3

2
,6
5
6

4
3

5
4
2

1
4
2

4
,8
0
0

1
3
2

1
,4
1
8

2
3

8
7
8

4
6
3

1
0
,2
9
4

9
2

3
,5
6
3

2
3

3
0
1

1
0
4

2
,1
4
5

1
2
5

9
8
5

2
1

6
2
8

3
6
5

7
,6
2
2

件
数

セ
ッ

ト
数

件
数

セ
ッ

ト
数

件
数

セ
ッ

ト
数

件
数

セ
ッ

ト
数

件
数

セ
ッ

ト
数

件
数

セ
ッ

ト
数

1
3

1
7

1
2

2
7

3
5

4
8

3
3

4
8

6
5

6
9

2
3

1
5

1
8

1
1

2
2

2
6

3
3

※
　
下
段
は
前

年
度

実
績

合
計

コ
ア

コ
レ

ク
シ

ョ
ン

国
・
独
法
機

関
民

間
等

外
国

花
き
・
緑
化
植
物

茶 桑

熱
帯
・
亜
熱
帯
植
物

合
計

種
類

都
道

府
県

大
学

国
・
独
法
機

関
都

道
府

県
大

学

牧
草
・
飼
料
作
物

果
樹
類

野
菜
類

種
類

未
定
義

民
間

等
外

国
合

計

稲
類

麦
類

豆
類

い
も
類

雑
穀
・
特
用
作
物

1



表
1-

(2
)　
平
成

27
年
度
の
微
生
物
遺
伝
資
源

の
配

布
実

績
【
種

類
別

】

件
数

点
数

件
数

点
数

件
数

点
数

件
数

点
数

件
数

点
数

件
数

点
数

0
0

1
4

1
4

2
1

2
0
1

7
1
3

2
7

6
6

2
6

6
3

4
1
2

8
5

3
5
5

1
7

8
8

4
6

2
5

2
3
1

2
4

7
3

2
6

7
2

4
0
4

3
3

2
2
7

1
0

3
7

6
3

2
0
9

6
2

1
8
3

1
4

5
1

1
8
2

7
0
7

3
5

4
4
2

2
1

5
0

5
4

1
4
3

6
1

3
1
6

6
3
3

1
7
7

9
8
4

8
7
0

1
2

4
0

1
2

3
6

1
1
1

3
3

1
5
7

5
4
5

1
1

6
1
9

8
2
3

2
0

8
8

1
3

1
3

0
0

3
5

2
2

5
7

8
1
4

3
1
4

1
1

2
8

1
1
2

2
2

3
1
4

1
4

1
2

2
6

1
5

1
5

1
4

1
1

2
5

0
0

0
0

0
0

1
1

1
1

0
0

0
0

6
3

5
1
0

1
7

5
0

1
0
8

3
2
7

1
0
3

2
8
7

1
9

7
4

3
1
0

1
,2
4
8

5
9

5
8
3

2
7

6
1

9
4

4
0
8

9
8

4
2
9

8
3
9

2
8
6

1
,5
2
0

※
　

下
段

は
前

年
度

実
績

放
線
菌

酵
母

ﾊ
ﾞｸ
ﾃ
ﾘ
ｵ
ﾌ
ｧ
ｰ
ｼ
ﾞ

ウ
イ
ロ
イ
ド

フ
ァ
イ
ト
プ
ラ
ズ
マ

合
計

細
菌

糸
状
菌

植
物

ウ
ィ
ル

ス

動
物

ウ
ィ
ル

ス

原
線
虫

種
類

国
・
独
法
機

関
都

道
府

県
大

学
民

間
等

外
国

合
計

細
胞
性
粘
菌

2



表
1-

(3
)　
平
成

27
年
度
の
動
物
遺
伝
資
源
の

配
布

実
績

【
種

類
別

】

件
数

点
数

件
数

点
数

件
数

点
数

件
数

点
数

件
数

点
数

件
数

点
数

0
0

0
0

0
0

0
0

1
1

1
1

0
0

1
3

1
3

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

1
1

1
1

0
0

0
0

0
0

4
8

2
0

2
3

5
1
1

1
3

2
7

4
2

6
9

8
1
7
0

1
8

1
8

6
1
4

1
4

3
5

4
6

2
3
7

5
9

2
0

2
3

7
1
5

1
3

2
7

0
0

4
5

7
4

8
1
7
0

1
8

1
8

6
1
4

1
4

3
5

0
0

4
6

2
3
7

※
　

下
段

は
前

年
度

実
績

動
物
及
び
昆
虫
培
養
細
胞

蚕
種

合
計

ヤ
ギ

ウ
サ

ギ

天
敵
昆
虫

合
計

牛 馬 ブ
タ

種
類

外
国

民
間

等
都

道
府

県
大

学
国
・
独
法
機

関
備
考
（
配
布
対
象
）

凍
結
精
液
等

凍
結
精
液
、
血
液
、
生
体
等

凍
結
精
液
、
血
液
、
生
体
等

凍
結
精
液
、
血
液
、
生
体
等

生
体
等

コ
ナ
ガ
等

検
定
用
昆
虫

3



表
1-

(4
)　
平
成

27
年
度
の
Ｄ
Ｎ
Ａ
等
遺
伝
資
源
の
配
布
実
績

【
種

類
別

】

件
数

点
数

件
数

点
数

件
数

点
数

件
数

点
数

件
数

点
数

件
数

点
数

イ
ネ

1
1

4
1

2
6

7
9

4
2

1
9
9

7
9

3
1
9

1
1

3
3

2
0

5
0

1
1

7
2

2
9
9

1
0
4

3
8
3

2
7

3
1
1

5
1
8

3
9

1
1

2
2

6
1
2

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

計
1
1

4
1

0
0

2
8

8
6

0
0

4
5

2
1
0

8
4

3
3
7

1
1

3
3

0
0

2
3

5
9

2
2

7
4

3
0
1

1
1
0

3
9
5

オ
オ
ム
ギ

2
1
5

2
1
5

2
8

2
8

0
0

0
0

0
0

0
0

2
1
5

2
1
5

0
0

0
0

2
8

0
0

0
0

2
8

ブ
タ

0
0

0
0

0
0

1
2

1
4

2
6

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

1
2

0
0

1
4

2
6

カ
イ
コ

1
2

1
2

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

1
2

1
2

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

1
1

4
1

0
0

2
8

8
6

0
0

4
8

2
2
7

8
7

3
5
4

1
1

3
3

0
0

2
6

6
9

2
2

7
5

3
0
5

1
1
4

4
0
9

※
　

下
段

は
前

年
度

実
績

B
A
C
ｸ
ﾛ
ｰ
ﾝ

(ｽ
ｰ
ﾊ
ﾟｰ
ﾌ
ﾟｰ
ﾙ
)

B
A
C
ｸ
ﾛ
ｰ
ﾝ

(4
D
ﾌ
ﾟｰ
ﾙ
)

計

合
計R
F
L
P
ﾏ
ｰ
ｶ
ｰ

(ﾁ
ｭ
ｰ
ﾌ
ﾞ)

R
F
L
P
ﾏ
ｰ
ｶ
ｰ

(ﾌ
ﾟﾚ
ｰ
ﾄ)

c
D
N
A
ｸ
ﾛ
ｰ
ﾝ

(ﾁ
ｭ
ｰ
ﾌ
ﾞ)

完
全
長
c
D
N
A
ｸ
ﾛ
ｰ
ﾝ

(ﾁ
ｭ
ｰ
ﾌ
ﾞ)

B
A
C
ｸ
ﾛ
ｰ
ﾝ

(ﾁ
ｭ
ｰ
ﾌ
ﾞ)

完
全
長
c
D
N
A
ｸ
ﾛ
ｰ
ﾝ

(ﾁ
ｭ
ｰ
ﾌ
ﾞ)

都
道

府
県

大
学

民
間

等

c
D
N
A
ｸ
ﾛ
ｰ
ﾝ

(ﾁ
ｭ
ｰ
ﾌ
ﾞ)

完
全
長
c
D
N
A
ｸ
ﾛ
ｰ
ﾝ

(ﾁ
ｭ
ｰ
ﾌ
ﾞ)

種
類

国
・
独
法
機

関

計

完
全
長
c
D
N
A
ｸ
ﾛ
ｰ
ﾝ

(ﾁ
ｭ
ｰ
ﾌ
ﾞ) 計

外
国

合
計

P
A
C
/
B
A
C
ｸ
ﾛ
ｰ
ﾝ

(ﾁ
ｭ
ｰ
ﾌ
ﾞ)

4



表
２
　
平

成
2
7
年

度
の

遺
伝

資
源

の
受

入
保

存

（
１
）
植
物
遺
伝
資
源

保
存

番
号

に
よ

る
保

存
場

所
別

保
存

状
況

J
P
番

号
に

よ
る

遺
伝

資
源

の
保

存
状

況

区
分

総
保

存
点

数
ア

ク
テ

ィ
ブ

種
子

栄
養

体
培

養
系

等

稲
類

39
,5
67

29
,4
39

39
,5
67

0
0

セ
ン
タ
ー
バ
ン
ク

14
8,
63
5

14
7,
43
9

0
1,
19
6

麦
類

59
,2
20

35
,5
71

59
,1
63

57
0

中
央
農
業
総
合
研
究
セ
ン
タ
ー

37
37

0
0

豆
類

21
,7
80

17
,0
05

21
,7
80

0
0

作
物
研
究
所

4,
50
8

2,
91
1

1,
59
7

0

い
も

類
5,
46
5

2,
55
5

42
9

5,
03
6

0
農
業
生
物
資
源
研
究
所

23
,6
09

22
,5
53

86
2

19
4

雑
穀

・
特

用
作

物
16
,9
45

9,
88
2

14
,4
43

2,
50
1

10
8

畜
産
草
地
研
究
所

4,
75
2

4,
55
6

19
6

0

牧
草

・
飼

料
作

物
31
,7
92

14
,8
81

29
,0
02

2,
84
9

0
果
樹
研
究
所

7,
48
7

6
7,
48
1

0

果
樹

類
8,
31
0

3,
77
6

41
8,
29
1

16
2

野
菜
茶
業
研
究
所

16
,6
67

11
,0
86

5,
58
1

0

野
菜

類
26
,4
30

13
,0
03

25
,2
57

1,
17
3

0
花
き
研
究
所

2,
02
1

1
2,
02
0

0

花
き

・
緑

化
植

物
類

3,
53
5

45
0

96
3,
44
0

0
北
海
道
農
業
研
究
セ
ン
タ
ー

8,
36
0

5,
21
1

3,
14
9

0

茶
6,
62
3

1,
47
8

28
5

6,
33
8

0
東
北
農
業
研
究
セ
ン
タ
ー

2,
64
1

2,
06
6

57
5

0

桑
1,
37
6

28
0

0
63
8

1,
10
1

近
畿
中
国
四
国
農
業
研
究
セ
ン
タ
ー

2,
31
0

2,
18
2

12
8

0

熱
帯

・
亜

熱
帯

作
物

22
4

17
39

18
5

0
九
州
沖
縄
農
業
研
究
セ
ン
タ
ー

16
,2
10

10
,7
95

5,
41
5

0

そ
の

他
の

植
物

2,
85
1

79
5

1,
78
8

1,
06
2

10
国
際
農
林
水
産
業
研
究
セ
ン
タ
ー

1,
58
0

77
1

80
9

0

種
苗
管
理
セ
ン
タ
ー

11
,1
58

0
11
,1
58

0

合
計

22
4,
11
8

12
9,
13
2

19
1,
89
0

31
,5
70

1,
38
1

家
畜
改
良
セ
ン
タ
ー

42
0

0
42
0

0

そ
の
他

4,
03
8

2,
39
4

1,
64
4

0

J
P
番

号
：

遺
伝

資
源

の
各

ア
ク

セ
ッ

シ
ョ

ン
に

与
え

ら
れ

た
固

有
の

I
D
番

号
合
計

25
4,
43
3

21
2,
00
8

41
,0
35

1,
39
0

保
存

番
号

：
遺

伝
資

源
の

保
存

を
管

理
す

る
た

め
に

与
え

ら
れ

た
I
D
番

号
注

）
　

あ
る

１
種

類
の

栄
養

体
遺

伝
資

源
が

、
２

か
所

で
重

複
保

存
さ

れ
て

い
る

場
合

、
J
P
番

号
は

１
個

、
保

存
番

号
は

２
個

と
な

る
。

ア
ク

テ
ィ

ブ
：

配
布

対
象

と
し

て
い

る
遺

伝
資

源

保
存
場
所

総
数

保
存
形
態

保
存

区
分

保
存

形
態

種
子

栄
養
体

培
養
系
等

5



（
２
）
微
生
物
遺
伝
資
源 H
2
6
実

績

保
存

新
規

セ
ン

タ
ー

ｱ
ｸ
ﾃ
ｨﾌ

ﾞ
新

規
セ

ン
タ

ー
登

録
ｱ

ｸ
ﾃ
ｨﾌ

ﾞ
セ

ン
タ

ー
保

存
株

数
保

存
移

管
ｱ

ｸ
ﾃ
ｨﾌ

ﾞ
非

ｱ
ｸ
ﾃ
ｨﾌ

ﾞ
計

率
保

存
移

管
抹

消
ｱ

ｸ
ﾃ
ｨﾌ

ﾞ
非

ｱ
ｸ
ﾃ
ｨﾌ

ﾞ
計

率
移

管
（
移

管
含

む
）

細
菌

1
0
,7

0
7

2
0
2

9
9

8
,1

5
4

2
,7

5
5

1
0
,9

0
9

7
4
.7

%
1
9
4

1
0
8

3
1
1

7
,8

4
3

2
,7

4
7

1
0
,5

9
0

7
4
.1

%
1
0
9
.1

%
9
7
.1

%

放
線

菌
3
4
4

0
0

1
8
5

1
5
9

3
4
4

5
3
.8

%
0

0
1

1
8
5

1
5
8

3
4
3

5
3
.9

%
－

9
9
.7

%

動
物

ﾏ
ｲ
ｺ
ﾌ
ﾟﾗ

ｽ
ﾞﾏ

2
0
2

5
0

1
2
0

8
7

2
0
7

5
8
.0

%
5

0
0

1
2
0

8
7

2
0
7

5
8
.0

%
－

1
0
0
.0

%

ﾌ
ｧ
ｲ
ﾄﾌ

ﾟﾗ
ｽ

ﾞﾏ
1
9

0
0

0
1
9

1
9

0
.0

%
0

0
0

0
1
9

1
9

0
.0

%
－

1
0
0
.0

%

ﾘ
ｹ

ｯ
ﾁ
ｱ

7
0

0
3

4
7

4
2
.9

%
0

0
0

3
4

7
4
2
.9

%
－

1
0
0
.0

%

酵
母

8
6
3

8
7

4
6
6

4
0
5

8
7
1

5
3
.5

%
8

7
4

4
6
6

4
0
1

8
6
7

5
3
.7

%
1
0
0
.0

%
9
9
.5

%

糸
状

菌
1
8
,0

9
4

6
4
6

1
9
3

1
6
,0

7
1

2
,6

6
9

1
8
,7

4
0

8
5
.8

%
9
5
7

5
9
3

7
8

1
6
,3

0
4

2
,6

6
9

1
8
,9

7
3

8
5
.9

%
3
0
7
.3

%
1
0
1
.2

%

昆
虫

・
動

物
ｳ

ｲ
ﾙ

ｽ
7
8
3

2
1

0
4
5
0

3
5
4

8
0
4

5
6
.0

%
2
0

0
3

4
4
6

3
5
4

8
0
0

5
5
.8

%
－

9
9
.5

%

植
物

ｳ
ｲ
ﾙ

ｽ
3
6
0

5
6

2
3

3
7
6

4
0

4
1
6

9
0
.4

%
3
2

0
1

3
5
1

4
0

3
9
1

8
9
.8

%
0
.0

%
9
4
.0

%

ﾊ
ﾞｸ

ﾃ
ﾘ
ｵ

ﾌ
ｧ
ｰ

ｼ
ﾞ

8
5

3
3

8
8

0
8
8

1
0
0
.0

%
4

3
0

8
9

0
8
9

1
0
0
.0

%
1
0
0
.0

%
1
0
1
.1

%

ｳ
ｲ
ﾛ
ｲ
ﾄﾞ

1
7

1
0

1
8

0
1
8

1
0
0
.0

%
0

0
0

1
7

0
1
7

1
0
0
.0

%
－

9
4
.4

%

原
虫

6
4

2
0

2
0

4
6

6
6

3
0
.3

%
2

0
0

2
0

4
6

6
6

3
0
.3

%
－

1
0
0
.0

%

線
虫

1
4
3

1
0

1
4
4

0
1
4
4

1
0
0
.0

%
2

0
3

1
4
2

0
1
4
2

1
0
0
.0

%
－

9
8
.6

%

細
胞

融
合

微
生

物
1
0

0
0

1
0

0
1
0

1
0
0
.0

%
0

0
0

1
0

0
1
0

1
0
0
.0

%
－

1
0
0
.0

%

細
胞

性
粘

菌
4

0
0

4
0

4
1
0
0
.0

%
0

0
0

4
0

4
1
0
0
.0

%
－

1
0
0
.0

%

合
計

3
1
,7

0
2

9
4
5

3
2
5

2
6
,1

0
9

6
,5

3
8

3
2
,6

4
7

8
0
.0

%
1
,2

2
4

7
1
1

4
0
1

2
6
,0

0
0

6
,5

2
5

3
2
,5

2
5

7
9
.9

%
2
1
8
.8

%
9
9
.6

%
9
4
5

増
8
2
3

増
8
2
3

増
（
対

 H
2
6
実

績
）

（
新

規
保

存
－

登
録

抹
消

）
（
対

 H
2
6
実

績
）

微
生

物
種

類
H

2
7
計

画
株

数
H

2
7
実

績
株

数
達

成
率

保
存

保
存

6



（
３
）
動
物
遺
伝
資
源

H
2
6

保
存

新
規

ｱ
ｸ
ﾃ
ｨﾌ

ﾞ
新

規
登

録
ｱ

ｸ
ﾃ
ｨﾌ

ﾞ

実
績

保
存

ｱ
ｸ
ﾃ
ｨﾌ

ﾞ
非

ｱ
ｸ
ﾃ
ｨﾌ

ﾞ
計

率
保

存
抹

消
ｱ

ｸ
ﾃ
ｨﾌ

ﾞ
非

ｱ
ｸ
ﾃ
ｨﾌ

ﾞ
計

率

全
体

　
　

ウ
シ

4
5
9

0
3
2
3

1
3
6

4
5
9

7
0
.4

%
0

0
3
2
3

1
3
6

4
5
9

7
0
.4

%
1
0
0
.0

%
　

　
ス

イ
ギ

ュ
ウ

1
0

1
0

1
1
0
0
.0

%
0

0
1

0
1

1
0
0
.0

%
1
0
0
.0

%
　

　
ウ

マ
3
6

0
3
6

0
3
6

1
0
0
.0

%
3

1
3
8

0
3
8

1
0
0
.0

%
1
0
5
.6

%
　

　
ヒ

ツ
ジ

4
6

0
4
5

1
4
6

9
7
.8

%
0

0
4
5

1
4
6

9
7
.8

%
1
0
0
.0

%
　

　
ヤ

ギ
5
7

0
5
7

0
5
7

1
0
0
.0

%
0

0
5
7

0
5
7

1
0
0
.0

%
1
0
0
.0

%
　

　
ブ

タ
2
3
6

0
2
1
9

1
7

2
3
6

9
2
.8

%
0

0
2
1
9

1
7

2
3
6

9
2
.8

%
1
0
0
.0

%
　

　
ウ

サ
ギ

1
1
0

0
1
1
0

0
1
1
0

1
0
0
.0

%
0

0
1
1
0

0
1
1
0

1
0
0
.0

%
1
0
0
.0

%
　

　
家

禽
9
0
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【国立研究開発法人試験研究機関】
依頼者名 作物名 照射形状 照射方法 件数

放射線医学総合研究所 モミ 植物体 緩照射 24
農研機構・九州沖縄農業研究センター イネ 種子 急照射 1
農研機構・野菜茶業研究所 トマト 花粉 急照射 4
農研機構・作物研究所 サツマイモ 種子 急照射 11
　　　　　　　　　小　　　計 40

【 公 立 試 験 研 究 機 関 等 】
依頼者名 作物名 照射形状 照射方法 一般件数

島根県農業技術センター 宿根ソバ 植物体 緩照射 1
愛媛県農林水産研究所 サトイモ 植物体 緩照射 1
福島県立磐城農業高等学校 パンジー 種子 急照射 1
　　　　　　　　　小　　　計 3

【 大 学 】
依頼者名 作物名 照射形状 照射方法 一般件数

イネ 種子 急照射 7
イネ 植物体 緩照射 9
水稲 植物体 緩照射 1
水稲 種子 急照射 2
イネ 鉢植え物 急照射 10
ユリ 小球根 急照射 1
ユリ 花粉 急照射 3
ゴボウ（葉ゴボウ） 種子 急照射 5
大豆 種子 急照射 4
キク 種子 急照射 3
ニホンナシ 枝 急照射 4
微細藻類 培養体 急照射 5

国立大学法人琉球大学 Brachiaria decumbence 種子 急照射 12
国立大学法人帯広畜産大学 コムギ 種子 急照射 2
国立大学法人岩手大学 ソルガム 種子 急照射 4
　　　　　　　　　小　　　計 72

【 民 間 ・ 個 人 】
依頼者名 作物名 照射形状 照射方法 一般件数

個人 アスパラガス 種子 急照射 1
民間団体 カイコ 蛹 急照射 3
民間団体 キク 穂木 急照射 2
個人 カボチャ 種子 急照射 1
　　　　　　　　　小　　　計 7

　　　　　　　　　合　　　計 122

表５　平成２７年度　放射線育種場における依頼照射一覧

国立大学法人東京大学
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研究業績一覧（原著論文）

平成27年度に係る業務実績報告書





Ⅰ．欧文論文

a. インパクトファクター10以上の学術雑誌に掲載された論文

1. Gutjahr C, Gobbato E, Choi J, Riemann M, Johnston M.G, Summers W, Carbonnel S, Mansfield C, Yang

S-Y, Nadal M, Acosta I, Takano M, Jiao W-B, Schneeberger K, Kelly K.A, Paszkowski U (2015) Rice

perception of symbiotic arbuscular mycorrhizal fungi requires the karrikin receptor complex Science

350(6267):1521-1524

2. Pourkheirandish M, Hensel G, Kilian B, Senthil N, Chen G, Sameri M, Azhaguvel P, Sakuma S,

Dhanagond S, Sharma R, Mascher M, Himmelbach A, Gottwald S, Nair S.K, Tagiri A, Yukuhiro F,

Nagamura Y, Kanamori H, Matsumoto T, Willcox G, Middleton C.P, Wicker T, Walther A, Waugh R,

Fincher G.B, Stein N, Kumlehn J, Sato K, Komatsuda T (2015) Evolution of the grain dispersal system in

barley Cell 162(3):527-539

3. McCouch S.R, Wright M.H, Tung C-W, Maron L.G, McNally K.L, Fitzgerald M, Singh N, DeClerck G,

Agosto-Perez F, Korniliev P, Greenberg A.J, Naredo M.E.B, Mercado S.M.Q, Harrington S.E, Shi Y,

Branchini D.A, Kuser-Falcão P.R, Leung H, Ebana K, Yano M, Eizenga G, McClung A, Mezey J (2016)

Open access resources for genome-wide association mapping in rice Nature Communications 7:10532

b. インパクトファクター5以上の学術雑誌に掲載された論文

1. Daimon T, Uchibori M, Nakao H, Sezutsu H, Shinoda T (2015) Knockout silkworms reveal a dispensable

role for juvenile hormones in holometabolous life cycle Proceedings of the National Academy of Sciences

of the United States of America 112(31):E4226-E4235

2. Nakamura S, Pourkheirandish M, Morishige H, Kubo Y, Nakamura M, Ichimura K, Seo S, Kanamori H,

Wu J, Ando T, Hensel G, Sameri M, Stein N, Sato K, Matsumoto T, Yano M, Komatsuda T (2016)

Mitogen-activated Protein Kinase Kinase 3 regulates seed dormancy in barley Current Biology

26(6):775-781

3. Torada A, Koike M, Ogawa T, Takenouchi Y, Tadamura K, Wu J, Matsumoto T, Kawaura K, Ogihara Y

(2016) A causal gene for seed dormancy on wheat chromosome 4A encodes a MAP kinase kinase Current

Biology 26(6):782-787

4. Oikawa T, Maeda H, Oguchi T, Yamaguchi T, Tanabe N, Ebana K, Yano M, Ebitani T, Izawa T (2015)

The birth of a black rice gene and its local spread by introgression The Plant Cell 27(9):2401-2414

5. Hayashi S, Wakasa Y, Ozawa K, Takaiwa F (2016) Characterization of IRE1 ribonuclease-mediated

mRNA decay in plants using transient expression analyses in rice protoplasts New Phytologist (Published

Online):Early View

6. Ueno Y, Yoshida R, Kishi-Kaboshi M, Matsushita A, Jiang C-J, Goto S, Takahashi A, Hirochika H,

Takatsuji H (2015) Abiotic stresses antagonize the rice defence pathway through the

tyrosine-dephosphorylation of OsMPK6 PLoS Pathogens 11(10):e1005231
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7. Komura-Kawa T, Hirota K, Shimada-Niwa Y, Yamauchi R, Shimell MJ, Shinoda T, Fukamizu A, O’

Connor M.B, Niwa R (2015) TheDrosophila zinc finger transcription factor ouija board controls

ecdysteroid biosynthesis through specific regulation of spookier PLoS Genetics 11(12):e1005712

8. Konno K (2016) A general parameterized mathematical food web model that predicts a stable green world

in the terrestrial ecosystem Ecological Monographs (Published Online):Accepted Article

9. Mutuku J.M, Yoshida S, Shimizu T, Ichihashi Y, Wakatake T, Takahashi A, Seo M, Shirasu K (2015)

The WRKY45-dependent signaling pathway is required for resistance against Striga hermonthica parasitism

Plant Physiology 168(3):1152-1163

10. Nishizawa-Yokoi A, Nonaka S, Osakabe K, Saika H, Toki S (2015) A universal positive-negative

selection system for gene targeting in plants combining an antibiotic resistance gene and its antisense

RNA Plant Physiology 169(1):362-370

11. Nishizawa-Yokoi A, Cermak T, Hoshino T, Sugimoto K, Saika H, Mori A, Osakabe K, Hamada M,

Katayose Y, Starker C, Voytas D.F, Toki S (2016) A defect in DNA ligase4 enhances the frequency of
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reproductive traits in a Large White pig population Animal Science Journal (Published Online):Early

View

57. Shimomura M, Kanamori H, Komatsu S, Namiki N, Mukai Y, Kurita K, Kamatsuki K, Ikawa H, Yano R,

Ishimoto M, Kaga A, Katayose Y (2015) The Glycine max cv. Enrei genome for improvement of Japanese

soybean cultivars International Journal of Genomics 2015:358127

58. Suga T, Asami Y, Hashimoto S, Nonaka K, Iwatsuki M, Nakashima T, Watanabe Y, Sugahara R,

Shiotsuki T, Yamamoto T, Shinohara Y, Ichimaru N, Murai M, Miyoshi H, Ōmura S, Shiomi K (2015)

Trichopolyn VI: a new peptaibol insecticidal compound discovered using a recombinant Saccharomyces

cerevisiae screening system The Journal of General and Applied Microbiology 61(3):82-87

59. Ikeda T, Tanaka W, Mikami M, Endo M, Hirano H (2015) Generation of artificial drooping leaf mutants

by CRISPR-Cas9 technology in rice Genes & Genetic Systems 90(4):231-235

60. Saika H, Mori A, Endo M, Osakabe K, Toki S (2015) Rapid evaluation of the frequency of gene targeting

in rice via a convenient positive-negative selection method Plant Biotechnology 32(2):169-173
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61. Asano T, Tamura Y, Yasui H, Satoh K, Hattori M, Yasui H, Kikuchi S (2015) The rice GRH2 and GRH4

activate various defense responses to the green rice leafhopper and confer strong insect resistance Plant

Biotechnology 32(3):215-224

62. Takagi H, Watanabe N, Hiroi T, Takaiwa F (2015) Efficacy of transgenic rice containing human

interleukin-10 in experimental mouse models of colitis and pollen allergy Plant Biotechnology

32(4):329-332

63. Cornette R, Gusev O, Nakahara Y, Shimura S, Kikawada T, Okuda T (2015) Chironomid midges (Diptera,

Chironomidae) show extremely small genome sizes Zoological Science 32(3):248-254

64. Niki T, Sasaki K, Shikata M, Kawasaki-Narumi T, Ohtsubo N, Nishijima T (2016) Conversion of abaxial

to adaxial petal in a torenia (Torenia fournieri Lind. ex Fourn.) mutant appeared in selfed progeny of the

mutable line“Flecked” The Horticulture Journal (Advance Publication)

65. Sato T, Moriwaki J, Kaneko S (2015) Anthracnose fungi with curved conidia, Colletotrichum spp.

belonging to ribosomal groups 9-13, and their host ranges in Japan Japan Agricultural Research

Quarterly 49(4):351-362

66. Yamamoto-Kihara M, Yukuhiro F, Yasue H, Kotani E, Mori H (2016) Identification of a novel secretory

gland producing C-type lectin in the flesh fly (Sarcophaga peregrina), and its characterization Japan

Agricultural Research Quarterly 50(1):57-62

67. Hamouda A.B, Tanaka S (2016) Are juvenile hormone and [His7]-corazonin related to maternal regulation

of progeny phase characteristics in the migratory locust, Locusta migratoria? African Entomology

24(1):30-38

68. Kawahara Y, Yoshioka T, Takarada W, Kikutani T, Tsuji M (2016) Alkaline hydrolysis kinetics of

poly(ethylene terephthalate) fibers Journal of Fiber Science and Technology 72(1):9-16

e. インパクトファクターなしの学術雑誌に掲載された論文

1. Teramoto H, Nakajima K, Kojima K (2016) Azide-incorporated clickable silk fibroin materials with the

ability to photopattern ACS Biomaterials Science & Engineering 2(2):251-258

2. Wunna, Gilani S.A, Kawase M, Ohsawa R, Watanabe K.N (2015) Tracking selection signatures based on

variation in OsLEA27 within Myanmar landraces of upland and dryland rice American Journal of Plant

Sciences 6(12):1937-1950

3. Sahashi N, Akiba M, Ota Y, Masuya H, Hattori T, Mukai A, Shimada R, Ono T, Sato T (2015) Brown

root rot caused by Phellinus noxius in the Ogasawara (Bonin) islands, southern Japan - current status of

the disease and its host plants Australasian Plant Disease Notes 10:33

4. Mugikura S, Katoh A, Watanabe S, Kimura M, Kajiwara K (2016) Abnormal gait, reduced locomotor

activity and impaired motor coordination in Dgcr2-deficient mice Biochemistry and Biophysics Reports
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5:120-126

5. Borrayo E, Takeya M (2015) Signal-processing tools for core-collection selection from genetic-resource

collections F1000Research 4(Awaiting Peer Review):97

6. Maeda M.H (2015) Current challenges in development of a database of three-dimensional chemical

structures Frontiers in Bioengineering and Biotechnology 3:66

7. Inoue T.A (2015) Geographical diversity of Japanese Papilio butterflies inferred from the number of

contact chemosensillum on the fifth foretarsal segments Journal of Biodiversity & Endangered Species

S1:007

8. Sezutsu H, Yukuhiro K (2014) The complete nucleotide sequence of the Eri-silkworm (Samia cynthia

ricini) fibroin gene Journal of Insect Biotechnology and Sericology 83(3):59-70

9. Mase K, Okada E, Iizuka T, Miyajima T, Yamamoto T (2015) Low tensile strength due to fragile points

on silkworm cocoon filaments Journal of Insect Biotechnology and Sericology 84(2):43-48

10. Matsui H, Takahashi A, Hirochika H (2015) Rice immune regulator, OsPti1a, is specifically

phosphorylated at the plasma membrane Plant Signaling & Behavior 10(3):e991569

11. Sekiné K, Hayashi F, Tojo K (2015) Unexpected monophyletic origin of Ephoron shigae unisexual

reproduction strains and their rapid expansion across Japan Royal Society Open Science 2(6):150072

12. Chen Z, Nohata J, Guo H, Li S, Liu J, Guo Y, Yamamoto K, Kadono-Okuda K, Liu C, Arunkumar K.P,

Nagaraju J, Zhang Y, Liu S, Labropoulou V, Swevers L, Tsitoura P, Iatrou K, Gopinathan K.P, Goldsmith

M.R, Xia Q, Mita K (2015) Construction, complete sequence, and annotation of a BAC contig covering

the silkworm chorion locus Scientific Data 2:150062

13. Ashwath S.K, Sreekumar S, Kadono-Okuda K (2016) Detection of single nucleotide polymorphism (SNP)

markers linked to digestive amylase genes in the mulberry silkworm, Bombyx mori L. Sericologia: Revue

des vers à soie 54(4):225-233

14. Okada J, Kikuta S, Gusev O, Suetugu Y, Cornette R, Sakuma T, Yamamoto T, Kikawada T (2015)

Construction of optimized CRISPR/Cas system to reveal the mechanisms of anhydrobiosis in the sleeping

chironomid 低温生物工学会誌  61(1):69-73

15. Tomooka N, Iseki K, Naito K, Akiba M, Iizumi T (2015) Collection of Glycine and Vigna plant genetic

resources in Hirado and Shimabara areas of Nagasaki prefecture and Amakusa area of Kumamoto

prefecture in Japan, from 20th to 24th October, 2014 植物遺伝資源探索導入調査報告書  31:1-33

16. Domon E, Lyngwa G.W, Htwe S.S, Thiha A, Kawase M (2015) Preliminary field observation of

cultivated crops and useful plants in Northeast India and adjacent northern Sagaing Region of Myanmar 

植物遺伝資源探索導入調査報告書  31:295-315

17. Domon E, Min San Thein, Takei E, Osada T, Kawase M (2015) A field study collecting cultivated crops
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and useful plants in Sagaing Region of Myanmar in 2014 植物遺伝資源探索導入調査報告書

 31:343-365

Ⅱ．和文論文

1. 前田太郎 (2015) 日本におけるミツバチのアカリンダニ寄生の現状  Journal of the Acarological

Society of Japan 24(1):9-17

2. 山口鉄郎, 畑中理恵, 黄川田隆洋, 櫻井実 (2015) 細胞内タンパク質凝集アッセイ系を用いた G3LEA

ペプチドのタンパク質凝集抑制機能に関する研究  低温生物工学会誌  61(2):111-115

3. 荻野拓海, 上原拓也, 山口照美, 前田太郎, 野呂知加子, 霜田政美 (2015) ナミヒメハナカメムシ Orius

sauteri の波長選好性  日本応用動物昆虫学会誌 59(1):10-13

4. 岡田英二, 中島健一, 井波勇二, 橋本好二, 飯塚哲也 (2016) 新しい極細繊度品種「白麗」の育成と性

状  日本シルク学会誌  24:11-16

5. 寺本英敏, 佐々木瑞樹, 玉田靖, 小島桂 (2016) クリック反応によるアジド基導入フィブロインフィ

ルムの修飾  日本シルク学会誌  24:33-36

6. 小島桂 (2016) シルクスポンジ作製時における凍結温度の影響について  日本シルク学会誌

 24:37-39

7. 山本直幸, 矢用健一, 伊藤秀一, 武井直樹 (2015) 褐毛和種雌牛のストレス反応とオキシトシン受容

体遺伝子との関連  日本暖地畜産学会報  58(2):239-245

8. 澤田宏之, 清水伸一, 三好孝典, 篠崎毅, 楠元智子, 野口真弓, 成富毅誌, 菊原賢次, 間佐古将則, 藤川

貴史, 中畝良二 (2015) わが国で分離された Pseudomonas syringae pv. actinidiae biovar 3 の特徴  日

本植物病理学会報  81(2):111-126

9. 澤田宏之 (2015) コロニーダイレクトのマルチプレックス PCR による植物病原性 Rhizobium 属細菌

（旧 Agrobacterium 属細菌）の菌種同定  日本植物病理学会報  81(4):332-340

10. 樋口浩二, 田鎖直澄, 野中最子, 田島清, 都丸友久, 大谷文博, 小林洋介, 石川哲也, 栗原光規, 永西修

(2015) イネホールクロップサイレージを給与した乾乳牛の維持に要する代謝エネルギー量のエネ

ルギー出納および行動解析に基づく推定  日本畜産学会報  86(2):169-177

11. 小林麻子, 杉本和彦, 林猛, 近藤始彦, 園田純也, 塚口直史, 和田卓也, 山内歌子, 岩澤紀生, 矢野昌裕,

冨田桂 (2016) 穂発芽耐性を強化した水稲品種コシヒカリの準同質遺伝子系統の育成と高温登熟耐

性の評価  育種学研究  18(1):1-10
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平成27年度に係る業務実績報告書

資料 ３

特許等取得・品種登録一覧





１）出願（国内）

NO 整理番号 発明の名称 出願日
分割出願日
PCT移行日

出願番号 備考

 1
独320-1(分
割)

創傷被覆材 2010/10/6  2015-98957  共願 

 2
独312-1(分
割)

5量体CRPの製造方法、5量体CRPを製造する遺
伝子組換えカイコとその製造方法、単量体イヌ
CRPをコードするDNA及びそのDNAを含む発現
ベクター

2011/5/30  2016-028739  共願 

 3 独352
後部絹糸腺遺伝子発現ユニット及びそれを有す
る遺伝子組換え絹糸虫

2013/12/19  2014-554579  単願 

 4 独357 リゾクトニア菌抵抗性遺伝子 2014/2/5  2015/4/20  2014-560785  共願 

 5 独351 開花期を制御することが可能なイネ科植物体 2014/3/4  2015/7/16  2015-504339  共願 

 6 独363 蜂のシルク蛋白質の水溶液とその製造方法 2014/5/28  2015/9/3  2015-519908  単願 

 7 独371 貼付型人工皮膚製剤 2014/6/24  2015/11/13  2015-524052  共願 

 8 独355
外因性遺伝子発現ベクター、形質転換体判別
マーカー及び形質転換体

2014/8/6  2015/12/28  2015-531828  単願 

 9 独366 外因性遺伝子発現増強剤 2014/10/14  2016/2/5  2015-543802  単願 

 10 独399 酸化LDLを認識する改良型分子 2015/5/15  2016/2/18  2015-100546  共願 

 11 独400 終末糖化産物を認識する改良型分子 2015/5/15  2015-100547  共願 

 12 独402 植物保護能力を有する微生物 2015/6/11  2015-118395  共願 

 13 独388 ウイルス複製阻害剤 2015/6/12  2015-118780  共願 

 14 独390
環境ストレス耐性を付与する遺伝子及びその利
用

2015/7/16  2015-142503  共願 

 15 独401 捕食性カメムシ類の誘引又は定着法 2015/7/31  2015-151523  単願 

 16 独398
特性推定モデル生成装置および方法、解析対象
の特性推定装置および方法

2015/9/8  2015-176416  単願 

 17 独405 組成物、医療用組成物及び組成物の製造方法 2015/9/14  2015-181130  共願 

 18 独412 新規NK3受容体アゴニスト 2015/10/30  2015-215128  共願 

 19 独404 遺伝子組変えカイコ作出方法 2015/11/9  2015-219638  単願 

 20 独415

3-オキサビシクロ [3.3.0]オクタン骨格を有する化
合物の製造方法、前記化合物、前記化合物の中
間体、ゴマダラカミキリの性刺激剤、及びゴマダ
ラカミキリの防除剤

2015/11/20  2015-227736  共願 

 21 独411 画像処理装置及びプログラム 2015/12/24  2015-252191  共願 

 22 独416 粘膜再生用デバイス 2015/12/24  2015-251401  共願 

23 独407
フィートール或いはその類縁体、又はそれらの代
謝物を有効成分とするセンチュウ抵抗性誘導剤
及びセンチュウ防除方法

2016/1/14  2016-005277  共願 

24 独403

テトラゾリウム塩の存在下でヒドロキシルアミン酸
化還元酵素をヒドロキシルアミンと接触させること
を含む、ヒドロキシルアミン酸化還元酵素の活性
測定方法

2016/1/22  2016-010983  単願 

25 独413 有害動物防除剤 2016/1/29  2016-16493  共願 

26 独409 哺乳動物型糖鎖付加遺伝子組換えカイコ 2016/2/5  2016-21352  共願 

27 独406 不溶化処理フリー絹フィブロイン素材 2016/2/24  2016-033681  単願 

28 独419 家畜の飼育方法及び乳の製造方法 2016/3/14  2016-049890  共願 

29 独422
高免疫能ブタの判別方法、およびそのための多
型マーカー

2016/3/16  2016-052805  共願 

平成27年度　特許出願及び登録一覧
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２）出願（外国）

NO 整理番号 発明の名称 出願日
国内移行日

（継続出願日）
出願番号 出願国

1 独外151-1 広食性セリシンカイコ系統及びその作出方法 2013/10/18  2015/4/24  201380055925.X  中国 

2 独外151-2 広食性セリシンカイコ系統及びその作出方法 2013/10/18  2015/4/28  3600/DELNP/2015  インド 

3 独外153-1
後部絹糸腺遺伝子発現ユニット及びそれを有す
る遺伝子組換え絹糸虫

2013/12/19  2015/6/25  201380068076.1  中国 

4 独外155-1 開花期を制御することが可能なイネ科植物体 2014/3/4  14/772838  アメリカ 

5 独外158-1
外因性遺伝子発現ベクター、形質転換体判別
マーカー及び形質転換体

2014/8/6  2016/2/11  14/911639  アメリカ 

6 独外167-1
葯特異的にプロモーター活性を有するDNA、及
びその利用

2015/9/25  3058/DEL/2015  インド 

7 独外167
葯特異的にプロモーター活性を有するDNA、及
びその利用

2015/12/11  14/965947  アメリカ 

３）出願（ＰＣＴ出願）

NO 整理番号 発明の名称 国際出願日 国際出願番号 備考

1 独外168
遺伝子組換えカイコにより生産したビオチン化酸
化LDL受容体・終末糖化産物受容体

2015/10/1 PCT/JP2015/005017

2 独外170 雌蚕致死カイコ系統 2015/11/6 PCT/JP2015/081397

3 独外173
細胞死誘導ベクター及びそれを有する部位特異
的細胞死誘導カイコ系統

2016/2/5 PCT/JP2016/053468

4 独外174
ポティウイルス抵抗性を有するポリヌクレチオド、
タンパク質およびそれらの用途

2016/3/11 PCT/JP2016/057830

5 独外175

肝代謝物の毛細胆管様構造への蓄積と排泄を
促進する肝細胞培養装置、並びに該肝細胞培養
装置を用いた胆汁中又は血液中排泄感受性の
候補化合物及び該候補化合物の肝代謝物の評
価方法

2016/3/16 PCT/JP2016/058320

6 独外172 バイナリー遺伝子発現システム 2016/3/30 PCT/JP2016/060443
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４）登録（国内）

NO 整理番号 発明の名称 登録日 登録番号 備考

1 独285
組換え植物で発現して難抽出化した組換えタン
パク質の抽出・精製方法

2015/3/20 5713379 共願

2 独210
ブタの椎骨数を支配するVertnin遺伝子、および
その利用

2015/3/27 5717272 共願

3 独295 クッパー細胞の増殖方法およびその利用 2015/4/3 5720980 共願

4 独307 ブタの椎骨数遺伝子診断キット 2015/5/1 5736655 共願

5 独236 幼若ホルモン応答エレメント 2015/6/5 5754681 単願

6 独320 創傷被覆材 2015/6/5 5754612 共願

7 独306
ポリケタイド合成酵素遺伝子をレポーター遺伝子
として利用する方法

2015/6/12 5757380 共願

8
独164-1
（分割）

抗体を産生するトランスジェニックカイコとその製
造方法

2015/6/19 5760273 共願

9 独291
無血清培養できるカイコ培養細胞株の作出およ
びその利用

2015/6/26 5765699 単願

10 独310
鱗翅目昆虫由来のBt毒素抵抗性遺伝子および
その利用

2015/7/3 5769145 単願

11 独298
植物の開花性／閉花性を支配する遺伝子およ
びその利用

2015/7/3 5769341 単願

12 独287 遺伝的に改変された細胞を製造する方法 2015/7/10 5773403 単願

13 独326
植物の種子休眠性を支配する遺伝子およびその
利用

2015/7/17 5776958 共願

14 独331
カイコの卵および眼の着色に関与する遺伝子お
よびその利用

2015/7/24 5780631 単願

15 独301 遺伝的に改変された植物細胞の製造方法 2015/7/24 5780596 単願

16 独292 ソルガム紫斑点病関連遺伝子およびその用途 2015/7/31 5783463 共願

17 独299 植物の深根性を制御する遺伝子Dro1とその利用 2015/8/14 5791049 単願

18 独289
多孔質体の製造方法、細胞又は組織供給用支
持体の製造方法、及び組織供給体の製造方法

2015/8/14 5789799 共願

19 独334
アリールアルキルアミン-N-アセチルトランスフェ
ラーゼ遺伝子とその利用

2015/8/21 5794620 単願

20 独309 青枯病抵抗性誘導剤および青枯病防除方法 2015/8/21 5794562 共願

21 独318 一本鎖抗体の製造方法 2015/10/2 5812256 単願

22 独328 植物のtan遺伝子およびその用途 2015/10/2 5812387 共願

23 独311 血友病Aモデルブタの作出 2015/10/9 5817955 共願

24 独340
耐虫性タンパク質及び該耐虫性タンパク質を
コードする耐虫性遺伝子

2015/11/13 5835727 単願

25 独268 栄養繁殖作物の品種識別マーカー 2015/12/11 5849317 共願

26 独333
農業形質を最適化した複合病害抵抗性単子葉
植物

2015/12/25 5858368 単願
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５）登録(外国）

NO 整理番号 発明の名称 登録日 登録番号 登録国

1 独外128-3 遺伝的に改変された植物細胞の製造方法 2015/1/21 ZL201080048566.1 中国

2 独外129-3
スギ花粉の免疫原性を有するタンパク質、当該タ
ンパク質をコードするポリヌクレオチド及びこれら
の用途

2015/4/8 ZL201080049711.8 中国

3 独外126-1 クッパー細胞の増殖方法およびその利用 2015/8/4 9097705 アメリカ

4 独外109-1 広範な病害抵抗性を付与するイネ遺伝子 2015/9/8 9127290 アメリカ

5 独外134-3

5量体CRPの製造方法、5量体CRPを製造する遺
伝子組換えカイコとその製造方法、単量体イヌ
CRPをコードするDNA及びそのDNAを含む発現
ベクター

2015/9/30 ZL201180033762.6 中国

6 独外121-7 シルクフィブロイン多孔質体の製造方法 2015/11/19 2010235520 オーストラリア

7 独外74 アセト乳酸合成酵素遺伝子プロモーター 2015/12/29 2497799 カナダ

8 独外129-1
スギ花粉の免疫原性を有するタンパク質、当該タ
ンパク質をコードするポリヌクレオチド及びこれら
の用途

2016/2/16 9260491 アメリカ

１）出願（国内）

NO 番号 品種の名称 出願日 出願番号 備考

1 独品40 （水稲）山形119号 2016/3/23 （未定）

2 独品41 （大豆）兵系黒5号 2016/3/18 （未定）

２）登録（国内）

NO 番号 品種の名称 登録日 登録番号 備考

1 独品35 （のあさがお）IRBIiライトブルー 2015/11/20 24599

2 独品36 （クワ）Morus L. 蒼楽 2015/6/19 24359

１）出願（国内）

NO 番号 商標の名称 出願日 出願番号 備考

1 該当なし

２）登録（国内）

NO 番号 商標の名称 登録日 登録番号 備考

1 該当なし

平成27年度　品種登録出願及び登録一覧

平成27年度　商標登録出願及び登録一覧

4



平成27年度に係る業務実績報告書

資料 ４

主 な 研 究 成 果





 

 
中課題

番号 
成果名 分類 ページ 

 1 1-21 オオムギの起源と種子の脱落メカニズムの解明 知的貢献 2 

 2 1-21 
ジーンターゲッティングによるイネ対立遺伝子の同

時改変 
知的貢献 4 

 3 1-23 
小さな遺伝効果の農業形質遺伝子座を網羅的に検出

する解析手法を開発 
知的貢献 6 

 4 2-11 古代米の起源に迫る！ 知的貢献、技術開発 8 

 5 2-12 
『幼若ホルモン』フリーのカイコを作出：新規害虫

制御剤の開発が加速 
知的貢献 10 

 6 2-12 
ハチ目昆虫の RNAi による遺伝子機能解析とゲノム編

集法の開発 
知的貢献、技術開発 12 

 7 2-22 
いもち病に対する抵抗性誘導剤の効果が低温で発揮

できない原因を解明 
知的貢献 14 

 8 2-25 
天敵昆虫ナミヒメハナカメムシを誘引する紫色光の

発見 
技術開発 16 

 9 2-26 
簡単に使えて、きれいに治せる絆創膏型人工皮膚の

開発 

技術開発、生物産業 

（主要研究成果） 
18 

10 3-01 
イネにおける小胞体ストレス応答のネットワーク解

明 
知的貢献 20 

11 3-02 
高機能組換えシルク等の生産制御のための絹糸

腺転写制御機構の解明 
知的貢献 22 

 

 

農業生物資源研究所では、主な研究成果を次の 4 つに分類しています。 

 

（１）知的貢献： 

 新しい法則・原理の発見、独創的な理論の構築、未知の現象の予測・発見など、論文発表による 

 知の創造への貢献 

 

 （２）技術開発： 

  生産性の向上及び消費ニーズに対応した品質の向上を図る上でキーとなる革新的な技術開発研究 

への貢献 

 

 （３）農業生産： 

  農林水産業における生産活動を通した社会への貢献 

 

 （４）生物産業： 

  成果の活用により社会に直接の利便をもたらすことができる産業技術開発への貢献 
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［主な研究成果名］オオムギの起源と種子の脱落メカニズムの解明 

［要      約］野生のオオムギが成熟して種子が落ちることにかかわる遺伝子を発見し、種子が

落ちずに収穫できる栽培オオムギが生まれた進化の過程を証明して、人類最古の農

業がどのように始まったのかを世界で初めて明らかにした。本研究で栽培オオムギ

の成立にかかわる突然変異は約 1万 2千年前にイスラエルで起き、その後シリアに

おいて別の突然変異が起きたことがわかった。ふたつの栽培オオムギの突然変異体

の子孫は互いに性質が異なっており、それぞれの子孫の品種グループにない性質を

積極的に導入することで、品種改良の効率が加速される。 

［キ  ー  ワ ー ド］遺伝子、突然変異、ゲノム、同位元素、離層 

［担      当］生物研  農業生物先端ゲノム研究センター  作物ゲノム研究ユニット 

［分      類］知的貢献 

--------------------------------------------------------------------------------- 

［背景・ねらい］ 

オオムギ栽培の歴史はコムギよりもはるかに古く、12,000 年ほど前には栽培されていたことが考古学

的研究から明らかにされている。人類最古の農業である。オオムギの直接祖先である野生オオムギの種

子が稔って軸から離れ落ちた部分はなめらかで、栽培オオムギでは人が軸から折り取ったあとが残るの

で、離脱した面を比較することで野生オオムギと栽培オオムギを区別できる。野生オオムギの種子が成

熟して散らばることは、自生地を拡大するうえで大事な性質である。しかし、種子が成熟して収穫する

際に落ちてしまうと収量は少なくなる。人類は収集した野生オオムギの中に種子の落ちない突然変異が

起きた植物があるのをみつけて、これを植えると穀粒を一度にまとめて収穫できることを発見した。こ

のようなオオムギを発見して栽培したことが人類最古の農業の始まりと考えられている。本研究では種

子分散システムを解明する事によりオオムギの起源を明らかにした。 

 

［成果の内容・特徴］ 

1. 今回の研究では野生オオムギが栽培に移された進化に関する３つの大きな謎を解き明かすことが出

来た。一つ目は栽培オオムギがどこで起源したかということである。野生オオムギの種子が落ちるの

には二つの遺伝子（Btr1 と Btr2）がかかわっている事がわかっていたが、しかし、現在私たちが利

用しているオオムギがどこでどのようにして生まれたかはわかっていなかった。今回の研究では、遺

伝学的解析、ゲノム情報、および分子生物学的な証明を組み合わせた最新の科学技術を用いて、この

二つの遺伝子の DNA 配列を決定した。さらに、多数の野生オオムギおよび栽培オオムギについて、こ

れら二つの遺伝子の DNA 配列の変化を比較することで、栽培オオムギは最初にイスラエルで、その後

シリアでと二度別々に生まれたことが明らかになった。 

2. 二つ目の謎は、種子が落ちるのに関わる二つの遺伝子がオオムギでどのように出来たかということ

である。二つの遺伝子と類似の遺伝子をイネ科植物で比較した結果、オオムギではこの二つの遺伝子

がセットで倍つまり合計４つになっており、更にそのうち一セットでは塩基配列が僅かに変化する

ことでイネにはない新しい機能を獲得したことが明らかになった。コムギも同じ機能の遺伝子を持

つことから、この遺伝子の進化はムギ類に特有で数千万年前に起きたことがわかった。 

3. 三つ目の謎は二つの遺伝子の機能である。野生のムギ類では種子が成熟すると穂の軸の節々の連結

がはずれてバラバラになる。これまでこの現象は、木々の葉や果実が成熟して自然に落ちる際に作ら

れる「離層」と同じ仕組みによるものであると長く考えられていた。しかし実際はオオムギではこの

ような離層がつくられず、そのかわり穂の軸の節々で細胞壁（植物の細胞のまわりにあるかたい物質）

が極端に薄くもろくなることを発見した（図１）。そこに風や重力そして動物がふれることなどによ

って細胞壁がくだけ、種子が落ちることがわかった。したがってこの二つの遺伝子は穂の軸の節での

み働いて、細胞壁を薄くもろくする役割があるといえる。穂の節ごとに種子が落ちるのはムギ類に特

有な現象で、数千万年前に起きた二つの遺伝子の倍加と性質の変化によって、ムギが成熟して種子が
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落ちる特別なしくみが作り上げられたことになる。 

 

［成果の活用上の留意点、波及効果、今後の展望等］ 

1. 私たちが現在利用しているオオムギは二つの突然変異が起きた植物のいずれかの子孫になる。子孫

の持っている性質は突然変異が起きた植物の性質が大きく影響している。たとえば、病気の抵抗性、

ビールを製造する際の品質、家畜の飼料の栄養分などの性質は子孫によって大きく異なる。遺伝的多

様性の高い野生オオムギにあって、二つの祖先植物は全くタイプが異なることが今日の栽培オオム

ギの多様性の大きな要因となっている。したがって、未利用の野生オオムギ遺伝資源の性質を最新の

ゲノム情報などを活用して積極的に導入することで、品種改良の可能性が飛躍的に高まると考えら

れる。 

 

［具体的データ］ 

 

［その他］ 

研究課題名：イネ科作物有用遺伝子の探索とその機能解明 

中期計画課題コード : 1-21         研究期間：2012～2015 年度 

研究担当者：Pourkheirandish M、Hensel G (ドイツ IPK 研究所)、Kilian B (ドイツ IPK 研究所)、

Senthil N、Chen G、Sameri M、Azhaguvel P、佐久間俊、Dhanagond S (ドイツ IPK 研究

所)、Sharma R (ドイツ IPK 研究所)、Mascher M、Himmelbach A (ドイツ IPK 研究所)、

Gottwald S (ドイツ IPK 研究所)、Nair S.K、田切明美、行弘文子、 長村吉晃、金森裕之、

松本隆、Willcox G (リヨン大)、Middleton C.P (チューリッヒ大)、Wicker T (チューリ

ッヒ大)、Walther A (ヨーテボリ大)、Waugh R (英国 JHI 研究所)、Fincher G.B (アデレ

ード大)、Stein N (ドイツ IPK 研究所)、Kumlehn J (ドイツ IPK 研究所)、佐藤和広 (岡

山大)、小松田隆夫 

発表論文等： 

1) Pourkheirandish M, Hensel G, Kilian B, Senthil N, Chen G, Sameri M, Azhaguvel P, Sakuma 

S, Dhanagond S, Sharma R, Mascher M, Himmelbach A, Gottwald S, Nair S.K, Tagiri A, 

Yukuhiro F, Nagamura Y, Kanamori H, Matsumoto T, Willcox G, Middleton C.P, Wicker T, 

Walther A, Waugh R, Fincher G.B, Stein N, Kumlehn J, Sato K, Komatsuda T (2015) Evolution 

of the grain dispersal system in barley Cell 162 (3):527-539 

図 1. 細胞壁が薄く脆くなる事

によって離層形成無しに穂軸

が脱落し種子が脱落するメカ

ニズム。A,C,E,G は野生オオム

ギ系統、B,D,F,Hは同系統から

誘発した突然変異体。A,B は

穂、C,D は穂軸節の縦断面、

E,F は穂軸節の細胞壁の厚さ

の比較、G,H は離脱した穂軸

節の表面の走査電顕像。H は

引張りにより離脱したため二次

細胞壁がむき出しになっている

が、G には二次細胞壁が元々

形成されていない。 
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［主な研究成果名］ジーンターゲッティングによるイネ対立遺伝子の同時改変 

［要         約］イネにおいて、標的遺伝子切断と DNA 修復機構の制御を組み合わせることで、

相同染色体上の対立遺伝子上に同時に塩基置換を導入することに成功した。 

［キ ー ワ ー ド］イネ、CRISPR/Cas9、ゲノム編集、除草剤耐性  

［担          当］生物研  農業生物先端ゲノム研究センター  ゲノム機能改変研究ユニット 

［分          類］知的貢献 

-------------------------------------------------------------------------------------- 

［背景・ねらい］ 

人工制限酵素の一種であるCRISPR/Cas9システムを用いた標的遺伝子への塩基の挿入や欠失の成功例

が多くの生物種で報告されている。一方、塩基置換や、切断部位から離れた位置への塩基の挿入、欠失

は人工制限酵素の利用だけでは困難であり、目的の変異を有する DNA 断片（鋳型）を核内に導入し、DNA

断片上の変異を相同組換えによってコピー/ペーストする方法(ジーンターゲッティング, GT)が有効で

ある。しかしながら、植物では相同組み換え効率が著しく低く、標的遺伝子切断によって GT の効率を向

上させる研究も成功例が限られている。そこで、本研究では標的遺伝子の切断と鋳型供給のタイミング

を合わせる、切断末端の再結合を防ぐ等の工夫により、GT 効率の向上を図ることを試みた。 

 

［成果の内容・特徴］ 

1. 標的遺伝子の特異的切断は、標的遺伝子における相同組み換えを促進することが知られている

。そこで、CRISPR/Cas9 システムによって改変の標的とするイネ ALS 遺伝子を効率的に切断す

るために標的配列の検討を行い、導入する除草剤耐性変異近傍に 2 箇所のターゲットを選定し

た。 

2. 標的組み換えを効率的に誘導するには、鋳型を供給するタイミングと標的遺伝子切断のタイミ

ングを合わせる必要がある。そこで、Cas9 タンパク質を恒常的に発現するイネカルスをあらか

じめ用意しておき、組み換えの鋳型と guide RNA 発現コンストラクトを有する T-DNA をアグロ

バクテリウム経由で導入する GT 系(図 1A)を構築した。 

3. 切断末端の再結合は相同組み換えと拮抗することから、非相同末端結合修復の主要因である

DNA ligase4 (Lig4)の欠損も GT 効率の向上に効果があると期待される。そこで、Cas9 と Lig4

をターゲットとする gRNA を同時に発現させるコンストラクトも作成し、本コンストラクトの形

質転換カルスを GT 実験に用いた(図 1B)。 

4. 鋳型の供給と同時に標的遺伝子を切断する GT 系(図 1A)では、GT により除草剤耐性を獲得したカル

スの出現率は 0.15%であったが、Lig4 変異カルスを用いた GT 実験(図 1B)においては、0.7%の GT カ

ルスが得られ(表 1)、再分化個体の中には、相同染色体上の対立関係にある ALS 遺伝子に同時に GT

が生じた個体も得られた(図 2)。 

 

［成果の活用上の留意点、波及効果、今後の展望等］ 

1. これまで植物においては、相同染色体上の対立遺伝子に同時にGTが生じた報告はない。本研究

の成果は、標的遺伝子切断、鋳型供給、非相同末端結合修復の抑制等を組み合わせることによ

り、相同染色体上で同時にGTを誘導できることを示しており、遺伝学的に変異をホモに固定でき

ない植物においても目的の変異を固定できる可能性を示している。 

2. Lig4のノックアウトはGT効率の向上に有効であることが示されたが、非相同末端結合修復能が

弱まることによって体細胞変異が増えることが危惧される。今後はドミナントネガティブLig4

の発現や、Lig4阻害剤処理によって、GT時に一過的にLig4の発現を抑制する等の工夫を加え、

二次的な影響が少ない系に改良していく予定である。  
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［具体的データ］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

表 1 GT 効率  

 
 
 
 
 
 

* 相同染色体上の対立遺伝子に同時に GT が生じたカルスの数 

 

［その他］ 

研究課題名：ジーンターゲッティングによる有用形質導入システムの開発 

中期計画課題コード：1-21         研究期間：2013～2015 年度 

研究担当者：遠藤真咲、土岐精一 

発表論文等：  

1) Endo M, Mikami M, Toki S (2016) Biallelic gene targeting in rice Plant Physiology 

170(2):667-677 

1 回⽬の形質転換 GT 実験供試カルス GT カルス (%) Biallelic GT＊ 

HPT 3994 0 (0) 0 

Cas9, HPT 2038 3 (0.15) 0 

Cas9, gRNA (Lig4), HPT 1829 14 (0.77) 3 

図 1 GT 実験の概略 

(A) 1 回目の形質転換において、Cas9 と選抜マーカー遺伝子

(HPT)を挿入する方法。2 回目の形質転換時に除草剤耐性変異（赤

線）を含む ALS 遺伝子断片と ALS を標的とする gRNA を形質転

換し、GT を誘導する。(B) 1 回目の形質転換において、Cas9 と

選抜マーカー遺伝子(HPT)、Lig4 を標的とする gRNA を挿入す

る方法。2 回目の形質転換に用いるベクターは A と同じ。 

図 2 相同染色体上の対立遺伝子に同時に GT が生じた個

体後代の除草剤感受性試験 

(A)対立遺伝子に同時に GT が生じる際の概念図。(B) T

１世代の植物体は全個体除草剤(BS)耐性を示し、耐性、

感受性の分離は見られなかった。 
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［主な研究成果名］小さな遺伝効果の農業形質遺伝子座を網羅的に検出する解析手法を開発 

［要      約］重要農業形質である出穂期と種子形について、遺伝的多様性を包含する多数の染

色体断片置換系統群を同時に、あるいは単一の置換系統群の各置換領域を更に細

分化して関与遺伝子の検出を行った。これによってゲノム全体に分布する遺伝効

果の小さい多数の自然変異遺伝子群をこれまでにない検出精度で見出すことに成

功した。 

［キ  ー ワ  ー ド］イネ、実験系統群、自然変異、DNA マーカー 

［担      当］生物研 農業生物先端ゲノム研究センター イネゲノム育種研究ユニット、  先

端ゲノム解析室 

［分            類］知的貢献 

-------------------------------------------------------------------------------- 

［背景・ねらい］ 

農業上有用な特性の多くは遺伝効果の小さな複数の遺伝子によって決定されている。ゲノム育種の精

度を高めるにはこれら遺伝子群のゲノム上の分布とそれぞれの効果をできる限り明らかにする必要が

ある。しかし、現行のような特定組み合わせ由来あるいは供与親の置換断片が長い染色体断片置換系統

群の利用では、関与する遺伝子座の一部しか検出できない。本研究では、出穂期および種子形（籾幅お

よび籾長）を例に、過去に育成した染色体断片置換系統群を複数あるいは置換断片の細分化系統を作出

して評価し、自然変異遺伝子群の網羅的な検出を試みた。 

 

［成果の内容・特徴］ 

1. 世界の多様な自然変異を含む栽培イネ（11 品種）を供与親にしたコシヒカリ遺伝的背景の染色体断

片置換系統群について同一条件で出穂期を調査し、のべ 157 カ所（既報の F2集団に比べて 5.3 倍）の

出穂期関連 QTL を検出した。うち 74 カ所は既報の単離済み出穂期遺伝子の近傍にあり、他の 83 カ所

はそれ以外の領域であった（図 1）。 

2. 近似した出穂期を示す置換系統群において検出 QTL の位置は異なることから、出穂期の自然変異は

これまで考えられていたよりも多くの遺伝子座と対立遺伝子の組合せで成り立つと推定された。 

3. 日本型短粒品種のコシヒカリと、インド型長粒品種の IR64 の交配およびマーカー選抜によって作成

した両品種遺伝背景の置換系統群および置換領域の分離集団（BC4F2）の種子形を調査し、籾長で 30 カ

所、籾幅で 35 カ所（計 65 カ所）の QTL を検出し、種子形の自然変異に多数の遺伝子が関わることを

明らかにした（図 2）。一方、同組み合わせの F2集団で検出された QTL は籾長で 5カ所、籾幅で 3カ

所（計 8カ所）であったことから 8.1 倍の検出数であった。 

4. 既報では 200 個以上の種子形遺伝子座が報告されているが、位置関係から、本研究で少なくとも 5個

の新規遺伝子座を検出した。 

 

［成果の活用上の留意点、波及効果、今後の展望等］ 

1. コシヒカリの遺伝背景で評価した出穂期および種子形の対立遺伝子に関する網羅的な情報は、コシ

ヒカリゲノム比率の高い我が国水稲品種における両形質の微細な改変に役立つ。 

2. 出穂期および種子形に関わる多数の遺伝子座が特定されたことで、世界の栽培イネにおけるこれら

形質変異の理解が進み、海外遺伝資源の利用に向けた特性評価の精度が高まる。 

3. 均一な遺伝背景をもつ複数の置換系統群は、出穂期および種子形以外にも様々な農業形質を制御す

る遺伝子座の検出に利用でき、農業形質の理解と利用の加速が期待される。 

4. 本研究で使用した供与親の染色体が分離する実験系統群では、対立遺伝子の効果がわかる反面、多

数個体での調査が必要である。収量性など多数個体での形質評価が難しい形質では、まず、供与親の

染色体が固定した実験系統群を用いて、精査する染色体領域を限定することが望ましい。 
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［具体的データ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［その他］ 

研究課題名：遺伝子探索のための実験系統群の作出と評価、実験系統群を用いたフェノーム解析と連鎖

遺伝子の同定 

中期計画課題コード：1-23         研究期間：2008～2015 年度 

研究担当者：堀清純、永田和史、野々上慈徳、小野望、柴谷多恵子、江花薫子、松原一樹、小木曽映里、

七夕高也、高井俊之、一家崇志、近藤勝彦、星野友紀、山本英司、安達俊輔、長崎英樹、

清水武彦、田口文緒、溝淵律子、正村純彦、水林達実、北澤則之、河野いずみ、伊藤幸恵、

安藤露、山本伸一、山内歌子、宇賀優作、福田篤徳、上田忠正、米丸淳一、杉本和彦、福

岡修一、山本敏央、矢野昌裕 

発表論文等： 

1） Hori K, Nonoue Y, Ono N, Shibaya T, Ebana K, Matsubara K, Ogiso-Tanaka E, Tanabata T, 

Sugimoto K, Taguchi-Shiobara F, Yonemaru J, Mizobuchi R, Uga Y, Fukuda A, Ueda T et al. 

(2015) Genetic architecture of variation in heading date among Asian rice accessions BMC 

Plant Biology 15:115 

2) Nagata K, Ando T, Nonoue Y, Mizubayashi T, Kitazawa N, Shomura A, Matsubara K, Ono N, 

Mizobuchi R, Shibaya T, Ogiso-Tanaka E, Hori K, Yano M, Fukuoka S (2015) Advanced backcross 

QTL analysis reveals complicated genetic control of rice grain shape in a japonica × 

indica cross Breeding Science 65(4): 308-318 

図 2. 
（上図）コシヒカリと

IR64 の間で検出された種

子形（籾長・籾幅）に関

する QTL。 
 *は新規と考えられる遺

伝子座、文字は単離済み

の遺伝子（青：籾長、

赤：籾幅）の位置を示

す。 
（写真）コシヒカリの遺

伝背景で IR64 に由来する

1 個の対立遺伝子を保持す

る個体の籾長を示す。 
  

図 1. 
コシヒカリと世界の栽培

イネ 11 品種の間で検出さ

れた出穂期に関する

QTL。赤字は単離済みの

出穂期遺伝子の位置を示

す。 
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［主な研究成果名］古代米の起源に迫る！ 

［要          約］古代米として知られる黒いお米（紫黒米＝しこくまい）の原因遺伝子を特定し

た。約 50 品種のイネ遺伝子を調べ、紫黒米がいつ頃、どの系統で発生したかが

分かった。この成果により、栽培されている白いお米の品種に紫黒米原因遺伝子

を導入することが容易になる。 

［キ ー ワ ー ド］イネ、紫黒米、栽培化、ゲノム育種 

［担          当］生物研 植物科学研究領域 植物生産生理機能研究ユニット 

［分          類］知的貢献、技術開発 

--------------------------------------------------------------------------------- 

［背景・ねらい］ 

自生する野生稲の種子は、タンニンを種皮に蓄積し、赤色を呈する。古代人は、その中から、白

米形質等、作物としてのイネに必要な農業形質をもった個体の選抜を繰り返すことで、作物として

のイネが生まれたと考えられている。この過程を栽培化という。紫黒米形質は、古代中国の皇帝へ

の献上米としての記載等もあることから、栽培化過程で生まれた新しい機能をもつ遺伝子に起因

すると考えられるが、その遺伝子の同定はまだ行われていなかった。農業生物資源研究所（生物研）

では、この紫黒米形質の育種を進めていた富山県農林水産総合技術センターから研究材料を引き継ぎ、

この遺伝子の単離・同定を進めた。 

 

［成果の内容・特徴］ 

1. 生物研は、富山県農林水産総合技術センターと共同で、紫黒米形質（お米が黒くなる性質）の

メカニズムが、Kala4（カーラ４）遺伝子の変異であることを特定した。 

2. 紫黒米形質を付与する Kala4 遺伝子の変異により、白米品種ではほとんど転写されていない

Kala4 遺伝子が、イネのさまざまな場所で転写されていた。その中で、発育中の果皮では、組織

特異的に、Kala4 遺伝子の作用で、アントシアニンをつくるための一連の生合成系の遺伝子群

を働かせることが分かった。果皮特異性を決定している遺伝子に関してはまだ不明である。 

3. 紫黒米の起源は、イネが栽培化された後、熱帯ジャポニカ種で起こった突然変異であることが

分かった。突然変異は、Kala4 遺伝子の働きを制御する配列に起こったものである。突然変異は

その後、自然交配によりインディカ米（お米が細長い品種）にも移り、アジア地域に広がった

ことが分かった。 

 

［成果の活用上の留意点、波及効果、今後の展望等］ 

1. Kala4 遺伝子のお米を黒くするために必要な制御配列（約 5,000 塩基対）のみを、白いお米の

品種に導入することで、既存の品種を紫黒米にすることが可能になる。つまり、好みのブラン

ド米の味をそのままに、紫黒米に含まれる抗酸化物質等を含む健康に良いお米の育種が容易に

なる。 

2. 紫黒米形質を強くするには、Kala1 遺伝子座と Kala3 遺伝子座の機能も関与する。Kala1 遺伝

子は、アントシアニン生合成系の遺伝子で、白米で機能を失っていることが多い DFR 遺伝子で

あると考えられている。Kala3 遺伝子は未同定である。 

3. コシヒカリ背景では、富山県により、Kala4 遺伝子等を紫黒米から導入した「黒むすび」とい

う品種がすでに開発され、商業栽培が始まっている。 
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［具体的データ］ 

遺伝学的に紫黒米形質の原

因が存在するゲノム領域に

は、bHLH 型の転写因子をコー

ドする遺伝子が存在し、この

遺伝子が Kala4 遺伝子である

と考えられた。右図の A に示

したように、紫黒米品種「紅血

糯」の Kala4 遺伝子は、その働

きを制御する領域に約 11,000

塩基対の挿入配列が存在し

た。挿入配列の一部（約 5,000

塩基対；黒で示した部分）を白

米である親品種に導入したと

ころ、B に示したように、白米

品種につくお米が黒くなっ

た。これにより、制御領域への

挿入変異が Kala4 遺伝子の働

き方を変え、多くの組織で転

写され、果皮では、アントシア

ニン生合成酵素遺伝子群を活

性化し、それにより、紫黒米が

誕生したことが明らかになっ

た。 

 

また、各種の紫黒米系統を

調べたところ、熱帯ジャポニ

カ種で起こった挿入変異が、

自然交配と選抜を繰り返しな

がら、インディカ種に移入したことが明らかになった。（右図；黄色がジャポニカ種由来、青色が

インディカ種由来） 

 

［その他］ 

研究課題名：イネの栽培化におけるゲノムアダプテーション 

中期計画課題コード：2-11         研究期間：2010～2014 年度 

研究担当者：及川鉄男、小口太一、田部典子、井澤毅、江花薫子、矢野昌裕、前田寛明（富山県農林水

産総合技術センター・農業研究所）、山口琢也（同）、蝦谷武志（同） 

発表論文等： 

1) Oikawa T, Maeda H, Oguchi T, Yamaguchi T, Tanabe N, Ebana K, Yano M, Ebitani T, Izawa 

T (2015) The birth of a black rice gene and its spread by introgression The Plant 

Cell 27:2401-2414 

(http://www.nias.affrc.go.jp/press/2015/20150914/） 
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［主な研究成果名］『幼若ホルモン』フリーのカイコを作出:新規害虫制御剤の開発が加速 

［要     約］幼若ホルモンは昆虫に特有のホルモンで、昆虫の脱皮・変態などを制御してい

る。幼若ホルモンの生合成・受容体遺伝子を壊したカイコを作出・解析し、幼

若ホルモンが新たな農薬のターゲットとして有望であることを示した。 

［キ ー ワ ー ド］幼若ホルモン、カイコ、農薬、害虫 

［担     当］生物研 昆虫科学研究領域 昆虫成長制御研究ユニット、 

遺伝子組換え研究センター 遺伝子組換えカイコ研究開発ユ 

ニット 

［分     類］知的貢献 

--------------------------------------------------------------------------------- 

［背景・ねらい］ 

環境や人体によりやさしく、害虫だけに作用するような新しい殺虫剤の開発が求められている。昆虫

にしかない「幼若ホルモン」を抑える薬剤は、このような新しい殺虫剤の有力候補の一つである。昆虫

の幼虫は脱皮をくり返して大きくなり、十分に大きくなると蛹へと「変身(変態)」する。更に蛹はもう

一度変態して成虫になる。「幼若ホルモン」は蛹への変態を抑えることが知られており、薬剤によってこ

のホルモンの機能を抑えることで、害虫の成長を乱し、効果的な害虫防除が可能になると考えられてい

る。これまで生物研は、幼若ホルモンが働く仕組みを研究してきた。平成 24 年には、早く蛹化する突然

変異体「2眠蚕」を詳しく調べ、2眠蚕は幼若ホルモンの合成酵素の 1つである「CYP15C1」を作る遺伝

子が不活性化されているために、幼若ホルモンをほとんど作れないことを発見した(平成 24 年 3 月のプ

レスリリース「カイコの蛹への変態を抑制する遺伝子を発見」)。しかし、2眠蚕の一部は成虫になるた

め、CYP15C1 は農薬のターゲットとしてはやや不十分であると考えていた。そこで今回、幼若ホルモン

が働くために必要な別の遺伝子 2種類に注目し、成虫への変態を完全に阻害できるターゲットを見つけ

ることを目指した。 

 

［成果の内容・特徴］ 

1. 幼若ホルモンの合成酵素の一つである「JHAMT」、および細胞内で幼若ホルモンに結合して働く「MET1」

というタンパク質(受容体)の遺伝子を標的とした改変技術により、それぞれ、幼若ホルモンを「作れ

ないカイコ」と「働かないカイコ」を作出した。 

2. カイコの幼虫は通常、幼虫のまま 4回脱皮を繰り返し、5回目の脱皮で蛹に変態する。今回作出した

「幼若ホルモンを作れないカイコ」(JHAMT 遺伝子の働きを止めたカイコ)は、幼若ホルモンがないに

もかかわらず、2回の幼虫脱皮を 行い(図 1)、3 回目の脱皮で小さな蛹(小さなマユを作る)になった

(図 2)。さらに、これらのカイコの発育は蛹で停止し、成虫にはなれなかった。  

3. また「幼若ホルモンの受容体が機能しないカイコ」(MET1 遺伝子の働きを止めたカイコ)は、2回目

までの幼虫脱皮を行ったが、その後致死し、成虫にはなれなかった(図 1)。 

4. 本研究の成果により、「JHAMT」および「MET1」という 2つのタンパク質の阻害剤は、チョウ目害虫の

幼虫に対して同様な効果をもつことが予想され、農薬開発のターゲットとして有望なことが明らか

になった。 

5. 本研究はまた、幼若ホルモンが無くても幼虫が 2回までは脱皮できることを証明した。これまで「蛹

への変態を抑えるには幼若ホルモンが必須」としていた定説を覆す、画期的な発見である。 
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［成果の活用上の留意点、波及効果、今後の展望等］ 

1. 「JHAMT」および「MET1」タンパク質は、カイコが属するチョウ目の大害虫である、ハスモンヨトウ

やコナガ等で同じ働きをするタンパク質と構造が大変よく似ている。そこで、ハスモンヨトウなど

の同タンパク質遺伝子を用いて、これらのタンパク質の働きを阻害する薬剤の開発を進めている。

この薬剤はチョウ目だけに作用することから、環境や人にやさしい農薬として利用できる予定であ

る。 

 

［具体的データ］ 

 
 

図１. 幼若ホルモンを作れないカイコ（左） 

と通常のカイコ（右）の繭と蛹。 

前者は 3齢幼虫に達した後に不完全な 

蛹変態を起こし、致死する。 

 
 
 

 

 
［その他］ 

研究課題名：遺伝子ノックアウト技術で拓く幼若ホルモン研究の新展開 

中期計画課題コード：2-12         研究期間：2013～2015 年度 

研究担当者：大門高明、内堀美和、中尾肇、瀬筒秀樹、篠田徹郎  

発表論文等：  

1) Daimon T, Uchibori M, Nakao H, Sezutsu H, Shinoda T (2015) Knockout silkworms reveal a 

dispensable role for juvenile hormones in holometabolous life cycle Proceedings of the 

National Academy of Sciences of the United States of America 112(31):E4226-E4235 

 

  

図２. 体の半分だけで幼若ホルモン受

容体遺伝子を壊したカイコ。幼若ホルモ

ン受容体が機能しない半身（この個体で

は右半身）では、3 齢から 4 齢幼虫へと

脱皮する際に蛹へと早熟変態してしま

う。 
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［主な研究成果名］ハチ目昆虫の RNAi による遺伝子機能解析とゲノム編集法の開発 

［要     約］ハチ目昆虫において発生段階を通して有効な遺伝子ノックダウン法を確立し、

精巣特異的に発現する、精子形成に必須の遺伝子の機能を明らかにした。

また、TALEN を用いてハチ目昆虫で初めて任意の標的遺伝子をノックアウトでき

る系を確立した。 

［キ ー ワ ー ド］RNAi、ゲノム編集、ノックアウト、TALEN、遺伝子機能解析、精子形成 

［担     当］生物研 昆虫科学研究領域 昆虫成長制御研究ユニット 

遺伝子組換え研究センター 遺伝子組換えカイコ研究ユニット 

［分     類］知的貢献、技術開発 

--------------------------------------------------------------------------------- 

［背景・ねらい］ 

ハチ目には受粉昆虫（ハナバチ類）や寄生蜂のような有用種、ハバチ類のような作物害虫など多

くの重要な農業昆虫が含まれる。いくつかの種では全ゲノム配列が解析されている。これらの情報

を活用してハチ目に特異的な遺伝子の機能を解析し、利用するためには遺伝子発現を制御する、す

なわち、発現誘発、発現阻害、さらに特定の遺伝子を標的にしたゲノム改変などの技術が必要であ

る。そこで、ハチ目害虫のモデルとして開発し、遺伝子組換え技術を確立しているカブラハバチに

おいて、RNAi を利用した効果的な遺伝子発現阻害（ノックダウン）と、ゲノム編集に利用されて

いる TALEN（transcription activator-like effector nuclease）を用いた遺伝子破壊（ノックア

ウト）ができる実験系の確立をめざした。さらにこれらの技術が、生殖制御に利用可能なハチ目特

有の精子形成に関わる遺伝子の機能解析に有効かどうかを検証した。 

 

［成果の内容・特徴］ 

1. 全身で緑色蛍光蛋白質（EGFP）を発現する遺伝子組換え系統を用い、卵、幼虫、前蛹、蛹、お

よび成虫で EGFP 遺伝子に対する二本鎖 RNA（dsRNA）を注入することにより RNAi を誘発し、ほぼ

すべての発生段階で効果的な遺伝子ノックダウン系を確立した（図１Ａ）。 

2. 雌親への dsRNA 注入（parental RNAi）は、非常に高効率（ほぼ 100％）で初期発生に関わる遺伝子

のノックダウンが可能である（図１Ｂ）。 

3. RNAi による遺伝子ノックダウン法を利用して、精巣特異的に発現する boule(bol)遺伝子の機能を

解析した。RNAi により bol 遺伝子の発現が効果的に阻害され（図２Ａ）、精子がまったく形成されず

雄不妊となった（図２Ｂ）。一方、卵形成や雌の妊性には全く影響がなかった。通常雄が半数体で、

減数分裂を経ずに精子を形成するハチ目昆虫においても、bol 遺伝子は精母細胞の成熟分裂の開始と

精子分化に不可欠であることを明らかにし、半数体の生物で bol 遺伝子の機能を解明した初めての例

となった。 

4. 眼特異的にEGFP遺伝子を発現する遺伝子組換え系統を用い、EGFPの蛍光発色団を標的としたTALEN

を作成して卵に注入し、標的遺伝子のノックアウトに成功した。TALEN 注入当代で EGFP 遺伝子が破壊

された細胞をもつ体細胞モザイクが出現した（図３Ａ）。17-18%の TALEN 注入当代から遺伝子がノッ

クアウトされた子孫が得られ、これまでに成功例が示されている他の昆虫と遜色のない効率で標的遺

伝子への変異挿入（遺伝子ターゲティング）が可能になった。ハチ目昆虫で遺伝子ターゲティングに

成功した最初の例である。 

5. TALEN により生じた標的配列の切断と修復には、マイクロホモロジー介在による修復機構が働いて

いることが明らかになり（図３Ｂ）、標的配列に任意の遺伝子を挿入すること（遺伝子ノックイン）

が比較的容易にできる可能性が示唆された。 

 

［成果の活用上の留意点、波及効果、今後の展望等］ 

1. 今後のゲノム解析の進展に伴って、ハチ目昆虫での遺伝子機能解析が飛躍的に進展すると期待さ

れる。 

2. ゲノム編集法の確立により、遺伝子組換えとは異なる方法での昆虫の機能改変が可能になること

から、有用形質を付与して機能強化した受粉昆虫や天敵寄生蜂の作出および系統化、あるい

は不妊化等による有害種の遺伝的無害化への応用が期待される。 
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［具体的データ］ 

図１ カブラハバチにおける RNAi によ

る遺伝子ノックダウン系の確立 

（Ａ）全身で EGFP 蛍光を発する組み換

え系統の個体（上段）と、EGFP 遺伝子に

対する二本鎖 RNA の注入により、ほぼす

べての発生段階で EGFP 蛍光が消えた個

体（下段）。 

（Ｂ）野生型（正常）の孵化直後の幼虫

（上段）と、雌親への Distal-less 遺伝子の二本鎖 RNA 注入により、胸脚先端部（＊）が特異的に欠失した

ノックダウン個体（下段）。 

 
図２ 遺伝子ノックダウンを利用した bol 遺

伝子の機能解析 

（Ａ）bol 遺伝子の二本鎖 RNA を注入によりす

ると、EGFP 遺伝子の二本鎖 RNA 注入（対照）や

蒸留水注入と比べて有為に bol 遺伝子の発現

が阻害された。（Ｂ）bol 遺伝子ノックダウン個

体の貯精嚢（SV）には全く精子ができない。 

 
 
 
 
 
 
 
図３ カブラハバチにおける TALEN による遺伝子ノックアウト系の確立 

（Ａ）眼特異的に EGFP 遺伝子を発現する組み換え系統（3xP3-EGFP）と、蛍光発色団を標的にした TALEN を

注入して眼の EGFP 蛍光がモザイク状になった注入当代個体（EGFP モザイク G0♂）。（Ｂ）TALEN 注入によっ

て生じた EGFP 遺伝子の欠失。塩基配列の左に欠失した塩基数、右にそれぞれの欠失配列を持つ個体数を示

す。四角で囲んだ塩基はマイクロホモロジー配列。 

 

［その他］ 

研究課題名：昆虫の発生分化・生殖等の制御機構の解明 

中期計画課題コード：2-12         研究期間：2013～2015 年度 

研究担当者：畠山正統、関根一希、古澤軌、笠嶋（炭谷）めぐみ、高須陽子、瀬筒秀樹、吉山直利

（信州大）、東城幸治（信州大）、弥富丈一郎（名古屋大）新美輝幸（名古屋大） 

発表論文等： 

1) Hatakeyama M, Yatomi J, Sumitani M, Takasu Y, Sekiné K, Niimi T, Sezutsu H (2015) Knockout 

of a transgene by transcription activator-like effector nucleases (TALENs) in the sawfly, 

Athalia rosae (Hymenoptera) and the ladybird beetle, Harmonia axyridis (Coleoptera) Insect 

Molecular Biology doi: 10.1111/imb.12195. 

2) Sekiné K, Furusawa T, Hatakeyama M (2015) The boule gene is essential for spermatogenesis 

of haploid insect male Developmental Biology 399(1): 154-163. 

3) Yoshiyama N, Tojo K, Hatakeyama M (2013) A survey of the effectiveness of non-cell 

autonomous RNAi throughout development in the sawfly, Athalia rosae (Hymenoptera) Journal 

of Insect Physiology 59(4): 400-407. 
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［主な研究成果名］いもち病に対する抵抗性誘導剤の効果が低温で発揮できない原因を解明 

［要     約］抵抗性誘導剤はいもち病に高い効果を発揮するが、低温ではその効果が弱く

なり、いもち病の被害が拡大する。その仕組みを解明し、原因となる酵素の抑

制によって、低温でも抵抗性誘導剤が高い効果を発揮し、いもち病を防げるこ

とを突き止めた。 

［キ ー ワ ー ド］イネ、いもち病、抵抗性誘導剤、低温 

［担     当］生物研 遺伝子組換え研究センター 耐病性作物研究開発ユニット 

［分     類］知的貢献 

--------------------------------------------------------------------------------- 

［背景・ねらい］ 

いもち病は稲作で最も深刻な被害をもたらす病害であり、冷害の年には、低温によってその被害

が拡大する。近年では、1993 年及び 2003 年の冷害年には、それぞれ 7％および 4％の米作がいも

ち病によって失われ、被害額は 700 億〜1200 億円に上った。いもち病の予防法として抵抗性誘導

剤の散布が有効であるが、低温では、抵抗性誘導剤を散布してもその効果が十分発揮できず、いも

ち病の被害が拡大することが知られている。その原因として、低温によりアブシジン酸（ABA）が

生じることが関係することが推測されていたが、詳細は不明であった。本研究では、この現象の分

子機構を明らかにすることを目指した。 

 

［成果の内容・特徴］ 

1. 昼間 15℃、夜 9℃の低温条件では、イネいもち病に対する抵抗性誘導剤の発病抑制効果が著し

く損なわれることがわかった（図１）。また低温の代わりにイネを ABA 処理しても同様に抵抗性

誘導剤のいもち病発病抑制効果が損なわれることがわかり（図１）、低温によって生じる ABA が

抵抗性誘導剤の効果低減をもたらすことが示唆された（図２）。 

2. 抵抗性誘導剤は、転写因子 WRKY45 の活性化および発現誘導によって強いいもち病抵抗性を誘

導することをこれまでに突き止めていた（図２）。本研究により、低温や ABA による抵抗性誘導

剤のいもち病抑制効果の低減は、WRKY45 の不活性化および発現低下によることがわかった（図

２）。 

3. 低温による WRKY45 の不活性化および発現低下に、タンパク質脱リン酸化酵素である PTP が関

与していることを見だした（図２）。また、PTP の遺伝子の発現を RNAi 法によって抑制するこ

とにより、低温や ABA 処理による WRKY45 の不活性化および発現低下が防げることを見出した

（図１、２）。 

4. PTP 遺伝子の発現を抑制したイネは、低温暴露や ABA 処理後でも、抵抗性誘導剤によって強い

いもち病抵抗性が誘導された（図１、２）。 

5. 低温だけでなく高塩濃度（250 mM NaCl）でも抵抗性誘導剤のいもち病抑制効果が低減するこ

とがわかった（図１）。しかしながら、PTP 遺伝子の発現を抑制したイネは、高塩濃度条件下で

も抵抗性誘導剤の効果が低減せず、強いいもち病抵抗性を示した（図１）。 

 

［成果の活用上の留意点、波及効果、今後の展望等］ 

1. ゲノム編集等によってPTP遺伝子を破壊することにより、低温でも抵抗性誘導剤が高いいもち

病抵抗性予防効果を発揮できるイネの作出が期待される。 

2. PTPの特異的阻害剤をデザインし、これを抵抗性誘導剤と共に散布することにより、低温でも

高いいもち病抵抗性予防効果が得られると期待される。 

3. PTP遺伝子の抑制による不都合な副作用は今のところ認められないが、遺伝子破壊や阻害剤に
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よって副作用が表れる可能性は否定できないので留意が必要である。 

 

［具体的データ］ 

図１．BTH によるイネいもち病抑制効

果に対する ABA、低温、塩の影響とそ

れらに対する PTP 抑制の効果 

非形質転換日本晴イネおよび PTP 抑

制イネ（#3, #11）を BTH（10 µM、1

日）、ABA (10 µM、1日)、低温（昼15℃、

夜 9℃、2日）、塩（250 mM NaCl、4 日）

処理し、いもち病菌を噴霧接種した後、

8日後にいもち病菌の28Sリボソーム

DNA を定量した。 

 

 

 

図２．低温によるいもち病誘導抵抗

性の低下と PTP 抑制によるその防

止 

A.常温のイネでは、抵抗性誘導剤に

よって WRKY45 のリン酸化／活性型

が誘導されてイネがいもち病抵抗

性になる。 

B.低温のイネでは、抵抗性誘導剤処

理しても、PTP によって WRKY45 の

リン酸化／活性型が阻害され、いも

ち病抵抗性にならない。 

C.PTP 抑制イネでは、低温でも抵抗

性誘導剤による WRKY45 のリン酸化／活性型が阻害されず、いもち病抵抗性になる。 

 

［その他］ 

研究課題名：作物の感染応答機構の解明 

中期計画課題コード：2-22         研究期間：2011～2015 年度 

研究担当者：高辻博志、上野宜久、吉田理一郎、加星（岸）光子、松下 茜、姜 昌杰、後藤 新悟、

高橋 章、廣近洋彦 

発表論文等： 

1) Ueno Y, Yoshida R, Kishi-Kaboshi M, Matsushita A, Jiang C-J, Goto S, Takahashi A, 

Hirochika H, Takatsuji H (2015) Abiotic stresses antagonize the rice defence pathway 

through the tyrosine-dephosphorylation of OsMPK6 PLoS Pathogens 11(10):e1005231 

2) Ueno Y, Yoshida R, Kishi-Kaboshi M, Matsushita A, Jiang C-J, Goto S, Takahashi A, 

Hirochika H, Takatsuji H (2013) MAP kinases phosphorylate rice WRKY45 Plant Signaling 

& Behavior 8(6):e24510 

3) 病害抵抗性を有する植物及びその生産方法, 発明者 (国立研究開発法人 農業生物資源研究

所: 高辻博志、上野宜久、吉田理一郎、姜昌杰)、出願番号：特願 2014-234121 
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［主な研究成果名］天敵昆虫ナミヒメハナカメムシを誘引する紫色光の発見 

［要     約］天敵昆虫ナミヒメハナカメムシの光に対する応答反応を調査し、紫色光 (405 

nm) に対する強い選好性を発見した。紫色光は、一般に昆虫にとって見えにく

い波長であることから、本成果は、天敵昆虫のみを誘引する資材へ応用するこ

とが可能である。 

［キ ー ワ ー ド］天敵昆虫、光防除、紫色光、LED、総合的害虫管理 (IPM) 

［担     当］生物研 昆虫科学研究領域 昆虫相互作用研究ユニット 

［分     類］技術開発 

-------------------------------------------------------------------------------- 

［背景・ねらい］ 

害虫の薬剤抵抗性発達や食品の安全性への懸念から、合成化学農薬による害虫防除の代替法と

して、天敵昆虫を利用した生物的防除への期待が高まっている。天敵昆虫のナミヒメハナカメムシ

は、アザミウマやハダニなどの微小な害虫に対する天敵として利用が期待されている (図 1)。本

種は、日本全国にごく普通に分布しているので、農地へ誘引し、農作物の上で定着させることがで

きれば、生態系への影響が少ない生物的防除資材として利用性を大幅に向上させることができる。

私たちは、害虫の誘引・捕獲に利用されている、昆虫の光応答反応 (走光性) を応用することで、

ナミヒメハナカメムシを農地へ誘引・定着できないかと考え、本種の光への応答特性を調査した。 

 

［成果の内容・特徴］ 

1. ナミヒメハナカメムシへ、本種の可視光域をカバーする 6 種の異なる波長の LED (360 ~ 660 

nm) を提示すると、405 nm にピークを持つ紫色光に対して、強く誘引されることを明らかにし

た (図 2)。 

2. 交尾を経験した本種のメスは紫外光への高い誘引性を示したが、紫外光 (UV) をカットすることに

より、紫色光への誘引性を大幅に増強できることを見出した (図 2)。このことは、施設栽培におい

ては、紫外線カットフィルムなどの既存資材と、本発見を組み合わせることにより、誘引効果を増強

できることを示している。 

3. 一般に多くの昆虫は、紫外光や緑色光へ誘引されることが知られており、紫色光は見えにくい

光である。そのため、本発見は、害虫の誘引に対しては効果が小さく、ナミヒメハナカメムシ

の誘引に対してのみ最大の効果を発揮する資材開発へつながる発見である。 

4. これまでに、民間企業と共同で、紫色光のリース状照射装置を開発した。本装置の形状は、施

設・露地両栽培で用いられる支柱などに固定しやすく、既存の農業資材と併用しやすいことが

特徴である (図 3)。ナス圃場で行った照射装置のパイロット試験では、害虫による加害痕のな

いナスが収穫できた (図 4)。 

 

［成果の活用上の留意点、波及効果、今後の展望等］ 

1. 照明装置は、農薬登録の必要がないため、生物農薬や化学農薬に比べ迅速な現場実装が期待出

来る。現場実装に向け、最適な照射時間や装置の設置規模を検討し、電力・設備コスト面での

改善を行う。 

2. 本研究により、害虫へは誘引効果が低く、天敵昆虫のみを効果的に誘引できる波長光の存在が

明らかになった。国内で生物農薬として普及している天敵昆虫には、農作物上での定着性が低

く、防除効果の持続性が問題になっているものがある。今後、それらに対しても、紫色光の有

効性を確認する。 

3. 本発見は、実用化に向け、引き続き企業と共同で開発を行っていく予定である。 
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［具体的データ］ 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
［その他］ 

研究課題名：天敵や害虫の行動意志決定及び寄主選択・制御機構と昆虫系統間における       

遺伝的相互作用の解明 

中期計画課題コード：2-25         研究期間：2012～2015 年度 

研究担当者：霜田政美、上原拓也、前田太郎 

発表論文等：  

1) 荻野拓海, 上原拓也, 山口照美, 前田太郎, 野呂知加子, 霜田政美 (2015) ナミヒメハナカメムシ

Orius sauteriの波長選好性 日本応用動物昆虫学会誌 59(1):10-13 

2) 捕食性カメムシ類の誘引又は定着方法, 発明者 (国立研究開発法人 農業生物資源研究所：霜田

雅美、上原拓也)、出願番号: 2015-151523 

図 3. 試作した紫色光照射装置のナス露地

圃場における照射試験 

図 1．害虫のアザミウマ (左) を捕食する

ナミヒメハナカメムシ (右) 

図2. 各波長へのナミヒメハナカメムシの誘引率． 
ピーク波長 360、405、450、525、590、660 nmのLED
は、それぞれヒトでは紫外、紫色、青色、緑色、橙色、

赤色に知覚される。 

波長 (nm) 

(D) 交尾雌 

(A) 未交尾雄 
 

(Ｆ ) 交尾雌（ ＵＶカット）  

405  450  525  590  660  360  

405  450  525  590  660  360  

405  450 525  590  660  白色 

0 

20 

40 

60 

0 

20 

40 

60 

0 

20 

40 

60 

図4. 紫色光照射技術で栽培された害虫による加害痕の

ない無農薬ナス 
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［主な研究成果名］簡単に使えて、きれいに治せる絆創膏型人工皮膚の開発 

［要     約］新素材「アテロコラーゲンビトリゲルⓇ膜」を使って、絆創膏型人工皮膚を開発

した。この絆創膏型の人工皮膚をマウスの創部に貼付する動物実験では、創部

が再生に適した環境となり、上皮化が促進されるとともに治癒後の瘢痕形成

が抑制される効果を確認した。開発した絆創膏型の人工皮膚は、簡単に使えて

、創部をきれいに直し、長期保存も可能であることから、医療現場で即戦力と

なる医療機器としての製品化が期待される。 

［キ ー ワ ー ド］コラーゲン、ビトリゲルⓇ、人工皮膚、再生医療 

［担     当］生物研 動物科学研究領域 動物生体防御研究ユニット 

［分     類］技術開発、生物産業 

--------------------------------------------------------------------------------- 

［背景・ねらい］ 

熱傷など広範囲に皮膚の傷害を受けた場合、生体を外界と隔てるバリアが失われ、高度脱水や感

染症により生命の危機に陥る。したがって、その治療にはバリア機能の回復が最も重要とされ、広

い面積の皮膚組織が必要となる。現在、治療として非外傷部の皮膚を用いた植皮術や培養皮膚移植

が行われているが、実施できる施設に制限があり、さらに治療開始まで長い時間が必要となる。ま

た、傷口に皮膚が再生しても、その部分が隆起し瘢痕をつくることがしばしばあり、問題になって

いる。一方、これまで皮膚の再生医療に使われてきたコラーゲンはスポンジ状やゲル状で線維の密

度が低いため、柔らかく取扱いが難しかった。本研究では、コラーゲン線維が高密度で、薄くても

丈夫で皮膚組織に定着しやすい新素材「アテロコラーゲンビトリゲルⓇ膜」を使って、上述の課題を

克服する絆創膏型人工皮膚の開発を目指した。 

 

［成果の内容・特徴］ 

1. 高密度コラーゲン線維の新素材「コラーゲンビトリゲルⓇ膜」を再生医療用素材として実用化す

るためには、移植部位に適した強度を有することのみならず、移植後に副作用を起こさない原料

から作製することも重要である。そこで、ブタのアテロコラーゲンとウシ血清を含まない無血清

培養液から、生体適合性に優れた医療用素材としての「アテロコラーゲンビトリゲルⓇ膜」を作

製した。 

2. アテロコラーゲンビトリゲルⓇ膜の乾燥体をプラスチックフィルムで支持し、粘着テープで固定

することにより簡単に貼れる絆創膏型人工皮膚の開発に成功した（図１）。 

3. 絆創膏型の人工皮膚をマウスの創部に貼付する動物実験（佐賀大学医学部にて実施）では、創部

が再生に適した環境となり、上皮化が促進されるとともに治癒後の瘢痕形成が抑制される効果を

確認した（図２）。 

 

［成果の活用上の留意点、波及効果、今後の展望等］ 

1. 開発した絆創膏型人工皮膚は、簡単に使えて、組織病理学的に創部をきれいに直し、長期保存も

可能である。 

2. 広範囲の皮膚に傷害を受けた患者さんへの救急医療における適用を目指し、この絆創膏型人工

皮膚の医療機器としての製品化に向けた開発が期待される。 

 

「ビトリゲルⓇ」は、国立研究開発法人農業生物資源研究所の登録商標です。 
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［具体的データ］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［その他］ 

研究課題名：牛等の動物由来の原料を用いた医療用新素材の開発 

中期計画課題コード：2-26         研究期間：2011～2014 年度 

研究担当者：竹澤俊明、押方歩、青木茂久（佐賀大学）、平山博（祐徳薬品工業）、千室智之（関東

化学） 

発表論文等：  

1) Aoki S, Takezawa T, Ikeda S, Narisawa Y, Oshikata-Miyazaki A, Miyauchi S, Hirayama H, 

Sawaguchi T, Chimuro T, Toda S. (2015) A new cell-free bandagetype artificial skin for 

cutaneous wounds. Wound Repair and Regeneration 23(6):819-829. 

2) 竹澤俊明．(2015) 細胞の足場となる新素材「コラーゲンビトリゲル膜」の開発とその医薬学分

野での実用化構想．薬剤学 75(6):344-353. 
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［主な研究成果名］イネにおける小胞体ストレス応答のネットワーク解明 

［要     約］イネにおける小胞体ストレス応答を調節する主要な 2 経路を見出し、それらに

制御される下流遺伝子群を網羅的に明らかにした。また、小胞体ストレス特

異的に見られる分泌タンパク質遺伝子の mRNA分解機構 (RIDD) について

も明らかにした。 

［キ ー ワ ー ド］イネ、組換えタンパク質、小胞体ストレス、相同組換え 

［担     当］生物研 遺伝子組換え研究センター 機能性作物研究開発ユニット 

［分     類］知的貢献 

--------------------------------------------------------------------------------- 

［背景・ねらい］ 

我々はこれまで、イネ種子(米)に生活習慣病やアレルギー疾患の予防、治療効果が期待される組換えタ

ンパク質を蓄積させた、健康機能性米の開発を進めてきた。機能性米の開発において重要なのは有効成分

の蓄積量であり、高いほど、少量、短期間投与での効果が期待できる。我々はこれまで多くの外来タンパ

ク質をイネ種子中へ高蓄積させてきた。しかし、組換えタンパク質によっては殆ど蓄積しなかったり、組

換えタンパク質自体の悪影響で種子品質が低下した結果、米収量としては減少する場合もあった。 

我々は、上記の問題の原因が小胞体ストレスであることを突き止めた。小胞体ストレスとは、小胞体に

おいて異常と見なされたタンパク質の集積により負荷がかかった状態を指し、その結果、原因タンパク質

の分解、翻訳抑制、転写物分解 (RIDD)、細胞死等がストレス強度段階的に誘導される（小胞体ストレス応

答）。小胞体ストレスを人為的に回避すれば、種子品質低下や収量低下を防ぐとともに、組換えタンパク質

の安定的高蓄積が期待できることから、イネにおける小胞体ストレス応答の調節機構について研究を開始

した。 

 

［成果の内容・特徴］ 

1. 動物、酵母における先行研究から、小胞体ストレス調節に関わる遺伝子群の候補から、

OsIRE1/OsbZIP50 経路および S1P・S2P/OsbZIP39・OsbZIP60 のイネ小胞体ストレス調節に関わ

る主要な 2経路を見出した (図 1)。 

2. OsbZIP50 が、通常時はmRNAレベルで不活性化されており、小胞体ストレス時では OsIRE1 タンパク

質による従来型とは異なる新規スプライシングとフレームシフトによって核移行シグナルを獲得して

活性化されること、活性型 OsbZIP50 が自身の転写活性を高め、小胞体ストレス関連遺伝子群の転写

を強く活性化することを明らかにした (図 1)。 

3. クロマチン免疫沈降を用い、小胞体ストレス応答関連遺伝子プロモーターにおいて、動物、酵母、

アラビドプシスには見られないイネ特異的な新規シス因子を見出した。 

4. OsIRE1 内に存在するキナーゼドメイン又は RNase ドメインを不活性化したミスセンス変異体 

(K519A および K833A) イネを相同組換え系を用いて作出し、前者は致死となること、後者は通常

の生育は野生型と変わらないものの、小胞体ストレス時の OsIRE1/OsbZIP50 経路は完全に遮断

されることを示した。また、K833A 変異体の RNA seq 解析から、小胞体ストレス応答関連遺伝

子群について、①OsIRE1/OsbZIP50 経路依存的に発現する遺伝子群、②S1P・S2P/OsbZIP39・OsbZIP60

依存的に発現する遺伝子群、③両方の経路により、冗長的に発現する遺伝子群に分類された。 

5. OsIRE1/OsbZIP50 依存的に発現調節される OsBiP4 と OsBiP5 タンパク質の特異的抗体は、

immunoblot によってイネ細胞中の小胞体ストレスレベルを推定可能な簡易ツールとして有効で

あった。 

6. 小胞体ストレス応答のひとつとして、IRE1 依存的 mRNA 分解 (RIDD) が知られている。イネにお

ける RIDD について、K833A 変異体を活用して調査を進めたところ、小胞体ストレス時に、一
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部の分泌タンパク質や種子貯蔵タンパク質遺伝子の mRNA が、OsIRE1 依存的に分解されてい

ることを明らかにした。 

 

［成果の活用上の留意点、波及効果、今後の展望等］ 

1. OsbZIP50の転写活性化様式をはじめ、植物の小胞体ストレスに関して、植物分野では世界で先駆け

て詳細な分子メカニズムを明らかにした。 

2. この研究でおこなわれた、相同組換えによるミスセンス変異導入による遺伝子の機能解析は、植物分

野で実施されるのは世界初であり、この点からも価値が高い研究である。 

3. 本研究の成果は、イネ小胞体ストレス応答の人為的制御の為の基盤情報を提供し、イネ種子における

任意の組換えタンパク質の安定的高蓄積等の応用面に活用できる。 

 
［具体的データ］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［その他］ 

研究課題名：イネ種子を用いた高度有用物質生産技術の開発 

中期計画課題コード：3-01         研究期間：2011～2015 年度 

研究担当者：若佐雄也、林 晋平、大野陽子、小沢憲二郎、高岩文雄 

発表論文等：  

1) Wakasa Y, Hayashi S, Takaiwa F (2012) Multiple roles of the ER stress sensor IRE1 demonstrated 

by gene targeting in rice. Scientific Reports 2:944 

2) Wakasa Y, Oono Y, Yazawa T, Hayashi S, Ozawa K, Handa H, Matsumoto T, Takaiwa F (2014) RNA 

sequencing-mediated transcriptome analysis of rice plants in endoplasmic reticulum stress 

conditions BMC Plant Biology 14:101 

3) Hayashi S, Wakasa Y, Ozawa K, Takaiwa F (2016) Characterization of IRE1 ribonuclease-mediated 

mRNA decay in plants using transient expression analyses in rice protoplasts. New Phytologist 

(early view) 

図 1 本研究で明らかにしたイネ小胞体ストレスシグナルネットワーク経路。 
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［主な研究成果名］高機能組換えシルク等の生産制御のための絹糸腺転写制御機構の解明 

［要     約］カイコの中部絹糸腺では転写因子 Antennapedia が、後部絹糸腺では転写因子

Arrowhead が、それぞれ主要な絹タンパク質遺伝子の転写制御に機能している

ことを見出した。本成果は組換えカイコによる高機能シルク等の生産の制御に

利用可能である。 

［キ ー ワ ー ド］絹糸腺、有用物質生産、遺伝子組換えカイコ、転写制御 

［担     当］生物研 遺伝子組換え研究センター 遺伝子組換えカイコ研究開発ユニット、

農業生物先端ゲノム研究センター 生体分子研究ユニット 

［分     類］知的貢献 

--------------------------------------------------------------------------------- 

［背景・ねらい］ 

カイコはタンパク質生産能力が高く、検査薬・医薬品・化粧品等に使われる有用タンパク質の生

産に向いている。特に絹タンパク質の生産を担う組織である絹糸腺は大量のタンパク質を作る能力

があり、遺伝子組換えカイコにより絹糸腺で生産させたヒトコラーゲンはすでに市販もされている

。また、シルクに様々な機能を付加した高機能組換えシルク（蛍光シルク、クモ糸シルク等）を生

産するカイコの開発も進められている。しかしながら、現時点では生産量がまだ十分ではなく、コ

スト面において課題が残されている。生産量をさらに向上させるためには、絹糸腺が大量のタンパ

ク質を生産できるメカニズムを理解する必要があるが、その仕組みはまだ明らかにされていない。

そこで本研究では、カイコ絹糸腺における絹タンパク質遺伝子の発現制御機構の解析に取り組んだ

。 

 

［成果の内容・特徴］ 

1. カイコの中部絹糸腺では糊状のタンパク質である Sericin が大量に発現している。sericin 遺伝

子の発現制御機構を明らかにするため、ホメオティック遺伝子 Antennapedia (Antp)の機能解析

を行ったところ、Antp が sericin 遺伝子のプロモーターに結合することや、Antp を過剰発現さ

せたカイコでは sericin 遺伝子の発現が誘導されることが見出された。このことから、Antp が

sericin 遺伝子の発現誘導に機能していることが明らかになった。 

2. Antp が sericin 以外の遺伝子発現を制御しているのかどうかを調べるため、Antp 過剰発現個体

のプロテオーム解析を行った。その結果、Fhxh4 や Fhxh5 といった複数の主要な絹タンパク質が

誘導されていることが分かった。さらに詳細な機能解析を行ったところ、Antp は直接これらの遺

伝子のプロモーターに結合し mRNA レベルで発現を誘導していることが分かった (図 1)。以上か

ら、Antp は中部絹糸腺で発現する複数の主要な絹タンパク質遺伝子の発現制御を担っているこ

とが明らかになった (図 2)。 

3. 後部絹糸腺においては、繊維タンパク質を構成するフィブロイン H鎖、フィブロイン L鎖、フィ

ブロヘキサメリンタンパク質が大量に発現している。後部絹糸腺で発現する転写因子 Arrowhead 

(Awh)の機能解析を行った結果、Awh はこれら 3つの遺伝子 (h-fib, l-fib, fhx)のプロモータ

ーに結合しその転写を活性化していることが明らかになり、Awh が後部絹糸腺で主要な絹タンパ

ク質遺伝子の発現を制御していることが示された (図 2)。 

 

［成果の活用上の留意点、波及効果、今後の展望等］ 

1. 組換えカイコを用いて医薬品や化粧品を生産するにあたっては、セリシンプロモーターなど中

部絹糸腺で機能するプロモーターが利用されている。Antpはこれらのプロモーターを活性化する

ことができるため、例えばAntpを中部絹糸腺で過剰発現させたカイコを利用することで、導入し
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た有用タンパク質遺伝子の発現量が上昇し、医薬品や化粧品の生産が効率化されることが期待さ

れる。 

2. 同様に、Awhを過剰発現させることで、フィブロインプロモーターなど後部絹糸腺で機能するプ

ロモーターが活性化され、高機能組換えシルクを効率よく生産できることが期待される。 

 

［具体的データ］ 

図1.  Antpによるfhxh4遺伝子の発現

誘導。写真は通常のカイコの絹糸腺 

(左)およびAntpを過剰発現させたカイ

コの絹糸腺 (右)でのfhxh4の mRNAの

発現領域をin situ hybridizationに

より調べたもので、青く染まっている

部分が発現領域を示す。fhxh4は中部絹

糸腺で発現しており (黄色い矢頭)、さ

らにAntpを過剰発現させたカイコでは

後部絹糸腺でも発現している (赤い矢頭)。(右)スケールバーはそれぞれ0.3 cmを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2. 絹糸腺でのAntpおよびAwhの働きを示した模式図。今回の解析により、Antpは中部絹糸腺で、Awhは後

部絹糸腺でそれぞれ複数の主要な絹タンパク質遺伝子の発現を制御していることが明らかになった。 

 

［その他］ 

研究課題名：遺伝子組換えカイコの開発技術の高度化 

中期計画課題コード：3-02         研究期間：2012～2015 年度 

研究担当者：坪田拓也、冨田秀一郎、内野恵郎、木本舞(北大)、滝谷重治(北大)、梶原英之、山崎

俊正、瀬筒秀樹 

発表論文等： 

1) Kimoto M, Tsubota T, Uchino K, Sezutsu H, Takiya S (2014) Hox transcription factor Antp 

regulates sericin-1 gene expression in the terminal differentiated silk gland of Bombyx mori 

Developmental Biology 386(1):64-71  

2) Kimoto M, Tsubota T, Uchino K, Sezutsu H, Takiya S (2015) LIM-homeodomain transcription 

factor Awh is a key component activating all three fibroin genes, fibH, fibL and fhx, 

in the silk gland of the silkworm, Bombyx mori. Insect Biochemistry and Molecular 

Biology 56:29-35  

3) Tsubota T, Tomita S, Uchino K, Kimoto M, Takiya S, Kajiwara H, Yamazaki T, Sezutsu H (2016) 

A Hox gene Antennapedia regulates expression of multiple major silk protein genes in the 

silkworm Bombyx mori The Journal of Biological Chemistry 291(13):7087-96 
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平成27年度に係る業務実績報告書

資料 ５

農業生物資源研究所が公開している

ホームページと主な知的基盤データベース等

一覧





平成27年度
アクセス数

担当ユニット等 データベース等の内容

農業生物資源研究所
ウェブサイト

1,928,487 広報室

農業生物資源研究所(生物研)の公式ホームページです。内容は生物研の最新情
報、研究分野ごとの研究概要、プロジェクト研究概要、公開データベース情
報、知的所有権情報、公募・募集のお知らせ、プレスリリース、情報公開、生
物研Q&A、問い合わせ窓口一覧等です。

農業生物資源ジーンバ
ンク
（以下３件は内数）

8,087,749 遺伝資源センター
農業生物資源ジーンバンクの概要紹介、及び、保存している植物、微生物、動
物遺伝資源を試験研究または教育用に利用していただくため、遺伝資源の来歴
や特性を提供するサイトです。

アズキ・ケツルアズキ
のSSRマーカー情報

17,647 遺伝資源センター
アズキおよびケツルアズキの連鎖地図作成に用いたSSRマーカーのリストで
す。

日本植物病名データ
ベース

2,146,398 遺伝資源センター
日本植物病理学会編集の日本植物病名目録を出典としたデータベースです。宿
主名、病名、病原からの検索を行うことができます。

蚕糸関係遺伝資源デー
タベース(旧・蚕昆研
のコンテンツ)

182,064 遺伝資源センター

蚕糸関係遺伝資源データベースは、生物研が保存している蚕品種(在来種、突
然変異種、および実用蚕品種)情報及び、必要とする特性から蚕品種の検索を
行なう品種検索システムが利用可能です。また、保存している桑、昆虫培養細
胞株のデータも含んでいます。

農林水産DNAバンク 2,365,969
ゲノムリソースユ
ニット

農林水産DNAバンク(NIAS DNA Bank)は、農林水産省のプロジェクト研究から得
られたイネ、カイコ及びブタゲノムの情報を公開しています。また、類似性検
索やキーワード検索システムも提供しています。

ゲノムリソースセン
ター
(RGRC)

115,341
ゲノムリソースユ
ニット

イネゲノムリソースセンターは、グリーンテクノプロジェクトで得られた多様
かつ貴重なゲノム研究材料を、国内外の多くの研究コミュニティーに提供して
いるサイトです。

農林水産生物ゲノム情
報統合データベース
(AgriTOGO)

50,433
ゲノムリソースユ
ニット

農林水産省委託プロジェクトで作成されたイネ、家畜、昆虫のゲノムデータ
ベースを中心に一元管理しています。個々のデータベースの情報が効率的に閲
覧できるようにデータベース間の有機的な連携・統合を図り、ユーザーの利便
性の向上を図ったデータベースシステムです。

農畜産物ゲノム情報
データベース
(AgrID)

60,486
ゲノムインフォマ
ティックスユニッ
ト

農畜産物の大量のゲノム情報を１か所で解析可能なデータベースです。大量の
既存データを検索して研究に必要な情報を素早く発見し、これと、ユーザーが
次世代シーケンサーから得た大量のデータを比較・解析することにより、ゲノ
ム研究を行うための有用情報を得ることができます。また、その結果をバック
アップを取りながら安全に保存することができます。

イネアノテーション
データベース
(RAP-DB)

8,441,379
ゲノムインフォマ
ティックスユニッ
ト

2004年にイネの全ゲノム塩基配列が決定された後、アノテーション会議を開催
するなどして、専門家によって精査された高精度の遺伝子アノテーション情報
を提供しています。NCBI、Gramene、アリゾナ大学などの外部データベースや
機関と連携を図り、NCBIアノテーションやOMAPのBAC端配列のような外部デー
タも順次取り入れています。

イネ統合ブラウサ
(Rice TOGO Browser)

16,548,966
ゲノムリソースユ
ニット

農林水産省委託プロジェクトで作成されたイネのゲノムデータベースを中心に
一元管理しています。個々のデータベースの情報が効率的に閲覧できるように
データベース間の有機的な連携・統合を図り、ユーザーの利便性の向上を図っ
たデータベースシステムです。

イネ遺伝子発現データ
ベース
(RiceXPro)

3,876,663
ゲノムリソースユ
ニット

イネの生育過程を通して様々な器官・組織のサンプリングを実施し、マイクロ
アレイ解析によって遺伝子発現情報を収集しました。RiceXProはその遺伝子発
現情報を公開するために構築されたデータベースです。現在、器官・組織網羅
的遺伝子発現データ、及び田植えから刈取りまでの期間における定期的な葉の
遺伝子発現データを閲覧することができます。このデータベースは、簡単な解
析ツールも実装しているため、目的とする遺伝子の発現情報に容易にアクセス
することができるようになっています。

イネ遺伝子共発現デー
タベース
(RiceFREND)

687,676
ゲノムリソースユ
ニット

イネ共発現解析データベースは、イネの発現情報を利用して遺伝子間ネット
ワークを調べることが可能なデータベースです。データセット毎にデータの正
規化を行った後、１つに統合し共発現解析を実施して、具体的には、Weighted 
PCCsを算出し、さらにMutual Rank(MR)を算出して共発現性を示す指標として
います。得られた結果は、HyperTree、Graphviz、CytoscapeWebの３通りの形
式でグラフを閲覧できます。

圃場におけるイネ遺伝
子発現データベース
(FiT-DB)

838,975
植物生産生理機能
研究ユニット

圃場におけるイネ（日本晴・農林８号）の葉の遺伝子発現データと、その変動
の背景にある要因の統計モデリング解析結果のデータベースです。それぞれの
遺伝子の発現が、気象条件（気温、日射量など）、概日時計、日齢からどのよ
うな影響を受けているかを調べることができます。また、逆に「気温の影響を
受けている遺伝子」のような、様々な条件から遺伝子を検索することも可能で
す。

農業生物資源研究所が公開しているホームページと主な知的基盤データベース等一覧

イネゲノム

データベース等名称

＜ホームページ＞　（ http://www.nias.affrc.go.jp/ ）

＜知的基盤データベース等＞　（ http://www.nias.affrc.go.jp/database/ ）

遺伝資源 (SSRﾏｰｶｰ情報、日本植物病名ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ、旧・蚕昆研ｺﾝﾃﾝﾂのｱｸｾｽ数は、農業生物資源ｼﾞｰﾝﾊﾞﾝｸｳｪﾌﾞｻｲﾄのｱｸｾｽ数の内数です)

ゲノム情報統合データベース
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イネ完全長cDNAデータ
ベース
(KOME)

1,429,405
作物ゲノム研究ユ
ニット

イネゲノムプロジェクトの一環として2000年1月から2003年9月末までに遂行さ
れた「イネ完全長cDNAプロジェクト」で収集、マッピング、意味づけされた約
28,000の完全長cDNAクローンの情報を公開しています。

イネ遺伝子発現データ
ベース
(RMOS)

104,710
作物ゲノム研究ユ
ニット

約32,000存在するイネ遺伝子の網羅的発現解析を行うためにマイクロアレイ法
という技術が1999年来立ち上げられていますが、その技術紹介と9,000、
22,000、44,000の遺伝子を固定したマイクロアレイデータを紹介しています。

ミュータントパネル
データベース
(Tos17)

8,547,834
ゲノムリソースユ
ニット

農業生物資源研究所で作出された遺伝子破壊系統(5万系統)の表現型と破壊さ
れた遺伝子を整理したデータベースです。RAP-DBでアノテートされたすべての
イネの遺伝子情報も保持しており、それぞれの遺伝子の破壊部位と対応する系
統、及び、その表現型情報が閲覧できます。33,000か所を上回る破壊部位情報
が登録されており、種子が必要な場合は、系統のリンクよりゲノムリソースセ
ンターへ分譲依頼ができます。

QTLアノテーションオ
ンラインデータベース
(Q-TARO)

772,166
イネゲノム育種研
究ユニット

イネのQTL研究に関した1,214件の論文から5,096件のイネQTL情報を抽出し、冗
長性の少ない代表的QTL（463件の論文に由来する1,051件のQTL、2008年3月31
日現在）として整理されたQTLデータベース(Q-TARO;QTL Annotation Rice 
Online)。加えて、イネの遺伝子機能が表現型と関連づけられた702の機能既知
遺伝子(2012年3月31日現在)を、表現型、機能解析の方法およびゲノム位置の
情報とともに整理した機能遺伝子情報データベース（OGRO; Overview of 
functionally characterized Genes in Rice Online database）もQ-TAROデー
タベースと同一 のゲノムブラウザで構築されています。

シスエレメントモチー
フ検索データベース
(PLACE)

66,432
ゲノムリソースユ
ニット

高等植物遺伝子のプロモーター等の発現制御に関わる領域(シスエレメント)の
塩基配列モチーフ(特定の塩基配列パターン)を論文から収集し、解説や文献な
どの情報を付加したデータベースです。キーワード検索機能、解析ツール
SignalScanによる検索機能などを有します。

イネゲノムアノテー
ションデータベース
(RiceGAAS)

12,296,585

ゲノムリソースユ
ニット
ゲノムインフォマ
ティックスユニッ
ト

このシステムは、イネゲノムの自動アノテーションシステムです。このシステ
ムは、タンパク質をコードする遺伝子構造の予測と解析を行う統合プログラム
です。

イネプロテオームデー
タベース
(Rice Proteome 
Database)

252,247
作物研究所(畑作
物研究領域)

イネの生育時期・器官特異的、および細胞内局在性を示すタンパク質群に関す
るデータベースです。二次元電気泳動上のタンパク質群の配列情報、分子量や
等電点情報のみならず、検索機能も有しています。

イネミトコンドリアゲ
ノム情報
(RMG information)

5,375
遺伝資源センター　
ゲノムリソースユ
ニット

イネミトコンドリアゲノムの情報を公開しているページです。生物研と東京大
学は2002年にイネのミトコンドリアゲノム全構造を決定し、その詳細と特徴に
ついて解説しています。単子葉植物で初めて、農作物で初めての例であり、イ
ネの研究に加え、コムギ、トウモロコシなどの研究にも役立っています。

アフリカイネアノテー
ションデータベース
(AfRicA DB)

*
ゲノムインフォマ
ティックスユニッ
ト

アフリカイネは乾燥、病気、害虫への抵抗性が強く、そのゲノム情報はアフリ
カ栽培イネとアジア栽培イネの両方の改良に貢献することが期待されます。本
データベースではアフリカイネとアジアイネを塩基配列レベルで詳細に比較表
示し、分子マーカーの情報を提供し、さらにはBLASTによる配列検索も可能に
しています。

イネタンパク質構造
データベース

18,131
ゲノムリソースユ
ニット

イネタンパク質構造データベースは、イネ、ソルガム、トウモロコシ、大麦、
小麦、シロイヌナズナ、大豆のタンパク質357種の構造のデータベースです。
また、イネのゲノムにコードされる全タンパク質の配列データを解析した結果
をまとめたGTOPデータベースも含みます。

植物ゲノム断片配列ア
ノテーションパイプラ
イン(Flowering Plant 
Gene Picker)

*
ゲノムインフォマ
ティックスユニッ
ト

植物のゲノム断片配列アノテーションパイプライン(FPGP)は植物のゲノム断片
配列を自動アノテーション（注釈づけ）するために開発されたウェブサービス
です。1Mbp以下のゲノム配列に対して、完全長cDNAによる遺伝子構造予測とた
んぱく質データベースを利用したアミノ酸配列の予測を行います。異種のデー
タに基づく遺伝子構造予測を基盤としていることから、転写産物情報が乏しい
生物種のゲノム断片配列アノテーションに向いています。

カイコゲノム情報デー
タベース
(KAIKObase)

1,730,109
昆虫ゲノム研究ユ
ニット

カイコゲノム情報データは、2009年2月に日本と中国双方で解読したデータを
東京大学のコンピュータープログラムでつなぎ合わせて、ほぼ完全な塩基配列
情報としたものです。KAIKObaseは統合化されたゲノムブラウザで、４つの地
図ブラウザと１つの遺伝子ビューアから構成されています。

カイコプロテオーム
データベース
(KAIKO2DDB)

51,917
生体分子研究ユ
ニット

カイコプロテオームデータベースはカイコの各遺伝子がいつどこで発現してい
るか、時系列的・網羅的に調べたものです。このデータベースは８つの主要組
織で発現しているタンパク質を同定するばかりでなく、時系列的に成虫までの
22日間に渡って調査をしています。本データベースはカイコゲノム情報その他
と直接リンクできるように設計しています。

カイコcDNA(EST)情報
(KAIKOcDNA)

アクセス数は
KAIKObaseに
含まれている

昆虫ゲノム研究ユ
ニット

この情報はカイコの様々な組織や異なる発生段階の組織から作成された100種
類のcDNAライブラリー(公的データベース登録機関からのデータ29ライブラリ
を含む)から得られた50万個以上のESTを収集・分類し、自動アノーテーション
がつけたものです。このデータベース内で、キーワード検索、クローン名検
索、BLASTによるホモロジー検索が行えるようになっています。

カイコゲノムデータ
BLAST検索
(KAIKOBLAST)

242,040
昆虫ゲノム研究ユ
ニット

WGS(Whole Genome Shotgun)法によるカイコゲノムシーケンスデータ、日本、
中国で公開されているEST情報、カイコ末端シーケンス情報に対してBLASTによ
るホモロジー検索が行えます。

昆虫ゲノム
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カイコゲノムアノテー
ションデータベース
(KAIKOGAAS)

316,229
昆虫ゲノム研究ユ
ニット

KAIKOGAASはカイコゲノム解析用に設定された自動アノテーションシステムで
す。このシステムは遺伝子予測とタンパク質コード領域の構造解析機能を持っ
ています。含まれるソフトウェアは、コード領域予測プログラム、スプライス
サイト予測プログラム、DNAシーケンスホモロジー検索プログラム、tRNA遺伝
子予測プログラム、繰り返し配列解析プログラム、膜タンパク質分類および二
次構造予測プログラムを含んでいます。

トビイロウンカEST情
報
(UNKA(BPH)EST)

16,437
昆虫ゲノム研究ユ
ニット

イネ害虫トビイロウンカの18の組織・ステージ別cDNAライブラリーから任意の
クローンの塩基配列を解読した、5万以上のクローンからデータを整理し、最
終的に37,122のESTを選び出したものです。このトビイロウンカのサイトでは
ESTのクローン名でデータを取り出す他に、ESTに対するBLAST検索、gene 
ontologyによる検索も可能です。

トビイロウンカマー
カーデータベース

5,829
昆虫ゲノム研究ユ
ニット

トビイロウンカマーカーデータベースでは、トビイロウンカの連鎖地図とマー
カー情報を提供しています。 現在公開している連鎖地図は474SSRマーカー、
43SNPマーカー、及び1STSマーカーの合計518マーカーより構成されています。
本データベースでは連鎖地図の閲覧、マーカーの検索、詳細情報の閲覧ができ
るようになっています。

コナガゲノムデータ
ベース
(KONAGAbase)

105,527
昆虫ゲノム研究ユ
ニット

コナガのゲノム情報データベースでは、ドラフトゲノム配列、予測遺伝子配
列、発現遺伝子配列(EST,RNA-seq)、アノテーション情報(各モデル昆虫との配
列比較 結果、Gene Ontology ID、HMMERによる予測ドメイン・モチーフ結果
等)等を公開しています。キーワード検索、BLASTによる相同性検索、ゲノムブ
ラウザによる閲覧、データのダウンロードが可能です。

ブタcDNA(EST)情報
(PEDE)

4,141,059
家畜ゲノム研究ユ
ニット

ブタ各種臓器の完全長cDNAライブラリー(発現している遺伝子を収集したもの)
を構築し、それらを用いて解読した発現遺伝子の断片16万個以上、また全長
cDNA配列1万個以上について、ヒト、マウス、ウシ、イヌなど他の動物種の遺
伝子との相同性検索を行うことで、遺伝子の機能について明らかにした結果な
ど、ブタの総合的な発現遺伝子情報を提供するシステムです。

ブタのDNAマーカー情
報
(Swine Marker 
Viewer)

5,361
家畜ゲノム研究ユ
ニット

マイクロサテライトマーカーなどのブタゲノム上に存在するDNA多型マーカー
について、そのPCR増幅のためのプライマーやマーカーの位置情報について提
供しています。連鎖地図、及び放射線雑種細胞パネルで作製された地図(RH
マップ)の情報にもリンクしています。

比較ゲノムデータベー
ス
(SALAD)

650,650
植物生産生理機能
研究ユニット

比較ゲノムデータベースは、主要作物であるイネ、実験植物であるシロイヌナ
ズナ、比較対照の紅藻の３種類の植物について全ゲノム情報を整理整頓しまし
た。そして、ユーザーが一目で判断できるように、タンパク質の違いを色違い
でビジュアル的に簡単に分かるように表示しました。

オオムギ完全長cDNA
データベース
(BEX-DB)

2,555,370
作物ゲノム研究ユ
ニット

農水プロから得られた、栽培オオムギの24,783の完全長cDNAの配列を、キー
ワード検索・個々の配列のアノテーション等を付加して公開しています。

ダイズゲノム物理・連
鎖地図データベース
(DaizuBase)

392,910
ダイズゲノム育種
研究ユニット

国産ダイズゲノム(品種名：エンレイ)の解析のため作製した、BACライブラ
リーの10万クローンの末端塩基配列解読を行ないました。これらを米国で解読
された Williams82 genome assebly上にマッピングを行い、ダイズゲノムの
91％をカバーするBAC物理地図を作製しました。この地図情報と、さらにDNA
マーカーを連鎖地図上に表示し、それぞれDNAマーカー、BAC末端塩基配列をダ
ウンロード可能としました。今後は他の国産品種のゲノム情報などを充実さ
せ、国産品種間でのSNPマーカーなどをユーザーに提供します。

生体内分子の三次元構
造データベース
(3DMET)

46,882
生体分子研究ユ
ニット

生体内の物質は多数のキラル中心を持つため、絶対配置の正しい構造を集める
ことは重要です。これまで種々の構造コンバータにより生体内低分子物質の構
造を三次元化してきており、その結果自動的には変換不可能な構造が多数ある
ことが判明していました。このデータベースはマニュアル入力・修正による構
造作成を行っており、自動的に作成できなかった天然物質構造の収録を進めて
公開しています。

イネいもち病菌EST
データベース
(MgNEST-DB)

*
ゲノムインフォマ
ティックスユニッ
ト

イネいもち病菌cDNAクローン18,821を作製し、それらのクローンの両端から数
百塩基の配列を決定し、読み取った約3万5千のEST配列情報をデータベース化
しました。公開したデータベースには、解読したEST配列のほか、コンピュー
ター解析により得られた遺伝子の構造や機能に関する情報が格納されていま
す。また、このデータベースは遺伝子の名前や機能に関連するキーワードで検
索ができ、検索結果を分かりやすく表示できるブラウザを備えています。

イネ白葉枯病菌ゲノム
データベース
(Xanthobase)

540,848
植物・微生物間相
互作用研究ユニッ
ト

農業生物資源研究所でゲノム解析を行ったイネの重要な細菌病、イネ白葉枯病
の病原細菌(Xanthomonas oryzae pv.oryzae )のゲノムデータベースです。ゲノ
ム解読菌は、本所微生物ジーンバンク保存のMAFF311018(レースＩ)株です。ゲ
ノムの概要、ORF、BLAST検索、他のXanthomonas 属細菌との比較解析等があり
ます。

* は運用停止中

その他

家畜ゲノム
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平成27年度に係る業務実績報告書

付 表

農林水産大臣による農業生物資源研究所の

平成２６年度に係る業務実績評価結果の

対応状況





評
価

結
果

（
指

摘
事

項
等

の
抜

粋
）

生
物

研
の

対
応

＜
今

後
の

課
題

＞

不
適

正
な

経
理

処
理

事
案

に
つ

い
て

は
、

検
収

体
制

の
強

化
な

ど
再

発
防

止
策

に
取

り
組

ん
で

い
る

と
こ

ろ
で

あ
る

が
、

二
度

と
こ

の
よ

う
な

こ
と

を
起

こ
さ

な
い

よ
う

今
後

の
確

実
な

取
組

を
求

め
る

。

※
第

８
－

３
に

て
回

答

ま
た

、
引

き
続

き
１

者
応

札
や

競
争

性
の

な
い

随
意

契
約

の
解

消
、

複
数

年
契

約
の

実
施

な
ど

に
取

り
組

む
こ

と
に

よ
り

、
さ

ら
な

る
経

費
の

節
減

に
努

め
る

こ
と

を
求

め
る

。

2
8
年

度
よ

り
つ

く
ば

内
の

４
法

人
統

合
に

よ
り

新
法

人
へ

移
行

す
る

こ
と

と
な

る
が

、
引

き
続

き
１

者
応

札
や

競
争

性
の

な
い

随
意

契
約

の
解

消
、

複
数

年
契

約
の

実
施

な
ど

に
取

り
組

む
こ

と
に

よ
り

、
さ

ら
な

る
経

費
の

節
減

に
努

め
て

ま
い

り
た

い
。

＜
審

議
会

の
意

見
＞

不
適

正
な

経
理

処
理

が
見

ら
れ

、
評

定
C

 は
妥

当
と

考
え

る
。

※
第

８
－

３
に

て
回

答

＜
今

後
の

課
題

＞

今
後

は
成

果
の

創
出

に
と

ど
ま

ら
ず

、
研

究
成

果
の

社
会

還
元

が
よ

り
強

く
求

め
ら

れ
る

。

現
場

の
問

題
を

解
決

し
う

る
成

果
が

創
出

さ
れ

る
よ

う
、

評
価

・
点

検
体

制
の

改
善

を
求

め
る

。

研
究

職
員

の
業

績
評

価
シ

ス
テ

ム
に

つ
い

て
、

期
首

・
期

末
面

談
に

基
づ

く
職

員
個

別
の

目
標

設
定

と
評

価
は

、
職

員
レ

ベ
ル

で
の

自
律

的
成

長
を

促
す

環
境

を
醸

成
し

て
い

る
。

法
人

統
合

に
向

け
た

新
た

な
職

員
業

績
評

価
シ

ス
テ

ム
の

構
築

に
お

い
て

は
、

こ
れ

ま
で

の
経

験
を

踏
ま

え
た

有
益

な
助

言
を

期
待

す
る

。

＜
今

後
の

課
題

＞

統
合

後
の

体
制

に
お

い
て

は
、

研
究

施
設

・
機

械
の

有
効

活
用

や
集

約
化

等
に

よ
る

維
持

管
理

費
の

一
層

の
抑

制
を

期
待

す
る

。

統
合

後
に

お
い

て
も

法
人

予
算

に
つ

い
て

は
厳

し
い

状
況

が
続

く
こ

と
が

想
定

さ
れ

て
お

り
、

研
究

開
発

成
果

の
最

大
化

を
図

る
た

め
に

は
研

究
資

金
を

確
保

す
る

こ
と

が
重

要
と

な
る

。
新

法
人

に
お

い
て

は
、

統
合

メ
リ

ッ
ト

を
活

か
し

、
維

持
管

理
経

費
の

一
層

の
節

減
に

取
り

組
ん

で
ま

い
り

た
い

。

ま
た

、
農

林
水

産
研

究
基

本
計

画
（
農

林
水

産
省

農
林

水
産

技
術

会
議

事
務

局
平

成
2
7
年

3
月

）
に

お
い

て
は

、
都

道
府

県
の

農
業

革
新

支
援

専
門

員
等

の
現

場
関

係
者

と
密

に
情

報
・
意

見
交

換
を

行
い

、
ニ

ー
ズ

の
把

握
や

課
題

抽
出

に
取

り
組

む
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
タ

ー
や

産
学

官
連

携
を

推
進

す
る

専
任

の
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
の

配
置

を
求

め
て

い
る

と
こ

ろ
で

あ
る

。

統
合

を
予

定
し

て
い

る
法

人
と

連
携

の
上

、
こ

れ
ら

人
材

の
確

保
・
育

成
に

向
け

た
取

り
組

み
を

求
め

る
。

法
人

統
合

に
向

け
て

、
検

討
・
議

論
を

進
め

て
き

た
と

こ
ろ

で
あ

る
が

、
特

に
グ

ル
ー

プ
ウ

ェ
ア

を
活

用
し

た
電

子
申

請
シ

ス
テ

ム
化

に
つ

い
て

は
、

引
き

続
き

ア
ピ

ー
ル

し
て

い
き

た
い

と
考

え
て

い
る

。

農
林

水
産

大
臣

に
よ

る
平

成
2
6
年

度
に

係
る

業
務

実
績

評
価

結
果

の
対

応
状

況

区
　

　
　

分

第
１

　
業

務
運

営
の

効
率

化
に

関
す

る
目

標
を

達
成

す
る

た
め

と
る

べ
き

措
置

１
－

１
　

経
費

の
削

減

１
－

２
　

評
価

・
点

検
の

実
施

と
反

映

１
－

３
　

研
究

資
源

の
効

率
的

利
用

及
び

充
実

・
高

度
化

法
人

評
価

・
職

員
評

価
と

も
、

評
価

者
コ

メ
ン

ト
等

を
踏

ま
え

て
、

随
時

に
制

度
・
運

用
の

改
善

を
行

っ
て

き
た

と
こ

ろ
で

あ
る

。
引

き
続

き
、

評
価

者
お

よ
び

被
評

価
者

の
評

価
へ

の
負

担
を

考
慮

し
つ

つ
、

適
切

な
評

価
が

行
え

る
体

制
・
制

度
を

構
築

し
て

ま
い

り
た

い
。

農
林

水
産

技
術

会
議

事
務

局
が

平
成

2
8
年

2
月

に
改

正
し

た
「
農

林
水

産
研

究
に

お
け

る
人

材
育

成
プ

ロ
グ

ラ
ム

」
で

も
科

学
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
タ

ー
や

産
学

官
連

携
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
の

育
成

が
求

め
ら

れ
て

い
る

。
統

合
法

人
で

は
、

こ
の

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

踏
ま

え
て

法
人

の
人

材
育

成
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
策

定
・
実

行
す

る
こ

と
と

な
る

が
、

法
人

統
合

に
向

け
た

検
討

の
場

に
お

い
て

も
、

し
っ

か
り

と
議

論
し

て
ま

い
り

た
い

。
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評
価

結
果

（
指

摘
事

項
等

の
抜

粋
）

生
物

研
の

対
応

区
　

　
　

分

＜
今

後
の

課
題

＞

法
人

統
合

に
向

け
て

は
、

こ
れ

ま
で

取
り

組
ん

だ
業

務
の

共
通

性
の

洗
い

出
し

を
踏

ま
え

、
シ

ス
テ

ム
・
体

制
の

円
滑

な
統

合
に

向
け

た
検

討
を

求
め

る
。

研
究

支
援

に
か

か
る

検
討

部
会

を
設

置
し

、
各

部
会

の
下

に
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

を
設

置
し

て
、

そ
れ

ぞ
れ

専
門

的
な

検
討

を
行

う
と

と
も

に
、

円
滑

な
統

合
に

向
け

た
検

討
を

行
っ

て
い

る
と

こ
ろ

で
あ

る
。

＜
今

後
の

課
題

＞

既
に

「
作

物
ゲ

ノ
ム

育
種

研
究

セ
ン

タ
ー

」
の

設
立

等
、

基
礎

か
ら

応
用

ま
で

一
貫

し
た

研
究

体
制

の
構

築
が

進
ん

で
い

る
が

、
統

合
後

の
着

実
な

推
進

に
向

け
た

検
討

を
求

め
る

。

作
物

ゲ
ノ

ム
育

種
セ

ン
タ

ー
で

は
、

初
年

度
で

あ
る

2
6
年

度
は

イ
ネ

を
対

象
と

し
て

い
た

が
、

2
7
年

度
は

対
象

作
物

に
大

豆
、

麦
類

な
ど

を
追

加
し

、
取

り
組

み
の

強
化

に
努

め
て

い
る

と
こ

ろ
で

あ
る

。
統

合
法

人
に

お
い

て
も

、
都

道
府

県
と

の
連

携
強

化
等

に
よ

り
品

種
開

発
を

さ
ら

に
加

速
し

、
攻

め
の

農
林

水
産

業
の

実
現

に
品

種
開

発
の

面
か

ら
大

い
に

貢
献

し
て

い
き

た
い

と
考

え
て

い
る

。

＜
今

後
の

課
題

＞

統
合

後
の

新
法

人
に

お
い

て
も

、
生

命
科

学
分

野
で

の
国

際
的

な
イ

ニ
シ

ア
チ

ブ
確

保
に

向
け

て
、

今
後

も
取

組
を

期
待

す
る

。

＜
審

議
会

の
意

見
＞

国
際

的
な

活
動

を
期

待
す

る
。

２
－

１
　

試
験

及
び

研
究

並
び

に
調

査
（
別

紙
の

と
お

り
）

＜
今

後
の

課
題

＞

行
政

部
局

と
密

接
に

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
を

と
っ

た
上

で
、

行
政

ニ
ー

ズ
に

対
応

し
た

成
果

が
創

出
さ

れ
る

よ
う

、
今

後
の

研
究

に
取

り
組

ん
で

欲
し

い
。

＜
審

議
会

の
意

見
＞

生
物

研
が

開
催

し
た

各
種

会
議

で
行

政
部

局
か

ら
の

参
加

者
と

の
意

見
交

換
を

行
い

、
研

究
計

画
に

反
映

し
て

い
る

。

こ
の

よ
う

に
、

着
実

に
取

組
を

実
施

し
て

い
る

。

１
－

５
　

産
学

官
連

携
、

協
力

の
促

進
・
強

化

１
－

６
　

海
外

機
関

及
び

国
際

機
関

等
と

の
連

携
の

促
進

・
強

化

第
２

　
国

民
に

対
し

て
提

供
す

る
サ

ー
ビ

ス
そ

の
他

の
業

務
の

質
の

向
上

に
関

す
る

目
標

を
達

成
す

る
た

め
と

る
べ

き
措

置

２
－

２
　

行
政

部
局

と
の

連
携

の
強

化

１
－

４
　

研
究

支
援

部
門

の
効

率
化

及
び

充
実

・
高

度
化

行
政

部
局

と
の

連
携

を
強

化
す

る
こ

と
に

よ
り

、
行

政
ニ

ー
ズ

や
国

際
的

な
研

究
動

向
に

つ
い

て
迅

速
に

把
握

で
き

る
も

の
と

考
え

て
い

る
。

ま
た

、
法

人
統

合
に

向
け

た
準

備
に

関
し

て
は

、
技

術
会

議
と

連
携

を
図

り
、

円
滑

に
統

合
で

き
る

よ
う

業
務

を
推

進
し

て
き

た
と

こ
ろ

で
あ

る
。

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
醸

成
の

観
点

か
ら

も
、

引
き

続
き

行
政

部
局

と
密

接
に

連
携

し
て

い
く
こ

と
に

留
意

し
て

ま
い

り
た

い
。

イ
ネ

等
農

業
生

物
の

ゲ
ノ

ム
研

究
に

お
い

て
は

、
国

際
コ

ン
ソ

ー
シ

ア
ム

に
参

画
し

、
積

極
的

に
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

を
発

揮
し

大
き

な
成

果
を

あ
げ

、
生

物
研

の
プ

レ
ゼ

ン
ス

を
世

界
に

示
し

て
き

た
と

こ
ろ

で
あ

る
。

統
合

法
人

に
お

い
て

は
、

新
た

に
設

置
さ

れ
る

国
際

対
応

担
当

部
署

と
と

も
に

戦
略

的
に

取
り

組
み

を
進

め
る

こ
と

と
し

、
我

が
国

最
大

の
農

業
研

究
機

関
と

し
て

国
際

的
な

イ
ニ

シ
ア

チ
ブ

を
確

保
す

る
よ

う
努

め
て

ま
い

り
た

い
。
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評
価

結
果

（
指

摘
事

項
等

の
抜

粋
）

生
物

研
の

対
応

区
　

　
　

分

論
文

の
公

表
に

つ
い

て
は

、
平

成
2
6
 年

度
は

2
8
4
報

を
公

表
し

て
お

り
、

年
間

目
標

値
に

対
し

て
9
7
％

の
達

成
率

で
あ

る
。

研
究

成
果

の
発

表
に

は
ラ

イ
フ

サ
イ

ク
ル

が
あ

る
の

で
、

中
期

計
画

の
半

ば
過

ぎ
で

あ
る

４
年

目
の

発
表

数
が

少
な

く
な

っ
て

い
る

と
推

察
す

る
。

2
7
年

度
（
最

終
年

度
）
も

同
程

度
の

ペ
ー

ス
で

発
表

数
を

重
ね

て
い

る
が

、
最

終
的

に
は

中
期

計
画

の
目

標
を

達
成

で
き

る
と

見
込

ん
で

い
る

。

国
内

特
許

に
つ

い
て

は
、

平
成

2
6
年

度
は

国
内

出
願

2
5
件

で
年

間
目

標
値

を
下

回
っ

て
い

る
が

、
実

施
許

諾
数

は
、

4
7
件

と
目

標
値

を
達

成
し

て
お

り
、

知
財

戦
略

に
基

づ
く
特

許
出

願
が

行
わ

れ
て

い
る

と
考

え
ら

れ
る

。

特
許

等
の

出
願

を
検

討
す

る
に

あ
た

っ
て

は
、

知
的

財
産

デ
ィ

レ
ク

タ
ー

や
弁

理
士

資
格

を
保

有
し

た
職

員
な

ど
を

通
じ

て
、

発
明

者
に

対
し

て
助

言
や

相
談

な
ど

を
行

い
、

そ
の

際
、

実
施

許
諾

の
可

能
性

や
研

究
推

進
上

の
必

要
性

等
を

勘
案

し
、

海
外

へ
の

出
願

や
許

諾
を

含
め

て
特

許
の

戦
略

的
出

願
等

を
進

め
て

い
る

。

＜
今

後
の

課
題

＞

生
物

研
の

有
す

る
知

的
財

産
が

民
間

を
含

め
広

く
活

用
さ

れ
る

よ
う

、
よ

り
積

極
的

な
情

報
発

信
を

期
待

す
る

。

生
物

研
ウ

ェ
ブ

サ
イ

ト
に

「
生

物
研

イ
チ

オ
シ

特
許

」
を

掲
載

し
、

広
く
国

民
に

向
け

て
生

物
研

の
特

許
情

報
を

発
信

し
て

い
る

。
ま

た
、

ア
グ

リ
ビ

ジ
ネ

ス
創

出
フ

ェ
ア

な
ど

の
展

示
会

を
活

用
し

、
「
生

物
研

イ
チ

オ
シ

特
許

ト
ッ

プ
1
0
」
の

ビ
ラ

を
作

成
、

配
布

し
た

ほ
か

、
種

苗
企

業
の

知
財

部
署

に
生

物
研

の
特

許
情

報
を

定
期

的
に

送
付

す
る

等
、

積
極

的
な

情
報

発
信

を
行

っ
て

い
る

。
今

後
も

引
き

続
き

、
こ

の
よ

う
な

活
動

を
展

開
す

る
と

と
も

に
、

よ
り

効
果

的
な

情
報

発
信

活
動

に
つ

い
て

検
討

を
進

め
て

ま
い

り
た

い
。

＜
審

議
会

の
意

見
＞

研
究

情
報

の
発

信
、

遺
伝

子
組

換
え

の
情

報
発

信
と

パ
ブ

リ
ッ

ク
ア

ク
セ

プ
タ

ン
ス

の
構

築
、

各
種

展
示

会
の

開
催

、
デ

ー
タ

ー
ベ

ー
ス

の
整

備
と

ア
ク

セ
ス

数
、

研
究

成
果

・
論

文
の

公
表

数
と

イ
ン

パ
ク

ト
フ

ァ
ク

タ
ー

の
数

値
目

標
、

特
許

関
係

の
数

値
目

標
な

ど
、

そ
の

達
成

度
は

順
調

か
つ

着
実

で
あ

る
。

中
期

計
画

及
び

年
度

計
画

に
沿

っ
て

業
務

を
推

進
し

て
い

る
と

こ
ろ

で
あ

り
、

引
き

続
き

適
切

に
対

応
し

て
ま

い
り

た
い

。

＜
今

後
の

課
題

＞

生
物

研
の

有
す

る
生

命
科

学
に

関
す

る
専

門
知

識
を

活
か

し
、

公
設

試
の

技
術

向
上

等
の

社
会

貢
献

を
今

後
も

期
待

す
る

。

2
6
年

度
に

設
立

し
た

作
物

ゲ
ノ

ム
育

種
研

究
セ

ン
タ

ー
に

お
い

て
は

、
公

設
試

で
行

う
Ｄ

Ｎ
Ａ

マ
ー

カ
ー

育
種

を
支

援
す

る
シ

ス
テ

ム
を

構
築

し
、

作
物

育
種

技
術

向
上

に
貢

献
し

て
き

た
と

こ
ろ

で
あ

る
。

引
き

続
き

、
公

設
試

な
ど

の
ニ

ー
ズ

を
把

握
す

る
と

と
も

に
、

連
携

、
協

力
を

進
め

て
、

公
設

試
等

を
通

じ
た

社
会

貢
献

に
努

め
て

,ま
い

り
た

い
。

＜
審

議
会

の
意

見
＞

依
頼

分
析

に
関

し
て

依
頼

者
の

利
便

性
を

高
め

る
た

め
の

規
定

改
正

の
実

施
、

農
林

水
産

省
筑

波
農

林
研

究
交

流
セ

ン
タ

ー
と

共
催

の
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

や
講

習
会

の
開

催
、

人
材

育
成

の
た

め
の

外
来

研
究

員
や

講
習

生
、

連
携

大
学

院
生

や
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
の

受
入

な
ど

、
中

期
目

標
・
計

画
達

成
に

向
け

て
着

実
に

取
り

組
ん

で
い

る
。

中
期

計
画

及
び

年
度

計
画

に
沿

っ
て

業
務

を
推

進
し

て
い

る
と

こ
ろ

で
あ

り
、

引
き

続
き

適
切

に
対

応
し

て
ま

い
り

た
い

。

２
－

３
　

研
究

成
果

の
公

表
、

普
及

の
促

進

２
－

４
　

専
門

分
野

を
活

か
し

た
そ

の
他

の
社

会
貢

献

3



評
価

結
果

（
指

摘
事

項
等

の
抜

粋
）

生
物

研
の

対
応

区
　

　
　

分

＜
審

議
会

の
意

見
＞

予
算

に
関

し
て

は
、

運
営

交
付

金
の

削
減

が
あ

る
も

の
の

、
そ

れ
に

対
応

し
た

研
究

資
金

の
重

点
化

や
効

率
化

に
留

意
し

て
配

分
・
執

行
し

て
い

る
。

ま
た

、
知

的
財

産
収

入
の

増
加

、
放

射
線

育
種

場
の

寄
宿

舎
跡

地
の

土
地

、
構

築
物

の
国

庫
納

付
の

完
了

な
ど

、
適

切
に

運
営

さ
れ

て
い

る
。

(該
当

な
し

）
（
該

当
な

し
）

不
要

財
産

の
処

分
に

つ
い

て
は

、
放

射
線

育
種

場
寄

宿
舎

跡
地

に
係

る
不

要
財

産
を

国
庫

納
付

す
る

と
と

も
に

、
こ

れ
に

伴
う

資
本

金
減

少
に

係
る

変
更

登
記

の
手

続
き

を
行

い
、

適
切

に
処

理
し

て
い

る
。 (該

当
な

し
）

（
該

当
な

し
）

(該
当

な
し

）
（
該

当
な

し
）

バ
イ

オ
プ

ラ
ン

ト
リ

サ
ー

チ
セ

ン
タ

ー
空

調
設

備
改

修
工

事
は

計
画

ど
お

り
竣

工
し

て
い

る
。

平
成

2
4
年

度
補

正
予

算
で

交
付

決
定

さ
れ

繰
越

し
た

植
物

遺
伝

資
源

供
給

セ
ン

タ
ー

の
整

備
に

つ
い

て
は

、
工

期
の

延
長

が
発

生
し

た
も

の
の

平
成

2
7
年

1
月

に
竣

工
し

、
そ

れ
ぞ

れ
業

務
に

供
し

て
い

る
。

第
４

　
短

期
借

入
金

の
限

度
額

第
６

　
重

要
な

財
産

を
譲

渡
し

、
又

は
担

保
に

供
し

よ
う

と
す

る
と

き
は

、
そ

の
計

画

第
７

　
剰

余
金

の
使

途

第
５

　
不

要
財

産
又

は
不

要
財

産
と

な
る

こ
と

が
見

込
ま

れ
る

財
産

が
あ

る
場

合
に

は
、

当
該

財
産

の
処

分
に

関
す

る
計

画

第
３

　
予

算
（
人

件
費

の
見

積
り

を
含

む
。

）
、

収
支

計
画

及
び

資
金

計
画

第
８

　
そ

の
他

農
林

水
産

省
令

で
定

め
る

業
務

運
営

に
関

す
る

事
項

等

８
－

１
　

施
設

及
び

設
備

に
関

す
る

計
画

中
期

計
画

及
び

年
度

計
画

に
沿

っ
て

業
務

を
推

進
し

て
い

る
と

こ
ろ

で
あ

り
、

引
き

続
き

適
切

に
対

応
し

て
ま

い
り

た
い

。

中
期

計
画

や
年

度
計

画
、

及
び

施
設

整
備

計
画

（
マ

ス
タ

ー
プ

ラ
ン

）
に

沿
っ

て
業

務
を

推
進

し
て

い
る

と
こ

ろ
で

あ
り

、
引

き
続

き
適

切
に

対
応

し
て

ま
い

り
た

い
。

4



評
価

結
果

（
指

摘
事

項
等

の
抜

粋
）

生
物

研
の

対
応

区
　

　
　

分

＜
今

後
の

課
題

＞

引
き

続
き

、
多

様
な

雇
用

形
態

に
よ

る
人

材
確

保
や

、
女

性
研

究
員

の
採

用
、

登
用

に
つ

い
て

期
待

す
る

。

＜
審

議
会

の
意

見
＞

女
性

研
究

者
の

活
用

、
雇

用
環

境
の

整
備

に
関

し
て

努
力

が
認

め
ら

れ
る

。

平
成

2
6
年

度
中

に
D

N
A

 合
成

製
品

等
の

取
引

に
お

け
る

不
適

正
な

経
理

処
理

事
案

が
発

覚
し

て
い

る
。

法
人

の
内

部
統

制
や

監
事

監
査

が
十

分
に

機
能

し
て

い
る

と
は

言
い

難
く
、

ま
た

、
研

究
職

員
の

コ
ン

プ
ラ

イ
ア

ン
ス

意
識

も
総

じ
て

低
い

。

厳
し

く
評

価
せ

ざ
る

を
得

な
い

。

以
上

の
こ

と
か

ら
、

評
定

を
C

と
す

る
。

＜
今

後
の

課
題

＞

再
発

防
止

策
を

策
定

し
、

実
施

し
て

い
る

と
こ

ろ
で

あ
る

が
、

二
度

と
こ

の
よ

う
な

こ
と

を
起

こ
さ

ぬ
よ

う
今

後
の

確
実

な
取

組
を

求
め

る
と

と
も

に
、

内
部

統
制

及
び

監
事

監
査

機
能

の
強

化
と

、
役

職
員

の
コ

ン
プ

ラ
イ

ア
ン

ス
意

識
の

向
上

を
図

る
た

め
の

具
体

的
な

対
策

の
策

定
と

実
施

を
強

く
求

め
る

。

＜
審

議
会

の
意

見
＞

過
年

度
の

植
物

防
疫

法
違

反
事

案
に

加
え

、
2
6
年

度
さ

ら
に

不
適

正
な

経
理

処
理

事
案

の
発

覚
な

ど
、

不
祥

事
案

件
が

発
生

し
た

こ
と

は
極

め
て

残
念

で
あ

る
が

、
早

期
の

全
容

解
明

と
原

因
分

析
、

及
び

内
部

統
制

強
化

策
を

早
期

に
実

行
さ

れ
た

い
。

植
物

防
疫

法
に

基
づ

く
輸

入
時

の
検

査
を

受
け

ず
に

種
子

を
輸

入
し

た
事

案
の

再
発

防
止

に
つ

い
て

は
、

農
水

省
所

管
の

法
人

と
し

て
徹

底
し

て
い

た
だ

き
た

い
。

８
－

３
　

法
令

遵
守

な
ど

内
部

統
制

の
充

実
・
強

化

不
適

正
な

経
理

処
理

事
案

に
つ

い
て

は
、

平
成

2
6
年

1
2
月

1
9
日

の
中

間
報

告
以

降
、

再
発

防
止

策
に

基
づ

い
て

、
検

収
部

門
の

組
織

的
な

体
制

強
化

や
意

識
改

革
の

た
め

の
研

修
会

の
実

施
等

、
適

切
に

対
応

し
て

い
る

と
こ

ろ
で

あ
る

。
新

規
採

用
者

や
異

動
者

に
つ

い
て

は
、

着
任

後
す

ぐ
に

当
該

研
修

を
受

講
さ

せ
る

こ
と

と
し

て
お

り
、

受
講

す
る

こ
と

を
研

究
費

使
用

に
必

要
と

な
る

会
計

シ
ス

テ
ム

ＩＤ
の

付
与

の
条

件
と

し
た

。
ま

た
、

研
究

費
の

適
正

な
取

扱
い

を
図

る
こ

と
を

目
的

と
し

て
、

新
た

に
研

究
費

の
運

営
・
管

理
規

程
や

研
究

費
の

使
用

に
関

す
る

行
動

規
範

も
制

定
し

た
と

こ
ろ

で
あ

り
、

役
職

員
へ

の
周

知
・
徹

底
に

努
め

て
い

る
と

こ
ろ

で
あ

る
。

研
究

者
目

線
か

ら
の

再
発

防
止

策
と

し
て

は
、

D
N

A
合

成
製

品
に

係
る

単
価

契
約

の
対

象
拡

大
等

を
行

っ
て

お
り

、
引

き
続

き
、

研
究

進
捗

に
影

響
を

与
え

な
い

よ
う

な
取

り
組

み
を

行
っ

て
ま

い
り

た
い

。
な

お
、

中
間

報
告

以
降

、
引

き
続

き
全

容
解

明
に

向
け

て
調

査
を

継
続

し
、

そ
の

全
容

が
ま

と
ま

っ
た

こ
と

か
ら

、
平

成
2
7
年

1
2
月

2
2
日

に
最

終
報

告
と

し
て

取
り

ま
と

め
、

公
表

し
た

。
今

回
の

事
案

の
発

生
要

因
と

し
て

、
契

約
・
検

収
部

門
の

体
制

が
不

十
分

で
あ

っ
た

こ
と

や
、

内
部

監
査

が
不

十
分

で
あ

っ
た

こ
と

が
指

摘
さ

れ
て

お
り

、
法

人
組

織
全

体
の

課
題

と
捉

え
て

再
発

防
止

策
を

実
施

し
て

い
る

と
こ

ろ
で

あ
る

。
二

度
と

こ
の

よ
う

な
こ

と
が

起
こ

ら
な

い
よ

う
内

部
統

制
や

監
査

機
能

を
強

化
し

て
い

く
こ

と
と

併
せ

て
、

研
究

業
務

が
円

滑
に

進
む

よ
う

な
契

約
業

務
や

検
収

業
務

の
仕

組
み

作
り

に
つ

い
て

も
検

討
し

て
ま

い
り

た
い

。
ま

た
、

植
物

防
疫

法
違

反
事

案
に

対
す

る
再

発
防

止
策

と
し

て
は

、
2
6
年

度
の

安
全

管
理

・
防

災
講

習
に

お
い

て
概

要
を

説
明

し
、

そ
の

後
生

物
材

料
等

の
輸

入
に

つ
い

て
は

搬
入

計
画

書
及

び
搬

入
報

告
書

の
提

出
を

義
務

づ
け

る
こ

と
に

よ
り

、
確

認
を

行
っ

て
い

る
と

こ
ろ

で
あ

る
。

８
－

２
　

人
事

に
関

す
る

計
画

雇
用

形
態

の
多

様
化

を
踏

ま
え

た
人

材
確

保
の

た
め

、
平

成
2
7
年

4
月

か
ら

新
た

な
採

用
方

式
と

し
て

、
「
テ

ニ
ュ

ア
・
ト

ラ
ッ

ク
制

若
手

任
期

付
研

究
員

選
考

採
用

」
を

導
入

し
た

。
ま

た
、

ク
ロ

ス
ア

ポ
イ

ン
ト

メ
ン

ト
制

度
の

導
入

を
検

討
し

て
い

る
と

こ
ろ

で
あ

り
、

「
ク

ロ
ス

ア
ポ

イ
ン

ト
メ

ン
ト

規
程

」
を

整
備

す
べ

く
理

事
会

に
諮

っ
た

と
こ

ろ
で

あ
る

。
女

性
研

究
員

の
採

用
・
登

用
に

つ
い

て
も

、
次

世
代

育
成

支
援

対
策

と
あ

わ
せ

た
取

り
組

み
を

実
践

し
て

い
る

と
こ

ろ
で

あ
り

、
引

き
続

き
環

境
整

備
と

着
実

な
実

行
に

努
め

て
ま

い
り

た
い

。

5



評
価

結
果

（
指

摘
事

項
等

の
抜

粋
）

生
物

研
の

対
応

区
　

　
　

分

８
－

４
　

環
境

対
策

・
安

全
管

理
の

推
進

職
場

環
境

の
安

全
対

策
と

安
全

衛
生

に
関

す
る

職
員

の
教

育
・
訓

練
、

グ
ル

ー
プ

ウ
ェ

ア
へ

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

使
用

実
績

掲
載

に
よ

る
省

エ
ネ

意
識

の
醸

成
、

グ
リ

ー
ン

調
達

推
進

体
制

の
推

進
等

、
中

長
期

目
標

に
対

し
て

着
実

な
取

り
組

み
が

行
わ

れ
て

お
り

、
評

定
を

B
 と

す
る

。

中
期

計
画

及
び

年
度

計
画

に
沿

っ
て

業
務

を
推

進
し

て
い

る
と

こ
ろ

で
あ

り
、

引
き

続
き

適
切

に
対

応
し

て
ま

い
り

た
い

。

８
－

５
　

積
立

金
の

処
分

に
関

す
る

事
項

前
中

期
目

標
期

間
繰

越
積

立
金

に
つ

い
て

は
、

会
計

基
準

や
中

期
目

標
等

に
基

づ
き

、
前

中
期

目
標

期
間

ま
で

に
自

己
財

源
で

購
入

し
た

有
形

固
定

資
産

の
減

価
償

却
費

等
に

充
当

し
て

お
り

、
適

切
に

処
理

し
て

い
る

。

中
期

計
画

及
び

年
度

計
画

に
沿

っ
て

業
務

を
推

進
し

て
い

る
と

こ
ろ

で
あ

り
、

引
き

続
き

適
切

に
対

応
し

て
ま

い
り

た
い

。
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評
価

結
果

（
指

摘
事

項
等

の
抜

粋
）

生
物

研
の

対
応

－

＜
今

後
の

課
題

＞
法

人
統

合
に

伴
い

、
遺

伝
資

源
の

管
理

と
遺

伝
資

源
情

報
の

高
度

化
等

に
必

要
な

研
究

開
発

を
よ

り
一

体
的

に
推

進
し

、
研

究
基

盤
と

し
て

の
ジ

－
ン

バ
ン

ク
事

業
を

充
実

さ
せ

る
。

＜
審

議
会

の
意

見
＞

ジ
ー

ン
バ

ン
ク

お
よ

び
D

N
A

 バ
ン

ク
事

業
は

順
調

に
進

展
し

て
い

る
。

ま
た

、
情

報
提

供
の

た
め

の
W

e
b 

サ
イ

ト
で

遺
伝

資
源

利
用

の
多

数
国

間
の

制
度

に
登

録
し

て
い

る
系

統
の

一
覧

表
示

や
ダ

ウ
ン

ロ
ー

ド
の

た
め

の
W

e
b 

シ
ス

テ
ム

の
構

築
や

英
語

サ
イ

ト
で

の
オ

ン
ラ

イ
ン

配
布

の
た

め
の

シ
ス

テ
ム

の
構

築
な

ど
は

高
く
評

価
で

き
る

。
さ

ら
に

、
海

外
と

の
共

同
研

究
の

強
化

な
ど

も
み

ら
れ

る
。

＜
今

後
の

課
題

＞

開
発

し
た

技
術

が
利

用
さ

れ
る

場
面

を
想

定
し

つ
つ

研
究

開
発

の
方

針
を

定
め

る
こ

と
。

特
に

農
業

生
物

の
バ

イ
オ

イ
ン

フ
ォ

マ
テ

ィ
ク

ス
研

究
や

D
N

A
 マ

ー
カ

ー
の

開
発

研
究

に
関

し
て

は
、

こ
の

研
究

分
野

の
成

果
の

活
用

を
拡

大
さ

せ
る

観
点

か
ら

、
公

設
試

等
で

の
利

用
が

普
及

す
る

よ
う

支
援

に
努

め
る

こ
と

。

＜
審

議
会

の
意

見
＞

イ
ネ

で
の

ゲ
ノ

ム
編

集
技

術
、

ダ
イ

ズ
で

の
ミ

ニ
コ

ア
コ

レ
ク

シ
ョ

ン
に

よ
る

ゲ
ノ

ム
ワ

イ
ド

関
連

解
析

、
発

現
遺

伝
子

解
析

か
ら

の
害

虫
ア

リ
防

除
薬

の
た

め
の

新
た

な
標

的
タ

ン
パ

ク
質

の
同

定
な

ど
、

顕
著

な
成

果
が

得
ら

れ
て

い
る

。

ま
た

、
D

N
A

 マ
ー

カ
ー

育
種

普
及

の
た

め
の

バ
ー

チ
ャ

ル
な

セ
ン

タ
ー

の
設

立
と

マ
ー

カ
ー

情
報

の
一

元
化

し
た

公
開

な
ど

も
高

く
評

価
で

き
る

。

D
N

A
 マ

ー
カ

ー
育

種
の

た
め

に
公

開
し

た
イ

ネ
、

ダ
イ

ズ
、

コ
ム

ギ
、

果
樹

、
野

菜
、

工
芸

作
物

、
飼

料
作

物
、

花
卉

に
お

い
て

、
こ

れ
ら

の
マ

ー
カ

ー
を

利
用

し
た

実
際

の
育

種
か

ら
ど

の
よ

う
な

品
種

が
育

成
さ

れ
る

か
を

追
跡

調
査

す
る

こ
と

が
重

要
で

あ
る

と
考

え
る

。

G
al

ax
y/

N
IA

S
 が

、
今

後
ど

の
程

度
使

用
さ

れ
て

い
く
か

を
調

査
す

る
こ

と
も

今
後

の
課

題
で

あ
る

よ
う

に
思

う
。

（
１

）
　

農
業

生
物

遺
伝

資
源

の
充

実
と

活
用

の
強

化

＜
今

後
の

課
題

＞
及

び
＜

審
議

会
の

意
見

＞
に

つ
い

て
新

法
人

に
お

い
て

、
ジ

ー
ン

バ
ン

ク
事

業
に

係
わ

る
企

画
部

門
を

強
化

し
、

遺
伝

資
源

の
管

理
と

研
究

開
発

を
よ

り
一

体
的

に
進

め
る

こ
と

を
検

討
す

る
。

ま
た

、
海

外
と

の
共

同
研

究
と

し
て

、
新

た
に

ミ
ャ

ン
マ

ー
と

ネ
パ

ー
ル

と
の

共
同

研
究

を
実

施
す

る
。

（
２

）
　

農
業

生
物

の
ゲ

ノ
ム

リ
ソ

ー
ス

・
情

報
基

盤
の

整
備

・
高

度
化

＜
今

後
の

課
題

＞
に

つ
い

て
研

究
の

目
的

設
定

に
際

し
て

現
場

の
ニ

ー
ズ

を
取

り
込

む
こ

と
が

重
要

で
あ

る
。

ブ
タ

ゲ
ノ

ム
育

種
研

究
に

お
い

て
は

、
国

内
で

育
種

を
実

施
し

て
い

る
公

設
機

関
、

J
A

全
農

、
民

間
育

種
会

社
な

ど
と

研
究

段
階

か
ら

解
析

材
料

の
提

供
な

ど
を

含
め

て
連

携
し

て
い

る
。

成
果

の
実

用
の

た
め

の
実

証
試

験
に

つ
い

て
も

課
題

化
す

る
な

ど
に

よ
り

普
及

を
支

援
し

た
い

。
作

物
ゲ

ノ
ム

研
究

に
お

い
て

は
、

昨
年

度
か

ら
バ

ー
チ

ャ
ル

な
組

織
で

あ
る

作
物

ゲ
ノ

ム
育

種
研

究
セ

ン
タ

ー
を

構
成

し
、

地
域

の
ニ

ー
ズ

に
着

実
に

応
え

る
ゲ

ノ
ム

育
種

技
術

を
構

築
す

る
努

力
を

行
っ

て
お

り
、

昨
年

イ
ネ

の
育

種
支

援
を

開
始

し
た

の
に

続
い

て
、

本
年

度
は

ダ
イ

ズ
、

オ
オ

ム
ギ

で
も

ゲ
ノ

ム
情

報
に

基
づ

く
マ

ー
カ

ー
の

設
定

等
に

よ
っ

て
育

種
支

援
を

行
っ

た
。

バ
イ

オ
イ

ン
フ

ォ
マ

テ
ィ

ク
ス

研
究

の
成

果
に

つ
い

て
も

公
設

試
等

で
の

利
用

促
進

に
向

け
た

努
力

が
重

要
で

あ
る

と
考

え
て

い
る

。
こ

の
た

め
、

今
年

度
も

公
設

試
の

研
究

者
等

を
対

象
に

し
た

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
を

開
催

し
、

イ
ン

フ
ォ

マ
テ

ィ
ク

ス
を

使
い

こ
な

す
ユ

ー
ザ

ー
の

育
成

を
目

指
し

た
。

ゲ
ノ

ム
情

報
が

十
分

と
は

言
え

ず
こ

れ
ら

の
恩

恵
に

浴
さ

な
い

コ
ム

ギ
の

塩
基

配
列

解
読

に
つ

い
て

は
、

高
精

度
参

照
配

列
の

早
期

作
成

に
向

け
て

、
引

き
続

き
解

析
を

進
め

る
。

ま
た

、
ゲ

ノ
ム

情
報

に
基

づ
い

た
D

N
A

マ
ー

カ
ー

開
発

や
新

規
解

析
手

法
の

実
用

化
を

図
る

。
＜

審
議

会
の

意
見

＞
に

つ
い

て
イ

ネ
の

ゲ
ノ

ム
編

集
技

術
の

開
発

で
は

順
調

に
進

ん
で

お
り

、
”
狙

っ
た

位
置

に
、

狙
っ

た
変

異
を

誘
起

し
、

跡
を

残
さ

な
い

”
技

術
が

、
効

率
を

上
昇

さ
せ

る
必

要
が

あ
る

も
の

の
、

実
現

し
て

い
る

。
今

後
は

イ
ネ

以
外

の
作

物
に

展
開

で
き

う
る

、
汎

用
性

の
高

い
技

術
開

発
が

研
究

拡
大

の
鍵

と
な

る
。

公
開

し
た

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

の
利

用
状

況
や

マ
ー

カ
ー

育
種

の
成

果
の

追
跡

調
査

に
つ

い
て

は
技

術
移

転
の

有
効

性
を

実
証

し
、

よ
り

よ
い

デ
ー

タ
公

開
の

方
法

論
を

考
え

る
上

で
重

要
で

あ
り

、
今

後
と

も
デ

ー
タ

公
開

と
セ

ッ
ト

で
実

施
す

べ
き

内
容

と
考

え
て

い
る

。
G

al
ax

y/
N

IA
S
の

利
用

状
況

は
ロ

グ
解

析
等

を
通

じ
て

把
握

し
て

お
り

、
今

後
ど

の
程

度
、

あ
る

い
は

ど
の

よ
う

に
利

用
さ

れ
る

か
を

把
握

、
解

析
し

て
今

後
の

運
用

や
開

発
に

活
用

す
る

予
定

で
あ

る
。

農
林

水
産

大
臣

に
よ

る
平

成
2
6
年

度
に

係
る

業
務

実
績

評
価

結
果

の
対

応
状

況
（
別

紙
）

区
　

　
　

分

第
２

－
１

　
試

験
及

び
研

究
並

び
に

調
査 １
．

　
画

期
的

な
農

作
物

や
家

畜
等

の
開

発
を

支
え

る
研

究
基

盤
の

整
備

7



評
価

結
果

（
指

摘
事

項
等

の
抜

粋
）

生
物

研
の

対
応

区
　

　
　

分

＜
今

後
の

課
題

＞

生
物

機
能

の
解

明
に

関
す

る
研

究
課

題
に

お
い

て
は

、
機

能
の

解
明

を
通

じ
て

開
発

し
た

技
術

が
利

用
さ

れ
る

場
面

を
想

定
し

つ
つ

、
必

要
な

研
究

開
発

の
方

針
を

定
め

る
こ

と
。

＜
審

議
会

の
意

見
＞

全
体

と
し

て
順

調
に

進
展

し
て

い
る

。

イ
ネ

の
玄

米
重

を
増

大
さ

せ
る

遺
伝

子
を

有
す

る
準

同
質

遺
伝

子
系

統
の

育
種

素
材

と
し

て
の

解
析

、
昆

虫
の

幼
若

ホ
ル

モ
ン

の
ス

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

シ
ス

テ
ム

を
利

用
し

て
単

離
さ

れ
た

化
合

物
、

ブ
タ

の
生

殖
細

胞
の

保
存

法
、

家
畜

の
繁

殖
制

御
技

術
に

つ
な

が
る

新
規

ニ
ュ

ー
ロ

キ
ニ

ン
作

動
薬

候
補

の
同

定
な

ど
の

成
果

や
技

術
が

今
後

、
実

用
化

さ
れ

る
こ

と
を

期
待

す
る

。

＜
今

後
の

課
題

＞

生
物

間
相

互
作

用
の

解
明

に
つ

い
て

は
、

多
く
の

研
究

成
果

の
記

載
が

な
さ

れ
て

お
り

、
コ

ラ
ー

ゲ
ン

ビ
ト

リ
ゲ

ル
の

研
究

課
題

な
ど

順
調

に
利

用
技

術
の

開
発

に
移

行
し

つ
つ

あ
る

課
題

も
あ

る
が

、
研

究
成

果
が

ど
の

よ
う

に
利

用
技

術
の

開
発

に
つ

な
が

る
か

不
明

確
な

も
の

が
見

受
け

ら
れ

る
。

今
後

も
継

続
す

る
研

究
課

題
に

つ
い

て
は

、
研

究
成

果
を

ど
の

よ
う

に
利

用
技

術
に

生
か

す
の

か
、

既
存

技
術

と
の

優
位

性
を

含
め

た
検

討
を

経
た

上
で

研
究

方
向

を
定

め
る

べ
き

。

＜
審

議
会

の
意

見
＞

イ
ネ

の
病

害
虫

抵
抗

性
誘

導
の

鍵
因

子
W

R
K
Y
4
5
 を

活
性

化
す

る
M

A
P

 キ
ナ

ー
ゼ

（
O

sM
A

P
K
6
）
の

チ
ロ

シ
ン

脱
リ

ン
酸

化
酵

素
遺

伝
子

を
ノ

ッ
ク

ダ
ウ

ン
す

る
こ

と
で

、
低

温
に

よ
る

い
も

ち
病

の
罹

病
率

を
1
/
1
0
0
 に

低
下

さ
せ

る
こ

と
を

示
し

た
意

義
は

大
き

い
。

ま
た

、
マ

メ
科

作
物

で
の

共
生

変
異

系
統

で
の

破
壊

遺
伝

子
の

網
羅

的
同

定
、

い
く
つ

か
の

害
虫

で
の

耐
虫

性
分

子
機

構
の

解
明

、
高

純
度

な
ブ

タ
腎

臓
由

来
マ

ク
ロ

フ
ァ

ー
ジ

の
耐

病
性

機
能

解
析

の
た

め
の

新
た

な
培

養
法

の
開

発
な

ど
、

研
究

課
題

は
順

調
に

進
展

し
て

い
る

。

（
２

）
　

農
作

物
や

家
畜

等
の

生
物

機
能

の
高

度
発

揮
に

向
け

た
生

物
間

相
互

作
用

の
解

明
と

利
用

技
術

の
開

発

＜
今

後
の

課
題

＞
及

び
＜

審
議

会
の

意
見

＞
に

つ
い

て
W

R
K
Y
4
5
の

活
用

に
よ

る
実

用
化

品
種

に
つ

い
て

は
飼

料
イ

ネ
で

の
実

用
化

を
目

指
し

、
現

在
、

プ
ロ

モ
ー

タ
ー

の
強

さ
ま

た
は

感
染

応
答

性
に

関
し

て
最

適
化

し
た

W
R

K
Y
4
5
発

現
コ

ン
ス

ト
ラ

ク
ト

を
飼

料
イ

ネ
品

種
に

導
入

し
た

系
統

の
う

ち
か

ら
最

良
系

統
の

選
抜

を
行

っ
て

い
る

。
ま

た
、

野
外

で
の

い
も

ち
病

抵
抗

性
検

定
を

、
い

も
ち

病
激

発
地

で
の

検
定

を
含

め
、

引
き

続
い

て
行

っ
て

い
く
予

定
で

あ
る

。
さ

ら
に

実
用

化
に

向
け

て
、

O
sM

A
P

K
6
に

変
異

が
入

っ
た

突
然

変
異

体
の

探
索

や
ゲ

ノ
ム

編
集

で
ノ

ッ
ク

ア
ウ

ト
す

る
実

験
も

進
め

て
い

る
。

ト
ビ

イ
ロ

ウ
ン

カ
抵

抗
性

遺
伝

子
B

P
H

2
6
に

つ
い

て
は

、
座

乗
す

る
染

色
体

が
異

な
る

別
の

抵
抗

性
遺

伝
子

の
同

定
を

進
め

て
お

り
、

今
後

は
そ

れ
ら

複
数

の
抵

抗
性

遺
伝

子
を

持
つ

抵
抗

性
が

崩
壊

し
な

い
品

種
育

成
を

進
め

て
い

く
予

定
で

あ
る

。
コ

ラ
ー

ゲ
ン

ビ
ト

リ
ゲ

ル
に

つ
い

て
は

、
再

生
医

療
、

動
物

実
験

代
替

法
、

創
薬

支
援

ツ
ー

ル
と

し
て

の
現

場
応

用
に

向
け

て
順

調
に

進
捗

し
て

お
り

、
特

に
、

再
生

医
療

に
つ

い
て

は
、

大
学

の
臨

床
部

門
や

製
薬

会
社

と
共

同
で

J
S
T
の

大
型

予
算

を
獲

得
し

て
実

用
化

を
加

速
し

て
い

る
。

２
．

　
農

業
生

物
に

飛
躍

的
な

機
能

向
上

を
も

た
ら

す
た

め
の

生
命

現
象

の
解

明
と

利
用

技
術

の
開

発

－

（
１

）
　

農
作

物
や

家
畜

等
の

生
産

性
向

上
に

資
す

る
生

物
機

能
の

解
明

＜
今

後
の

課
題

＞
及

び
＜

審
議

会
の

意
見

＞
に

つ
い

て
T
G

W
6
に

つ
い

て
は

、
玄

米
重

の
増

加
の

み
な

ら
ず

、
高

温
登

熟
性

に
優

れ
た

形
質

を
付

与
す

る
点

に
関

心
が

持
た

れ
て

お
り

、
外

部
の

育
種

機
関

と
共

同
で

新
品

種
の

開
発

に
向

け
た

準
備

を
進

め
て

い
る

。
他

に
も

有
望

な
遺

伝
子

を
見

出
し

て
お

り
、

今
後

も
実

用
化

に
向

け
て

の
取

り
組

み
を

強
化

し
て

い
く
所

存
で

あ
る

。
昆

虫
の

幼
若

ホ
ル

モ
ン

の
ス

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

系
を

利
用

し
て

単
離

し
た

制
御

剤
候

補
化

合
物

に
つ

い
て

は
、

今
後

類
縁

化
合

物
を

含
め

て
実

際
に

害
虫

個
体

に
効

果
が

あ
る

か
ど

う
か

を
調

査
し

、
農

薬
の

リ
ー

ド
化

合
物

と
し

て
有

望
な

物
質

に
つ

い
て

は
、

農
薬

メ
ー

カ
ー

と
の

共
同

で
実

用
化

を
図

る
。

新
規

ニ
ュ

ー
ロ

キ
ニ

ン
作

動
薬

に
つ

い
て

は
、

そ
の

投
与

法
も

含
め

て
検

討
を

進
め

て
お

り
、

民
間

製
薬

会
社

と
連

携
し

て
製

薬
化

を
進

め
て

い
る

。
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評
価

結
果

（
指

摘
事

項
等

の
抜

粋
）

生
物

研
の

対
応

区
　

　
　

分

＜
今

後
の

課
題

＞

企
業

に
よ

る
開

発
・
販

売
が

必
須

と
な

る
医

薬
品

等
の

素
材

開
発

に
つ

い
て

は
、

研
究

シ
ー

ズ
に

基
づ

い
た

開
発

を
漫

然
と

継
続

す
る

の
で

は
な

く
、

早
期

か
ら

普
及

を
担

う
企

業
と

の
共

同
開

発
を

指
向

し
、

開
発

段
階

で
チ

ェ
ッ

ク
ポ

イ
ン

ト
を

設
け

て
社

会
実

装
さ

れ
る

事
例

が
増

え
る

よ
う

、
よ

り
機

動
的

に
遂

行
す

る
こ

と
。

＜
審

議
会

の
意

見
＞

ス
ギ

花
粉

症
治

療
米

の
実

用
化

に
向

け
て

、
治

験
薬

の
製

造
工

程
の

確
立

や
臨

床
試

験
の

実
施

な
ど

大
き

な
進

展
が

み
ら

れ
た

点
は

高
く
評

価
で

き
る

。

ま
た

、
カ

イ
コ

の
雌

の
み

を
致

死
す

る
こ

と
が

出
来

る
オ

ス
化

決
定

遺
伝

子
の

操
作

や
動

物
で

は
国

内
初

の
第

一
種

使
用

等
に

よ
る

遺
伝

子
組

換
え

カ
イ

コ
の

飼
育

試
験

の
開

始
、

ク
モ

糸
シ

ル
ク

を
紡

ぐ
カ

イ
コ

の
実

用
品

種
化

の
成

功
や

ク
モ

糸
シ

ル
ク

で
の

商
品

開
発

な
ど

、
研

究
成

果
に

大
き

な
進

展
が

認
め

ら
れ

る
。

遺
伝

子
組

み
換

え
カ

イ
コ

に
関

す
る

研
究

開
発

で
、

製
品

化
さ

れ
た

も
の

が
あ

る
こ

と
か

ら
も

高
評

価
さ

れ
る

。

成
果

の
実

用
化

に
伴

い
、

遺
伝

子
組

換
え

体
の

安
全

性
の

ア
ピ

ー
ル

を
さ

ら
に

進
め

る
必

要
は

な
い

か
。

３
．

　
新

た
な

生
物

産
業

の
創

出
に

向
け

た
生

物
機

能
の

利
用

技
術

の
開

発
－

新
た

な
生

物
産

業
の

創
出

に
向

け
た

生
物

機
能

の
利

用
技

術
の

開
発

＜
今

後
の

課
題

＞
に

つ
い

て
指

摘
さ

れ
て

い
る

点
は

、
ま

さ
に

そ
の

通
り

で
、

企
業

に
よ

る
開

発
・
販

売
が

必
須

と
な

る
医

薬
品

等
の

素
材

開
発

に
つ

い
て

は
、

計
画

の
段

階
か

ら
想

定
さ

れ
る

企
業

等
と

接
触

を
図

り
、

将
来

の
実

用
化

に
必

要
な

研
究

成
果

を
出

し
て

、
橋

渡
し

が
上

手
く
進

む
よ

う
に

対
応

し
て

ま
い

り
た

い
。

＜
審

議
会

の
意

見
＞

に
つ

い
て

ス
ギ

花
粉

症
治

療
米

、
遺

伝
子

組
換

え
カ

イ
コ

の
実

用
化

を
目

指
す

に
当

た
り

、
遺

伝
子

組
換

え
体

の
安

全
性

は
最

も
重

要
と

考
え

て
い

る
。

今
後

も
関

係
者

に
納

得
の

行
く
よ

う
な

科
学

的
知

見
を

蓄
積

す
る

と
共

に
、

そ
れ

ら
を

分
か

り
易

く
説

明
す

る
よ

う
に

努
め

て
ま

い
り

た
い

。
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